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府市改革の棚卸し
年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

１.財政再建

●「財政再建
プログラム(案)」
・全事務事業、
補助金、出資
法人等の見直し
・府民利用施
設の廃止・改革
・全国で最も高い
給与カット等

●橋下知事が
国直轄事業
負担金につき
問題提起

●「財政構造
改革プラン
(案)」
●財政運営
基本条例施行
●国が維持管
理に係る直轄
事業負担金を
全廃

●「行財政改
革の取組み」

●「行財政改
革推進プラン
(案)」
●「大阪府ファ
シリティマネジメ
ント(FM)基本
方針」

●森林環境税
導入
●宿泊税導入
●FM基本方針
に基づき府有施
設を集中点検

●「大阪府行
政経営の取組
み」

２.財務マネジ
メント

●府有財産自
主点検調査

●歩道橋に命
名権導入

●税制課に債
権特別回収・
整理Ｇ設置
●財政課に公
債企画Ｇ設置

●府立体育会
館に命名権導
入

●府債の長期
運用開始

●門真スポーツ
センターに命名
権導入

３.人事・給与
制度等

●職員の退職
管理に関する
条例施行

●給与制度改
革(職務給原
則の徹底等）
●職員採用試
験の抜本的見
直し
●部長公募の
開始

●職員基本条
例施行

●人事評価の
相対評価制度
の本格実施

●政治規制等
3条例の施行
（政治的中立
性を確保する
ための組織的
活動の制限／
労使関係にお
ける職員団体
等との交渉／
職員の政治的
行為の制限）

●給与制度の
総合的見直し
●職員採用試
験の一部見直
し

４.働き方改革、
ICT活用

●オープンデータ
ポータルサイト
開設

●府庁版働き
方改革(第1
弾)

●府庁版働き
方改革(第2
弾)

●ＡＩを活用し
た議事録作成
支援開始

５.公民連携の
推進

●企業との包括
連携協定を開
始

●公民戦略連
携デスク設置

●「PFI/PPP優
先的検討規
程」

●府営公園等
で、サウンディン
グ型市場調査
を開始

A いわゆる行政改革（大阪府）
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府市改革の棚卸し
年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

６.経営形態
(独法化)

●産業技術総
合研究所を独
法化
●環境農林水
産総合研究所
を独法化

●府市の研究
所を統合し、
(地独)大阪産
業技術研究所
を創設

７.市町村との
連携強化

●「大阪発“地
方分権改革”
ビジョン」

●「特例市並み
の権限移譲」
の推進

●地域維持管
理連携プラット
フォーム設置

●大阪府域地
方税徴収機
構設置
●自治体クラウ
ド検討会設置

●「大阪発”地
方分権改革”
ビジョン改訂
版」

８.府市連携

統合本部

●大阪府市統
合本部設置

●特別区設置
協議会を設置
●大都市局を
共同設置

●副首都推進
本部を設置

●副首都推進
局を共同設置
●「副首都ビ
ジョン」

●大都市制度
(特別区設置)
協議会を設置

組織統合

●府市の信用
保証協会が合
併し、大阪信
用保証協会に
●府市消防学
校を一元化

●府市の地方
衛生研究所を
統合し、(地
独)大阪健康
安全基盤研究
所を設立

事業連携

●大阪市内の
府営住宅を
大阪市に移管
開始

９.その他

●大阪府経営
企画会議設置
●府庁ホスピタ
リティ向上調
査実施
●予算編成過
程公表開始
●政策ﾏｰｹﾃｨﾝ
ｸ･ﾞﾘｻｰﾁﾁｰﾑ発
足(2008.3)

●大阪府戦略
本部会議設置
●公の施設等
の利用者満足
度調査開始
●規制条例の
総点検

●府民の声見
える化開始
●監査事務局
業務の民間委
託開始
●国と地方の関
係再構築(関
西広域連合設
立）
●業規制条例
の見直し

●新公会計制
度導入
●施策プロセス
の見える化
●公金支出情
報公表開始
●市町村国保
の府特別調整
交付金の配分
基準を見直し
●「府営住宅ス
トック総合活用
計画」改定

●規制条例・
審査基準の
点検

●規制条例等
の点検

A いわゆる行政改革（大阪府）
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府市改革の棚卸し B 社会政策のイノベーション（大阪府）

年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

政策刷新

1.教育

●教育非常事
態宣言
●学力向上緊
急対策（百マ
ス計算等、～
2010）
●支援学校施
設基本方針策
定

●学力向上重
点支援（中学
教員増員等）

●中学校給食
の導入促進
●府学力・学
習状況調査
（～2012）
●グローバル
リーダーズハイス
クール設置

●教育行政基
本条例、府立
学校条例制定
●教育振興基
本計画策定
●教職員人事
権の市町村移
譲（豊能地
区）

●校長公募
●英語教育改
革
●府立支援学
校新設
(～2015)

●高校の通学
区域撤廃
●チャレンジテ
スト
●生徒指導体
制の強化

●教育行政一
元化（教育庁
創設）
●高校入試の
評価制度改革

●南河内地域
において中高一
貫校設置

2.私立高校授
業料無償化

●授業料無償
化の実施

●授業料無償
化の多子世帯
への拡充

3.健康医療
4.介護
5.子どもの貧
困
6.待機児童
7.女性活躍

●広域災害・
救急医療情報
システムのリ
ニューアル③

●がん対策推
進条例制定③

●救急搬送支
援等システム
ORION導入
③

●健康マイレー
ジの導入促進
③
●地域限定保
育士試験実施
⑥

●子どもの生
活の実態調査
⑤
●大阪国際が
んセンター開設
③
●介護予防活
動の展開④
●女性活躍促
進に向けた意
識改革⑦

●子ども輝く未
来基金創設⑤
●重粒子線セ
ンター開設③

府市連携

８.組織統合

●府市共同の
住吉母子医療
センター開院

９.事業連携

●府立・市立
高等学校再編
整備計画を策
定

●市立特別支
援学校の府へ
の移管

●府立・市立
高等学校再編
整備計画を策
定

その他

●障がい者雇
用を促進する
ハートフル条例
制定

●児童虐待防
止対策の強化
●NPOの活動
基盤づくり
(補助金等)

●障がい者施
設の再編整備
(砂川厚生福
祉センター)

●薬物濫用防
止条例制定
●引きこもり青
少年等の支援
体制構築
●子どもを性犯
罪から守る条
例制定

●発達障がい
児支援の強化
●OSAKAしご
とフィールド開設

●府・市・府警
であいりん地域
の環境整備を
推進

●障がい者施
設の再編整備
(金剛コロニー)

●福祉支援拠
点整備の着工
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府市改革の棚卸し C インフラ戦略（大阪府）

年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

経営形態 1.水道

●府市水道事
業の統合協議

●府市水道の
コンセッション型
指定管理者制
度で府市合意

●府下42市
町村が水道の
府市合意案を
否決

●広域水道企
業団の設立

●広域水道企
業団と大阪市
の統合協議

●大阪市水道
局の統合が市
会で否決

●府市で府域
水道のあり方を
検討

●下水道事業
に公営企業会
計導入

政策刷新

2.空港

●知事が関空
の課題を国に
問題提起

●国際拠点空
港化を国に要
望
●国が関空・
伊丹空港の統
合方針を決定

●関空･伊丹
空港の経営統
合
●LCC専用
ターミナル開設

●伊丹空港と
ターミナルビルの
経営一元化

●関空に
FEDEX北太
平洋地区ハブ
開設
●関西エアポー
ト社設立

●関空・伊丹
空港のコンセッ
ション実施

●関西3空港
の一体運営

3.
イ
ン
フ
ラ
整
備
、
ス
ト
ッ
ク
組
替
え

①高速道路

●国と地方の
検討会設置
●阪神高速が
対距離料金制
に移行

●府市共同で
淀川左岸線延
伸部の環境影
響評価を実施

●淀川左岸線
1期完成

●淀川左岸線
延伸部の事業
着手
●阪神圏の高
速道路の料金
体系統一

●府道路公社
路線を
NEXCOへ移
管

②鉄道（戦略4
路線）

●公共交通戦
略の策定

●大阪府都市
開発(株)の株
式売却
●府･市･鉄道
事業者でなに
わ筋線の事業
化に向けた検
討会開催

●モノレール延
伸を府として意
思決定

●北大阪急行
延伸の工事着
手

●なにわ筋線
の事業化に向
けた国協議開
始を決定

③鉄道（リニア・
北陸新幹線）

●官民協議会
を設立し、リニ
ア早期全線開
業を要望

●2016／リニ
ア早期全線開
業の緊急要望
●北陸新幹線
のルート決定

●2017／リニ
ア全線開業最
大8年前倒し
決定
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府市改革の棚卸し C インフラ戦略（大阪府）

年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

政策刷新

4.地震・津波

●大阪独自の
津波浸水面積
を公表し、府市
共同で整備計
画を策定
●密集市街地
整備方針策定

●防潮堤の液
状化対策重点
化

●最優先箇所
の液状化対策
完了

●建築物耐震
化率の目標を
設定

●府独自の被
災者支援策を
実施

5.治水

●槇尾川ダム
本体工事休止

●「今後の治
水対策の進め
方」策定
●槇尾川ダム
からの撤退決
定

●府内全河川
の洪水リスクを
公表

府市連携 6.組織統合

●府市で「大
阪港湾連携会
議」を設置

その他

●建設から維
持管理への重
点化
●泉北NT再
生協議会を設
立



9

府市改革の棚卸し D 成長戦略（大阪府）

年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

政策刷新
１．クラスター
形成

●知事等の呼
びかけで産学官
でバイオ戦略推
進会議を設立
●「彩都バイオ
イノベーションセ
ンター」設置

●官民連携の
バイオファンド創
設

●バッテリー戦
略研究センター
設立

●PMDA関西
支部設置
●国立循環器
病研究センター
の健都移転決
定

●「彩都ライフサ
イエンスパーク」
全区画の事業
者決定

●AMED西日
本統括部設置

●健康・栄養
研究所の健都
移転決定
●大型蓄電池
試験評価施設
NLAB開設

●「中之島未
来医療国際拠
点」基本計画
策定

●うめきた2期
区域の開発事
業者決定

府市連携

２.特区制度

●国際戦略総
合特区地域指
定

●地方税ゼロ
特区税制創設

●国家戦略特
区区域指定
●先進医療審
査の迅速化
●雇用労働セ
ンター設置

●特区民泊 ●法人税を東
アジア並みにす
る成長特区税
制創設
●外国人家事
支援人材の受
入

３.万博

●万博誘致の
表明

●万博誘致構
想検討会設置

●万博誘致委
員会準備会設
立
●万博誘致委
員会設立

●万博立候補
●BIE総会、現
地視察

●BIE総会
●万博開催地
決定

４.IR

●IRを成長戦
略に位置付け

●首相に早期
法制化を提案

●府市IR立地
準備会議設置

●夢洲をIR候
補地として提示
●夢洲まちづく
り構想検討会
設置

●IR推進会議
設置

●夢洲まちづく
り構想策定
●IR基本案の
中間骨子とりま
とめ

５.G20
●G20府市共
同開催決定

６戦略会議

●都市魅力戦
略会議、エネル
ギー戦略会議を
設置

●新大学構想
会議を設置

●医療戦略、
規制改革会議
を設置

７.組織統合

●府市で新大
学ビジョン策定
●大阪観光局
の設置

●府市の大学
法人統合関連
議案可決
●(地独)大阪
産業技術研究
所を創設

８.事業連携

●水都大阪 ●大阪マラソン
開催

●都市魅力創
造戦略策定

●光の饗宴開
催
●アーツカウンシ
ル部会を設置

●中之島図書
館、中央公会
堂の連携

●都市魅力創
造戦略2020
策定

その他

●大阪産(も
ん)ブランド化
●緑化施策の
推進

●金融機関提
案型融資制度
創設



大阪府の改革取組リスト

◆資料に記載の記号・番号の見方◆
・４つの分類

Ａ いわゆる行政改革
Ｂ 社会政策のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
Ｃ インフラ戦略
Ｄ 成長戦略

・＜＞内
本書での各章の分類

・（ ）内
府庁の改革項目通し番号

↓ 各項目のトップページ

↓ 各項目の説明ページ
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Ⅰ 政策の刷新（主なもの）
（１）関空・伊丹空港の経営統合
（２）インフラ整備（道路網・鉄道網）の具体化、

ストックの組換え
（３）地震・津波対策
（４）治水対策の方針転換
（５）クラスター形成
（６）教育
（７）私立高校授業料無償化
（８）健康・医療
（９）介護
（10）子どもの貧困
（11）待機児童
（12）女性活躍 11



Ｃ ２．Ⅰ（１）関空・伊丹空港の経営統合

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・従来、空港戦略は国主導
で行われており、府は、国
への要望活動が中心で
あった。

・一方、関西国際空港は、
海上空港という特殊性か
ら、関空会社が１．３兆円
という巨額の負債を抱え、
空港経営が硬直化し、ハ
ブ空港として活用しきれな
い状況にあった。

・そこで、知事が政治的
メッセージとして、伊丹空
港の廃止・跡地売却という
「ストック組換え」も視野に、
関空の財務状況の課題や
ハブ空港としての経営戦
略について、国家レベルの
課題として国に問題提起
を行った。

・国際競争に勝ち抜くため
の都市機能・広域交通イン
フラである国際空港の機
能強化をめざした戦略的
な経営の実現。

・関空の財務構造の改善、
政府補給金への依存体質
からの脱却を図る。

・関空・伊丹空港の経営を
統合（2012年7月）。

・全国に先駆けて、伊丹空
港の基本施設とターミナル
の経営一元化を実現
（2013年10月）。

・府が出資する土地保有
会社の債務の着実な償還
を確保しつつ、両空港の機
能強化、円滑なコンセッ
ション実施が可能となるス
キームを構築。

・あわせて、特区制度を活
用した機能強化、関西産
業の国際競争力の強化を
推進。

・空港運営における課題を
顕在化し、課題解決の手
法としての２空港経営統合
が実現。

・我が国初の本格的ＬＣＣ
の新規就航・増便。

・世界最大手の航空貨物
会社の北太平洋地区のハ
ブ施設誘致成功。

・関空・伊丹空港コンセッ
ション実施（2015年4月～
2060年3月まで）

・神戸空港コンセッション実
施（2018年4月～2060年3

月まで）関空・伊丹・神戸
空港の3空港一体運営へ。

12



関空・伊丹両空港の経営を統合(2012年7月)
↓

・一体運用による経営の効率化

・伊丹空港の収益も活用し、戦略的な設備投資など、
関空の経営基盤を強化

↓
◆戦略的な経営
・伊丹空港とターミナルビルの経営一元化

(2013年10月)

↓
運営権売却（コンセッション）

➣国からの補給金に 頼らない民間による自立した
経営に道筋。

➣国際拠点空港港として機能強化するための
戦略的な投資が可能に。

■Outcomeの整理 空港の経営

Ｃ ２．（７８）

Before After

伊丹空港
・国が管理
・収支が黒字

➡収益は国の特別会計へ
・ターミナルは自治体+民間 の別会社

関西国際空港
・第三セクター経営（国+自治体+民間）

・１．３兆円の負債*

国が利払い負担軽減のため補給金
を支給

➡多額の負債を抱え、国際拠点空
港としての機能強化に向けた戦略
的な投資ができない

*関空負債額：2011年3月期決算時点
自治体及び民間が新関空会社にターミナルビル会社の全
株式を売却

・売却額総額 278億円
うち府、市保有分 各々55億6,464万円

○新たに国100%出資で設立された「新関空会社」が、両空
港を一体的に管理・運営。

○旧関空会社は、「関空土地保有会社」として、関空の空
港用地の保有管理及び新関空会社への貸付業務を実施。

関西エアポート㈱が公共施設等運営権を取得し、両空港
の運営を実施

・実施期間は2016年4月1日から44年間
・運営権対価等は総額2.2兆円

関空会社の巨額の
債務1.3兆円

(2009年まで国が毎
年約90億円の補助

金を支給)

高コスト構造
(高額な着陸料など)

戦略的な投資が
困難

脆弱な
就航ネットワーク

不安定な経営基盤
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統合後の新関空会社は、中期経営計画に基づき、関空国際線着陸料の５％引き下げ、路線誘致インセンティ
ブの拡充などを順次展開している。また、2015年からはコンセッションにより、関西エアポートが関空と伊丹を運
営。2018年には、同社による神戸空港の運営も開始し、関空・伊丹・神戸の3空港一体運営となる。

完全24時間運用の強みを活かし、ＬＣＣの誘致にも注力。専用ターミナルの設置や深夜早朝アクセスの充実
などを進め、国内最大規模のＬＣＣ乗り入れ空港となっている。

開港以来、訪日外国人数は200万人から300万人へ緩やかに上昇していたが、ＬＣＣ拠点化の動きに併せて
近年大幅に増加。 2015年度、開港以来最高の約500万人に到達。2017年度には約700万人にまで増加。

国際貨物取扱量については、リーマンショック、東日本大震災を経て伸び悩んでいるが、2014年4月に世界最
大手航空貨物会社のハブ拠点が開設され、今後の増加が期待される。

また、国際戦略総合特区を活用し、薬監証明手続きの簡素化・電子化を実現したほか、医薬品定温庫の活
用など、関西の成長産業である医薬品・医療機器等の分野を支える物流拠点機能も強化。 医薬品貿易額が順
調に伸びるなど、成果が現れつつある。

▲
94
年

関
空
が
開
港

▲
12
年
11
月

Ｌ
Ｃ
Ｃ
専
用

タ
ー
ミ
ナ
ル
オ
ー
プ
ン

13
年
度

外
国
人
旅
客
数
が
過
去

最
高

▲
12
年
7
月

関
空
・伊
丹
経
営
統
合

▲
13
年
10
月

伊
丹
空
港
の
基

本
施
設
・タ
ー
ミ
ナ
ル
経
営

一
元
化

14
年

空
港
事
業
運
営
権

の
売
却
へ

▲
13
年
3
月

国
際
戦
略
総
合

特
区
に
よ
り
、
薬
監
証
明
電

子
化
開
始

▲
14
年
4
月

FED
EX

北
太
平
洋
地
区
ハ
ブ

開
設

■経緯

■経営統合後の動き

▲
10
年
5
月

国
が
関
空
・

伊
丹
を
経
営
統
合
す
る
方

針
を
決
定

10
年
度

国
と
地
元
で
、

統
合
ス
キ
ー
ム
を
議
論

08
年
・
09
年
「関
空
・伊
丹
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」と
し
て
、
知
事
が
伊

丹
空
港
廃
止
・跡
地
売
却
を
視

野
に
国
に
問
題
提
起

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年～

Ｃ ２．（７８）

15
年
4
月

関
空
・伊
丹
空
港
コ
ン

セ
ッ
シ
ョ
ン
実
施

14
年
12
月

Ｓ
Ｐ
Ｃ(

特
定
目
的
会

社)
関
西
エ
ア
ポ
ー
ト
の
設
立

新
関
空
会
社
と
関
西
エ
ア
ポ
ー
ト

と
の
実
施
契
約
の
締
結

18
年
4
月

関
西
エ
ア
ポ
ー
ト
に
よ

る
、
神
戸
空
港
運
営
開
始
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■実施体制の改革

Ｃ ２．（７８）

■実施体制の改革

Before After

（参考）

・日本初の本格的ＬＣＣ専用ターミナルオープン（2012年10月）

・世界最大手の航空貨物会社の北太平洋地区のハブ施設誘致成功（2014年4月）

・関空・伊丹空港コンセッション実施（2016年4月～2060年3月）

神戸空港コンセッション実施（2018年4月～2060年3月）⇒関西3空港の一体運営が実現。

ビ

ル 滑走路等

土 地

ビ
ル

滑走路等

土 地

関空会社

〔伊丹空港〕

〔関西空港〕

国

大阪空港

ﾀｰﾐﾅﾙ(株)

（2018年4月からは神戸空港を含めた3空港の一体運営が実現）

（国１００％出資）

ビ

ル

滑走路等

土 地

ビ

ル

滑走路等

貸付け 地代

〔伊丹空港〕 〔関西空港〕

連
結
関
係

土 地

関西エアポート㈱ 2016年4月～

運営権設定

運営権対価

※管制施設は上記経営統合に関わらず、国が管理

①

関空・伊丹
の経営統合

②

ターミナルビル
経営一元化

③コンセッション

新関空会社

関空土地保有会社
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■関連データその１ Ｃ ２．（７８）

推移：2009 ⇒ 2017
関空 17便 ⇒ 431便

3％ ⇒ 37％
成田＋羽田 14便 ⇒ 333便

１％ ⇒ 14％

推移：2009 ⇒ 2017
関空 ＋13都市
成田 ＋12都市
羽田 ＋30都市
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出典：各空港会社「運営概況」、羽田はJTB時刻表・国交省「国際線就航状況」

推移：2009 ⇒ 2017
関空 599便⇒1169便 95％増
成田＋羽田1447便⇒2368便 64％増

16

推移：2009 ⇒ 2017
関空 581万人増
成田 385万人増
羽田 323万人増

関空拠点
LCC就航

関空拠点
LCC就航

関空拠点
LCC就航

関空拠点
LCC就航



■関連データその２

Ｃ ２．（７８）
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※ 羽田の医薬品貿易額は僅少のため、グラフ上には表示できていない。
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Ｃ ３．Ⅰ（２）インフラ整備（道路網・鉄道網）の具体化、ストックの組換え

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・インフラ整備は、経済発
展に不可欠な投資である
にもかかわらず、財政難が
続く中で、莫大な予算を確
保する事業スキームを構
築する必要があった。

・都心と国土軸や関空のア
クセス状況等に課題があ
り、副首都として必要な都
市機能の充実が必要。

（参考その１ 高速道路の
ミッシングリンク、参考その
２ 鉄道ネットワークの現
状）

①高速道路

・複数の運営主体が混在
する複雑な料金体系の
改善

・ミッシングリンク解消に向
けた道路整備、老朽化に
伴うインフラ更新計画の
具体化

・近畿圏の高速道路を賢く
使う料金体系の提案（料
金体系の一元化）、大規
模更新の財源確保のた
めの料金徴収期間延長、
ミッシングリンク解消に向
けた事業スキームの具体
化、国・高速道路会社・自
治体による検討会設置

・近畿圏の料金を対距離制を基
本とした料金体系へ整理・統一
（2017年6月）

・道路公社路線（南阪奈・堺泉
北）をＮＥＸＣＯに移管（2018年
4月）
※第二阪奈は、2019年4月移

管予定
・大規模更新は、料金徴収

期間を延長し、2015年度
着手（2014年度法律改
正）

・淀川左岸線延伸部は、
2017年度事業化が決定

②鉄道(戦略4路線)

・取組みの方向性を示す
公共交通戦略を策定

・ストック組換えによる鉄道
網整備に要する府財源
確保

・公共交通戦略を策定し、戦
略４路線を位置づけ
（北大阪急行延伸／大阪モ

ノレール延伸／なにわ筋線
／西梅田十三新大阪連絡
線）

・黒字の第三セクター（大阪
府都市開発㈱）の株式売却。
売却益を公共施設整備を
目的とする基金に積立て。

・戦略４路線が着実に進展
-北大阪急行延伸は、2016年度

に工事着手、全区間で工事中
‐大阪モノレール延伸は、2018年

度に都市計画等の法手続きに
着手

‐なにわ筋線は、2018年度に調
査・設計に着手

‐西梅田十三新大阪連絡線は、

なにわ筋連絡線等の調査等を
踏まえ、今後整理

③鉄道(リニア、北陸)

・リニア中央新幹線、北陸
新幹線の早期開業

・府・市・経済界が一丸と
なって、リニア中央新幹
線の早期全線開業を働
きかけ。

・リニア中央新幹線の名阪間の
開業最大8年間前倒し（2045年
→2037年）

・北陸新幹線については、駅・
ルートが決定。
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■Outcomeの整理

改革の対象項目 Before After

・高速道路の料金
体系

・複数の運営主体と料金
体系が混在

・近畿圏の料金一元化等を協議する「国と
地方の検討会」設置（2011年6月）

・阪神高速道路が圏域を撤廃した対距離
料金に移行（2012年1月）

・国土交通省「近畿圏の新たな高速道路
料金に関する具体方針（案）」の公表
（2016年12月）

・近畿圏の料金を対距離制を基本とした
料金体系へ整理・統一（2017年6月）

・道路公社路線（南阪奈・堺泉北）をＮＥＸ
ＣＯに移管（2018年4月）

・高速道路ネットワー
クの整備

・淀川左岸線延伸部が未
着手。環状道路ネット
ワークが形成されずミッシ
ングリンクが存在

国直轄道路事業と高速道路会社による
有料道路事業の合併施行方式により、
淀川左岸線延伸部の事業に着手（2017
年4月）

Ｃ ３．（７９，８０）
①高速道路
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高速道路について、首都圏、中部圏では、大規模な環状道路の整備が進み、2024年頃には概ね完成の見込み。
近畿圏では、環状道路ネットワークの整備が遅れている。

そこで、利用者の視点に立ち、複雑で分かりにくい料金体系の一元化と、料金収入によるミッシングリンク解消に
向けた整備を可能とする「近畿圏の高速道路を賢く使う料金体系」を提案。

「近畿圏の高速道路を賢く使う料金体系」の実現に向け、対距離制の料金体系の導入、淀川左岸線延伸部の事
業着手、道路公社路線（堺泉北・南阪奈）の高速道路会社への移管を実現。

▲
11
年
６
月

阪
神
圏
料
金
一
元
化
に
向
け
た
国

と
地
方
の
検
討
会
設
置

▲
13
年
９
月

国
と
地
方
の
検
討
会
で
17
年
度
当

初
に
シ
ー
ム
レ
ス
な
料
金
体
系
導
入

を
確
認

▲
13
年
12
月

「新
た
な
高
速
道
路
料
金
に

関
す
る
基
本
方
針
決
定
」

（国
交
省
）

▲
03
年
12
月

新
名
神
「当
面
着
工
し
な
い

区
間
」（国
幹
会
議
）

▲
12
年
４
月

新
名
神
建
設
凍
結
解
除
・事

業
認
可

▲
13
年
１
月

淀
川
左
岸
線
延
伸
部
の
環

境
評
価
手
続
き
に
着
手

▲
06
年
12
月

淀
川
左
岸
線
延
伸
部
Ｐ
Ｉ*

完
了
（推
奨
す
べ
き
計
画
案

提
言
）

＊ＰＩ：Public Involvement、計画策定の早い段階から市民の方々等関係者へ積極的に情報を提供し、コミュニケーションを行う取り組み

■改革の取組み：「近畿圏の高速道路を賢く使う料金体系」の提案

■経緯

～2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 ～2016年 2017年 2018年

《
国

》

《
府

》

Ｃ ３．（７９，８０）

▲
10
年
４
月

阪
神
都
市
圏
５
団
体
に
よ

る
「都
市
圏
高
速
道
路
等
の

一
体
的
運
営
構
想
」提
案

▲
16
年
11
月

淀
川
左
岸
線
延
伸
部
の

都
市
計
画
決
定

▲
16
年
12
月

近
畿
圏
の
新
た
な
高
速
道

路
料
金
に
関
す
る
具
体
方

針
（案
）（国
交
省
）

▲
17
年
4
月

淀
川
左
岸
線
延
伸
部
事
業

着
手

▲
17
年
3
月

府
議
会
・市
会
に
お
い
て
関

連
議
案
が
議
決

▲
17
年
6
月

新
料
金
導
入
（阪
神
高
速
・Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
路
線
）

▲
18
年
4
月

道
路
公
社
路
線
（
堺
泉
北
・南

阪
奈
）
を
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
へ
移
管

20



【参考その１】 高速道路のミッシングリンクの現状

首都圏では、ほぼ全ての環状道路が、開通済みまたは建設中（数年先には開通予定）。中部圏でも、東海環状自
動車道、名古屋環状２号線など、開通済みまたは建設中で、環状道路は近年のうちに概ね完成予定。

近畿圏は、府市連携の取組みにより、国直轄道路事業と高速道路会社による有料道路事業の合併施行方式とし
て、淀川左岸線延伸部の事業に着手できたことにより、ミッシンリングの解消に向けた整備が進んでいる。

Ｃ ３．（７９，８０）

大和川線
（事業中）

大阪圏 東京圏

名古屋圏
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■Outcomeの整理

改革の対象項目 Before
After

・戦略的な鉄道網
整備

・戦略の不存在

（国土軸アクセス、関空
アクセスなどの課題）

・鉄道網整備に必要な財
源不足

・公共交通戦略を策定、戦略４路線を位
置づけ
※戦略４路線

-北大阪急行延伸
-大阪モノレール延伸
-なにわ筋線
-西梅田十三新大阪連絡線

・大阪府都市開発（株）の株式売却。売却
益を公共施設整備を目的とする基金に
積立て。

【北大阪急行延伸】
・2016年度に工事着手、全区間で工事中

【大阪モノレール延伸】
・2018年度に都市計画等の法手続きに
着手

【なにわ筋線】
・2018年度に調査・設計に着手

【西梅田十三新大阪連絡線】

・なにわ筋連絡線等の調査等を踏まえ、
今後整理

Ｃ ３．（８１）

②鉄道
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■改革の取組み：ストックの組換えの実現

②鉄道

鉄道については、関空のアクセス強化が課題であるが、整備には莫大な費用が必要。そのためその財源を捻
出するための手法として、「ストック（資産）の組換え」を実施。第三セクターの大阪府都市開発（株）の株式を売却
し、その売却益を、戦略４路線などの公共施設の整備を目的とする基金に積み立て、戦略４路線整備具体化に
向けた検討をスタート。

北大阪急行の延伸については、事業化が決定し、2016年度に工事着手。大阪モノレールの延伸については、

府として事業化を意思決定し、都市計画等の法手続きを進めている。また、関空アクセス強化等に資する「なに
わ筋線」については、府市連携のもと、2014年から鉄道事業者とともに検討に着手し、2017年に事業スキーム等
を府市意思決定。

▲
04
年
10
月

近
畿
地
方
交
通
審
議
会
答
申
「近
畿
圏
に

お
け
る
望
ま
し
い
交
通
の
あ
り
方
」

▲
14
年
１
月

公
共
交
通
戦
略
策
定

▲
14
年
３
月

北
大
阪
急
行
延
伸
基
本
合
意
（府
・箕
面

市
・北
急
㈱
、
阪
急
㈱
）

▲
14
年
７
月

大
阪
府
都
市
開
発
（Ｏ
Ｔ
Ｋ
）株
売
却

■経緯
～2007年 ～2014年 2015年 2016年 2017年 2018年～

Ｃ ３．（８１）

北大阪急行
延伸

大阪モノレール
延伸

なにわ筋線

西梅田十三
新大阪連絡線

▲15年12月：都市計画決定
▲16年8月：都市計画事業認可取得

2020年

開業目
標

2029年

開業目
標

2030年

度末開
業目標

▲16年度：工事着手

▲16年1月：府として意思決定

▲18年度：都市計画決定等予定

▲17年9月：府市で意思決定

なにわ筋連絡線等（北梅田駅北側から阪急十三方面に分岐す
る新たな路線）の調査等を踏まえ、今後整理。
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大阪中心部の鉄道模式図 関西空港、成田空港、羽田空港、中部空港 アクセス比較

【参考その２】 鉄道ネットワークの現状
Ｃ ３．（８１）

【距離】

【都心からの所要時間】

約50km

約70km

約20km

約40km

56分
53分

27分 29分

国土交通省 交通政策審議会資料より企画室作成 24



＜鉄道＞

○大阪府都市開発
（OTK）

黒字の第三セクターの
株を売却
（約３６７．５億円）

＜鉄道＞

◆戦略４路線の整備着手へ

・北大阪急行延伸基本合意

整備費600億円（うち府負担
上限100億円）

・大阪モノレール延伸を検討

インフラ整備費約740億円
（うち府費（約300億円）

など

⇒公共施設等整備基金活用
を検討

府保有分株
売却額合計
４２３．１
億円＜空港＞

○大阪空港ターミナル
ビル（OAT）

黒字の第3セクターの
株を売却
（売却額総額278億円。うち、
府保有分は約５５．６億円（市
保有分も府と同額））

公
共
施
設
等
整
備
基
金
に
積
立
て

■ストック組換えによるインフラ整備の具体化のまとめ

Ｃ ３．（８１）
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Ｃ ４．Ⅰ（３）地震・津波対策（津波対策・南海トラフ等巨大地震対策）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・従来の「大阪府地震
防災アクションプラン」
は、東日本大震災の発
生により津波対策が不
十分であることが判明

-上町断層帯地震では

想定しなかった甚大な
被害をもたらす南海トラ
フ巨大地震への対策の
必要性

-南海トラフ巨大地震に

よる被害想定の結果、
地盤の液状化により防
潮堤が沈下し、１１０００
haが浸水

-密集市街地対策の必
要性（別掲）

-住宅・建築物の耐震化
の必要性（別掲）

・『減災』を基本理念に、た
とえ被災したとしても人命
が失われないことを最重
視し、また経済的被害が
できるだけ小さくなるよう
にする

・「Ⅰ命を守る」、「Ⅱ命を
つなぐ」、「Ⅲ必要不可欠
な行政機能の維持」、「Ⅳ
経済活動の機能維持」、
「Ⅴ迅速な復旧・復興」の
５つの基本方針として対
策

・被害を最小に食い止め
るための施策を着実に実
施する
-高潮対策として整備して

きた防潮堤等が津波来襲
時にも機能
-密集市街地対策（別掲）
-住宅・建築物の耐震化
（別掲）

・災害対策の基本的考え方の整理
①大阪府石油コンビナート等防災計画の改訂

‐南海トラフ巨大地震を想定し、最新の知見を踏まえた
被害想定、対策の充実強化等（2014.3改訂）
‐南海トラフ巨大地震を想定した見直しを引き続き行い、

最新の知見に基づく被害想定、事業所のための津波避
難の基本的な考え方等（2016.3改訂）
‐防災対策設置時の基準の見直し等（2017.4改訂）

②大阪府地域防災計画の改訂
‐南海トラフ巨大地震による被害への対応（2014.3改訂）
‐熊本地震の教訓等を踏まえ、応援・受援体制の強化等
（2017.3改訂）
‐国の防災基本計画の修正を踏まえた修正（2017.11改
訂）

③地震防災アクションプランの改訂等
‐南海トラフ巨大地震の被害想定を踏まえて改訂した

「大阪府地域防災計画」の方向性を踏まえ、「新・地震
防災アクションプラン」を策定（2015年度）

(参考)検討体制
-府石油コンビナート等防災本部に「地震・津波被害想定
等検討部会」設置（2012.9）
-府防災会議に「南海トラフ巨大地震災害対策等検討部
会」設置(2012.9)
-府防災会議に「南海トラフ地震対応強化策検討委員
会」設置（2018.7）

・予算の重点化等
①防潮堤液状化対策

2014年から１０年間で２１００億円を投入し８９ｋｍを対策
予定。
当初３年間で約260億円を投入し、最優先に対策が必
要な８ｋｍの事業実施

②密集市街地対策（別掲）
③住宅・建築物の耐震化（別掲）

・大規模災害に対する対策・対応の
新たな考え方の府民との共有

-大阪880万人訓練の実施
-防災･減災ポータルサイト設置
-防災イベントへの参画：6回、参加

者数約4万人
防災講演・研修会等 17回、参

加者数1,162人
（2018年度10月末現在）

・ハード対策とソフト対策を組み合
わせることで「死者数を限りなくゼロ
に近づけ、経済的被害を最小限に」
（参考：人的被害(死者)）

早期避難率が低い場合約134,000
人⇒約7,400人

非難が迅速な場合 約8,800人⇒
約0人

（被害軽減目標2015⇒2024年度）

・2014年から10年間で取り組む、防

潮堤液状化対策の完了により、地
震・津波による浸水面積を半減

対策前 約11,000ha
⇒対策後 約5,300ha
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Ｃ ４．Ⅰ（３）地震・津波対策（密集市街地対策、住宅・建築物の耐震化）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

【密集市街地対策】

・府内には、地震等の災
害時に著しく危険な密
集市街地が７市11地区
2,248ha存在（全国ワー
スト規模）

・部分的な整備の積み
重ねであり、効果発生
までに時間を要する

・府と地元市の連携、地
域への働きかけが不十
分

・これまでの公共施設等
整備の取組みに加えス
ピードアップを図るため
新たな手法を検討

・緊急な取組みを必要と
する地区を設定し、重点
投資

・避難訓練やワークショッ
プの実施等、地元市と連
携して地域への働きかけ
を強化する

・「大阪密集市街地整備
方針」の策定（2014.3）
（2018.3改定）

・老朽住宅除却補助制度
の拡充
①対象エリアの拡大

②建物所有者等の負担
軽減に繋がる補助率の
改善（期間限定）

・公共施設を重点的に整
備する「取組重点地区」
を府市で協議し設定

・土木事務所に密集市街
地担当を配置

・庁内関係部局が連携し、
横断的な取り組みを行う
「密集市街地対策推進
チーム」を設置

・老朽住宅除却補助における建物所有者の負担
割合を従来の１/２に軽減

・府市の連携の要となる「整備アクションプログラ
ム」を策定し、取組重点地区を位置付け

・密集市街地の解消（2018.6公表）
268ha（残り1,980ha）

・まちの不燃化
‐老朽建築部等除却

除却戸数 2011～13年度 700戸
2014～17年度 3,085戸

（進捗率46％）
‐地区公共施設整備

道路整備 2014～17年度 6,350㎡
（進捗率14％）

公園整備 2014～17年度 880㎡
（進捗率4％）

‐防火規制
準防火地域指定 ６市９地区

防災街区整備地区 計画等の導入５市９地区

・延焼遮断帯の整備
以下の路線について整備
‐三国塚口線 （2015年度～）
‐寝屋川大東線 （2016年度～）
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Ｃ ４．Ⅰ（３）地震・津波対策（密集市街地対策、住宅・建築物の耐震化）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

【住宅・建築物の
耐震化】

・府民の耐震化に
対する関心や危
険に対する認識が
薄い

・府有建築物のリ
スクを判断する客
観的情報が開示さ
れていなかった

・耐震化を一層促進
するため、民間との
連携を強化する

・府民とのリスク共
有

・大阪府住宅・建築物耐震 10ヵ年 戦略プ
ラン 中間検証（2011年3月)

住宅建築物耐震10ヵ年 戦略・大阪 改定
(2016年1月)

・行政が登録した事業者を、地域が選定し、
府民の自主的な耐震化を促進する「まちま
るごと耐震化支援事業」を実施

・グーグルマップを活用し、府有建築物の耐
震性能を府民にわかりやすく情報提供

・2016年8月に改定した「新・府有建築物耐
震化実施方針」に基づき、耐震化を推進

・まちまるごと耐震化支援事業実績
‐2013年度 10市17地区
‐2014年度 15市30地区
‐2015年度 7市36地区
‐2016年度 5市41地区
‐2017年度 6市45地区

・耐震化率の推移
（2010年→2015年）
‐住宅
（79.0%→83.5%）
‐多数の者が利用する
建築
（86.0%→90.3%）

・府有建築物耐震化性能マップの作成・
府HPでの掲載

・耐震化率の推移
(2008年度→2017年度)
-府有建築物
（63.9%→90.1%）
-うち災害時に重要な
機能を果たす建築物
（68.8%→2018年度に
100％達成）
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Ｃ ５．Ⅰ（４）治水対策の方針転換

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・従来の治水対策は、「大
阪府河川整備長期計画」
に基づき、府内すべての
河川で“時間雨量80ミリ程

度”を目標に治水対策を実
施。

・完成までに、莫大な費用
（約１兆４００億円）と５０年
もの年月を要する状態で
あり府民が対策の効果を
実感できない。

・整備中、整備完了後も、
今後の気候変動に伴う更
なる災害リスクへの対応
が必要。

・人命を守ることを最優先
とすることはもとより、現実
的な事業費の負担で、でき
るだけ早期に府民が効果
を実感できる治水対策の
実現をめざす。

・知事の判断で、着工済み
であった槇尾川ダムのダ
ム本体関係工事を休止し、
改めて河川整備委員会で
専門的見地からの議論を
行った。

・河川整備委員会で、「今
後の治水対策の進め方」
を策定。
・河川毎（府域154河川）に

洪水シミュレーションを実
施し、現状のリスクを開示
するとともに、当面の整備
目標を設定。
・府管理全154河川で当面

の治水目標と治水手法を
見直した河川整備計画を
策定。

・対策完了までの期間を

５０年から３０年に短縮。早
期に治水効果を実感でき
る計画に変更。

・事業費も１兆４００億円
（50年）から４，４００億円
（30年）と現実的な設定に
改訂。

・当面の治水目標に向け、
「逃げる」「凌ぐ」「防ぐ」施
策を効果的に組み合わせ、
着実に推進中。
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■Outcomeの整理

改革の対象項目 Before After

・治水対策の基準 ・“防ぐ”を中心に施策を
展開

・府域すべての河川一律
「時間雨量80ミリ程度」

・“逃げる”“凌ぐ”“防ぐ”治水対策へ

・河川ごとにシミュレーションを実施

河川ごとの危険度を評価し、当面の整
備目標を設定（時間雨量50～80ミリ）

・府民に現状のリスクを開示（府内全154
河川）

・当面の治水目標、治水手法を定めた河
川整備計画を全154河川で策定

・対策完了までの事
業期間と費用

・５０年
・１兆 ４００億円

・３０年間
・４，４００億円

Ｃ ５．（８５）
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■経緯

▲
09
年
5
月

槇
尾
川
ダ
ム
本
体
工
事
着
工

▲
10
年
2
月
知
事
指
示
に
よ
り
、
槇
尾
川
ダ
ム
本
体
工
事
休
止

▲
10
年
6
月

府
河
川
整
備
委
員
会

「
今
後
の
治
水
対
策
の
進

め
方
」策
定

今
後
20
か
ら
30
年
程
度
で
目
指
す
治
水
対
策
の
進
め
方

に
つ
い
て
提
示

・地
先
の
危
険
度
評
価

・河
川
毎
の
総
合
的
・効
果
的
な
治
水
手
法
の
組
み
合
わ

せ
（流
出
抑
制
／
治
水
施
設
の
保
全
・整
備
／
耐
水
型

都
市
づ
く
り
／
情
報
伝
達
・避
難
）

・今
後
10
年
間
の
行
動
計
画
作
成

-

河
川
整
備
委
員
会
に
お
け
る
検
証

-

法
的
リ
ス
ク
の
検
討

-

議
会
・地
元
市
・住
民
な
ど
へ
の
説
明
、
意
見
交
換

▲
10
年
11
月

槇
尾
川
ダ
ム
に
つ
い
て
、
河
川
整
備
委
員
会
で
意

見
ま
と
ま
ら
ず
知
事
へ
各
委
員
か
ら
の
意
見
書
を
手
交

▲
11
年
2
月

槇
尾
川
ダ
ム
建
設
事
業
か
ら
の
撤
退
決
定
（
知

事
判
断
。
着
工
済
み
ダ
ム
か
ら
の
撤
退
は
全
国
初
）

河
川
改
修
案
と
ダ
ム
案
の
い
ず
れ
も
治
水
効
果
が
同
程
度

と
し
て
、
ダ
ム
中
止
を
政
治
判
断

11
年
3
～
9
月

安
威
川
ダ
ム
：河
川
整
備
委
員
会
で
治
水
手

法
は
ダ
ム
案
・現
計
画
が
妥
当

▲
09
年
9
月

国
土
交
通
大
臣
就

任
会
見
（民
主
党
政
権
）

川
辺
川
ダ
ム
・八
ツ
場
ダ
ム

の
建
設
中
止
を
表
明

▲
09
年
12
月

国
土
交
通
大
臣
か

ら
関
係
知
事
へ
文
書
発
信

ダ
ム
に
頼
ら
な
い
治
水
へ
の

政
策
転
換
に
関
す
る
協
力

依
頼

▲
10
年
6
月

民
主
党
政
権
政
策

“全
国
の
ダ
ム
事
業
に
つ
い
て
、

予
断
を
持
た
ず
に
検
証
を

行
い
、
「で
き
る
だ
け
ダ
ム
に

た
よ
ら
な
い
治
水
」へ
の
政

策
転
換
を
勧
め
る
”

新しい考え方に基づく
治水対策の推進

今後20～30年程度で、

・５０ミリ対策：すべての
河川で確保（床下浸水
を生じさせない）

・５０ミリ対策後の危険度
を評価し、床上浸水以
上が発生する場合は、
事業効率等により、「６
５ミリ対策」８０ミリ対
策」のいずれかを選択

・治水施設は少なくとも６
５ミリの降雨で床上浸
水以上が発生しないよ
う整備

・ソフト対策も含めた総合
的・効果的な治水手法
の組み合わせ

《
大
阪
府
の
動
き
》

《
国
の
動
き
》

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年～

Ｃ ５．（８５）
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Ⅾ １．Ⅰ（５）クラスター形成（バッテリー関連産業の振興）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・大阪・関
西が優位
性や強み
をもつ新
エネル
ギー（バッ
テリー関
連）産業
が、近年
の中国・
韓国など
の躍進に
より、国際
競争力低
下の傾向

・新エネル
ギーを環境
保全のみで
はなく、産業
振興策とし
てとらえる新
たな視点

・官だけでな
く、産学官一
体での産業
活性化

・補助金支
援型だけで
はなく、民間
企業が活躍
できる環境
整備型へ

・大企業から
の技術要求
により、中小
企業自らが、
チャンスの
広がる新エ
ネルギー関
連産業への
参入意欲を
高める手段
へ

・新エネルギー産業課設置（2009年）

・国際戦略総合特区地域指定（2011年）

・おおさかＦＣＶ推進会議と大阪ＥＶアクション協議会を統合さ
し、EV・FCVの普及拡大に関する取組を一体的に推進するた
め「大阪次世代自動車普及推進協議会」を設置（2015年1
月）

・ 大阪府内における水素ステーション整備計画を策定（2015
年1月,2017年2月改訂）

・バッテリ戦略研究センター
- 2012年7月設立（2018年4月に、「バッテリー戦略推進セン
ター」に改称）
-民間企業出身の蓄電池・燃料電池分野の専門人材らの知

見・ネットワークを活用し、バッテリー関連の新たなビジネス
創出の支援や実証コーディネート、国際標準化に向けた環
境整備に取組む（企画・コーディネート・つなぐ機能の発揮）

・水素利活用の拡大を図る取組を推進する「Ｈ2Ｏｓａｋａビジョ
ン」を策定(2016年3月)
- ビジョン実現に向け産学官が連携し先進的なプロジェクト創
出を図る「H2Osakaビジョン推進会議」を大阪市と共同で設置
（2016年8月）

・産学官のメンバーが電池駆動ロボットの社会実装に向けた
課題抽出や、解決の方向性などを議論し、ロボットビジネス
の振興に取り組む「大阪府電池駆動ロボット社会実装推進
協議会」を設立（2017年7月）

・中小企業の優れた技術を大手・中堅企業につなぐ「大阪ス
マートエネルギーパートナーズ（SEP）」を構築（2011年10月
～）し、オープンイノベーションをコーディネート

・電池関連の事業化を促進する「新エネルギー産業（電池関
連）創出事業補助金」を創設（2013年）

・府内のEV・PHV約7800台、急速充電器199基(2018年3月末時

点)

・関西イノベーション国際戦略総合特区で重点分野の一つとして

提案し、地域採択

・関西国際空港における水素活用・インフラ整備に向けたプロ

ジェクトが、環境省事業に採択（2014年4月）

・上記実証プロジェクトの成果により、関空2期島に「イワタニ水

素ｽﾃｰｼｮﾝ関西国際空港」が開所(2016年1月)、燃料電池フォー

クリフトの市販開始(2016年11月)、関空1期島に「大規模産業車

両用水素インフラ」が開所(2017年3月)

・ﾊﾞｯﾃﾘｰ戦略研究ｾﾝﾀｰが咲洲地区に誘致した世界最大規模の

大型蓄電池システム試験評価施設(NLAB)がサービス開始。

(2016年7月)

・蓄電池関連分野の5つの認証機関と産業振興に関する連携協

定を締結。(2016年9月)

・「蓄電池、水素・燃料電池国際カンファレンスin大阪」を開催し

293名が参加（2016年9月）

-大阪工業大学と連携協力に関する協定（バッテリーを活用した

ロボット産業の普及・振興に関する協定）を締結（2017年6月）

・大阪産業技術研究所で業務用燃料電池の実証を開始。(2017

年7月)

・咲くやこの花館（花博記念公園鶴見緑地内）で業務用燃料電池

の実証を開始。(2018年1月)

・「蓄電池国際ビジネスフォーラムin大阪」を開催し203名が参加

（2018年1月）

・ドイツのノルトライン＝ヴェストファーレン州と企業間のビジネス

交流の促進に向けた覚書を締結。 (2018年10月)

・SEPパートナー企業数103社、コーディネート実績 390件（2016年

度末時点）

- 「新エネルギー産業（電池関連）創出事業補助金」創設以降、

計28件を採択、うち6件が製品化に成功
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Ⅾ １．Ⅰ（５）クラスター形成（ライフサイエンス関連産業の振興）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・グローバリゼー
ションの中での競
争激化
-世界の医薬品
市場シェアにおけ
る日本シェアの減
少

・他地域への製
薬企業の流出
-製薬企業本社
機能、研究機能
の圏外流出

・バイオベン
チャーによる研究
成果の産業化が
未成熟

・バイオ産業の集
積・ライフサイエ
ンス研究基盤等
の強みがいかせ
ていない

・戦略目標の明
確化等
－産学官のオー
ル大阪での戦略
目標の明確化と
推進体制の構築
－各機関が主体
的にプロジェクト
に取組む共通の
戦略（アクション
プラン）の策定

・戦略的な司令塔
機能と、事業推進
や情報発信を総
合的に行う仕組
みづくり
-ヘッドクオー
ター体制の構築

・大阪ﾊﾞｲｵ戦略推進会議の設立
-知事・大阪商工会議所会頭・千里ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ振興財団理事
長の呼びかけで産学官ﾄｯﾌﾟが参画する「大阪バイオ戦略推
進会議」（2008年9月設置）を設立

・「大阪ﾊﾞｲｵ戦略」策定
-世界ﾄｯﾌﾟｸﾗｽのﾊﾞｲｵｸﾗｽﾀｰ形成を目標に、構成機関の具体
的な取組をｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ（大阪ﾊﾞｲｵ戦略）として合意形成し、実
行（2008年に策定、以後毎年度改訂⇒2018年3月に総括を行い終
了）

・特区指定
-国際戦略総合特区地域指定(2011年)
-関西圏国家戦略特別区域指定(2014年)

・大阪ﾊ゙ｲｵ･ﾍｯﾄ゙ｸｵー ﾀー 体制の構築
-府担当課が大阪ﾊﾞｲｵ･ﾍｯﾄﾞｸｵｰﾀｰの事務局として、研究機
関等が集積する北大阪地域に本拠を置き、現地性を高め戦
略の立案・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ･ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ窓口・総合調整機関として活動

・「大阪の成長戦略（2018年3月改訂版）」の重点化を図る分
野に位置付け
-「健康・医療関連産業の世界的ｸﾗｽﾀｰ形成」

・大阪健康・医療関係機関実務責任者会議の設置
-大阪ﾊﾞｲｵ戦略推進会議構成機関の実務責任者がより密な
意見交換・情報提供を行う場として「大阪健康・医療実務責任
者会議」を設置(2018年4月)

・新たな拠点の形成
-北大阪健康医療都市
「循環器疾患分野の予防・医療・研究で世界をリードする地域

に」
-未来医療国際拠点(中之島)
「未来医療の臨床研究から実用化・産業化までを一貫して推

進する世界に開かれた国際拠点」

・関西イノベーション国際戦略総合特区で重
点分野の一つとして提案し、地域採択
-府域への投資総額341億円
-医薬品・医療機器総合機構（PMDA）関西

支部の設置（2013年10月)
テレビ会議システムによる対面助言、治験
相談等の機能拡充(2016年6月、2017年11
月)

-彩都ライフサイエンスパークへの企業誘致
（20/20区画）

・オールジャパンの創薬支援ネットワークの
本部機能の（独）医薬基盤研究所（彩都）
への設置
⇒日本医療研究開発機構（AMED）が設立
され、うめきたに設置された創薬支援戦略
部（現、創薬戦略部）西日本統括部が、創
薬支援ﾈｯﾄﾜｰｸの本部機能を担う（2015年4
月）

・「大阪バイオファンド」創設（2010年3月）
-組成金額11.2億円
-自治体と製薬企業等が一体となり組成した

全国初のﾊﾞｲｵﾌｧﾝﾄﾞ
-投資実績：9社11件／投資総額約8.4億円

(2018年3月末時点)

・「国立健康･栄養研究所の大阪府への移転
に関する方針」を厚生労働省、（国研）医薬
基盤･健康･栄養研究所、府で取りまとめ
（2017年3月）

-移転先を、北大阪健康医療都市の健都イノ
ベーションパーク内とした

・未来医療国際拠点基本計画（案）の策定
（2018年3月） 33



Ｂ １．Ⅰ（６）教育

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

①制度改革

・住民から選ばれた知事の
意見を反映できない仕組み。
教育に関する権限・責任・財
源の不一致など、制度的問
題も存在。

・知事と教育委員会が相互に協
力しながら、それぞれの責任を
果たし、教育の振興を図る。

・教育2条例と教育振興基本計画
の策定

・教職員の人事権の移譲
・教育庁の創設
・公私連携の取組み
・校長マネジメントの推進
・中高一貫校の設置

・2013年3月に策定

した「教育振興基
本計画」に基づく取
組結果について、
2014年度から、「大
阪府教育行政評価
審議会」で点検・評
価中。
・各項目ごとの進
捗状況について以
降のページに別掲。

②義務教育改革
・2008年、「全国学力・学習

状況調査」で全ての教科で
全国平均を下回るなど、大
阪の教育はいわば「非常事
態」であった。

・全国学力・学習状況調査の市
町村別結果の情報公開を行うと
ともに、市町村や課題のある学
校を支援することで、市町村の
がんばりを促し、小中学校の学
力向上を図る。

・小・中学校の学力向上
・英語教育改革
・中学校給食の導入支援
・小中学校生徒指導体制の推進

③高校教育改革

・就職や進学など多様な進
路選択の実現という期待に
応えるため、各学校の魅力
づくりが必要であった。

・公立高校と私立高校の切磋琢
磨による教育力の向上をめざし
た環境を整備。

・グローバル社会で活躍できる
リーダーの育成や多様な社会経
済基盤を支える人づくりなどに
取り組む。

・私立高校授業料無償化（別掲）
府立高校入学者選抜制度の改善

・グローバルリーダーズハイスクー
ルの設置等府立高校の特色づくり
・工科高校の充実強化

④支援教育改革

・支援を必要とする幼児・児
童・生徒の増加や多様化に
対応した教育環境の整備が
必要。

・新たな支援学校の設置や就労
を通じた社会的自立支援の充実
など、教育環境の充実に取り組
む。

・支援教育の充実
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

①
制
度
改
革

②
義
務
教
育

③
高
校
教
育

④
支
援
教
育

■主な取組経過

大阪府教育振興基本計画

知事が、教育委員会と協議して教育方針を定める

教育非常
事態宣言

学力向上に向けた市町村教委や学校への支援

中学校給食導入促進事業

府費負担教職員の人事権の移譲

公私立高
校生ｾｰﾌ
ﾃｨﾈｯﾄ

私立高校授業料無償化 【別掲】

・所得中位の世帯(610万円未満)まで授業料無償、7割(800万未
満)まで保護者負担10万円年収350万

円未満世帯
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰｽﾞﾊｲｽｸｰﾙ等府立高校の新たな特色づくりの推進

英語教育改革

支援教育の充実

支援学校の新校整備、職業コースの設置、障がいのある生徒の府立高校生活支援、発達障がいのある子どもへの支援など

Ｂ １．（ ４３～５４ ）、Ｂ ２ ． （５５）

・2016年度からは世帯区分と授業料負
担の額の見直しを実施。

教育庁の創設

生徒指導体制の推進
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①制度改革

Ｂ １．（４３）、Ａ ９．（２３）

■改革の内容と進捗状況

項目 改革の内容 成果・進捗状況

知事と教育委員会
の関係再構築

・知事と教育委員会が相互に協力しながら、
それぞれの責任を果たし、教育の振興を図
る体制を整えるため、教育2条例を制定する
とともに、教育振興基本計画を策定。

－「教育行政基本条例案」及び「大阪府
立学校条例案」を制定(2012.4)

－「大阪府教育振興基本計画(案)」を策
定 (2013.3)

・知事が教育委員会と協議して教育の方針を
定める仕組みが整った。
（参考：計画策定後の制度改革）
-全府立学校における学校経営計画の策定と学校
評価の実施(2012.4)

-全府立学校における学校協議会の設置(2012.4)
-府立学校長の公募の実施(2013.4)
-新たな教員評価制度の導入(2013.4)
-高等学校の通学区域の撤廃(2014.4)
-教育庁の創設(2016.4)
-中高一貫校の設置(2017.4)

教職員の人事権の
市町村への移譲
※「市町村への権限

移譲」の項目にも
掲載

・小中学校の教職員は、市町村の職員であ
りながら人事権は都道府県にあるというねじ
れが生じているため、人事権と服務監督権
を一致させ、義務教育の実施主体である市
町村の権限と責任を明確にするため、市町
村に教職員人事権の移譲を提案。

－豊能地区に人事権を移譲

・2012年4月、豊能地区3市2町での権限移譲

が実現。
2012、2013年度
-教員採用選考テストは大阪府と合同実施

2014年度
-教員採用選考テストを豊能地区3市2 町が
単独で実施

・2017年度
-教員研修計画等についても豊能地区へ
権限移譲
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Ｂ １．（４７，５０，５１）

■改革の内容と進捗状況

項目 改革の内容 成果・進捗状況

教育庁の創設 ・2016年4月、私学行政について知
事から教育長に事務の委任。教育
行政の一元化に伴い、教育庁を創
設。
・教育庁に私学行政に係る重要な
事務を担う職として、私学監を設置。

・公立・私立学校間の交流や情報共有を行い、総合的
に教育行政を推進していく体制を整備。

公私連携の取組み ・2016年度、公私連携事業を充実
するとともに、新たな事業の検討を
行うため、教育庁内に公私連携PT
会議を設置。

-私立学校・園を対象に、公私連
携に関するアンケートを実施
（2016年7月）

-アンケート結果を踏まえ具体的
メニューを検討、整理。

・公私の連携・協力により子どもの学びの支援や教員
の資質向上等を図り、大阪の教育力のさらなる向上に
向けた事業を実施。
（参考：公私連携事業例）
-TOEFL iBTオンライン練習テストを府立・私立高校等で実施。
(2014年度～)

-府立支援学校のリーディングスタッフ等を活用した相談等を
私立学校に拡大(2017年度～)

-英語や生徒指導、管理職養成等に係る研修を私立学校に拡
充 (2016年度～)

-事業連携協定を締結したことにより、専門学校による府立学
校への出前授業を拡充（2016年度～）

校長マネジメントの
推進

・学校の特性や生徒の課題に応じ
た学校経営を推進するため、校長
マネジメントを推進。校長・准校長
が自己の責任と権限において裁量
で執行できる校長マネジメント経費
や、効果の見込まれる事業計画を
支援する学校経営推進費などを配
当。

・校長マネジメント経費：2012年度は1校あたり100万円、
2013年度以降は1校あたり120万円（2014年度予算2.1
億円、2015年度2.1億円、2016年度2.3億円、2017年
度2.3億円、2018年度予算：2.1億円）

・学校経営推進費：府立、私立合わせて2013年度26 校、
2014年度22校、2015年度20校、2016年度16校、2017
年度15校に経費を支援(2014年度予算1.5億円、2015
年度1.2億円、2016年度0.8億円、2017年度0.5億円、
2018年度0.3億円。1校あたり最大500万円)
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Ｂ １．（５２）

■改革の内容と進捗状況

項目 改革の内容 成果・進捗状況

南河内地域におけ
る中高一貫校の設
置

・大阪府内で今後著しい人口減少が予想さ
れる南河内地域において、南河内全体の教
育力を高めるとともに、地域活性化を図るた
め、中高一貫校を設置。(2017年4月)
-設置・運営形態

◇併設型中高一貫校…府立富田林高等学校に
府立中学校を併設

◇コミュニティ・スクール…学校運営協議会を設置
-学校規模

◇中学校…1学年3学級120人
◇高校 …1学年6学級240人

・中学校、高校の6年間を基礎期、充実期、発
展期の3期に区分し、それぞれの発達段階に
応じた教育課程及び教育内容を実施。

・育みたい３つの資質
①グローバルな視野とコミュニケーション力
②論理的な思考力と課題発見・解決能力
③社会貢献意識と地域愛

-富田林中学校志願倍率
◇2018年度…4.14倍
◇2017年度…5.03倍
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■教育庁の創設

Ｂ １． （５０）
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■公私連携の取組み

Ｂ １． （５１）

【取組体制】
・2016年 公私連携プロジェクトチームを教育庁に
設置

【取組内容】

・私立学校・園を対象に、公私連携に関するアン
ケートを実施（2016.7月）

・アンケート結果を踏まえ具体的メニューを検討。
実施可能なものから順次実施。

～アンケート結果(主な意見)～

《中学・高校》
参加したい研修

・生徒指導、障がい者理解に関する研修
参加したい事業

・英語教育、発達障がいの可能性の
ある児童生徒への支援等

公私連携に関する意見
・不登校支援に関する情報交換等

《幼稚園》
公私連携に関する意見

・公立園との情報共有等

《専修学校》
専修学校を周知する効果的な方策

・高校生や教員対象の進路説明会開催

【公私連携メニューの主な事業】
《小学・中学・高校》

《幼稚園》

《専修学校》

公
私
連
携
メ
ニ
ュ
ー
に
反
映

英語教育推進事業・骨太の英語力養成事業(連携年度：2014～)

「聞く・話す」能力の鍛錬支援を行い、府立・私立高校生の英語力向上を目指す。TOEFL 
iBTオンライン練習テストを府立・私立高校で実施する。

支援教育地域支援整備事業・高等学校支援教育力充実事業(2017～)

府立支援学校のリーディングスタッフや府立高等学校から指定した支援教育サポート校
のコーディネーター等を活用した相談等を私立学校園に拡大。校内支援体制等のノウ
ハウ共有の報告会等を開催。

教育総合相談事業(2017～)
面接相談や高等学校適応指導教室の対象を私立高校の生徒・保護者にも拡大。

被害者救済システム運用事業(2017～)

いじめ等事案の解決を図るための第三者性を活かした相談窓口である「被害者救済シ
ステム」の対象を私立学校にも拡大。

教職員研修(2016～)
英語や生徒指導、管理職養成等に係る研修を私立学校にも拡充。

専修学校の周知(2016～)

公立・私立の高校進路指導研究会等での周知。

幼児教育推進体制構築事業(2016～)

幼児教育の推進体制を構築するための調査研究を行い、幼児教育に関する研修などを
総合的に行う幼児教育センターを設置（2018年4月） 。
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②義務教育改革

Ｂ １．（４４，４８）

■改革の内容と進捗状況項目 改革の内容 成果・進捗状況

小・中学校の児童生
徒の学力向上に向け
た緊急対策、重点支
援

・全国学力・学習状況調査の市町村別結果の
情報公開を行うとともに、市町村や課題のある
学校を支援することで、市町村のがんばりを促
し、小中学校の学力向上を図る。

・2014年度全国学力・学習状況調査の結
果では、小学校は全ての教科・区分で全
国との差が拡大。中学校では、全国との
差は大きいが国語A区分・数学B区分に改
善が見られた。
・2015年から2017年においては、小学校で
は全国との差は概ね変わらず。中学校で
は、全国との差が改善傾向。

英語教育の推進 ・2014年度から、「聞く」「話す」「読む」「書く」の
4技能をバランスよく引き上げる取組みを実施。
小学校からの英語教育を充実強化。

・小学校６年間で活用できる新しい英語学
習教材「DREAM」を開発。2016年度から、
市町村を対象に同教材の普及及び効果
的な活用についての研修を実施。38市町
615小学校等で活用。
・中学校では、2016年度から、市町村の英
語教育を推進する立場の教員を対象に、
リーダー研修を実施。「英語教育実施状
況調査」（文科省実施）によると、英語を
使って授業を行う教員の割合は、全国と
の差が改善傾向。
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Ｂ １．（４９，５３）

■改革の内容と進捗状況項目 改革の内容 成果・進捗状況

中学校への給食導
入

・中学校給食の実施主体は設置者である市
町村であるが、府としてイニシャルコスト(施設
設備ほか)を対象に補助し、全中学校への給食
の導入を促進。【246億円の予算(債務負担行
為、2011～2015年度)】
補助制度の内容
(1)施設整備費について定率補助（2分の1）
(2)施設整備以外のイニシャルコスト(消耗品等)につ

いて定額補助
(3)用地取得費については、原則として補助の対象外
(4)過度な施設整備を抑制するため、補助金の上限額

を設定

・大阪府における中学校給食の実施率は
2016年度末に全国平均を上回った。

大阪府 93.9％（2017年5月1日時点）
全国 90.2％（2016年5月 1日時点）

(参考)学校給食の運営にかかる経費
学校給食法規定
・学校の設置者である市町村の負担は，
施設整備費，人件費，修繕費 等

・保護者の負担は，食材料費等

小中学校生徒指導
体制の推進

・暴力行為が多い府内小中学校に非常勤講
師や、校長ＯＢ等を配置。（2015年度は中学校
のみ、2016年度以降は小中学校で実施）中学
校区単位で生徒指導上の問題行動の減少を
図る。

・府の1,000人あたりの暴力行為発生件数
については、全国平均より改善傾向。
-小学校

2015年度 府6.1件、全国2.6件
2016年度 府5.4件、全国3.5件
2017年度 府5.1件、全国4.4件

-中学校
2014年度 府32.4件、全国10.7件
2015年度 府28.2件、全国10.0件
2016年度 府21.2件、全国9.2件
2017年度 府17.3件、全国8.9件
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■学力向上関連事業

Ｂ １．（４４）
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■全国学力・学習状況調査 平均正答率対全国比 他府県との比較

小学生
国語A（知識）の全国に対する割合 算数A（知識）の全国に対する割合

中学生

国語A（知識）の全国に対する割合 数学A（知識）の全国に対する割合

Ｂ １．（４４）
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項目 改革の内容 成果・進捗状況

私立高校授業料無
償化制度

・詳細別掲

府立高校入学者選
抜制度の改善

・中長期的に安定した入学者選抜制度を構築する
ため、2013年度以降、受験者の志願動向や進路指
導の状況等を分析。

2014年11月に「大阪府立公立高等学校入学者選
抜制度改善方針」を策定。

-選抜機会の一本化(2016年度～)
-絶対評価の導入(2016年度～)

絶対評価の公平性を担保する「府内
統一ルール」の策定

-自己申告書、調査書の「活動／行動
の記録」の活用(2016年度～)

-英語入試改革(2017年度～)

③高校教育改革

Ｂ １．（５４） Ｂ ２．（５５）

■改革の内容と進捗状況
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項目 改革の内容 成果・進捗状況

グローバルリーダー
ズハイスクールの設
置等府立高校の特
色づくり

・これからの社会のリーダーとして活躍する人材を育
成するため、選ばれる学校となるための特色づくりを
進める。
-府立高校10校に、進学指導に特色を置いた文理
学科を設置(北野、豊中、茨木、大手前、四條畷、
高津、天王寺、生野、三国丘、岸和田)

-教育センターと一体となって大阪の教育課題を踏
まえた実践・研究を行う附属高校を開設

-グローバル人材の育成とキャリア教育推進につい
て先駆的な取組みを行っている高校に新たな専門
学科（グローバル科、デュアル総合学科）を設置

・グローバルリーダーズハイスクール
の現役大学進学率

2012年度卒業生 60.6％
2013年度卒業生 62.7％
2014年度卒業生 64.9％
2015年度卒業生 66.8％
2016年度卒業生 67.4％
2017年度卒業生 67.0％

【参考：2014年度選抜における志願倍率】

-文理学科：2.98倍
-グローバル科：2.68倍
-デュアル総合学科：1.78倍
-昼間の高校平均：前期選抜2.40倍

後期選抜1.23倍
【参考：2017年度選抜における志願倍率】

-文理学科：2.25倍
-グローバル科：3.31倍
-昼間の高校平均：特別選抜1.21倍

一般選抜1.18倍

Ｂ １．（４５）

■改革の内容と進捗状況
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項目 改革の内容 成果・進捗状況

英語教育の推進 ・高校3年間で4技能を英語圏の大学に進学できるレ
ベルに引き上げるなど、さらなる府立高校生の英語ｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力の向上に取り組む（2015年度～）。
・また、府立高校入学者選抜において、TOEFL iBTな
どの外部検定の成績を活用（2017年度～）。

・TOEFL  iBTを扱った授業を実施す
るための調査研究の実施及びシラバ
スの作成。2015年度または2016年度
からTOEFL  iBTを扱った授業を導入。
・Super English Teacher(SET)の採用
選考を実施（2014,2015年度）。2015
年度からSETを雇用。

工科高校の充実強
化

・2011～2013年度、工科高校等において老朽化した
設備の更新を行うとともに、2014年度からは、工科高
校9校を「高大連携重点型」「実践的技能養成重点
型」「地域産業連携重点型」に指定し、役割を明確に
して特色づくりを進める。
2016年、工科高校魅力化推進プロジェクトチーム(教
育庁、商工労働部、府立工科校長会)、工科高校魅
力化推進プロジェクト応援団(経済団体、大学等)を設
置。公民が連携し、工科高校の魅力向上、情報発信
を実施。

・2014年度、高大連携重点型3校に
「工学系大学進学専科」を設置。

・工科高校9校の志願倍率の推移
2015年度選抜 109.1％
2016年度選抜 95.6％
2017年度選抜 103.4％
2018年度選抜 101.7％

Ｂ １．（４５、４８）

■改革の内容と進捗状況
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英語入試改革について

○ 英語入試改革(2017年度～)
・ 英語の外部検定（TOEFL iBT、IELTS、実用英語技能検定(英検)）のスコア等が一定レベル以上の場合、出願時に申請すれば、

学力検査「英語」で以下の点数が保障される。

Ｂ １．（５４）

■府立高校入学者選抜制度の改善

英語の外部検定のスコア等

TOEFL iBT IELTS 英検

60～120点 6.0～9.0 １級・準１級

50～59点 5.5 (対応なし)

40～49点 5.0 2級

学力検査「英語」で保障される点数

特別選抜
(45点満点)

一般選抜
(90点満点)

45点 90点

41点 81点

36点 72点

学力検査「英語」
における点数の

読み替え率

100％

90％

80％

選抜機会一本化、絶対評価導入等について

○選抜機会の原則一本化(2016年度～)
・ 前期・後期入学者選抜 ⇒ 一般入学者選抜に一本化。 （一部、実技試験や面接を実施する学科・学校は特別入学者選抜を実施）

○選抜資料等について (2016年度～)
・ 調査書の各評価の評定における絶対評価の導入

相対評価（集団に準拠した評価） ⇒ 絶対評価（目標に準拠した評価）
※なお、3年生の評定を1，2年生の評定の合計より重く評価する。

・ 絶対評価の公平性を担保する仕組み（府内統一ルール）

公平な選抜を実施するため、各中学校がつける調査書の評定について、大阪府全体の状況に照らし適正であるかどうかを確認するために、チャ
レンジテストの点数を活用。

・ 自己申告書等の活用
生徒を多面的に評価する観点から、「自己申告書」、調査書の「活動／行動の記録」を活用。
※自己申告書：与えられたテーマ(例.中学校３年間で何を学んだか)について生徒が回答。
※調査書の「活動／行動の記録」：校内での日常生活等教育活動全般における活動及び行動の記録を学校が記載。

絶対評価対象 比率

2016年度選抜 3年生 3年生＝１

2017年度選抜 2、3年生 2年生：3年生＝1：3

2018年度選抜 1、2、3年生 1年生：2年生：3年生＝1：1：3
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④支援教育改革
Ｂ １．（４６）

■改革の内容と進捗状況

項目 改革の内容 成果・進捗状況

府立支援
学校の教
育環境の
整備

・知的障がい支援学校に在籍する児童生徒数
が増加していることを踏まえ、「府立支援学校
施設整備基本方針」(2009年3月)に基づき、府
内4地域に新たな支援学校の整備を推進。
・今後の知的障がい児童生徒の増加を踏まえ、
2018年3月に「府立支援学校における知的障
がい児童生徒の教育環境の充実に向けた基
本方針」を策定。

・2013年4月 豊能・三島地域に摂津支援学校開校。
・2014年4月 泉北・泉南地域に泉南支援学校開校。
・2015年4月 北河内地域に枚方支援学校、中・南河
内地域に西浦支援学校開校。
・左記基本方針に基づく取組みを検討中。

就労を通じ
た社会的自
立支援の
充実

・知的障がい支援学校高等部卒業生の就職状
況が全国と比して低い状況を踏まえ、「府立知
的障がい支援学校職業コースの設置方針」に
基づき、知的障がい支援学校高等部（知肢併
置校含む）に職業コースを設置。また、職業学
科のある知的障がい高等支援学校を計画的に
整備。

・2013年4月 豊能・三島地域にとりかい高等支援学
校開校。
・2014年4月 泉北・泉南地域にすながわ高等支援学
校開校。
・2015年4月 北河内地域にむらの高等支援学校開校。
・全府立知的障がい支援学校高等部に職業コースを
設置（2013年度設置完了）
・2016年4月に大阪市から府へ移管した知的障がい支
援学校6校に職業コースを設置。（2018年度設置完了）

府立高校に
おける知的
障がい等
のある生徒
の学習機
会の充実

・府立高校において、知的障がいのある生徒
が社会的自立を図れるよう、一人ひとりの教育
的ニーズに応じた支援を行い、「ともに学び、と
もに育つ」教育を推進する環境を整備。
・府立高校において障がいのある生徒が増加
しているため、臨床心理士や支援員を配置す
るなどにより、障がいのある生徒の学校生活を
支援。

・共生推進教室の設置
2013年4月 北摂つばさ高等学校
2014年4月 信太高等学校
2015年4月 緑風冠高等学校

金剛高等学校

・エキスパート支援員としてスクールカウンセラーを全
ての府立高校に配置するともに、学校からの要望に
応じて介助支援員、学習支援員を配置。
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■関連データ：教育予算規模の推移

Ｂ １．（４３～５４）、Ｂ ２．（５５）

【当初予算（一般会計）に占める教育費の推移（事業費ベース）】
当初予算の規模の推移に関わらず、一定の予算規模を確保

(単位：百億円)

【知事重点事業予算に占める教育関連事業予算の推移（事業費ベース） 】
(単位：億円)
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80.2 % 85.4 % 52.1 % 38.6 % 36.5 % 41.6 %
43.8 %

（ ）内は、知事重点事
業全体の予算に占める
教育関連事業予算の割
合を示す

教育関
連事業

2018年度知事重点
教育関連事業例
・私立高等学校等生
徒授業料支援補助
・小中学校生徒指導
体制推進事業
・高校生等海外進学
支援事業
・課題を抱える生徒
フォローアップ事業
・スクール・エンパワー
メント推進事業 等
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Ｂ ２．Ⅰ（７）私立高校授業料無償化

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

①学校・行政の供給側
の論理が優先

・これまでの大阪の高
校教育は、エンドユー
ザー（生徒や保護者）
の視点よりも、供給側
（行政・学校）の論理が
優先されてきた。（公
立・私立で入学者の受
入枠を事前協議で設
定する「公私７・３枠の
設定」など）

・国は、高等学校等に
おける教育に係る経
済的負担の軽減を図
り、それによって教育
の機会均等に寄与す
ることを目的に、国公
立高校生の授業料不
徴収、私立高校生へ
の就学支援制度を、
2010年度にスタート。

しかし、公私間の授業
料に大きな格差が残り、
「教育の機会均等」は
十分とはいえなかった。

②自由な学校選択の機会の
保証

・中学生が、進学先の高校
を選択する際、家庭の経済
的事情に関わらず、教育内
容そのものが決め手になる
よう、公立・私立高校の保護
者負担格差を解消し、自由
な学校選択の機会を保障。

③学校間の切磋琢磨による
教育の質の向上

・公立・私立高校間の競争
条件をほぼ同一にすること
により、魅力ある教育内容を
提供するよう学校側の努力
を促し、学校間の切磋琢磨
による大阪の教育力の底上
げをめざす。

・公私の事前協議で生徒受
入枠を決める「公私７・３枠」
を撤廃し、公私間の切磋琢
磨を促進。

④経常費補助金の配分方
法の転換

・府が私立高校に対し交付
する経常費補助金の配分
ルールを見直し。

・国の国公立高校生授業料不徴
収制度にあわせ、大阪府独自で、
私立高校生についても、授業料
無償化制度を実施。
-2010年度：年収目安350万円未

満世帯対象 （府内生徒の約
20%）

-2011年度対象拡大：所得中位の
世帯（年収目安610万円未満世

帯）の生徒まで拡大（府内生徒
の約50%）

・無償化対象外の生徒への「私
立高校生等授業料支援補助金」
の支給額拡充：年収目安800万

円未満世帯まで（府内生徒の
70%程度を保護者負担10万円以
内に）
・2016年度からは世帯区分と授
業料負担の額の見直しを実施。

・府が私立高校に対し交付する
経常費補助金の配分ルールにつ
いて、それまで授業料水準など
の基準により配分していたが、
2011年度からは、生徒数に応じ

て決める「パーヘッドの原則」へ
転換。

・私立高校生の比率が
上昇。公立・私立高校
間の生徒流動化が実
現、定着。
-2010年：27.4%
（17,990人）

-2018年：34.5%
（22,203人）

・昼間の高校の進学率
が上昇。
-2010年：92.1%
-2018年：93.5%

・高校中退率が減少。
-2010年：2.12%
-2017年：1.03%
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■ 私学無償化制度における改革の考え方の整理

Before After

①政策理念 学校・行政の供給側の論
理が優先

・エンドユーザーの視点から私学助成を再
構築

②自由な学校選択
の機会の保証

・２０１０年度、国は国公
立高校生の授業料不徴
収、私立高校生への就学
支援制度をスタートさせ
たが、公立・私立間の授
業料に大きな格差が残り、
学校選択の際に経済的
事情が影響

・２０１１年度より、生徒の７割を対象に、
授業料を公立同様の無償化もしくは低額
負担化とする大幅な支援の拡充。家庭の
経済的事情に関わらず、高校進学段階で
自由な学校選択の機会を保障

③学校間の切磋琢
磨による教育の質
の向上

・公立・私立間で生徒の
受入枠を協議して設定
（「公私７・３枠」）。公私の
切磋琢磨が起こらない環
境

・公私それぞれが受入枠を確保し、公私
トータルで高校進学予定者数を上回る募
集人員を確保する仕組みにより、学校間
の切磋琢磨の環境を整備

④私立高校への経
常費補助金の配分
方法の転換

・授業料水準などの配分
基準により、学校間で、
生徒一人当たり単価に大
きな配分格差(２１年度で
４倍)

・「パーヘッド(per head)の原則」（原則とし

て生徒単価均等）で配分する制度に転換
し、学校間の切磋琢磨を促す環境を整備

Ｂ ２．（５５）

52



■私立高校等授業料支援補助金の制度概要イメージ

2010年度の制度 2011年度～の制度

※ 2014年度は、国の就学支援金の増額などの変更がある

2011年度の新1年生より、私立高校生等授業料支援補助金を
・所得中位の世帯（年収610万円未満世帯）の生徒まで授業料を無償とし、
・生徒の70％（年収800万円未満世帯）までは保護者負担が10万円で収まるように、大幅に拡充

Ｂ ２．（５５）
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2016年度～の制度

2016年度の新1年生より、私立高校生等授業料支援補助金については、
年収590万円未満世帯の生徒まで授業料を無償とし、

(子どもが3人以上の世帯の場合)
・年収590万円以上800万円未満世帯の保護者負担を10万円
・年収800万円以上910万円未満世帯の保護者負担を20万円

(子どもが2人以下の世帯の場合)
・年収590万円以上800万円未満世帯の保護者負担を20万円

となるよう支援

Ｂ ２．（５５）

（子どもが三人以上の世帯の場合） （子どもが二人以下の世帯の場合）

250年収(万円) 350 910

58
万
円

授 業 料

800590

38
万
円

キ ャ ッ プ 制

(283,000円) (342,400円) (401,800円)

(261,200円)

20万円
負担

118,800円

2.5倍

2倍

1.5倍237,600円

297,000円

国 の 就 学 支 援 金

178,200円

府 の 授 業 料 支 援 補 助 金

46
万円
負担

58
万
円
負
担

キャップ制なし

58
万
円

キ ャ ッ プ 制

授 業 料

国 の 就 学 支 援 金

2.5倍

2倍

297,000円

237,600円 1.5倍

178,200円
118,800円

府 の 授 業 料 支 援 補 助 金

283,000円 342,400円 401,800円

361,200円

261,200円

48
万
円

38
万
円

58万
円
負担

10万円
負担 20万円

負担

キャップ制なし

250年収(万円) 350 910800590
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2019年度～の制度

2019年度の新1年生より、私立高校生等授業料支援補助金については、
年収590万円未満世帯の生徒まで授業料を無償とし、

(子どもが2人以上の世帯の場合) ※多子世帯の要件を拡充
・年収590万円以上800万円未満世帯の生徒まで授業料を無償（子ども３人以上）

保護者負担を10万円（子ども２人）
・年収800万円以上910万円未満世帯の保護者負担を10万円（子ども３人以上）

保護者負担を30万円（子ども２人）

(子どもが1人以下の世帯の場合)
・年収590万円以上800万円未満世帯の保護者負担を20万円

となるよう支援

Ｂ ２．（５５）
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■＜outcome＞公立・私立高校 入学者割合の推移

2011年度より私学無償化制度が開始され、府内公立中学校卒業者の私立高校への入学割合
が増加し、３割を上回った。

Ｂ ２．（５５）
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■関連データ：私学助成の予算額の推移

Ｂ ２．（５５）

私立高校等授業料支援補助金（府から生徒・保護者へ補助）

経常費補助金（府から全日制私立高校へ補助）

単位：億円

単位：億円236.0 
224.2 220.4 223.1 233.3 240.5 

256.8 287.1 293.6 291.6 291.2 289.3 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

1.1 13.6 27.7 45.8 59.9 56.6 66.8 68.1 63.4 
59.0 

93.7 

132.2 

168.3 171.8 

217.4 202.7 197.9 192.2 

0

50

100

150

200

250

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

一般財源

特定財源

所得に応じた補助
(公私間に授業料格差)

350万円

未満無償
化

中間所得層まで授業料無償化

教育水準や授業料水準等の基
準により配分

生徒単価均等(パーヘッド)の原則を導入し、生徒が集
まった学校に多く支出
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Ⅰ（８）健康・医療（健康寿命の延伸）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・健康寿命が全国に比べ
て低い
2010年：
男性69.39歳・44位
女性72.55歳・45位

・生涯を通じて、心身ともに
自立し、健やかで質の高
い生活を送ることができる
よう、「健康寿命の延伸」を
めざす。
・市町村の健康指標の状
況や健康課題などに応じ
た効果的な施策展開に取
組み、「健康格差の縮小」
をめざす。

・第2次大阪府健康増進計
画を策定(2013年4月)

・データ分析による健康課
題の明確化

・市町村の健康づくりの推
進

-健康マイレージ事業を導
入する市町村へ補助

・中小企業の健康づくりの
推進

-大阪府健康づくりアワー
ドの実施

-健康経営セミナーを開催
・府民への働きかけ
-各種媒体を活用して、府
民に対して健康情報を発
信

※各項目ごとの取組み内容や
進捗状況について以降のペー

ジに別掲。

・健康寿命は男女ともに
延伸

2016年：
男性71.50歳・39位
女性74.46歳・34位

・特定健康診査の受診率
2011年：39.8%(44.7%)
2015年：45.6%(50.1%)
( )は全国平均

・特定保健指導の実施率
2011年：11.1%(15.0%)
2015年：13.1%(17.5%)
( )は全国平均
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①大阪府健康増進計画

大阪府健康増進計画 第2次大阪府健康増進計画 第3次大阪府健康増進計画

期間 2008年8 月‐2013年3 月 2013年4 月‐2018年3 月 2018年4 月‐2024年3 月

基本
理念

全ての府民が健やかで心豊か
に生活できる活力ある社会の実
現

基本
目標

・壮･中年期死亡の減少
・健康寿命(認知症や寝たきりに
ならない状態で生活できる期間)
の延伸及び生活の質の向上

・健康寿命の延伸
・健康格差の縮小

基本
方針

・メタボリックシンドロームを中心
とした生活習慣病対策の強化

・特定健診・特定保健指導の受
診率の向上

・ＮＣＤ（注）の予防とこころの
健康

・生活習慣と社会環境の改善
*高血圧とたばこに重点を置
いて取り組む

・生活習慣病の予防、早期発見、重症
化予防
・ライフステージに応じた取組み

・府民の健康づくりを支える社会環境
整備

取組 ・７分野ごとに目標を提示
①栄養
②運動
③休養
④たばこ
⑤歯と口
⑥アルコール
⑦健診

・７分野ごとに､生活習慣の改
善に関する目標を提示
①栄養
②運動
③休養
④たばこ
⑤歯と口
⑥アルコール
⑦こころ

・11 分野のもと､生活習慣の改善と早期発
見・重症化予防等に関する目標を提示
[Ⅰ生活習慣病の予防]
①ヘルスリテラシー ②栄養・食生活
③身体運動・運動 ④休養・睡眠
⑤飲酒 ⑥喫煙 ⑦歯と口の健康
⑧こころの健康
[Ⅱ生活習慣病の早期発見・重症化予防]
①けんしん ②重症化予防
[Ⅲ府民の健康づくりを支える社会環境整
備]
社会環境整備

承継

承継

（注）ＮＣＤ（エヌ・シー・ディー）
がん、循環器疾患（心疾患）、慢性呼吸器疾患および糖尿病を中心とする非感染性疾患のこと。NonCommunicable Diseases の略。
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②健康づくりの取組み

■取組み内容と進捗状況

項目 改革の内容 成果・進捗状況

特定健診等の
データ分析に
よる健康課題
の明確化

・特定健診や医療保険等のデータ約350万件
を分析し、生活習慣病など、大阪の健康課題
を明らかにする。

・40～50代の府民の3人に1人が中等度以上の高
血圧。その７～８割が未治療者。(2015年度)
・肥満や糖尿病などの健康課題の明確化に取り
組んだ。(2016年度、2017年度)

市町村の健康
づくりの推進

・健康マイレージ事業
-運動の実施や特定健診、がん検診の受診
など府民の健康意識の向上を目的に、健康
マイレージ事業（インセンティブ制度）を導入
する市町村へ補助金を交付

・健康マイレージ事業
2015年度：9市町村に補助
2016年度：18市町村に補助
2017年度：12市町村に補助

中小企業の健
康づくりの推進

・大阪府健康づくりアワード
-府域における自主的な健康づくりの奨励・
普及を目的に、職場や地域で健康づくりに取
り組む企業・団体を表彰。取り組みやすい優
れた事例を広く情報発信。
・健康経営セミナー
-企業における健康づくりの意識を高め、経
営戦略として従業員の健康づくりに取り組む
「健康経営」の考え方を普及

・大阪府健康づくりアワードの表彰者数／応募者
数(職場部門、地域部門)
2015年度：4事業者/10事業者、5団体/37団体
2016年度：8事業者/16事業者、8団体/20団体
2017年度：10事業者/29事業者、6団体/15団体

・健康経営セミナー等の開催
2015年度：4回(参加者 805人)
2016年度：7回(参加者1,390人)
2017年度：8回(参加者1,483人)
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②健康づくりの取組み

■取組み内容と進捗状況

項目 改革の内容 成果・進捗状況

府民への働き
かけ

・各種媒体を活用して、健康づくりに無関心
な層も含め、多くの府民に対して健康情報を
発信
・連携先である民間企業や保険者等のネット
ワークを活用し、効率的に情報発信。

2015年度：
-企業と連携し啓発資料配布(4万部)
-府政だよりに高血圧の啓発記事(286万部)
-薬局で啓発リーフレット(15万部)
-健診受診促進ポスター(1,500部)
2016年度：
-府政だよりに糖尿病リスクの啓発記事(280万部)
-民間企業と連携し啓発チラシやメールマガジン、
イベント等で情報発信

2017年度：
-民間企業と連携し、セミナーやキャンペーンを実
施

-府政だよりにがん検診の啓発記事
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Ⅰ（８）健康・医療（地域医療・救急医療体制等の充実）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・深刻な搬送困難
事案が、府内及び
近隣府県で発生し
た
（府内の事案）
-2007年12月 嘔
吐等で救急要請し
た傷病者が30病
院に計36回受入
れを断られる
-2008年1月 交通
事故傷病者が５救
命救急センターに
計6回受入れを断
られる

・超高齢社会の到
来に伴い、救急搬
送件数のさらなる
増加が見込まれる

・救急告示医療
機関を確保、維
持しつつ、限られ
た医療資源を有
効に活用し、迅
速な救急搬送、
医療機関での適
切な治療が可能
となる体制を構
築する

・消防・医療機関が利用する大阪府広域災害・救急医療
情報システムの大幅な見直し（2008年10月）
-ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙ端末の導入
-消防の携帯電話による応需情報検索
-救急隊から医療機関への一斉搬送要請システムの導入

・スマートフォン等を活用した「大阪府救急搬送支援・情報
収集・集計分析システム」（ORION）を構築、導入開始
（2013年1月）【大都市圏で全国初】
-ICTを用いた病院検索
-救急医療に関する情報の集約化
-集約された情報の集計・分析
-改正消防法に基づき策定した救急搬送・受入れのルー
ル「大阪府傷病者の搬送及び受入れの実施基準(2010年
12月)の運用状況を検証する仕組みを構築

・スマートフォン等を活用した「大阪府救急搬送支援・情報
収集・集計分析システム」（ORION）を構築、導入開始
（2013年1月）【大都市圏で全国初】
-ICTを用いた病院検索
-救急医療に関する情報の集約化
-集約された情報の集計・分析
-改正消防法に基づき策定した救急搬送・受入れのルー
ル「大阪府傷病者の搬送及び受入れの実施基準(2010年
12月)の運用状況を検証する仕組みを構築

・新たな大阪府救急・災害医療情報システムの運用開始
(2014年10月)
-救急医療機関情報の精度・信頼性の向上
-病院前・後情報を一元化したデータベースを構築

・（導入消防本部の一例）
・ORIONシステム導入後、救急
搬送が円滑化
(2012年3月～8月と2013年3月
～8月を比較)
-病院選定時間：60分以上要し
た症例が約1割減少
-搬送連絡回数：1回で搬送先
が決定した症例が約1,500例増
加（導入前24,446件→導入後
25,985件）、5回以上要した症例
が減少（導入前6,238件→6,056
件）

【参考:救急自動車による収容
所要時間】
・救急自動車による病院等まで
の所要時間は、全国的に遅延
傾向
全国平均

2002年 28.8分
⇒2012年 38.7分

(2002年比9.9分遅延)
⇒2016年 39.3分

(2002年比10.3分遅延)
（消防白書より）

・2018年10月末現在、320万件
以上のデータを集積
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Ⅰ（８）健康・医療（がん対策の推進）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・大阪府の75歳未満のが
ん年齢調整死亡率は全国
平均に比べ高い。
【2007年】※人口10万対

大阪府：97.3
全 国：88.5

・がん検診受診率
は全国最低レベル。
【2010年】
胃がん：23.0%(47位)
大腸がん：19.5%(47位)
肺がん：16.4%(47位)
乳がん：32.5%(46位)
子宮頸がん：33.0%(45位)

・「がん予防の推進」、「が
んの早期発見」、「がん医
療の充実」を計画的に実
施することにより、がん検
診の受診率の向上、がん
による死亡の減少をめざ
す。

・大阪府がん対策推進条
例の制定（2011.3）

・がん検診の精度管理体
制の充実

・国指定・府指定のがん診
療拠点病院の機能強化

・がん診療拠点病院等で
構成する「大阪府がん診
療連携協議会」や、二次医
療圏毎に設置される「がん
診療ネットワーク協議会」
における連携体制の強化

・大阪国際がんセンターを
移転開設(2017年3月)

・民設民営の重粒子線が
ん治療施設が開院 (2018
年3月)

・がん年齢調整死亡率
【2016年】※人口10万対

大阪府：81.4
全 国：76.1

・がん検診受診率
【2016年】
胃がん：33.7%(46位)
大腸がん：34.4%(44位)
肺がん：36.4%(46位)
乳がん：39.0%(43位)
子宮頸がん：38.5%(39位)
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Ｂ ４．Ⅰ（９）介護（介護・福祉人材の確保）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・要介護認定率が全国ワースト１
22.4%(2015年度)

・介護サービス受給者は、36.9万
人(2015年)

・要介護高齢者が増加する中、
人材需給のミスマッチは拡大し、
介護・福祉人材が不足している
状況。
介護人材の需給ギャップ3.4万人
(2025年推計)
介護関連職種の有効求人倍率
4倍(全職業は1.59倍:
2017.9)

・要介護状態になる
ことの予防、生活
機能低下の早期
支援

・要介護状態の改
善、重度化の防止

・住民主体の支えあ
いによる地域包括ケ
アシステムの構築

・効率的、効果的な
自立支援型地域ケア
会議の開催など、介
護予防活動普及展
開事業を実施

・要介護高齢者が増
加する中での「量の
確保」と、高度化・多
様化する支援ニーズ
に対応する「質の向
上」

・大阪ええまちプロジェクト

住民主体サービスの創出・拡
充に向けた支援を、先進NPO、

社協、ボランティア等と一体と
なって取り組む全国初のプロ
ジェクトを実施。

・介護予防活動普及展開事業

自立支援に資するケアマネジ
メントを実施するために不可欠
な専門職の育成などを実施し、
市町村を支援。

・介護人材の「量の確保」「質の
向上」

参入促進(若者などへ職業とし
ての介護をアピール)、労働環

境・処遇の改善（おおさか介護
かがやき表彰の創設など）、資
質の向上（基金を活用し、市町
村の人材養成の取組みを支援）
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Ｂ ５．Ⅰ（１０）子どもの貧困

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・2014年1月、子どもの貧困対策
の推進に関する法律が施行。
・大阪府では、2016年度に子ども

の生活実態や学習状況を把握し、
支援を必要とする子どもやその
家庭に対する対策について検証
を行うため、「子どもの生活に関
する実態調査」を実施

-調査概要
調査対象：府域全域の小学5年
生及び中学2年生とその保護者
回収率：62.3％(約50,000世帯か
ら回答)

調査の結果、以下の課題が浮き
彫りとなった。

-母子世帯への支援
困窮世帯の子どもへの教育
孤立している親子への支援

等

・子どもの貧困対策
という喫緊の課題
に対して、効果的
な施策を総合的に
推進。

・すべての子どもた
ちが同じスタートラ
インに立って将来
を目指せるように
支援する。

・2017年度、実態調

査の結果を踏まえ、
大阪府の104事業を
総点検。

・以下７つの視点で施策の総点
検を行い、「子どもの貧困に関
する具体的取組」として119項目

をとりまとめ。関係部局が連携を
図りながら総合的に推進してい
くこととした。
〈７つの視点〉

困窮世帯への経済的支援
学びを支える環境づくり
子どもの孤立防止
保護者の孤立防止
子育て環境整備
健康づくり
オール大阪での取組

・2018年3月、子ども輝く未来基
金を創設。
・2018年4月、子どもの貧困緊急
対策事業費補助金を創設。
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す
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す
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い
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検
証
を
行
う
た
め
実
施
。
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■「子どもの生活に関する実態調査」に基づく施策の総点検

視
点

１．困窮している世帯を経済的に支援
（就労支援を含む）

調査
結果

・ひとり親世帯の所得状況が厳しい
・困窮世帯ほど経済的にできなかったことが多い
・非正規群に占める母子世帯は約７割 など

収入確保・経済的負担軽減に向けた取組

視
点 ２．学びを支える環境づくりを支援

調査
結果

・困窮世帯ほど学習理解度について、
「よくわかる」「だいたいわかる」の割合が低い
・進学希望について、
困窮世帯ほど「大学・短大・大学院」の割合が低い など

子どもの教育環境の整備

視
点

３．子どもたちが孤立しないように支援

調査
結果

・放課後ひとりでいる子どもは約２割
・困窮度が高いほど、

家以外の大人や学校以外の友達と過ごす割合が低い
・「誰にも相談したくない」は約１割 など

子どもの孤立を防止するための体制整備

視
点

４．保護者が孤立しないよう支援

調査
結果

・公的な機関への相談割合が低い など

親の孤立を防止するための体制整備

視
点

５．安心して子育てできる環境を整備

調査
結果

・放課後ひとりでいる子どもは約２割

・困窮世帯ほど、保護者の家にいる時間について、「お子さんの
学校からの帰宅時間には家にいる」「お子さんの夕食時間に
は家にいる」の割合が少ない など

その他、子育て環境の整備にかかる取組

視
点

６．健康づくりを支援

調査
結果

・家の大人と一緒に朝食を摂る割合は困窮世帯ほど低い状況

・「毎日又はほとんど毎日」朝食を食べている割合は困窮世帯
ほど低い状況

食事を含む健康を支える取組

視
点

７．オール大阪での取組

調査
結果

子どもの貧困対策を進めるためには、社会全体として取組むこ
とが重要。行政のみならず、企業や地域の協力が欠かせない
ことから、府民意識醸成に向けて取り組む必要がある

多くの府民が身近に取り組む意識の醸成 67

Ｂ ５．（６０）



68

○ 子どもの貧困対策関連事業（大阪府） 2018年度予算総額 1128億8064万円

・生活保護費や児童扶養手当の支給 ・生活福祉資金や母子・父子・寡婦福祉資金の貸付

・福祉医療費助成の実施 ・ひとり親家庭の父母を対象とした職業訓練

・母子家庭・父子家庭自立支援給付金事業 ・ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

★ひとり親家庭の親と介護職場のマッチング ★ひとり親の資格取得に向けた支援

★ひとり親家庭の親の雇用に配慮した官公需発注の推進

★養育費確保に向けた支援

★ＯＳＡＫＡしごとフィールドにおける就職に困難性を有する求職者への就業支援

★私立中学校等の授業料軽減（私立中学校等の修学支援実証事業費補助金）

★生活困窮者自立支援事業 等 24事業

1.困窮している世帯を経済的に支援します(就労支援を含む)

・就学援助制度 ・大阪府私立高等学校等授業料支援補助金事業

・スクール・エンパワーメント推進事業

・スクールカウンセラー配置による学校教育相談体制の充実

★子どもの学習支援の場への学生等の参加の促進

★生活困窮者自立支援制度における学習支援事業

★スクールソーシャルワーカー等を活用した支援体制の強化

★高校における生徒指導上の課題解決に向けた対応の強化

★高等学校等就学支援金事業・高等学校等学び直し支援金事業

★教育コミュニティづくり推進事業（おおさか元気広場）

★幼稚園教育理解推進事業 ★教育センター(総合教育相談事業) 等 29事業

2.学びを支える環境づくりを支援します

・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（要保護児童対策地域協議会）

・放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）の実施

・ひとり親家庭等生活向上事業（子どもの生活・学習支援事業）

★子ども食堂の府内全域展開、ネットワークの強化

★食材の有効活用に向けたシステム構築

★子どもの未来応援ネットワークモデル事業

★高校における生徒指導上の課題解決に向けた対応の強化（再掲）

★民間団体との連携による子ども食堂での相談支援等

★多様な体験・交流活動の機会の創出 等 21事業

3.子どもたちが孤立しないように支援します

・「にんしんＳＯＳ」相談事業 ・妊婦健診の未受診や飛び込みによる出産等対策事業

・乳幼児家庭全戸訪問事業 ・養育支援訪問事業

・教育コミュニティづくり推進事業（家庭教育支援）

・保育所・認定こども園の地域貢献事業（スマイルサポーター）

・私立幼稚園キンダーカウンセラー事業

・地域子育て支援拠点事業

・コミュニティソーシャルワーカーによる支援

・民生委員・児童委員、主任児童委員による活動

・子ども家庭センターによる相談支援

・家庭的養護の推進

★子どもの未来応援ネットワークモデル事業（再掲）

★民間団体との連携による子ども食堂での相談支援等（再掲）

★「市区町村子ども家庭総合支援拠点」の設置に向けた支援

★企業との連携による子育て支援情報発信 等 20事業

4.保護者が孤立しないように支援します

・ファミリー・サポート・センター事業

・子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業）

・保育所整備等による待機児童の解消

・子育て世帯への府営住宅の優先入居

・ひとり親家庭等日常生活支援事業

★大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度の充実

★公共施設の面会交流への活用 等 14事業

5.安心して子育てできる環境を整備します

6.健康づくりを支援します

・食環境整備事業の実施

・乳幼児健診時の栄養指導

・妊婦健診の未受診や飛び込みによる出産等対策事業（再掲）

・乳児家庭全戸訪問事業（再掲）

★子育て世代包括支援センターの全市町村展開（妊娠・出産包括支援推進事業） 等 10事業

・地域福祉・高齢者福祉交付金 ★「子ども食堂サミット」の開催

★市町村ネットワークの構築 ・新子育て支援交付金(再掲) ★子どもの貧困緊急対策事業費補助金の創設

★経済界との連携 ★子ども輝く未来基金の創設 ７事業

7.オール大阪での取組

※「子どもの貧困対策に関する具体的取組」（2018.3）に掲げている119事業の予算総額

■「子どもの生活に関する実態調査」に基づく施策の総点検 Ｂ ５．（６０）



■子ども輝く未来基金の創設

子ども輝く未来基金の設置

・実態調査の結果、困窮度が高いほど、学習理解度が低いことや、経済的な理由で習い事や行事への参加等ができなかっ
た割合が高いことが明らかになった。

・親が経済的に貧困であることで、子どもの学習機会や生活体験が奪われ、将来的には子ども自身の経済的貧困につなが
るという貧困の連鎖を断ち切る必要がある。

・そこで、大阪府では、行政のみならず、社会全体で取り組めるよう寄附の受け皿として「子ども輝く未来基金」を創設。
(2018年3月)

子どもの教育に
関すること

◇子ども食堂等での学習支援に使用する子どものための学習教材や文房具、
本等に係る費用
◇子どもの進学に対する経済的支援 等

子どもの体験に
関すること

◇キャンプなど自然体験・スポーツ活動・科学体験活動・文化芸術活動・社
会奉仕活動・職場体験などに係る費用(入場料・交通費など) 等

子どもの生活
支援に関すること

◇児童養護施設を退所する子どもの生活費 等

寄附受入総額 約48,000千円(2018年11月15日現在)
※基金は直接子どもたちに提供できるものに活用（活用例は以下のとおり）
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子どもの貧困緊急対策事業費補助金

・子どもの貧困対策の推進にあたっては、各市町村において地域の実情に応じた施策立案、課題解決を図っていくことが重要。
・こうした取組みは、未来を担う人づくりを促進し、ひいては大阪府の活力につながるものであることから、府としても市町村
による取組みを強力に推し進める必要がある。

補助事業 子ども・保護者のｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄの構築、ひとり親家庭の雇用促進

対象 全市町村

補助率 １／２

補助金上限額 2,000万円／１市町村(ただし、予算の範囲内で対応)

補助金総額 3億円(2018年当初予算)

「子ども・保護者のセーフティネットの構築」や「ひとり親家庭の雇用促進」を強力に推し進めるため、
子どもの貧困緊急対策事業費補助金を創設し、市町村への支援を通じて重点的に取組みを進めていく。

■子どもの貧困緊急対策事業費補助金

70

Ｂ ５．（６０）



Ⅰ（１１）待機児童

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・保育所等整備や
人材確保を進めて
いるが、都市部を
中心に待機児童は
増加。

今後の潜在需要も
見込み、さらなる対
策が必要。

・保育人材確保に向
けた取組みを全国に
先駆けて実施していく。

・国家戦略特区等を
活用し、国に対する
提案等を実施していく。

・【地域限定保育士】
・2015年度から、全国に先駆け、
地域限定保育士試験を実施。
2018年度は、全国で初めて実

技試験による通常試験と、保育
実技講習会による地域限定試
験を同時実施。

【規制緩和】
府から国へ以下の提案を実施

・①保育に従事する人員の配
置基準の緩和
⇒職員配置基準内に「保育士」以外
に府が養成を行う「保育支援員」を
位置付け。保育士の３分の１に置き
かえて配置。

②保育所等の面積基準の緩和
⇒認定こども園も緩和対象とするこ
と及び特例地域の要件（待機児童の
人数、比較対象となる土地価格）の
見直し

③保育所等の採光基準の緩和
⇒採光に有効な部分の面積の床面
積に対する割合を緩和

・【地域限定保育士】

・地域限定保育士試験の実施回
数 2015～2017年度各1回の計3
回（全国最多）

・合格者数計1,549名（2015～2017
年度）

【規制緩和】

①保育に従事する人員の配置基
準の緩和

・待機児童解消までの措置とし
て、自治体が自ら定める基準（配
置基準の６割以上）に基づく「地
方裁量型認可化移行施設」（仮
称）の創設が決定（2018年6月)

②保育所等の面積基準の緩和

・認定こども園も緩和対象に
（H30年6月）

・特例地域の要件について見直
し（H30年4月）

③保育所等の採光基準の緩和

・保育所の円滑な整備などを後
押しするため、採光基準を緩和
（2018年3月）
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Ⅰ（１２）女性活躍（女性活躍の促進に向けた意識改革）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・企業における
女性の活躍促進
への理解が十分
進んでいない。

・固定的な性別
役割分担意識の
解消やワーク・ラ
イフ・バランス推
進の意義、重要
性について社会
全体として広め
ていく必要があ
る。

・女性の登用、
働きやすい職
場づくりに取り
組む中小企業
等への支援
(表彰・認証)。

・女性の活躍
促進に向けた
意識改革の推
進。

・「男女いきいきプラス」事業者認証制度
(2018年度～)

2003年度に創設した男女いきいき・元気宣
言事業者登録制度の次のステップとして、女
性活躍推進法に基づく「一般事業主行動計
画」を策定し、「女性の職業選択に資する情報
の公表」を実施している企業・団体を認証。

・「男女いきいき表彰制度」（2018年度～）
上記「男女いきいきプラス」事業者の中から、

独創的、先進的な取組等を行なっている事業
者を選考し、男女いきいき事業者として表彰。

・2016年度から毎年9月を「OSAKA女性活躍
推進月間」に設定し、大阪市等市町村にも呼
びかけを行い、イベント等を集中的に実施。

・ 2017年からOSAKA女性活躍推進ドーンde
キラリフェスティバルを開催し、シンポジウム
のほか、相談会や合同企業説明会等を実施。

また、女性活躍の促進・普及を担うリーダー
養成講座を開催。一人ひとりの意識改革を行
うため、女性活躍推進に先進的に取り組む企
業を講師に迎え、自社の取組み紹介や参加
者間の意見交換を実施。

・男女いきいき・元気宣言事
業者数(累計：府) 383件
・ 女性活躍フェスティバル
(2017)来館者 3,372人

・ 女性活躍リーダー養成講
座(2017) 全7回 延べ237人
参加者の97.1％が「女性活躍推進や女
性採用の取組を推進したい」と回答。

・女性活躍が進んでいると思
う府民は少しずつであるが増
加傾向。
※「大阪府クイック・リサーチ」
「以前に比べて、社会で女性が活躍し
やすくなっている」の「そう思う」及び「ど
ちらかといえばそう思う」66.8％
(2015)⇒72.3％(2017)

・夫の家事関連時間(家事、
介護・看護、育児、買い物)が
増加、妻は減少。
※「社会生活基本調査」 家
事関連時間
全国水準のレベルまで改善。
夫：56分(全国37位：2011年)⇒85分（全
国15位：2016年)
妻：479分(全国６位：2011年)⇒445分
（全国15位：2016年）
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Ⅱ 公民連携／経営形態の見直し

（１）公民連携の推進

（２）独立行政法人化
（３）水道事業、下水道事業の見直し
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Ａ ７.Ⅱ（１）公民連携の推進

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

限られた財源や人材のも
と、公の施設の効率的・効
果的な運営や、複雑・多様
化する社会課題に対して的
確に対応していくためには、
企業や大学等と連携し、民
間の優れたノウハウやアイ
デア、ネットワークを積極的
に取り入れていくことが不
可欠。

① 公の施設の運営に民
間手法を積極的に導入
する。

① 公の施設運営への
ＰＦＩ事業や指定管理者
制度の積極導入

・PFI事業
2001年度 「大阪府PFI検討
指針」策定
2016年度 「PFI/PPP優先
的検討規程」策定

・指定管理者制度

2009年度 競争を促す観点
から、価格点割合を引上げ

（30点→50点）
2012年度 外部有識者モニ
タリングを必須化

2017年度 外部評価が低評
価であった指定管理者に対
する次期公募時の減点制度
の導入

① ＰＦＩ事業・指定管理者
制度の導入拡大

‐ＰＦＩ事業
＜2008年度以降実施分＞
・府営豊中新千里東住宅民活P
・府営吹田藤白台住宅民活P
・府営堺南長尾住宅民活P
・府営吹田竹見台住宅民活P
・府営枚方田ノ口住宅民活P
・府立精神医療センター再編整備
・府立成人病センター整備
・府営吹田高野台住宅（1丁目）民活P
・府営吹田藤白台住宅（第2期）民活P
・府営吹田佐竹台住宅（5丁目）及び

府営吹田高野台住宅（4丁目）民活P

－指定管理者制度
・公の施設に対する指定管理者
制度導入率全国4位

（2015年度国調査）
・公募による選定割合

2008年/81％ →2018年/93％
・指定管理者のうち民間事業者の
割合
2008年/38％ →2018年/93％

・2012年には、大阪府中央卸売
市場において、全国初となる中
央卸売市場の指定管理制度導
入を実施
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Ａ ７．Ⅱ（１）公民連携の推進

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

② 事業実施に際して、
民間アイデアを積極的
に取り入れる。

③ 企業や大学等と連携
し、行政課題の解決を
図っていく。

② サウンディング型市場
調査の実施

③ 「公民戦略連携デス
ク」の設置

都道府県初のワンストップ窓

口となる 「公民戦略連携デス
ク」を設置（2015年度～）
（2018年4月現在 10名専任
体制）

② サウンディング型市場
調査の実施

2017年度以降、府営公園等
の事業で実施が進みつつある。

③ 包括連携協定の締結
をはじめとする連携の取
組の増加

－包括連携協定締結数が3年
間で7倍以上に増加
デスク設置前（2014年度末） 4件

→2017年度末
30件 （41社3大学）

－企業等へのアプローチ
516社（2015.4～2018.8）

－企業等との連携取組数
621件（2015.4～2018.9）
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Ａ ８．Ⅱ（２）独立行政法人化

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

大阪府の財政事情が逼
迫する一方、厳しい経営環
境に直面する中小企業へ
の技術支援、環境農林水
産業に関する調査・試験
研究や府民の健康と生活
の安全を守る研究・検査
等の要請に応えていく必
要がある。

府の予算や人事制度な
ど行政組織の制約を受け
ることなく、自らの権限と責
任で予算執行や人事制度
を弾力的に運用し、自律
的・自主的にマネジメント
を行うことを可能とすること
により、効果的・効率的な
行政サービスを提供する。

①大阪府立産業技術総合
研究所、②大阪府環境農
林水産研究所、③大阪府
立公衆衛生研究所を地方
独立行政法人化する。

※（①、③は、大阪市の研
究所と統合）

公設試験研究機関として
の機能の充実・強化
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■地方独立行政法人の設立状況（他都市との比較）

東京都 愛知県 大阪府

大学
済

公立大学法人首都大学東京
（2005.4.1)

済

愛知県公立大学法人
（2007.4.1)

済

公立大学法人大阪府立大学
（2005.4.1)

病院

一部 済

東京都健康長寿医療ｾﾝﾀｰ
（2009.4.1)

都立８病院は地独化していない

未 済

大阪府立病院機構
（2006.4.1)

試験研究
機関

（公衆衛生関係）

未 未 済
大阪健康安全基盤研究所

（2017.4.1)

試験研究
機関

（工業関係）

済

東京都立産業技術研究ｾﾝﾀｰ
（2006.4.1)

未
済

大阪府立産業技術総合研究所
（2012.4.1～2017.3.31）

大阪産業技術研究所
（2017.4.1)

試験研究
機関

未

環境系、農林系は、それぞ
れ公益財団法人が運営

未 済

大阪府立環境農林水産総合研
究所（2012.4.1)

環境農林
水産関係

Ａ ８．（２２）
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①大阪府立産業技術総合研究所の独立行政法人化

■公設試験研究機関としての機能の充実・強化

Ａ ８．（２２）
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←地方独立行政法人化

※2017年度以降の実績については、大阪市立工業研究所との統合により、比較可能なデータが存在しない。

78



②大阪府環境農林水産総合研究所の独立行政法人化
Ａ ８．（２２）

■公設試験研究機関としての機能の充実・強化
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Ⅱ（３）水道事業・下水道事業の見直し

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

①水道事業

人口減少等の要因により
水需要の長期低落傾向が
見込まれる中、施設能力と
実需要とのかい離が拡大。
行政区域を前提とした従
来の供給体制のもとでの
経営改善努力では限界が
見えていた。

団塊の世代の退職によ
る技術継承や施設更新に
係る財政負担など、厳しい
経営課題を抱えていた。

従来の、用水供給事業
は府、水道事業は市という
体制と、それぞれがダウン
サイジング、施設更新を実
施するやり方を抜本的に
見直し、エンドユーザーの
立場で経営改革できる体
制を構築。

府域一水道を見すえた
市町村の広域連携の実現

○大阪広域水道企業団の
設立（2011年4月）

大阪広域水道企業団と
大阪市水道局の経営統合
について、43市町村首長
会議で承認（2013年4月）さ

れたが、大阪市会の議論
を経て統合協議をいった
ん中止（2013年6月）。

今後は企業団構成市町
村と議論を深め、「府域一
水道を目指していく」ことを
決定。

企業団設立による、市町
村水道の連携拡大を図る
体制・環境が整いつつある。

・府域トータルでの水需要
を踏まえ、府域一水道を模
索する環境の実現

・市町村の意向、エンド
ユーザーのニーズが反映
されやすい組織体制の実
現

（企業団との統合）
10市町村 統合・統合予定
４市町 統合に向けた検討

・2017年４月統合
四條畷市・太子町・千早赤阪村

・2019年４月統合予定
泉南市･阪南市･豊能町・忠岡
町･田尻町･岬町

・2021年４月統合に向けた検討
藤井寺市・大阪狭山市・熊取
町・河南町

･2024年４月統合予定
能勢町

Ｃ １．
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Ｃ １．Ⅱ（３）水道事業・下水道事業の見直し

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

②下水道事業

市町村固有の事務であ
る下水道のうち、根幹とな
る幹線管渠や処理場を整
備する流域下水道を府は
1965年に全国に先駆け事
業開始。

下水道の普及に伴い建
設から改築時代へ。市町
村は人口減少に伴う収入
減など、厳しい経営環境に
直面していた。

多発する局所的短時間
豪雨への対応など強まる
府民ニーズや、施設老朽
化に伴う維持管理経費の
増嵩、人口減少による減
収などに対応できる経営
体制の構築。

持続的・安定的な下水道
サービスを提供するため
に、資産等の状況を的確
に把握し、経営基盤の計
画的な強化と財務マネジメ
ントの向上に取組むため、
地方公営企業法を適用す
るとともに、経営戦略を策
定することとした。

2018年4月から地方公営
企業法(財務規定のみ)を

適用し、公営企業会計を
導入。

また、社会経済情勢の変
化や諸課題に対応するた
め、2018年度からの10カ

年を対象とする「大阪府流
域下水道事業経営戦略」
を策定（2018年3月）。
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06

～
07

年

府
市
連
携
協
議
会
で
、
水
道
事
業
の

府
市
連
携
を
協
議

08

年
2

～
12

月

橋
下
知
事
か
ら
平
松
大
阪
市
長
に
、

府
水
道
部
と
市
水
道
局
の
統
合
協

議
を
申
し
入
れ

４
回
の
検
証
委
員
会
開
催

▲
09

年
３
月

市
が
「
府
営
水
道
事
業
の
包
括
委

託
（
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
型
指
定
管

理
者
制
度
）
」
提
案

▲
10

年
1

月
（
市
町
村
の
首
長
会
議
）

府
域
水
道
事
業
の
今
後
の
方
向
性

を
確
認
（
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式

で
は
な
く
、
企
業
団
方
式
で
の
検

討
を
行
う
）

10

年
9

～
11

年
3

月

府
内
42

市
町
村
議
会
で
、
企
業
団

事
業
開
始
に
向
け
た
規
約
（
案
）

可
決

▲
11

年
4

月

大
阪
広
域
水
道
企
業
団

事
業
開
始

《
大
阪
市
水
道
局
関
連
》

《
府
内
42

市
町
村
関
連
》

従来から、水道事業の府市連携については協議・検討が行われてきたが、目立った進展はなかった。
橋下府政以降、統合に向けた具体的な検討・協議を開始。大阪市を除く府内４２市町村において、企業団を設置し一元

的に水道事業を運営する体制が実現。
その後、企業団と、大阪市水道局の統合について再度検討を進め、大筋の合意を得るに至ったが、大阪市会議論を経て統

合協議をいったん中止。

▲
13

年
6

月
（
市
戦
略
本
部
会
議
）

企
業
団
と
の
統
合
協
議
中
止
決
定
、
市
で
水
道
事
業
の
民
営
化
検
討

へ

▲
12

年
3

月
（
水
道
事
業
統
合
検
討
委
員
会
）

企
業
団
と
市
水
道
事
業
統
合
に
向
け
た
検
討

▲
12

年
10

月
（
水
道
事
業
統
合
検
討
委
員
会
）

府
域
１
水
道
に
つ
い
て
42

市
町
村
で
議
論
開
始
す
る
こ
と
を
確
認

▲
13

年
4

月
（
水
道
事
業
統
合
検
討
委
員
会
、
43

市
町
村
首
長
会
議
）

「
統
合
案
」
を
承
認

■企業団設立に至る大阪市・関係市町村との協議の経緯

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年～

Ｃ １．（７７）
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■流域下水道事業の経営形態見直し・経営戦略策定の経緯
Ｃ １．（７７）

＜経緯＞

▲
16
年
2
月
～

・流
域
下
水
道
事
業
の
経

営
戦
略
検
討
懇
話
会
を

開
催
（計
5
回
）

▲
18
年
4
月

・流
域
下
水
道
事
業
に
公

営
企
業
法
（財
務
規
定
）

適
用

▲
17
年
7
月
～

・流
域
下
水
道
事
業
経
営

戦
略
審
議
会
を
開
催

（計
3
回
）

1965年～ 2008年 2016年 2017年 2018年～

＜経営戦略の概要＞

流域下水道事業をとりまく諸課題に的確に対応し、安定したサービスを持続的に提供するため
「大阪府流域下水道事業経営戦略」（計画期間：2018年度から10年間）を策定し、計画的・合理的
な事業運営を進める。

▲
65
年
～

・全
国
に
先
駆
け

流
域
下
水
道
事
業
開
始

▲
08
年
4
月
～

・特
別
会
計
を
設
置
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【大阪府・大阪市共通資料】
Ⅲ 大阪府市の連携

（１）大阪府市統合本部・副首都推進本部
（２）有識者を交えた府市合同の戦略会議
（３）万博開催に向けた取組み
（４）ＩＲ実現に向けた検討
（５）Ｇ20大阪サミット開催に向けた取組み
（６）特区制度の活用
（７）組織・事業の一元化
①大阪府中小企業信用保証協会／大阪市信用保証協会
②大阪府立公衆衛生研究所／大阪市立環境科学研究所
③大阪府立産業技術研究所／大阪市立工業研究所
④府立消防学校／市立消防学校
⑤府営住宅／市営住宅
⑥府立特別支援学校／市立特別支援学校
⑦大阪急性期・総合医療センター／市立住吉市民病院
⑧大阪府立大学／大阪市立大学
⑨大阪産業振興機構／大阪市都市型産業振興センター
⑩府営港湾／市営港湾
⑪府立高校／市立高校
⑫大阪観光局の設置

（８）その他事業連携等
①都市魅力に関するイベントの開催
②大阪府市文化振興会議・アーツカウンシル部会の設置
③大阪府立中之島図書館・大阪市中央公会堂の連携



＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・ 「府市あわせ（不幸せ）」
という揶揄に象徴されるよ
うに、大都市制度をめぐる
歴史的な経緯をはじめ、大
阪府と大阪市の連携は必
ずしも十分ではなかった。

・府市共同設置による「大阪
府市統合本部」などの検討
推進体制を整備し、経営形
態の見直しや、類似・重複
する行政サービスなど、府
市の重要政策の方向性に
ついて、外部有識者の意
見を得ながら具体的な方
針を決定

・2011.12 知事を本部長、

大阪市長を副本部長とす
る「大阪府市統合本部」を
設置

・2013 特別区設置協議会

（法定協議会）を設置、運
営

・2013.4 大都市局を共同設
置

・24回に及ぶ府市統合本部
会議を開催

・これまで信用保証協会の
経営統合など、府市の重
要施策の方針（基本的方
向性）を決定

【大阪府市統合本部】

Ⅲ （１）大阪府市統合本部 ・ 副首都推進本部

【副首都推進本部】

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・東西二極の一極として“首
都・東京” とともに我が国の
成⻑をけん引し、非常時に
は首都機能のバックアップ
を図る“副⾸都・⼤阪”の確
⽴を図る必要。

・府市共同設置による「副首
都推進本部」において、中
長期的な取組み方向、 新
たな大都市制度の再検討、
二重行政の解消などにつ
いて検討

・2015.12 知事を本部長、
大阪市長を副本部長とす
る「副首都推進本部」を設
置

・2016.4 副首都推進局を共
同設置

・2017.6 大都市制度（特別
区設置）協議会を設置

・「副首都ビジョン～副首都・
大阪に向けた中長期的な
取組み方向～」を取りまと
め（2017年3月）

・都市機能強化にかかる府
市の課題について協議・検
討

府 Ａ１３．（２８）、市 Ａ１４．（３４）
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■大阪府市統合本部会議 開催経過

回 議題

第１回
2011.12.27

・大阪府市統合本部について
（１）府市統合本部の役割等について
（２）大都市制度関係について
（３）広域行政関係について

第２回
2012.1.12

・大阪のグランドデザインについて
・大都市制度に関する条例案について

第３回
2012.1.25

（報告事項）
・大阪のグランドデザインについて
（協議事項）
・都市魅力創造について
・教育基本条例について

第４回
2012.1.30

（協議事項）
・教育基本条例について

第５回
2012.2.8

（報告事項）
（１）大阪府市統合本部検討体制の強化について
（２）大阪にふさわしい大都市制度の推進に関する条例

（案）について
（協議事項）
（３）職員基本条例について

第６回
2012.2.13

（協議事項）
（１）エネルギー戦略について
（報告事項）
（２）「広域行政」の一元化に関する今後の進め方について

第７回
2012.3.29

（報告事項）
（１）「広域行政」の一元化

経営形態の見直し項目（Ａ項目）の論点整理について
（２）大阪にふさわしい大都市制度推進協議会等について
（協議事項）
（３）グランドデザイン・大阪について

第８回
2012.4.10

（協議事項）
（１）関西電力株式会社への株主提案について
（２）都市魅力戦略について

回 議題

第９回
2012.4.24

（協議事項）
（１）「広域行政」の一元化

経営形態の見直し項目（Ａ項目）について
(1)一般廃棄物
(2)下水道
(3)港湾

第10回
2012.5.8

（協議事項）
（１）経営形態の見直し項目（Ａ項目：地下鉄）について
（報告事項）
（２）類似・重複している行政サービス（Ｂ項目）の論点整理

について

第11回
2012.5.14

（報告事項）
（１）大阪にふさわしい大都市制度推進協議会に向けて
（協議事項）
（２）信用保証協会について

第12回
2012.5.29

（協議事項）
（１）近現代史の教育のための施設について
（２）経営形態の見直し項目（Ａ項目）について

(1)病院
(2)消防
(3)大学（新大学構想会議（仮称）の設置について）

第13回
2012.6.5

（協議事項）
（１）公衆衛生研究所・環境科学研究所
（２）産業技術総合研究所・工業研究所
（報告事項）
（３）地方独立行政法人制度に係る法的課題について

第14回
2012.6.19

（協議事項）
（１）都市魅力戦略について
（２）グランドデザイン・大阪について
（３）経営形態の見直し項目（A項目）の基本的方向性に

ついて
（４）類似・重複している行政サービス（Ｂ項目）の基本的

方向性について

第15回
2012.6.26

（報告事項）
（１）エネルギー戦略について
（２）被災地の廃棄物の広域処理について

府 Ａ１３．（２８）、市 Ａ１４．（３４）
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■大阪府市統合本部会議 開催経過

回 議題

第16回
2012.9.4

（報告事項）
（１）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）及び類似・重

複している行政サービス（Ｂ項目）基本的方向性
（案）工程表について

（２）Ａ項目及びＢ項目以外の事務事業の類型化、見直し
等の取組状況について

第17回
2012.11.16

（協議事項）
（１）「医療戦略会議（仮称）」の設置について
（報告事項）
（２）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）について

・病院（府立急性期・総合医療センターと住吉市民病院
の機能統合）

（３）類似重複している行政サービス（Ｂ項目）について
・公衆衛生研究所・環境科学研究所

（４）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）について
・消防（府・大阪市消防学校の組織統合）

第18回
2013.2.8

（報告事項）
（１）新大学構想会議の報告
（２）規制・サービス改革部会
（３）府市の医療関連分野の再構築
（４）エネルギー戦略会議の報告
（５）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）及び類似・重

複している行政サービス（Ｂ項目）の進捗について
（６）大阪府市大都市局の設置について

第19回
2013.3.15

（協議事項）
（１）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）について

・病院（府立急性期・総合医療センターと住吉市民病院
の機能統合）

第20回
2013.4.23

（協議事項）
（１）大阪府市規制改革会議（仮称）について

第21回
2013.8.27

（報告事項）
（１）大阪府市規制改革会議について
（２）大阪府市医療戦略会議について
（３）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）及び類似・重

複している行政サービス（Ｂ項目）の進捗について

回 議題

第22回
2014.1.28

（協議事項）
（１）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）について

・文化施設
（２）類似・重複している行政サービス（Ｂ項目）について

・特別支援学校・高等学校
（報告事項）
（１）府立中之島図書館及び市中央公会堂について

第23回
2014.4.18

（協議事項）
（１）類似・重複している行政サービス（Ｂ項目）について

・特別支援学校
（報告事項）
（１）類似・重複している行政サービス（Ｂ項目）について

・公衆衛生研究所・環境科学研究所（大阪健康安全基
盤研究所）

（２）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）について
・文化施設（大阪市博物館協会）

第24回
2014.6.17

（協議事項）
（１）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）について

・港湾
（報告事項）
（１）府立中之島図書館及び市中央公会堂について

第25回
2014.9.2

（協議事項）
（１）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）について

・公営住宅
（その他報告）
（１）改革評価について

第26回
2014.11.25

（報告事項）
（１）経営形態の見直し検討項目（Ａ項目）について

・大学

第27回
2014.12.25

（報告事項）
（１）「10年後の大阪を見すえて」について
（その他）
（１）先行的に取組む広域的な新規・拡充事業について

府 Ａ１３．（２８）、市 Ａ１４．（３４）
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■副首都推進本部会議 開催経過
回 議題

第１回
2015.12.28

（１）副首都推進本部の設置について
（２）副首都推進に向けて（有識者との意見交換）
（３）その他

第２回
2016.2.9

第１部
（１）ゲストスピーカーによる講話

「大阪への本社機能を含む第二の拠点の新設について」
ロバートＬ．ノディン氏（A I Gシﾞｬハﾟン・ホｰルテﾞｨンクﾞス

株式会社代表取締役社長兼CEO）
第２部
（１）副首都の概念・必要性について（意見交換）
（２）今後の進め方
（３）その他

第３回
2016.4.19

第１部（※）
（１）大阪府立大学・大阪市立大学統合に向けた検討体制

や進め方について
（２）府立公衆衛生研究所・市立環境科学研究所統合に向

けた検討体制や進め方について
第２部
（１）副首都の概念（必要性・意義・役割）の整理
（２）これからの検討の進め方

第４回
2016.7.22

（１）大阪における新たな大都市制度（総合区制度・特別区制
度）について（※）

（２）その他（※）

第５回
2016.8.22

（１）大阪府立大学・大阪市立大学の統合に向けた検討状況
について（※）

（２）府立産業技術総合研究所・市立工業研究所の統合に向
けた検討状況について（※）

（３）府立公衆衛生研究所・市立環境科学研究所の統合に向
けた検討状況について（※）

第６回
2016.9.21

（１）「大阪の副首都化に向けた中長期的な取組み方向」の中
間整理案について

第７回
2016.12.27

（１）主な府市連携課題の検討状況について（※）
（２）副知事・副市長会議の設置について（※）
（３）その他（※）

第８回
2017.1.31

第１部（※）
（１）IR推進会議について
（２）2025日本万国博覧会開催に向けた府市の取組について
（３）国連犯罪防止・刑事司法会議（コングレス）の誘致につ

いて
（４）総合区・特別区（新たな大都市制度）に関する意見募

集・説明会の報告
（５）Ａ項目及びＢ項目以外の事務事業の取組みについて
第２部
（１）「副首都ビジョン（案）」について

回 議題

第９回
2017.6.20

（１）府市連携課題の進捗状況について（※）
・主な連携課題の進捗状況
・副知事・副市長会議の報告

（２）副首都実現に向けた都市機能の強化について（※）
（テーマ１）・消防
（テーマ２）・スマートシティ

・データマネジメント
・パブリックヘルス／スマートエイジング

第10回
2017.8.29

（１）副首都実現に向けた都市機能の強化について（※）
・副首都実現に向けた都市シンクタンク機能の検討
・副首都にふさわしい府域水道のあり方

（２）大阪府立大学・大阪市立大学の統合に向けた検討状況
について（※）

（３）副首都・大阪に向けた取組み状況について（※）

第11回
2017.11.9

（１）Ｇ20サミット首脳会議の誘致について（※）

第12回
2018.1.26

第１部（※）
（１）副首都実現に向けた都市機能の強化について

・下水道
・消防（救急機能）

第２部
（１）副首都・大阪に向けた取組み状況等について

第13回
2018.4.2

2019年Ｇ20大阪サミット推進本部の設置について（※）

第14回
2018.6.28

（１）副首都実現に向けた都市機能の強化について（※）
・中小企業支援団体（経営支援）のあり方
・副首都にふさわしい府域水道のあり方

（２）改革評価について（※）

第15回
2018.11.16

（１）大阪における新たな大都市制度（総合区制度・特別区制
度）について

（※）指定都市都道府県調整会議としての議題

府 Ａ１３．（２８）、市 Ａ１４．（３４）
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会議名 委員数 議論・検討の内容 設置期間 （会議開催回数）

①大阪府市都市魅力戦略会議
(2012.2～2015.9)

５名

• 大阪府市の都市魅力の推進に関する施策
についての調査審議に関すること

2012年2月～
（８回）

①大阪府市都市魅力戦略推進
会議

(2016.4～)

６名
2016年4月～

（6回）

②新大学構想会議 ６名
• 大阪における公立大学の将来ビジョンの

取りまとめに関すること
2012年6月～

（１０回）

③エネルギー戦略会議 １０名

• エネルギー需給構造の転換にかかる研究
及び提案に関すること。

• 府市エネルギー戦略のとりまとめに関す
ること。

2012.年2月～2013年5月
（２８回）

2013年10月廃止

④医療戦略会議 ５名
• 医療及び保健に関する施策の在り方並び

にこれらに関連する産業の振興の方向性
等についての調査審議に関すること。

2013年4月～2014年1月
（９回）

2014年4月廃止

⑤規制改革会議 ８名
• 成長戦略の推進及び大阪の産業の活性化

等に資するための規制緩和及び制度の改
善についての調査審議に関すること。

2013年7月～2014年3月
（７回）

注）都市魅力戦略会議は、2012.11.20に都市魅力戦略推進会議に名称を変更

有識者による府市合同の戦略会議

現行の法制度に捉われない、例えば国を動かさないと実現できないような重要かつ困難な案件に
ついて議論するため、府市統合本部の下、府と市が共同で戦略会議を設置。

会議委員は外部有識者で構成し、府・市という自治体の枠を超え、また、行政分野の枠組みを超
えた視点から、短期的・集中的に議論と検討を行い、提言をとりまとめた。

各会議における議論や提言を契機として、府・市から国等に対し、制度改革の提案を働きかけた
り、民間の手法を取り入れた新規事業を企画・実施するなどの新たな取組みを実施している。

Ⅲ （２）有識者を交えた府市合同の戦略会議 府 Ｄ６．（９５～９９）、市 Ｄ５．（９６～１００）
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①大阪府市都市魅力戦略推進会議
「大阪都市魅力創造戦略２０２０」（2016年11月策定）

戦略策定の背景にあった
問題意識・課題

・世界都市ランキングで大阪は下位
世界主要42都市中 2016年 22位

・都市魅力創造の好循環の実現
行政と民間の役割と負担のあり方を一層明確にし、民間主体の取組みについて
は、集客促進⇒消費喚起・民間等からの投資拡大⇒取組み充実・発展といった
好循環につなげていく必要がある。

・国内外から注目の高まりを捉えたさらなる魅力向上
ラグビーワールドカップ2019や2020年オリンピック・パラリンピックなどを見据え、
国内外に効果的なプロモーションを展開する必要がある。

・大阪観光局の機能強化
地域連携ＤＭＯとして登録されるなど、観光事業推進の司令塔として、さらなる
進化・機能強化が求められている。

提言内容 【提言の概要】 『大阪都市魅力創造戦略２０２０』
・基本的な考え方を提示

-国内及び世界に向けた大阪の魅力の発信
-これまで取り組んできた重点取組を発展・進化
-府域全体の発展に資する施策展開
-2020年度以降も見据えた仕組みづくり

会議・提言を契機とする
新たな取組み

観光、文化、スポーツなど施策分野ごとに、１０の「目指すべき都市像」と「施策の方
向性」を設定し、特に３つ視点から重点取組を設定。

・大阪全体の都市魅力の発展・進化・発信
（夢洲でのＩＲを含む国際観光拠点形成、ナイトカルチャーの発掘・創出）

・文化・スポーツを活かした都市魅力の創出
（ラグビーワールドカップ2019の大阪開催、世界に発信する「大阪文化の祭典」）

・世界有数の国際都市を目指した受入環境の整備
（Wi-Fi設置の拡充、トラベルサービスセンター大阪の運営、観光案内板等の整備促進）

府 Ｄ６．（９５）、市 Ｄ５．（９６）
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戦略策定の背景にあった
問題意識・課題

・社会のグローバル化、少子化が進み、大学淘汰、大学評価時代を迎えるという厳
しい環境の中、世界的な大学間競争を勝ち抜くためには、ブランド力等の更なる
向上が必要

・ また、国も国立大学の機能の再構築を進め、有力国公私立大学間の競争も激化。
・ 強い大阪を実現する『知的インフラ』拠点としての役割を十分果たすため、両大学
それぞれの強み・特徴をトータルで活用することが必要。

提言内容 【提言の概要】 『大阪府市新大学構想』
１．新たな教学体制の導入

・研究組織と教育組織を分離し、効率的な組織運営と教育ニーズへの柔軟な対
応を図る

２．選択と集中による教育組織の再編
・両大学の重複分野を統合・再編し、そこから生み出された資源を戦略分野等に
集中投入

３．大学運営システムの抜本的改革
・理事長・学長のガバナンス強化などにより「柔軟で持続的に改革できる大学」を
めざす

会議・提言を契機とする
新たな取組み

・府市で「新大学ビジョン」を取りまとめた（2013年９月）
・府市及び両大学で「新大学案」、府市で「新法人基本方針」を作成（2013年10月）
・「ガバナンス改革」に関する提言を先取りした大学改革を実施

-戦略的研究費公募選考（2011年度～）
-人事委員会制度創設（2012年度～）
-理事長・学長、研究科長選考方法見直し（2013年度～）
（いずれも市立大。府立大は2005年以降独法化に伴いｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ改革を実施済）

・両大学が「『新・公立大学』大阪モデル（基本構想）」を公表（2015年２月）

②大阪府市新大学構想会議（その１）
府 Ｄ６．（９６）、市 Ｄ５．（９７）
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会議・提言を契機とする
新たな取組み

・新大学に求められる機能について検討を進めるため、副首都推進本部のもと、
「新大学設計４者タスクフォース」を設置（2016年4月）

・「新大学設計４者タスクフォース」において、「新大学について －検討経過の報告
－」をとりまとめ（2016年8月）

・新大学の戦略領域について議論を深めるため、「新大学設計４者タスクフォース」
のもと、「戦略領域別ワークショップ」を設置（2016年10月）

・「新大学設計４者タスクフォース」において、「新たな公立大学としての２つの機能・
戦略領域」をとりまとめ。府市において、「新法人について-公立大学法人大阪府
立大学と公立大学法人大阪市立大学の統合に関する計画-（案）」をとりまとめ
（2017年8月）

・新設合併に係る協議事項等の法人統合関連議案が可決（府議会2017年11月、市
会2018年2月）

②大阪府市新大学構想会議（その２）
府 Ｄ６．（９６）、市 Ｄ５．（９７）
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戦略策定の背景にあった
問題意識・課題

・大阪・関西は、原発依存度が高く、東日本大震災以降、全国で最も電力需給が
ひっ迫。

-関西の原発依存 2010年度（震災前） 44％、 2012年度（震災後） 10％
・関西では、継続的な節電対策を余儀なくされ、今後、持続的な経済成長を図るた
めには、大規模集中型から地域分散型の電力供給システムへの転換が必要。

・エネルギー政策は、国や電力会社任せで推進。

提言内容 【提言の概要】
・大阪府市がなぜエネルギー戦略を掲げるのか
・大阪府市エネルギー戦略策定の前提

-関西における電力需給問題と原発再稼働問題 等
・日本のエネルギー政策と大阪府市エネルギー戦略

-原発依存からの脱却
-再生可能エネルギー普及の方策
‐省エネルギーの推進
-電力システムの改革 等

・新しいエネルギー社会の実現に向けて
-エネルギー戦略の実行に当たっての課題
-経済・社会への影響
-大阪府市の役割

・エネルギー戦略の工程表

会議・提言を契機とする
新たな取組み

・政府に対し、知事・市長から原子力発電所の安全性に関する８つの項目を提案
（2012年4月）

・大阪市から関西電力㈱に株主提案（脱原発と安全性の確保、事業形態の革新、
経営体質の強化、経営の透明性の確保）（2012年6月～）

・「おおさかスマートエネルギーセンター」を設立・運営（2013年4月～）
-ワンストップ相談窓口・マッチング事業などを展開－

・おおさかスマートエネルギー協議会の開催（2013年度～）
・府環境審議会答申や本会議の提言を踏まえ、「おおさかエネルギー地産地消推
進プラン」の策定（2014年3月）

③大阪府市エネルギー戦略会議 府 Ｄ６．（９７）、市 Ｄ５．（９８）
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④大阪府市医療戦略会議

戦略策定の背景にあった
問題意識・課題

・府民の健康指標は、他府県に比べて悪い
-平均寿命 男性78.99歳（41位）、 女性85.93歳（40位）
-健康寿命 男性69.39歳（44位）、 女性72.55歳（45位）

※平均寿命：「平成22年度都道府県別生命表」より作成
健康寿命：平成24年度厚生労働科学研究費補助金「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究班」より作成

・大阪は、三大都市（東京・愛知・大阪）で最も早く超高齢社会に突入
・医療、介護ニーズの増大や財政負担の増嵩など、様々な課題に直面する。
・一方、病院数・病床数などは全国に比べ遜色ないかそれ以上。高度医療機関も多数
あり、医療へのアクセスは比較的恵まれている

※高度医療機関：高度な急性期医療を提供する医療機関

・医薬品・医療機器などの関連産業の集積、大学・研究機関の集積など、産業につなが
るポテンシャルはある

・医療、介護、産業部門それぞれでの施策は行っているが、既存の行政分野の枠の中
に留まり、抜本的な解決策の検討には着手できていなかった

提言内容 【提言の概要】
（７つの具体的戦略）

①予防・疾病管理、府民行動変革
②レセプトデータの戦略的活用
③医療情報の電子化とビッグデータの戦略的活用
④地域密着型医療・介護連携最適モデル実現
⑤増益モデル型民間病院の高度化・経営基盤強化
⑥スマートエイジング・シティ
⑦スマートエイジング・バレー構想

会議・提言を契機とする
新たな取組み

・健康寿命延伸プロジェクト（市町村健康づくり推進事業（マイレージ事業）、中小企業の
健康づくり推進事業等）の実施

・大阪市において、レセプト点検の効率化やレセプトデータのさらなる活用に向けた分析
を実施

・スマートエイジング・シティ先行モデル３地域における自立化に向けた取組みに対する
支援を実施

・大阪健康寿命延伸産業創出プラットフォームによる健康寿命延伸産業の創出・振興

府 Ｄ６．（９８）、市 Ｄ５．（９９）
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⑤大阪府市規制改革会議

戦略策定の背景にあった
問題意識・課題

・日本は、規制が最も厳しい国であり、日本の創業率の低さ、経済の長期低迷、生
活における楽しさの欠如の原因となっている。

・大阪が再び力強く成長するためには、これまでの仕組みを大きく転換し、不必要な
規制等があれば緩和・撤廃するなど、民間の活動を促進する環境整備が必要。

提言内容 【提言の概要】
（１）規制改革の新たな戦略（手法）

戦略１：プロジェクト方式による規制改革
戦略２：東京と大阪の規制の差を常に意識した規制改革
戦略３：官官規制改革 （国の自治体に対する規制の緩和）
戦略４：特区制度を活用した規制改革
戦略５：府市連携して継続的に取り組む規制改革

（２）分野別の個別提言
４つの分野※毎に、法／条例改正、国・府市の運用改善などの規制緩和策
を提言
①楽しいまちづくり（道路・河川使用等のイベント規制の緩和など）
②環境エネルギー・経済産業（河川法等の規制緩和による再生可能エネルギー普及促進
など）

③官官規制（地方自治法改正、公の施設、民営化手法など）
④建築土地利用・雇用等（建築物の用途規制緩和、労働基準等に関する規制緩和など）

会議・提言を契機とする
新たな取組み

・３０の提案が実現 （2018年3月）

府 Ｄ６．（９９）、市 Ｄ５．（１００）
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Ⅲ （３）万博開催に向けた取組み

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

2014年8月ごろから、

国際博覧会を所管する
経済産業省等との情報
交換などを通じて、2025

年国際博覧会の開催に
向けた手続き・開催の可
能性に関して調査開始。

2020年東京オリンピッ

ク・パラリンピックに続き、
2025年に大阪で万博を

開催することは東西二
極の一極として、大阪の
みならず日本の魅力を
発信し、国内外から新た
な観光客やビジネスマン
を呼び込み、日本の成
長に資するなど、様々な
効果が期待される。

万博のテーマを「いの
ち輝く未来社会のデザ
イン」に設定。

一人ひとりが、自ら望
む生きかたについて考
え、グローバル社会の
新しいビジョンをつくる
世界的な試みに参加す
ることを促すもの。

2025年万博を大阪に誘

致するための基本的な構
想をまとめるにあたり、有
識者、行政、経済界等で
構成する「2025年万博基
本構想検討会議」を2016

年に設置。とりまとめた基
本構想案を国へ提出した。

2017年3月には、大阪

府・大阪市・経済界・各種
団体等による「2025日本

万国博覧会誘致委員会」
を設立。同年4月に立候補

の閣議了解を得て、国が
BIE事務局に立候補表明
文書を提出した。

３か国の誘致競争に勝
ち抜くために、誘致委員会
を中心に官民一体となっ
て、海外誘致活動や、国
内機運醸成の取組みを実
施した。

結果として、2018年11月
のBIE総会で、大阪・関西

における万博の開催が決
定した。

○2017～2018年 海外誘致活
動
・BIE総会プレゼンテーション（4
回実施）

・アスタナ博でのプロモーション
（7回実施）
・アフリカ開発会議（TICAD）閣僚

会合等の機会を活用したプロ
モーション

・外国要人の招へい及び表敬訪
問等受入れ
○2017～2018年 国内機運醸
成

・賛同者数（会員数・署名等）：約
133万人
（2018年11月時点）
・自治体の決議等：277団体
・支援企業・団体：290社
・民間等での取組み

-トラック協会、タクシー協会等の
ステッカー貼付
-空港での大型看板掲出

-ラッピング列車・航空機の運航 等

・万博の趣旨のアピール
-いのち輝く未来シンポジウム
-万博絵画展応募作品の展示等

府 Ｄ３．（９２）、市 Ｄ２．（９３）
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博
覧
会
誘
致
委

員
会
」設
立

▲
16
年
11
月

大
阪
府
・大
阪
市
・関
西
広
域

連
合
・関
西
大
経
済
連
合
・関
西
経
済
同

友
会
・大
阪
商
工
会
議
所
に
よ
り
「２
０
２

５
日
本
国
万
国
博
覧
会
誘
致
委
員
会
準

備
会
」設
立

▲
15
年
4
月

[

国
際
博
覧
会
大
阪
誘
致
構

想
検
討
会
」設
置

▲
17
年
4
月

「大
阪
府
万
博
誘
致
推
進
本

部
」設
置

▲
18
年
3
月

Ｂ
Ｉ
Ｅ
調
査
団
来
日
・現
地
視
察

▲
17
年
9
月

Ｂ
Ｉ
Ｅ
事
務
局
に
立
候
補
申
請
文
書

（ビ
ッ
ド
・ド
シ
エ
）提
出

■万博検討の経緯と開催地決定までのスケジュール

2015年 2016年 2017年 2018年

《
国
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足

府 Ｄ３．（９２）、市 Ｄ２．（９３）
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会場鳥瞰図 会場：夢洲、面積：155haパビリオン配置イメージ

■万博の概要（名称、テーマ、開催スケジュールおよび会場）

出典：ビッド・ドシエ各章要旨（仮訳）、ビッド・ドシエについて（概要）

府 Ｄ３．（９２）、市 Ｄ２．（９３）
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■開催意義および期待される効果

出典：ビッド・ドシエ各章要旨（仮訳）

府 Ｄ３．（９２）、市 Ｄ２．（９３）
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■テーマ「いのち輝く未来社会のデザイン」とその目的、テーマの展開

出典：ビッド・ドシエ各章要旨（仮訳）

府 Ｄ３．（９２）、市 Ｄ２．（９３）
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Ⅲ （４）ＩＲ実現に向けた検討（その１）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

2001年以降、超党派によ

る国会議員連盟、一部の
地方公共団体や経済団体
において、カジノ導入によ
る経済活性化を求める動
きがあった。また、2010年

にオープンしたシンガポー
ルのIR（カジノを含む統合

型リゾート）の成功以後は、
IRが観光集客力を飛躍的

に高める装置として認識さ
れることとなり、アジアを中
心に世界の多くの地域で
IRの立地が検討されること
となった。

IRの法制化の動きを踏ま
え、大阪でIRを立地すると

した場合の課題や対策等
を検討する。

行政、有識者、経済団体
等で構成する「大阪エン
ターテインメント都市構想
推進検討会」を設置。

府内にＩＲを立地した場合
の、ＩＲ機能の検討、犯
罪・不正防止、青少年対
策・依存症対策など懸念
される課題の整理とその
対応について議論し、基
本コンセプト案を取りまと
め。

府民向けシンポジウム
（2014年2月：200名）や府
民アンケート調査（2014年
3月：2千人）も実施し、府
民に大阪へのIR立地につ

いて考えていただく契機と
した。

国会におけるIR推進法案

の可決を見据え、具体的
な候補地選定やIR立地に

向けた課題の整理などの
準備作業を府・市が一体と
なって取り組むため、「大
阪府市ＩＲ立地準備会議」
（2013年12月）を設置。

2010年以降、大阪の活

性化の起爆剤としてカジノ
を含むＩＲ実現に改めて着
目。国への法整備を提案
するとともに、府市共同で
具体的な地域、機能など
の検討を開始。

国における法令の整備と
並行して、具体的な候補
地の例を対外的に示し、
検討を進めることで、国内
外に大阪のＩＲポテンシャ
ルを発信した。

広大な用地を有する夢
洲地区に経済成長の起爆
剤としての活路が見出され
た。

・海外ＩＲ事業者の知事表
敬訪問実績（2014年：7社9
回）

府 Ｄ４．（９３）、市 Ｄ３．（９４）
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Ⅲ （４）ＩＲ実現に向けた検討（その２）

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

2016年にIR推進法が成
立したことを踏まえ、IRの

大阪・夢洲への誘致実現
に向けた活動に着実に取
組む。

・観光拠点の形成など新た
な機能を盛り込んだ夢洲
全体のまちづくり方針や土
地利用等に関する構想を
策定するため「夢洲まちづ
くり構想検討会」（2014年
10月）を設置。

・大阪・夢洲地区へのＩＲの
誘致にあたり、構想の策定
や課題対策等について幅
広く検討するため、「ＩＲ推
進会議」（2017年3月～）を
立ち上げ。

・ＩＲの誘致に関する事項を
府・市一体で行うためＩＲ推
進局（2017年4月）を設置。

・府民の理解を促進するた
めのセミナーを開催

2016年度：1回
2017年度：10回
2018年度：8回

(2018年12月末時点）

・国際観光拠点の形成を
公・民が協働して実現する
ための指針となる「夢洲ま
ちづくり構想」を策定（2017
年8月）

・ＩＲの基本コンセプトや
懸念事項への取組みの方
向性等について、「大阪ＩＲ
基本構想（案）・中間骨子」
を取りまとめ（2017年8月）
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▲
99
年

東
京
都
が
カ
ジ
ノ
運
営
に
関
す
る
国
政
レ
ベ

ル
の
ア
プ
ロ
ー
チ
。
以
後
都
で
独
自
に
検
討

▲
02
年
12
月

自
民
党
「国
際
観
光
産
業
と
し
て
の

カ
ジ
ノ
を
考
え
る
議
員
連
盟
」発
足

▲
03
年
2
月
～
地
方
自
治
体
カ
ジ
ノ
協
議
研

究
会
（東
京
、
大
阪
、
静
岡
、
和
歌
山
、
宮

崎
、
神
奈
川
：後
に
協
議
会
へ
と
改
組
）

カ
ジ
ノ
実
現
の
た
め
の
法
制
度
の
在
り
方

な
ど
検
討
し
、
国
へ
提
言

▲
10
年
2
月

橋
下
知
事

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

視
察

国
で
の
法
制
度
の
整
備
を
求
め
る
と
と

も
に
、
大
阪
の
統
合
型
リ
ゾ
ー
ト
の
立
地

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
に
言
及

▲
11
年

橋
下
知
事

関
西
広
域
連
合
で
の

議
論
を
提
案

関
西
観
光
・文
化
振
興
計
画
にK

A
N

SA
I

統
合
型
リ
ゾ
ー
ト
の
検
討
が
盛
り
込
ま

れ
る

▲
12
年
7
月

松
井
知
事

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

視
察

▲
13
年
1
月

松
井
知
事
・橋
下
市
長

首
相
に
Ｉ
Ｒ
早
期
法
制
化
を
提
案

▲
10
年
7
月

大
阪
エ
ン
タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト
都

市
構
想
推
進
検
討
会
設
置
、
検
討
開
始

▲
10
年
4
月

超
党
派
「国
際
観
光
産
業
振
興
議
員

連
盟
」（Ｉ
Ｒ
議
連
）結
成

▲
10
年
5
月

国
土
交
通
省
の
成
長
戦
略
会
議
報
告

書
に
、
新
し
い
観
光
ア
イ
テ
ム
と
し
て
の
Ｉ
Ｒ

検
討
明
記

▲
11
年
1
月

行
政
刷
新
会
議
「で
き
る
だ
け
早
く

具
体
的
な
検
討
を
開
始
す
る
必
要
が
あ
る
」

▲
11
年
7
月

Ｉ
Ｒ
議
連

特
別
立
法
大
綱
案
発
表

▲
13
年
12
月

大
阪
府
市
Ｉ
Ｒ
立
地
準
備
会

議
設
置

▲
14
年
4
月

大
阪
府
市
Ｉ
Ｒ
立
地
準
備
会

議
「基
本
コ
ン
セ
プ
ト
案
」、
府
市
の
候
補

地
の
例
と
し
て
夢
洲
ベ
イ
エ
リ
ア
提
示

▲
13
年
12
月

Ｉ
Ｒ
推
進
法
案
衆
議
院
提
出
（議
員

提
出
法
案
：自
民
・維
新
・生
活
な
ど
）

▲
10
年
12
月

府
「大
阪
の
成
長
戦
略
」の
具

体
的
な
取
組
み
の
一
つ
と
し
て
Ｉ
Ｒ
盛
り

込
み

▲
02
年
8
月

府

構
造
改
革
特
区
第
一
次

提
案
「カ
ジ
ノ
特
別
法
の
制
定
」

▲
10
年
3
月

府

構
造
改
革
特
区
臨
時
提

案
「総
合
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
法
制
の
整
備
」

▲
14
年
6
月

Ｉ
Ｒ
推
進
法
案
が
内
閣
委
員
会
で
審

議
開
始
（継
続
審
議
）

▲
11
年
8
月

Ｉ
Ｒ
議
連

Ｉ
Ｒ
推
進
法
案
発
表

▲
13
年
6
月

Ｉ
Ｒ
推
進
法
案
衆
議
院
提
出
（議
員

提
出
法
案
：維
新
単
独
）

■ＩＲ検討の経緯
～2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

《
国
の
動
き

》

《
大
阪
の
動
き

》

府 Ｄ４．（９３）、市 Ｄ３．（９４）
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▲
15
年
2
月

夢
洲
ま
ち
づ
く
り
構
想
（案
）

～
中
間
と
り
ま
と
め
～

▲
16
年
12
月

Ｉ
Ｒ
推
進
法
成
立

▲
17
年
3
月

特
定
複
合
観
光
施
設
区
域
整
備
推
進

本
部
設
置

▲
14
年
11
月

衆
議
院
解
散
に
よ
り
Ｉ
Ｒ
推
進
法
案

廃
案

▲
15
年
7
月

Ｉ
Ｒ
推
進
法
案
衆
議
院
再
提
出
（議

員
提
出
法
案
：自
民
、
維
新
、
次
世
代
の
党
）

■ＩＲ検討の経緯

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年～

《
国
の
動
き

》

《
大
阪
の
動
き

》

▲
14
年
10
月

大
阪
府
市
「夢
洲
ま
ち
づ
く
り

構
想
検
討
会
」設
置

▲
17
年
2
月

夢
洲
ま
ち
づ
く
り
構
想
（
案
）

と
り
ま
と
め

▲
17
年
8
月

夢
洲
ま
ち
づ
く
り
構
想
策
定

▲
17
年
4
月

大
阪
府
・大
阪
市
Ｉ
Ｒ
推
進
局

設
置

▲
17
年
8
月

大
阪
Ｉ
Ｒ
基
本
構
想
（案
）・中

間
骨
子
を
取
り
ま
と
め

▲
17
年
7
月

特
定
複
合
観
光
施
設
区
域
整
備
推
進

会
議
取
り
ま
と
め

▲
17
年
3
月

Ｉ
Ｒ
推
進
会
議
立
ち
上
げ

▲
18
年
7
月

Ｉ
Ｒ
整
備
法
成
立

府 Ｄ４．（９３）、市 Ｄ３．（９４）
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■大阪ＩＲ基本構想(案)・中間骨子

夢と未来を
創造するＩＲ

ひろがり・
つながりを
生み出すＩＲ

「夢洲」を
活かすＩＲ

時間軸に沿った成長・発展

常に世界水準の競争力と近未
来を感じさせる魅力を備えること
による将来に わたっての持続
的な成長・発展

空間軸に沿った成長・波及

大阪ＩＲを訪れる世界中の人々と周
辺 地域とをつなぐとともに、大阪・
関西が 誇る最先端技術の世界発
信による広域への波及効果

ポテンシャルを活かした
価値創出

夢洲の立地特性をポテンシャ
ルとして捉え、それを活かすこ
とによる新たな価値創出

③ 世界に類をみない魅力ある空間形成、最先端技術の活用によるスマートリゾートの実現

①大阪・関西・日本観光の要となる
独創性に富む
国際的エンターテイメント拠点の形成

②世界水準の競争力を備えた
オールインワンＭＩＣＥ拠点の形成

④ 世界の先進事例を進化させた総合的な懸念事項対策

■ ４ つ の 柱

■ 成長の方向性

大阪ＩＲのめざす姿

＜基本コンセプト＞ 大阪・関西の持続的な経済成長のエンジンとなる

世 界 最 高 水 準 の 成 長 型 Ｉ Ｒ
● 世界中から人・モノ・投資を呼び込み、経済成長のエンジンとなるため、ビジネス客、

ファミリーなど世界の幅広い層をターゲットとする「世界最高水準」のＩＲ
● 50年・100年先を見据え、初期投資の効果だけでなく、施設、機能が更新され続ける

「成長型」のＩＲ

基本コンセプト

（出典） 日建設計、 https//pixabay.com/ja/
（出典） https://www.flickr.com

■ 観光振興・地域経済振興・公益還元
■ 納付金・入場料等の活用

ＩＲ立地による効果

地域の合意形成(府民・市民理解の促進)
に向けた取組み

＜基本的な考え方＞
◆ 対象の明確化：府民・市民全体、大学生・若い世代、

女性、地元企業⇒属性の興味・関心に応じた適切な
情報発信

◆ ステージに応じた説明：ＩＲの基本的な事項 → 
ＩＲ誘致を見据えた内容 → 区域認定に向けた内容

◆ 府民・市民の声に耳を傾けた丁寧な対応、ホーム
ページなどの広報ツールを活用した情報発信

懸念事項と最小化への取組み

■ ギャンブル等依存症対策

■ 治安・地域風俗環境対策

＜基本的な考え方＞
◆ ＩＲの実現を契機に依存症対策のトップランナーを

めざし、発症・進行・再発の各段階に応じた、防
止・回復のための対策について、世界の先進事例
に加え、大阪独自の対策をミックスした総合的か
つシームレスな 取組み（大阪モデル）を構築

◆ エリア（カジノ施設、夢洲、府内全域）毎に、メリハ
リの効いた支援、対策を実施

＜基本的な考え方＞
◆ ＩＲ事業者、警察、自治体は、相互に緊密な連携

を図りつつ、各々がその役割を果たすことにより、
万全の 取組みを実施

◆ 警察官の増員や警察施設・交通安全施設等の
整備など、警察力の強化を図るとともに、地域防
犯を推進し、さらにＩＲ事業者において、自主的か
つ万全の防犯・警備対策を講じさせるための枠
組みを構築

府 Ｄ４．（９３）、市 Ｄ３．（９４）
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Ⅲ （５）2019年 Ｇ20大阪サミット開催に向けた取組み

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

各国首脳が一堂に会
し、経済分野をはじめ、
エネルギー問題やテロ
対策など、国際社会の
共通課題について幅
広く議論されるＧ２０を
開催することは、大き
な意義を持つ。

【経緯】
2017年11月

G20サミット首脳会議の
誘致に向け、大阪府・大阪
市が共同で国に応募
2018年2月

G20サミット首脳会議の
大阪開催が決定

〇2019年 Ｇ20大
阪サミットの開催
成功

Ｇ20大阪サミットの開催成功に向け、
主催者である国と連携し、府・市・経済
界等が一体となり、会議の開催支援
や住民・事業者等への周知・理解促
進、大阪・関西のPR及び情報発信を
行う。

また、府市で共通する課題について
はＰＴを設置するなど、一体となって検
討を進めるとともに、各々の権限・役
割に基き、必要な環境整備等を実施
する。

【これまでの取組】
2018年3月
大阪府・大阪市・経済団体等 により2019年
G20大阪サミット 関西推進協力協議会を設
置
4月～
各種媒体による広報活動等
5月～
府市合同ＰＴ設置（保健医療、危機管理）
6月
キックオフフォーラム開催
8月

国への要望活動
11月
地元産品等の推薦書を国へ提出

○大阪・関西の知名度・都
市格の向上

Ｇ20サミット開催を通じて、ラ
イフサイエンス分野やものづく
りなど、大阪・関西の強みや、
世界遺産をはじめとする豊富
な文化遺産などの都市魅力を
世界にアピールすることで、大
阪・関西の知名度・都市格の
向上を図る。

○地域経済の活性化
各国政府関係者やプレス、ス

タッフなど、約3万人が大阪・関
西を訪れることとなり、高い経
済効果も期待される。

府 Ｄ５．（９４）、市 Ｄ４．（９５）
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【開催時期】

2019年6月28日・29日の２日間開催

【開催会場等】

・会議施設：インテックス大阪（大阪市住之江区）を会場として使用

・空港：関西国際空港、大阪国際（伊丹）空港、神戸空港を一体的に活用

・参加者：各国首脳や国際機関のトップをはじめとする政府関係者、海外プレス、スタッフ等約３万人

○ 来年6月28日・29日の間で２日間開催。会場はインテックス大阪。各国の首脳はじめ政府関係者

や海外プレス、スタッフ等約３万人が参加。

○ 国際社会の共通課題について幅広く議論されるＧ２０サミットを大阪で開催することは、2025年国際

博覧会の開催やMICE誘致に向けて大きな意義を持つ。

インテックス大阪

《大阪開催の意義》

 世界に存在感をアピールすることで、大阪の都市格向上を図る

 ライフサイエンス分野やものづくりなどの強みを活かし、「世界に貢献する大阪」を発信する

 万全の警備のもと、安全・安心な会議環境を確保、「安全・安心なまち・大阪」への大きな契機とする

 MICE推進の取組みの一つとして、大阪経済の活性化や都市魅力の向上に寄与する

■G20大阪サミット

府 Ｄ５．（９４）、市 Ｄ４．（９５）
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Ⅲ （６）特区制度の活用

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

産業構造の変化、アジア
新興国の台頭による国際
競争が激化。高度経済成
長期に大阪経済を支えた
繊維・家電産業の分野で
の優位性が低下。

今後の大阪のポテンシャ
ルを活かせるライフサイエ
ンスやバッテリー・エネル
ギーの分野で競争力を強
化するためには、国内他
地域と差別化できる大胆
な規制改革や、海外企業
等を呼び込む税制措置な
どが必要。

①大阪の産業ポテンシャ
ルを活かせる分野での
特区指定の実現

②特区を活用した規制緩
和の実現・法人税の実
効税率の低減等による
国際競争力の強化、海
外企業等の誘致強化

①2011年12月に、国際戦

略総合特区地域指定獲
得

２つの分野（ライフサイエ
ンス（医薬品・医療機器
等）、エネルギー（バッテ
リー関連）産業の指定を
獲得

さらに、2014年5月には

新たな特区制度「国家戦
略特区」のプロジェクトに
提案し区域指定を獲得。
（関西圏としての指定）

②特区指定地域における
地方税の軽減措置を実
施、府内各市町の税優遇
措置と併せて実質地方税
ゼロを実現

③特区による規制改革、
金融・税制支援を活用

①国際戦略総合特区

・認定数51プロジェクト95
案件（全国最多）

※うち大阪府域が関連するﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ31件

・特区支援制度活用によ

る医薬品・医療機器関
連施設整備投資額510
億円（2011～2017年実
績値）

・リチウムイオン電池等新

型蓄電池の輸出額
2,058億円（2011～2017
年実績値）

・PMDA関西支部設置実現
など

②国家戦略特区
・関西圏で37事業（大阪府

は19事業）実施

・雇用労働相談センターの
設置 など

府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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▲
11
年
4
月

国
際
戦
略
総
合
特
区
制
度
創
設

▲
10
年

特
区
制
度
提
案

▲
11
年
12
月

関
西
（３
府
県
３
市
）地
域
指
定

獲
得

▲
13
年
6
月

閣
議
決
定
（日
本
再
興
戦
略
）

▲
14
年
5
月

関
西
圏
で
国
家
戦
略
特
別
区
域

指
定
獲
得

■特区の制度創設、地域指定の経緯

各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ認定・実施

▲
13
年
6
月
（厚
労
省
）

P
M

D
A

関
西
支
部
設
置
決
定

▲
12
年
12
月

地
方
税
ゼ
ロ
と
な
る
特
区
税
制
創
設

▲
13
年
10
月
～

P
M

D
A

関
西
支
部
う
め
き
た
に
設
置

▲
13
年
12
月

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
制
定

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 ～ 2018年

《
国

》

《
府
・市

》

▲
13
年
9
月

府
市
連
名
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
提
案
、

規
制
緩
和
提
案

▲
16
年
4
月

「大
阪
府
成
長
特
区
税
制
」ス
タ
ー
ト

▲
18
年
9
月
現
在

関
西
圏
国
家
戦
略
特
別
区
域
会
議
17
回
開
催
、

37
事
業
実
施
（
大
阪
府
19
事
業
）

関
西
イ
ノ
ベ―

シ
ョ
ン
国
際
戦
略
総
合
特
区

認
定
51
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
95
案
件
実
施

府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
（18年9月現在）
関西圏国家戦略特区 37事業実施（大阪府19事業）
関西ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ国際戦略総合特区 51ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ95案件実施（大阪府53案件）
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リチウムイオン電池：近畿経済産業局「平成24年度主要製品生産実績」経済産業省「平成
24年度生産動態統計調査」より）
太陽光電池：近畿経済産業局「平成27年度主要製品生産実績」経済産業省「平成27
年度生産動態統計調査」より）

医薬品・医療機器関連 バッテリー関連
・ 医薬品関連では、同分野における大阪の事業所

数は全国２位であり、有力な産業分野となってい
る。

・ 大阪の医療機器関連事業所数は、全国3位と
なっており、大阪の強みであるものづくり産業との
連携（医工連携）が期待される。

・ 近畿のリチウムイオン蓄電池生産量は2012年で
は、全国の約61％のシェアを占めている。

・ 近畿の太陽電池モジュール生産量についても、
2015年は全国の41.1％を占めており、優位性が
ある。

■ライフサイエンス、バッテリーの２分野での大阪の優位性

41%
その他

59%

全国生産量
237万kW

リチウムイオン電池出荷額 太陽光電池モジュール生産額

出典：厚生労働省「薬事工業生産動態統計調査（平成22年-平成28年）」より作成

■大阪府の医薬品生産額・全国シェアの推移 ■大阪府の医療機器生産額・全国シェアの推移

府県別医薬品製造業事業所数
医薬品製造業

１．東京都 194
２．大阪府 154
３．富山県 78
４．埼玉県 77
５．兵庫県 63
６．奈良県 60
７．愛知県 52
８．神奈川県 47
９．静岡県 47
１０．滋賀県 45
　 　
出典：平成26年経済センサス基礎調査

府県別医療機器関連事業所数
医療用機械器具・医療用品製造業

１．東京都 568
２．埼玉県 277
３．大阪府 200
４．愛知県 177
５．神奈川県 116
６．長野県 106
７．千葉県 95
８．静岡県 95
９．兵庫県 86
１０．栃木県 85

出典：平成26年経済センサス基礎調査
出典：総務省「平成26年経済センサスｰ基礎調査」より作成

関西
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府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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■成長特区税制の対象税目・軽減内容

※大阪府内における成長特区税制等の事業認定件数18件（うち大阪府市での認定件数7件、大阪府単独認定件数8件、大阪市単独認定件数3件
(2018年9月現在）

■法人所得課税の実効税率

他国に比べて、高いと言われている日本の法人実効税率を、国の税制支援と大阪府の成長特区税制
を活用することで、東アジア諸国並みに軽減。

○国家戦略特区における課税の
特例（所得控除）の適用を受け、

府の成長特区税制及び軽減税制
を行っている市町村の課税の特例
の適用を受けた最大の率

※財務省「法人所得課税の実効税
率の国際比較」を元に作成

フランス ドイツ 日本 アメリカ 中国 国家戦略特区 韓国 大阪の成長特区 シンガポール

（2018年４月１日現在） 大阪の法人実効税率

約３０％ ⇒ 約２２％
減税
効果大

成長特区税制

国の支援

【法人府民税・法人事業税】 府外から成長特区に新たに進出の場合 ５年間ゼロ＋５年間１／２ ※最大の場合

【不動産取得税】 事業計画申請後に取得した土地・家屋で、事業計画認定後３年以内に供用開始し、
その後１年間供用したことが確認できる場合、取得した土地・家屋にかかる取得税が最大ゼロ

⇒府内から成長特区に新たに進出の場合、従業者数の増加割合に応じて軽減

※大阪市内・吹田市内・茨木市内・箕面市内・熊取町内の指定エリアでは地方税（固定資産税等）最大5年間ゼロ＋5年間1／2 ※最大の場合

府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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国家戦略特区において、既存の規制改革メニューの活用に加え、クールジャパン外国人人材の就労促進
に関する規制改革の提案を行うなど、特区事業を推進。

規制改革事項等 概要 区域計画認定日

保険外併用療養に関する特例 先進医療の審査の迅速化により、審査期間６か月⇒概ね３か月 2014年９月30日

雇用労働相談センターの設置
弁護士等が、労働法制面からグローバル、ベンチャー企業をサポート
「雇用指針」を活用し、労働関係紛争を未然に防止

2014年12月19日

エリアマネジメントに係る道路法の特例 道路法の特例を活用し、公道を利用してイベント等を開催 2015年３月19日

保育士資格に係る児童福祉法等の特例
（地域限定保育士試験の実施）

待機児童対策として、保育士試験について通常試験に加えて特区試験を実施 2015年９月９日

設備投資に係る課税の特例 再生医療製品及び医療機器の研究開発等にかかる設備投資に課税特例 2015年11月27日ほか

特区医療機器薬事戦略相談
革新的医療機器の開発にあたり、PMDAが、特区事前面談及び特区フォローアップ面談を実施するととも
に、専属のコンシェルジュを置き、適宜必要な助言等を実施

2015年11月27日

旅館業法の特例（特区民泊） マンション、戸建て住宅において滞在施設を提供 2015年12月15日ほか

外国人家事支援人材の受入れに係る出入国管理
及び難民認定法の特例

外国人家事支援人材を受け入れ、利用世帯に対し、家事支援サービスを提供 2016年４月13日

土壌汚染対策法施行規則の特例
自然由来特例区域内から区域外へ土壌を搬出する際に行う有害物質調査は、全ての有害物質（26
種類）ではなく、区域指定対象物質のみに限定することができる特例

2016年４月13日

都市公園の占用許可に係る都市公園法の特例 待機児童急増に対応するため、都市公園を活用して保育所を整備（2017年6月全国措置） 2016年９月９日ほか

公立学校運営の民間開放に係る
学校教育法等の特例（公設民営学校の設置）

グローバル人材の育成や個性に応じた教育等のため、公立学校の運営を民間へ委託 2017年12月15日

革新的な医薬品の開発迅速化
臨床研究中核病院において、創薬シーズを企業主導治験に円滑に橋渡しし、アカデミア発の革新的医
薬品の開発迅速化

2017年12月15日

◇国家戦略特区の活用状況 ⇒関西圏で37事業（大阪府は19事業）実施

提案項目 概要 提案日

クールジャパン・インバウンド外国専門人材就労促進
クールジャパン、インバウンド対応等に係る専門性を有する外国人材の知識、技能が企業等で最大限活
用されるよう、必要に応じ上陸許可基準の特例の対象とする枠組みを設け、外国人材が柔軟かつ適切に
入国・在留・就労する機会の拡大を図る

2017年9月

◇提案中項目（主なもの）

⇒主な実績として、特区民泊（ 1,690施設4,790室（全国最多、2018年11月末時点）） 、グランフロント大阪における雇用労働相談センター開設、
地域限定保育士試験の実施（2015~2017年度で合格者計1,549名）、都市公園内保育所3か所設置 など

■国家戦略特区
府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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■関西イノベーション国際戦略総合特区

特区で掲げた目標達成に向けて認定を受けた事業数は、全国最多の５１プロジェクト９５案件

※大阪府域は３１プロジェクト５３案件

北大阪（彩都等） ＰＭＤＡ-ＷＥＳＴ機能の整備及び治験セン
ター機能の創設 など
１６プロジェクト

大阪駅周辺
（うめきた）

先制医療の実現に向けたコホート
（疫学）研究・バイオマーカー研究の
推進 など
４プロジェクト

夢洲・咲洲 バッテリー戦略研究センター機能の整備 な
ど
４プロジェクト

関西国際空港 医薬品・医療機器等の輸出入手続き
の電子化・簡素化 など
４プロジェクト

阪神港 国内コンテナ貨物の集貨機能の強化 など
３プロジェクト

全地域共通 PMDA-WEST機能の整備及び治験セ
ンター機能の創設 など
３プロジェクト

京都市内 革新的消化器系治療機器の開発 など
９プロジェクト

けいはんな学研都
市

スマートコミュニティオープンイノベー
ションセンター機能の整備 など
２プロジェクト

神戸医療産業都
市

再生医療・細胞治療の実用化促進 など
１４プロジェクト

播磨科学公園都市 Spring-８を活用した次世代省エネ材
料開発・評価 など
２プロジェクト

プロジェクトの地区別内訳 ※赤枠内は大阪府域に係る地区

府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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プロジェクト名 実施主体 地区

1 先制医療の実現に向けたコホート（疫学）研究・バイオマーカー研究
の推進

㈱エイアンドティー 京都市内

淀川キリスト教病院 大阪駅周辺（うめきた他）

2 革新的治験薬候補品のヒト臨床への外挿性を高める実証・評価設備
導入

京都大学 京都市内

3 核酸医薬品の研究開発促進及び製造に係る生産技術の確立 日本新薬㈱ 京都市内

㈱ジーンデザイン 北大阪（彩都等）

住友化学㈱ 北大阪（彩都等）

4 がん・免疫・循環器系・中枢神経系等領域及び希少疾患における革
新的医薬品等の研究開発

日本新薬㈱ 京都市内

大日本住友製薬㈱ 神戸医療産業都市

大日本住友製薬㈱ 北大阪（彩都等）

5 革新的消化器系治療機器の開発 京都府立医科大学、ウシオ
電機(株)、大成化工(株)

京都市内

京都府立医科大学、東レエ
ンジニアリング(株)、真空光
学(株)

京都市内

6 低侵襲のがん医療機器とBody-GPSを含む手術ナビシステムの開発 京都府立医科大学、(株)八光 京都市内

7 次世代ワクチンの開発 (一財)阪大微生物病研究会 北大阪（彩都等）

8 ペプチド医薬の製造に係る大量生産技術の確立 ㈱ペプチド研究所 北大阪（彩都等）

浜理薬品工業（株） 夢洲・咲洲

9 PET製剤等の新規診断薬の研究開発及び製造に関する事業 富士フイルム富山化学㈱ 北大阪（彩都等）

シスメックス㈱ 神戸医療産業都市

10 PMDA－WEST機能の整備及び治験センター機能の創設 関西の主要医療機関 北大阪（彩都等）

（独）医薬品医療機器総合機
構（PMDA）

共通

■参考： 関西イノベーション国際戦略総合特区 認定プロジェクト一覧 ＜ライフ分野＞
府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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ライフ分野 つづき

プロジェクト名 実施主体 地区

11 生理活性脂質等の独創的な医薬品研究開発の促進 小野薬品工業㈱ 北大阪（彩都等）

12 パッケージ化した医療インフラの提供 大阪商工会議所、
国立循環器病研究Ｃ

北大阪（彩都等）

13 放射光とシミュレーション技術を組み合わせた革新的な創薬開発の実
施

㈱ｼﾞｪｲﾃｯｸｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 北大阪（彩都等）

（公財）計算科学振興財団 播磨科学公園都市

14 PIC/S等 GMPに準拠した医薬品・医療機器の製造促進 アース環境サービス㈱ 北大阪（彩都等）

武田薬品工業㈱ 北大阪（彩都等）

15 アカデミア発創薬（低分子医薬品）の促進 大阪大学等 北大阪（彩都等）

16 再生医療・細胞治療の実用化促進 ㈱ｼﾞｪｲﾃｯｸｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 北大阪（彩都等）

（一社）日本血液製剤機構 神戸医療産業都市

㈱資生堂 神戸医療産業都市

京都府立医科大学、（公財）
先端医療振興財団

京都市内

17 感染症、代謝性疾患、疼痛などの領域における革新的医薬品の継続
的な創製

塩野義製薬㈱ 北大阪（彩都等）

18 ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）の実用化促進 京都大学原子炉実験所、
大阪府立大学

北大阪（彩都等）

ステラケミファ㈱、ステラ
ファーマ㈱

北大阪（彩都等）

19 国際的な医療サービスと医療交流の促進 （今後特定） 大阪駅周辺（うめきた他）

20 医工・看工連携による高齢化社会対応機器・サービスの開発・実証 （今後特定） 大阪駅周辺（うめきた他）

21 中枢神経系制御薬の開発 TAOﾍﾙｽﾗｲﾌﾌｧｰﾏ㈱ 神戸医療産業都市

㈱カン研究所 神戸医療産業都市

千寿製薬㈱ 神戸医療産業都市

府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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プロジェクト名 実施主体 地区

22 高度専門病院群を核とした国際医療交流による日本の医療技術の発
信

神戸国際ﾌﾛﾝﾃｨｱﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝ
ﾀｰ病院

神戸医療産業都市

神戸低侵襲がん医療ｾﾝﾀｰ 神戸医療産業都市

西記念ポートアイランドリハ
ビリテーション病院

神戸医療産業都市

23 イメージング技術を活用した創薬の高効率化 ㈱ナード研究所 神戸医療産業都市

24 高度なドラッグ・デリバリー・システム技術との組み合わせによるバイ
オ医薬品の研究開発

JCRファーマ㈱ 神戸医療産業都市

25 粒子線治療装置の小型化や粒子線照射の高精度化等に関する技術
開発及びその成果を活用した医療提供

三菱電機㈱ 神戸医療産業都市

大阪重粒子線施設管理㈱、

（公財）大阪国際がん治療財
団

北大阪（彩都等）

26 医療機器・新エネルギー分野等でのものづくり中小企業の参入促進 （公財）神戸市産業振興財団 神戸医療産業都市

27 革新的なバイオ医薬品の創出及びその基盤技術の確立 神戸天然物化学㈱ 神戸医療産業都市

神戸天然物化学㈱ 神戸医療産業都市

次世代バイオ医薬品製造技
術研究組合

神戸医療産業都市

（一社）日本血液製剤機構 神戸医療産業都市

28 先端・先制医療技術に関する審査・評価プラットフォームの構築 （独）理化学研究所 神戸医療産業都市

29 レギュラトリーサイエンス・医療技術評価に関する人材育成 （独）理化学研究所 神戸医療産業都市

30 クールチェーンの強化とガイドライン化 ＣＫＴＳ㈱等 関西国際空港

31 医薬品・医療機器等の輸出入手続きの電子化・簡素化 実証実験参加企業 関西国際空港

32 課題解決型医療機器の開発・改良に向けた病院・企業間の連携支援 事業管理支援法人（⇒大阪
商工会議所）等

共通

ライフ分野 つづき 府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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プロジェクト名 実施主体 地区

33 医療機器等事業化促進プラットフォームの構築 大阪商工会議所 共通

大阪商工会議所、（公財）先
端医療振興財団、

共通

大阪商工会議所、大阪大学、
国立循環器病研究センター

共通

大阪商工会議所、（公財）先
端医療振興財団、（公財）神
戸国際医療交流財団

共通

大阪府立大学 共通

34 3D技術等を活用した高精度手術シュミレーションシステムの開発 京都大学、パナソニックメ
ディカルソリューションズ
（株）、イーグロース（株）等

京都市内

35 着脱容易な医療用計測機器の開発 京都大学、（株）帝健等 京都市内

36 「循環器病の予防と制圧」に向けた最先端医療・医療技術開発の拠
点整備

国立循環器病研究センター 北大阪（彩都等）

37 革新的医薬品・再生医療等の研究開発に向けた創薬イノベーション
拠点の整備

（株）OMこうべ 神戸医療産業都市

38 医工連携、産学医連携拡大を促進するための支援 大阪商工会議所 共通

ライフ分野 つづき 府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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プロジェクト名 実施主体 地区

1 次世代エネルギー・社会システム実証事業の成果の早期実用化によ
る国際市場の獲得

A社 けいはんな学研都市

B社 けいはんな学研都市

オムロン(株)、古河電気工業
(株)等

けいはんな学研都市

㈱エム・システム技研 けいはんな学研都市

エレクセル㈱ けいはんな学研都市

2 スマートコミュニティオープンイノベーションセンター機能の整備 京都府 けいはんな学研都市

3 スマートコミュニティ関連の技術の実証・事業化とショーケース化 大阪市 夢洲・咲洲

㈱日建設計総合研究所 夢洲・咲洲

大阪市立大学 夢洲・咲洲

4 バッテリー戦略研究センター機能の整備 大阪府 夢洲・咲洲

5 再生可能エネルギー等、多様なエネルギーを利用した電力インフラの
システム構築

住友商事㈱他 夢洲・咲洲

住友電気工業㈱ 夢洲・咲洲

住友電気工業㈱ 夢洲・咲洲

住友商事㈱ 夢洲・咲洲

6 世界No.1のバッテリースーパークラスターの中核拠点の形成 住友電気工業㈱ 夢洲・咲洲

住友電気工業㈱ 夢洲・咲洲

7 SPring-8を活用した次世代省エネ材料開発・評価 C社 播磨科学公園都市

8 水素エネルギー等の新たなエネルギーインフラの構築と関連アプリ
ケーションの実用化

岩谷産業㈱、㈱豊田自動織
機等

関西国際空港

＜グリーン・エネルギー分野＞

府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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＜インフラ・共通＞

プロジェクト名 実施主体 地区

1 イノベーション創出事業 ※コンベンションセンター等 ㈱コングレ、㈱KMO、
（一社）ナレッジキャピタル

大阪駅周辺（うめきた他）

2 国際物流等事業者誘致によるアジア拠点の形成 新関西国際空港㈱ 関西国際空港

3 イノベーションを下支えする基盤の強化（阪神港地区関連事業） ㈱上組 阪神港

商船港運㈱ 阪神港

㈱辰巳商会 阪神港

4 国内コンテナ貨物の集貨機能の強化 国土交通省 阪神港

5 港湾コストの低減 国土交通省 阪神港

※ 同一の実施主体が複数回認定を受けている場合も、件数明示のため表記。

府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）

119



■参考：特区制度の概要

国際戦略総合特区 国家戦略特区

趣旨 新成長戦略を実現するための政策課題解決の突破口とし
て、地域の包括的・戦略的なチャレンジを国がオーダーメ
イドで総合的に支援

経済社会の構造改革を重点的に推進することにより、産
業の国際競争力を強化するとともに、国際的な経済活動
の拠点の形成を促進する観点から、国が定めた国家戦略
特別区域において、規制改革等の施策を総合的かつ集中
的に推進

対象分野 ○バイオ・ライフサイエンス（ライフ分野）
○環境・次世代エネルギー（グリーン分野）
○アジア拠点 ○コンベンション
○農業 ○国際物流・国際港湾

○医療 ○都市再生・まちづくり ○雇用
○教育 ○歴史的建築物の活用
○農業 ○その他
（他分野も法律改正により随時追加される見込み）

対象地域 全国７箇所
（北海道・筑波・東京・神奈川・中京圏・関西・福岡）

全国１０箇所

（東京圏、関西圏、新潟県新潟市、兵庫県養父市、福岡県
福岡市・北九州市、沖縄県、秋田県仙北市、宮城県仙台
市、愛知県、広島県・愛媛県今治市）

特
例
措
置

規制 関係府省と地元側との協議を経て実現
（ボトムアップ型）

国が自ら主導し、国と地方の双方が有機的連携を図る
（トップダウン型）

税制 １．特別償却または投資税額控除 １．特別償却または投資税額控除
２．研究開発税制の特例
３．固定資産税の特例

財政 総合特区推進調整費 なし

金融 利子補給（最大０．７％、５年間） 利子補給（最大０．７％、５年間）
＊ベンチャー企業、中小企業が主な対象

首相官邸HPの資料等をもとに作成

府 Ｄ２．（９１）、市 Ｄ１．（９２）
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Ⅲ （７）組織・事業の一元化

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

１．二重行政の指摘
・全国で都道府県協会以外
に市協会があるのは、大
阪市のほか、横浜市、川崎
市、名古屋市、岐阜市の５
協会のみ

・約1.9万社が府協会と市協
会を重複利用

２．厳しい経営状況
・協会の財務基盤力を示す、
基本財産倍率が全国ワー
スト１、２

＜基本財産倍率（H22末）＞
①府協会 41.0倍（ﾜｰｽﾄ２）
②市協会 55.5倍（ﾜｰｽﾄ１）

・府協会はH9～H18まで、市
協会はH12～H23まで、そ
れぞれ経営改善協会に指
定

・両法人を統合（合併）

≪基本方針≫
①統合方式は、市保証協会
の府保証協会への吸収合
併

②統合後の経営ガバナンス
は府保証協会主導

・府、市、両信用保証協会に
よる信用保証協会合併協
議会を設置し、具体策を検
討した

①統合後のガバナンスのあ
り方

②府市の財政負担 等

・2014.5 両協会が合併し、
「大阪信用保証協会」とし
て営業開始

・府内中小企業の信用力の
補完という責務を果たしつ
つ、審査、回収機能、経営
基盤を強化

①代位弁済の抑制
保証部の機能を強化し、
適正保証の推進、利用企
業に対するモニタリングの
強化を通じ代位弁済を抑
制

②回収機能の強化
回収環境が厳しくなってい
る中、管理部の体制を強
化し、早期及び効果的に
回収

③経営基盤の強化
適正保証の推進、代位弁
済の抑制、組織・人員の適
正化、システム統合等コス
ト削減により経営基盤を強
化

＊経営改善協会とは

収支が悪化（基本財産の取崩し等）しており
経営の改善が必要な協会として国が指定。
経営改善計画を策定し国の指導監督を受ける。

①大阪府中小企業信用保証協会／大阪市信用保証協会

府 Ａ１４．（２９）、市 Ａ１５．（３５）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

１．公衆衛生上の状況変化
・グローバル化の進展とイン
バウンド急増による新興・再
興感染症発生のリスクの増
大、超高齢化社会・世帯人
口の小規模化による食の変
化など、パブリックヘルスの
重要性が増し、地方衛生研
究所のあり方が問われる

２．経営形態の見直し
・全国の地方衛生研究所が、
事業費や職員数などの緊縮
傾向にあるなか、単なる検
査機関に留まらない、自律
的・発展的な運営が可能な
経営形態の見直しが求めら
れる

３．施設のあり方
・特に府立公衆衛生研究所
の老朽化が著しく、未耐震
であることから、市立環境科
学研究所も含めて施設のあ
り方が課題

１．府市研究所の統合
・両研究所が持つ高いポテ
ンシャルを活かし、選択と集
中による新しい研究所を実
現するため、府市の研究所
を統合する

２．地方独立行政法人化
・戦略的かつ自立的な運営
が可能な、地方独立行政法
人化を実現し、この分野の
新しい社会ニーズに応える
研究所をめざす

３．一元化施設の整備
・研究所が果たすべき役割
や機能を発揮するために担
保すべき指揮命令系統や将
来的な費用対効果を考慮し、
一元化施設として整備する

・両研究所、所管部局による
タスクフォースを設置し、外
部有識者の助言を得ながら、
新研究所のあり方を検討

・統合・地方独立行政法人
化の手続き
2013.3 定款、評価委員会
共同設置規約可決（府・市
議会）
2016.3 環境科学研究所廃
止条例案等可決（市会）
2016.10 中期目標等可決
（府・市議会）

・2017.4 両研究所を統合・
独法化し、地方独立行政法
人大阪健康安全基盤研究
所を設立

・現在、一元化施設を整備
中（2022供用開始予定）

「西日本の中核的な地方衛
生研究所」として、健康危機
事象への対応力強化等、住
民の健康と生活の安全を守
る体制を確保

②大阪府立公衆衛生研究所／大阪市立環境科学研究所

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 Ａ１４．（３０）、市 Ａ１５．（３６）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

○得意とする支援対象分
野や支援機能など、一定
の役割分担の下で運営し
てきた両研究所において、
効率的・効果的な財政運
営や新たな顧客の開拓等
の共通課題の解決、中小
製造業を取り巻く環境変化
や開発ニーズの多様化に
応じた技術支援サービス
の強化が求められている

○両研究所の法人統合に
より、工業技術とものづくり
を支える知と技術の支援
拠点「スーパー公設試」を
めざす

○法人統合に先行して、
経営戦略の一体化と業務
プロセスの共通化等を行う

○統合に向けた協議、検
討を行う外部有識者も含
めた合同経営戦略会議を
設置（2012年11月）

○同会議の下に、統合に
向けた諸課題（サービスの
統一、機器の配置等）の解
決策を検討する部会等を
設置

○府、市、両研究所で構
成するタスクフォースを設
置し、「スーパー公設試」
設立に向け、そのあり方に
ついて調査・検討（2016年
4月）

○新設合併に関する協議
等の統合関連議案につい
て、府市両議会で可決。
（2016年10月）

○地方独立行政法人大阪
産業技術研究所を設立
（2017年4月）

・研究開発から製造まで、
企業の開発ステージに応
じた支援を一気通貫で提
供
・大阪産業の更なる飛躍に
向け、大阪発のイノベー
ションを創出

③大阪府立産業技術研究所／大阪市立工業研究所

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 Ｄ７．（１０２）、市 Ｄ６．（１０３）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

○府市それぞれに消防学
校を設置しており、
より効率的かつ効果的に
教育訓練を充実強化させ
ることが必要

○府・市消防学校の一体的
運用

○府・市消防学校を機能分
化し、教育訓練を充実強化
（2014年4月）

○府・市消防学校の施設特
性を活かした教育訓練の実
施

・初任教育を府立消防学校
に一元化・充実
・市消防学校は「高度専門
教育訓練センター」として府
内の救急救命士養成課程
を一元化するほか、現任消
防職員の能力の高度化・専
門化を促進
・教育訓練の統一実施によ
る府内消防本部間の連携
強化、一体感の醸成

④府立消防学校／市立消防学校

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 Ａ１４．（３１）、市 Ａ１５．（３７）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

○同一地域（市）に、同じ
法制度に基づく公営住宅
等が、異なった事業主体で
管理・運営されている。

○まちづくりへの活用や
セーフティネットの役割を
担うべき市が、府営住宅に
ついては政策決定に関与
できていない。

○公営住宅等に関する政策
決定は住民生活を身近で支
える基礎自治体が担うことが
望ましいこと、まちづくりや効
率性の観点から管理・運営の
一元化が望ましいことから、
大阪市内の府営住宅を大阪
市に移管

○公営住宅タスクフォースを設
置し、移管条件や府市で異
なる管理制度の取扱等を検
討のうえ決定（2014年9月）

※ 移管スキーム
・土地建物は無償譲渡、現
状有姿。起債償還は市負担
・市内全ての府営住宅を移
管 （なお、建替等事業中の
住宅は事業完了後に移管）
・移管後の管理制度は、市
の制度に基づいて実施

○大阪市営住宅条例の一
部を改正する条例案につい
て市会で可決（2014年12月）

○大阪市内の府営住宅を
2015年8月以降、順次大阪
市へ移管

2015年8月 10,116戸移管
2016年4月 1,239戸移管
2017年4月 524戸移管
2018年4月 432戸移管

○管理（募集・窓口等）の一
元化による府民・市民に分
かりやすいサービスの提供

○より身近な地域ニーズに
対応したまちづくり施策の展
開

○隣接・近接団地における
一体的建替による事業の効
率化・円滑化

⑤府営住宅／市営住宅

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 Ａ１５．（３２）、市 Ａ１６．（３８）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

（特別支援学校）
○知的障がい支援学校の
在籍児童生徒の増加と卒
業後の社会的自立に向け
た就労への対応

（特別支援学校）
・特別支援学校は府に設置
義務があることから府へ移管

（特別支援学校）
・特別支援学校（12校）を府
へ移管（2016年4月）

（特別支援学校）
・府立支援学校において、
教育目標の統一や施策の
一体的実施により、大阪の
特別支援教育を充実

⑥府立特別支援学校／市立特別支援学校

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 Ｂ９．（６４）、市 Ｂ６．（７６）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞
・住吉市民病院について、

老朽化や施設の構造上の
制約と狭隘化などにより建
替が必要。その際、市南部
地域では小児・周産期医療
が不足しており、同医療の
維持・確保、充実強化が求
められる。

・近隣の大阪急性期・総合
医療センターにおいても、小
児・周産期医療を提供して
おり、ともに地域周産期母
子医療センターに位置付け
られている。

・住吉市民病院の小児・周
産期医療の機能を大阪急
性期・総合医療センターに
統合

・将来の府立病院機構、市
民病院機構の経営統合を
目指す

・大阪急性期・総合医療セン
ター内に大阪府市共同住吉
母子医療センターの整備
（2018年４月供用開始）

・24時間365日の小児救急

医療のさらなる充実、最重
症・合併症妊産婦等のハイ
リスク分娩への対応強化な
どの医療機能の強化

⑦大阪急性期・総合医療センター／市立住吉市民病院

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 Ｂ８．（６３）、市 Ｂ５．（７５）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・府立大学と市立大学で、そ
れぞれ100億円を超える運

営費交付金を投じているな
か、優秀な人材の育成と
研究成果の還元を通じた、
大阪の成長へのさらなる
寄与が求められている。

・また、各種大学ランキング
では一定のポジションを確
保しているものの、さらなる
飛躍が必要

＜両大学の改革実績＞
①府立大学
・2005年度に3大学統合と独

法化を実現。ガバナンス改
革も実施。2012年度から学
域制に移行

②市立大学
・2006年度に独法化を実現

し、ガバナンス強化や学生
サービス向上の実現

○両大学を運営する公立大
学法人の統合を行い、そ
の後に大学統合を進める

○2012年5月に外部有識者

による「新大学構想会議」を
府市で共同設置し、2013年
1月に「新大学構想＜提言
＞」を提出

○2013年9月に府市で「新
大学ビジョン」を策定、10月

には府市及び両大学で「新
大学案（平成25年10月版）」
を策定

○両大学が「『新・公立大
学』大阪モデル（基本構
想）」をとりまとめ（2015年2
月）

○副首都推進本部の下に、
「新大学設計４者タスク
フォース」を設置し、検討を
進める（2016年4月～）

○新設合併に係る協議事項
等の法人統合関連議案を
可決（2017年11月府議会、
2018年２月市会）

○大学の「教育」・「研究」・
「地域貢献」の基本３機能
の一層の維持・向上を図る
とともに、これらに加えて、
「都市シンクタンク」・「技術
インキュベーション」の２つ
の機能を強化・充実し、従
来の“公立大学“の枠を超
えたスケールで大阪に貢
献する

⑧大阪府立大学／大阪市立大学

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 Ｄ７．（１００）、市 Ｄ６．（１０１）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

○両法人は府市それぞれ
と密接に連携しながら、支
援領域など一定の棲み分
けの下で中小企業支援事
業を実施してきた。

○両法人各々の特徴を活
かし、強みを束ねることで、
より効果的な中小企業支
援サービスを提供できる可
能性がある。

○中小企業支援において、
それぞれの強みを活かし
た相乗効果が発揮できる
よう、両法人を統合

○施設については、新法
人の役割、利用者ニーズ
等を見極めたうえで中核
拠点の一本化も含め最適
化を図る

○統合に向けた協議・検
討を行う中小企業経営者
も含めた「連携推進会議」
を設置（2013年6月）

○経営戦略・目標の共有
による効果的な中小企業
支援事業の一環として、統
合に先行し、共同事業を
実施（消費者モニターイベ
ント、商談会を共催）

○両法人の既存事業に加
え、国際化・事業承継・創
業・ベンチャー支援を3本
柱とし、府内の様々な支援
機関との連携を図りながら、
オール大阪で中小企業支
援機能・体制の強化を図
る

⑨大阪産業振興機構／大阪市都市型産業振興センター

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 Ｄ７．（１０３）、市 Ｄ６．（１０４）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

○港湾の国際競争力強化、
利用者ニーズに合ったより
使いやすい港への改革が
求められている

○大阪湾諸港の港湾管理
の一元化

○第1ステップとして府市の
港湾管理の一元化（大阪
港・堺泉北港・阪南港）をめ
ざす

○「新港務局」制度の検討
→法改正が必要

○現行法制度で可能な手法
として、「行政委員会」の共
同設置を選択し、具体的な
制度設計を実施

○「行政委員会」、「内部組
織の共同設置」、「連携協
約」等関連議案のうち、「連
携協約」について府市両議
会で可決（2016年10月。他
は2017年3月取下げ）

○「大阪府及び大阪市の港
湾及び海岸の管理に係る連
携協約」を締結（2016年12
月）、府市で「大阪港湾連携
会議」を設置し検討を継続
（2017年8月～）

○大阪湾諸港の港湾管理
一元化をめざし、神戸市・兵
庫県を含む４港湾管理者で
の合意形成に向け、協議を
継続

港湾管理の一元化により、
一体となった港湾計画を策
定し、適切な施設配置や重
点投資が可能となり、一元
的な管理による物流の効率
化、利便性の向上が図られ
る

⑩府営港湾／市営港湾

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 C ６．（８６）、市 C ８．（９０）

130



＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

○2015年度以降の府内公
立中学校卒業者数の減少
（見込）や公私立高校を取
り巻く状況、通学区域設定
の見直し等を踏まえた府
立・市立を含めた公立高
校全体のあり方の検討

○新たな大都市制度実施
時期に合わせて府へ移管
ただし、市立高等学校（枚
方市）のみ関係者理解な
ど条件が整い次第、府に
移管（2014年府市統合本
部会議）

○広域的な視点のもと、教
育目標の統一や施策の一
体的実施により、教育内容
の充実や効率化をめざす

○府内公立中学校卒業者
数の減少に伴い、適正な
配置を推進する観点から
再編整備をめざす

○2013年、2018年に府立・
市立高等学校再編整備計
画を策定

⑪府立高校／市立高校

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 Ｂ９．（６５）、市 Ｂ６．（７７）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

○観光振興策は主に行政
主導の企画立案

○府内の観光拠点は大阪
市内が多いが、府・市それ
ぞれが類似の観光施策を
展開していた。

○大阪府市の観光に関する
戦略の一本化

○オール大阪（大阪府・市・
経済界）で観光プロモーショ
ン推進体制を構築。民間の
経験・ノウハウを活かした施
策実施体制を整備。

○府市共通の戦略として
「大阪の観光戦略」を策定
（2012）
※都市魅力創造戦略に統合
（2016）

○「大阪観光局」を府・市・
経済界で設置（2013年4月）
（府市分担金 府2.5億円、
市2.5億円）

○ 2016年４月、日本版
DMO候補法人として登録
※ 2017年11月、日本版DMO法人
として登録

※ 日本版DMO：観光地域づくり
のかじ取り役。登録により、国交
付金をはじめとする支援の対象
となる。

○観光局の主な取り組み
・戦略的マーケティング
・プロモーション活動の推進
・MICE誘致の強化
・ブランディングの推進

○来阪外国人旅行者は順
調に伸びている

➣2016年実績
①来阪外国人旅行者数：

940万人
②外国人延べ宿泊者数：

1,001万人
③延べ宿泊者数：

3,101万人
④国際会議開催件数：

284件
⑤MICE外国人参加者数：

27,115人

⑫大阪観光局の設置

Ⅲ （７）組織・事業の一元化 府 Ｄ７．（１０１）、市 Ｄ６．（１０２）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・世界都市ランキン
グで主要40都市中
大阪は下位（2012年
28位）。
都市としての魅力の
創出、発信力の強
化が急務

・府市それぞれが類
似のイベントを企
画・運営することで、
集客力・発信力が分
散。コスト面でも非
効率。

・大阪府市での戦略
一本化、都市魅力創
造のための基盤・体
制づくり

・大阪市内で実施す
るイベントの府市連
携・共催

・イベント実施手法
の抜本的な改革
（民間の資金・運営ノ
ウハウ、府民参加の
情報発信など、民間
活力を有効活用）

・「大阪都市魅力創造戦略」を策定
（2012年12月）

・重点事業を効果的に進めるため
の推進体制を整備

-水と光のまちづくり＝水都大阪パート
ナーズ・オーソリティ

-文化振興＝大阪アーツカウンシル
-戦略的な観光集客＝大阪観光局

・府市連携イベント
-大阪ﾏﾗｿﾝ【共催】
-御堂筋Kappo（府）・御堂筋フェスタ（市）
【同時日程開催。2014年は御堂筋ｼﾞｮｲ
ふるとして一体化】
-大阪・光の饗宴（御堂筋ｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝ

（府）・OSAKA光のﾙﾈｻﾝｽ（市）・民間主催
のｲﾙﾐ）【ｴﾘｱ・日程等で府市・民間連携】

-水都大阪ﾌｪｽ
【民間主体での開催】

・これまでの取組等を踏まえ、「大阪
都市魅力創造戦略2020」を策定
（2016年11月）

・集客力・発信力の高いｲﾝﾊﾟｸﾄある
ｲﾍﾞﾝﾄを民間のﾉｳﾊｳ・資金を投入
しながら実施する手法が定着しつ
つある

-大阪ﾏﾗｿﾝ2013
集客数 136.6万人

↓
大阪マラソン2018

集客数 142.5万人

-大阪・光の饗宴2013
集客数 約517万人

↓
大阪・光の饗宴2017

集客数 約1,367万人

Ⅲ （８）その他事業連携等

①都市魅力に関するイベントの開催（その１）

府 Ｄ８．（１０６）、市 Ｄ７．（１０７）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・観光、文化、スポーツなど施策分
野ごとに、「１０の目指すべき都市
像」と「施策の方向性」を設定し、特
に３つ視点から重点取組を設定。
‐大阪全体の都市魅力の発展・進化・発
信
（水と光のまちづくりの推進、国内外の
人々を惹きつけるキラーコンテンツの創
出など）

‐文化・スポーツを活かした都市魅力の創
出
（ラグビーワールドカップ2019の大阪開
催、世界に発信する「大阪文化の祭典」
など）

‐世界有数の国際都市を目指した受入環
境の整備
（トラベルセンター大阪の運営、観光案
内板等の整備促進、多言語対応の強化
など）

・大阪の観光資源を活かした民間
大規模イベントの開催

観光・都市魅力、文化、スポーツなど、
様々な過度から都市としての魅力向上

‐舟運利用者数
2016 約86万人

↓
2017  約120万人

‐御堂筋ｵｰﾀﾑﾊﾟｰﾃｨｰ
2016 約25万人

↓
2018 約40万人

Ⅲ （８）その他事業連携等

①都市魅力に関するイベントの開催（その２）

府 Ｄ８．（１０６）、市 Ｄ７．（１０７）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

○府市の文化戦略の一本
化と事業執行体制の一元
化。

１．府市文化振興会議
・府市の文化振興計画の
策定等、府市の文化振興
に関する重要施策につい
て、調査審議する、「大阪
府市文化振興会議」を共
同で設置する。

２．アーツカウンシル部会
府市が実施する文化事業
の検証、評価、改善提案、
新たな事業の企画・立案
などを行うアーツカウンシ
ル部会を府市共同で設置。

＜対象事業予算＞
大阪府：18事業2.4億円
大阪市：28事業4.0億円
※2013年度予算ベース

１．府市文化振興会議
・2013年4月1日、府市の附
属機関として、共同設置規
約に基づく「大阪府市文化
振興会議」を設置

２．アーツカウンシル部会
・上記府市文化振興会議
の常設部会として、「アー
ツカウンシル部会」を府市
共同で設置。
・2013年7月より、文化事
業の評価・審査等に取り組
む。

＜2013～17年度実績＞
１．府市文化振興会議
・全24回の会議を開催し、文化
振興計画や、アーツカウンシル
部会の体制づくり、同部会から
の報告等について調査審議

２．アーツカウンシル部会
・府市文化事業の検証・評価や、
府市の補助金、助成金事業の
採択審査・現地調査等を実施。

（評価・審査）
府市文化事業の評価、補助金、
助成金事業の採択審査・現地調
査

審査実績：府３３２件、市８５０件

（調査）
・他府県のアーツカウンシル状況
調査、助成金制度やクラウドファ
ンディングについての調査 等

（企画）
・府市文化事業に対する提言
（ワッハ上方や文楽振興のあり方、
芸術文化魅力育成プロジェクト）
・芸術文化魅力育成プロジェクト
のサポート 等

②大阪府市文化振興会議・アーツカウンシル部会の設置

Ⅲ （８）その他事業連携等 府 Ｄ８．（１０５）、市 Ｄ７．（１０６）
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

１．府立中之島図書館

・正面玄関からの出入りが
利用できない、旧態依然
とした入退館システムな
ど、施設の老朽化などか
ら、サービス面に課題

・全蔵書の36％、10万冊の

圧倒的な古典籍を所蔵し
ているが、デジタル化が
遅れているなど十分活か
されていない

２．大阪市中央公会堂

・保存・再生工事を行い、
優れた近代建築として重
文に指定されているにも
かかわらず、十分な活用
ができていない

・レストラン営業時間が比
較的短いなど、集客部門
の活用が十分でない

○ 中之島を代表する府と
市の歴史的な２施設の魅
力を高めるとともに、共通
したコンセプト（「大阪の
知と文化と歴史のシンボ
ル」）のもとで、連携した
施策を展開し、中之島エ
リアの活性化を図る

○ 府市合同検討チーム
をつくり、外部有識者の
助言を得ながら、同一コ
ンセプトのもと、両施設の
活性策・連携事業を具体
的に策定、公表

＜共同事業＞
①共同イベントの実施
・両館を巡る合同ツアー
・合同講演会の開催

②日常業務の連携強化
・合同ミーティングの実施
・共同イベントの開発

○ 府市共通コンセプトの
もと、各施設の次の活性
化策等が相乗効果を及
ぼすよう連携を図って行く

１．府立中之島図書館
・リニューアル工事の実施
・指定管理制度の導入
・文化事業の充実

２．大阪市中央公会堂

・レストラン拡充やショップ
の設置等サービス面の
充実

・料金改定の検討及び優
先予約システムの見直し

③大阪府立中之島図書館・大阪市中央公会堂の連携

Ⅲ （８）その他事業連携等 府 Ｄ８．（１０４）、市 Ｄ７．（１０５）
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Ⅳ 行財政改革

【財政】
（１）財政再建
（２）財務マネジメント
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Ⅳ【財政】（１）財政再建 Ａ １．

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

法人2税の落ち込
み等により1998年
度以降、2007年度
まで10年連続の赤
字決算。

2001年度より、財

政再建団体への転
落を回避するため、
減債基金からの借
入等を実施（2007

年度末には累計
5,202億円に）。

府債残高も1989
年以降増加傾向。

①減債基金からの
借入をしない、借換
債の増発をしない
②収入の範囲内で
予算を組む

③類似府県等との
比較の視点で評価
検討を行う。

①財政再建
・財政再建ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（案）（2008‐2010年）

すべての事務事業、出資法人、公の施
設についてゼロベースで見直し、財政
健全化団体にならないようにする財政
構造改革に着手。

・財政構造改革ﾌﾟﾗﾝ（案）（2011‐2013年）
主要事業400事業のうち、法令義務負
担などを除いた、約220事業を対象に個
別の評価・点検を実施。

②国直轄事業負担金の見直し

全国一律で国民に保証すべき施策や
サービスは国という役割分担を明確化。

2008年度以降、実質収支
で黒字決算を達成。

①全事務事業等についてゼ
ロベースで見直し、他府県
比較による水準を検証した。
改革効果額（2008～2013
年） 計5,019億円
-財政再建プログラム（案）
：年平均1,018億円

-財政構造改革プラン（案）
：年平均655億円

② 2009年度以降、国直轄

事業負担金の内訳が明示
されるとともに、2011年度

には維持管理部分の負担
金が廃止。

⇒廃止分：負担金総額の
7.1％ 27億円
（※2009年度の割合）

財政再建プログラム（案）
効果額計 3,054億円
3か年予算総額約9.3兆円の約3.3％

財政構造改革プラン（案）
効果額計 1,965億円

3か年予算総額約8.8兆円の約2.2％
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

③人件費の削減
全都道府県の中で最も高い給与カット
率を適用し人件費を削減。

④「財政運営基本条例」の制定（2012年2
月施行）

③給料、期末・勤勉手当、管
理職手当、退職手当カット
⇒効果額（2008～2017）

計2,186億円
（※①の一部再掲）

④条例に基づき予算編成過
程の開示や、計画的財政
運営のための中長期試
算を公表

⇒減債基金の復元
2009～2017年度：

3,306億円

⑤「大阪府ファシリティマネジメント基本方
針」を策定（2015年11月）

所有する公共施設等の有効活用や
総量最適化に取組む

⑤施設等の点検結果を踏ま
え対応方針を示す

-撤去・廃止等：13施設、
-建替え（減築）：4施設 など

（2018年2月現在）

⑥課税自主権の活用
高まる行政ニーズに応えるため、「受

益と負担」や「税収の使途」を踏まえ、新
たな収入の確保を検討

⑥歳入確保の取組み
・新たな税を導入
-森林環境税(2016年4月～）
-宿泊税(2017年1月～)
・法人二税の超過課税延長

Ⅳ【財政】（１）財政再建 Ａ １．
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■支出削減

2008年6月に策定した「財政再建プログラム(案)」や2010年10月に策定した「財政構造改革プラン(案)」
に基づき歳出削減や歳入確保等の取組みを推進した。
2008～10年度の３年間で3,054億円、2011～2013年度の３年間で1,965億円の改革効果額を計上した。

-財政再建プログラム（案）では年平均1,018億円（年度予算約3.1兆円の3.3％）
-財政構造改革プランでは年平均655億円（年度予算約2.9兆円の2.2％）

単位：億円●2008年度以降の改革効果額

区分／計画・年度

財政再建プログラム（案）

※集中改革期間2008～2010
【一般財源ベース】

財政構造改革プラン（案）

※ﾌﾟﾗﾝ期間2011～2013
【一般財源ベース】

行財政改革の
取組み

※2014単年度
【一財ﾍﾞｰｽ】

2008 2009 2010 計 2011 2012 2013 計

歳出削減

人件費 329 470 484 1,283 270 270 270 810

97一般施策経費 319 399 440 1,158 94 121 131 346

（小 計） 648 869 924 2,441 364 391 401 1,156

歳入確保 443 145 25 613 66 113 125 304 145

予算編成における取組み － － － － 205 155 145 505 ―

（合 計） 1,091 1,014 949 3,054 635 659 671 1,965 242

備 考
・2008年度歳入確保は退職手当債を含む
・各年度最終予算額ﾍﾞｰｽ ・各年度最終予算額ﾍﾞｰｽ ・最終予算額ﾍﾞｰｽ

Ａ １．（１）
①財政再建の取組み（財政再建プログラム（案）、財政構造改革プラン（案））

●2015年度以降の取組み

「行財政改革推進プラン（案）」（2015～2017年度）
・【組み換え(シフト)】と【強みを束ねる】を改革の視点に、自律的で創造性を発揮する行財政運営体制の確立をめざした取組みを進める。
・毎年の収支不足額には、個別事業見直し等とあわせ、毎年度の予算編成における取組みを通じて対応する。
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国が直接実施する国道、国管理河川などの整備や維持管理においては、道路法や河川法など
に基づき、その一定割合を地方自治体が負担金として支出することが義務付けられていた。

このため、国と地方の役割分担を明確にするとともに、権限・財源・責任を一致させるよう国直
轄事業負担金の見直しを国に求めた。

■見直しの経緯

Ａ １．（２）

事業区分 大阪府負担額（億円）
うち、2010年以降廃止分
（維持管理分） （億円）

割合

河川関係 62 18 28.3 %

道路関係 288 8 2.8 %

公園関係 2 1 40.6 %

港湾関係 22 － －

空港関係 2 － －

合 計 376 27 7.1%

■国直轄事業負担金内訳（2009年度分）

②国直轄事業負担金の見直し

▲
09
年
3
月

地
方

分
権
改
革
推
進
委

員
会
ヒ
ア
リ
ン
グ

（政
府
）で
、
橋
下

知
事
が
、
国
直
轄

事
業
負
担
金
に
つ

い
て
糾
弾

▲
10
年
～

国
が
維

持
管
理
に
係
る

負
担
金
を
廃
止

※

10
年
度
に
限
り
、

特
定
事
業
に
つ
い

て
経
過
措
置

11
年
度
～
全
廃

▲
09
年
5
月

国
が
、
請
求
先
で

あ
る
地
方
自
治
体

に
対
し
て
、
詳
細
な

内
訳
書
の
提
示
を

開
始

2008年 2009年 2010年 2011年～
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Ａ １．（３）

③人件費の削減

2008～2013年度には全国の都道府県の中でも最も高いカット率（給料：最大14％）を適用し、
2017年度までに総額 2,186億円の給与カットを実施。

地方公共団体における独自の給与カットの状況（総務省公表資料）

＜都道府県・指定都市における一般職の給料カットの状況＞
2012年4月1日時点

カット率の区分
団体
数

給料カットを実施している団体（カット率）

８％～ 8

北海道（9～4％） 群馬県（8～2％）

岐阜県（11～3％） 三重県（15～3％）

大阪府（14～3％） 岡山県（10～7％）

千葉市（9～0.5％) 大阪市（14～3％）

５％～8％未満 9

青森県（5～3％） 福島県 (5％）

茨城県（5～3％） 栃木県（5％）

滋賀県（7～1％） 兵庫県（7～2.5％）

山口県（6～5％） 徳島県（5～1％）

鹿児島県（6～2％）

３～５％未満 4
富山県（3～2％） 山梨県（4～3％）

愛知県（3％） 奈良県（3～0.5％）

２％～３％未満 4
京都府（2％） 和歌山県（2％）

香川県（2.5～0.5％）
名古屋市（2～1％）

２％未満 1 愛媛県（1～0.5％）

期間 カット率
効果額

（一般財源ベース）

2008～2010年度

期末・勤勉手当：６％、４％

1,160億円
給料：１４％～３．５％

管理職手当：５％

退職手当：５％

2011～2013年度

給料：１４％～３％

968億円管理職手当：５％

退職手当：５％（※1）

2014～2017年度

給料： 3.1％～0.7％
（※2)

58億円

管理職手当： 5％

効果額計 約２，１８6億円（※３）

（※1）国より前倒しで実施した退職手当支給水準の引下げ分を含む。
（※2）2014年度限り
（※3）財政再建プログラム（案）以前からの継続分等を含む。

■府の給与カットの状況 ■他府県との比較
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Ａ １．（４）

④財政運営基本条例の制定（2012年2月施行）
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バブル期の1990年度をピークに、バブル崩壊後長期低落傾向となった。
1997年度の地方消費税の創設、2007年度の所得税から個人住民税への税源移譲などにより、
いったんはバブル期の水準近くまで回復した。2009年度以降リーマンショックにより再び府税収
入は急減し、その後緩やかに回復し、地方消費税の引上げなどによりバブル期の水準近くまで
回復している。

■関連データその１：PL・BSの動向

Ａ １．
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（※） 臨時財政対策債等は、国による減税や地方財源の不足への対応するための特別な地方債で、
臨時財政対策債の他に減収補塡債などがある。

1992年度以降、国の経済対策に呼応して実施した建設事業費の追加や、景気低迷期における
財源対策等による府債発行額の大幅な増加に伴い、府債残高が増嵩。

1996年度以降の行財政改革により臨時財政対策債等（※）以外の府債残高は2006年度をピーク
に減少しており、臨時財政対策債等残高は依然として増嵩しつつも、全会計残高でも2014年度を
ピークに減少に転じた。

■関連データその２：府債残高（全会計）の推移

Ａ １．
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臨時財政対策債とは、本来は国が交付税として地方に配分するものを、交付税原資の財源不足
のため、従来は国が借入を行ってきたが、2001年度から地方が直接借り入れる方式に改められた
ことにより、特例的に認められている地方債。

この元利償還金は、その全額が後年度交付税措置されることとなっており、いわば交付税の肩代
わりといえるものであるが、毎年府には2000～3000億円程度の割り当てがなされることから、府債

残高を押し上げる要因となっている。

■関連データその３：臨時財政対策債

Ａ １．

2018年度臨時財政対策債発行可能額内訳

24.7％
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1998年度以降2007年度まで、10年連続の赤字決算であったが、
2008年度以降2017年度まで10年連続で黒字決算を維持した。

■関連データその４：実質収支（一般会計決算）の推移

Ａ １．

（※）実質収支とは、決算上の形式収支（歳入(注)･歳出の差引）から、さらに翌年度に繰越すべき財源を引いたもので、
その年度の実質的な黒字・赤字を示すもの。

（注）歳入・・・府税、地方交付税、国庫支出金、府債などが含まれる。

10年連続の黒字決算
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太田府政（1999～2007） 橋下府政（2008～2011） 松井府政（2012～）

主な改革テーマ
行財政計画（案）

（2002～2011年度）
財政再建プログラム（案）

（2008～2010年度）
財政構造改革プラン（案）

（2011～2013年度）

①経費削減

②組織効率化
・制度改革

③業務改革

○全国一、スリムな組織づくり
・職員数を10年間で20％削減

○出資法人改革
・法人数を概ね半減
・役員・職員を20％削減
・府からの補助金等を10％削減

○出資法人改革
・全出資法人のあり方を

ゼロベースで見直し

○規律ある財政運営
・中長期的な財政収支試算の公表
・意思決定プロセスの見える化

○公務員制度改革
・独自給料表の導入
・部長公募
・出先機関の見直し

【参考】大阪府における行政改革の流れ

○NPO・府民との協働
・アウトソーシング
・民間資金の活用による施設

整備事業等の推進

○ストックの活用
・府有施設等の有効活用

○負の遺産整理
・企業局事業の収束
・公社の経営改善

○「収入の範囲内で予算を組む」
・全事務事業をゼロベースで

見直し・再構築
・給与カット・退職手当の減額
・歳入の確保

○「自律的な財政運営」
・主要400事業を他府県比較し、

見直し・再構築
・給与カット・退職手当の減額
・歳入の確保

Ａ １．

松井府政（2014年度～）

■「行財政改革の取組み」（2014年度）
・財政構造改革プラン（案）を承継した取組み。

■「行財政改革推進プラン（案）」（2015～2017年度）
・【組み換え(シフト)】と【強みを束ねる】を改革の視点に、自律的で創造性を発揮する行財政運営体制の確立をめざす。

■「行政経営の取組み」（2018年度）
・行財政改革推進プラン（案）終了後も、「自律的で創造性を発揮する行財政運営体制の確立」をめざし、改革の取組みを継続 148



Ａ １．（５）
⑤ファシリティマネジメントの推進

■経緯

■実施状況
府有施設（延床面積 約1,322万㎡)の約4割が今後10年間で築後50年を経過することから、膨大

な修繕・更新費用への対応が必要。

そのため、施設の計画的な改修を実施し、適切な維持管理に努め、長寿命化を推進するととも
に、施設の有効活用や総量最適化を図る、公共施設等の最適な経営管理（ファシリティマネジメン
ト）を推進。

▲
15
年
2
月

・「行
財
政
改
革
推
進

プ
ラ
ン
」(

案)

に
お
い
て
、

フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
推
進
を
位
置
づ
け

▲
15
年
11
月

「大
阪
府
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
基
本
方

針
」策
定

2015年 2016年 2017年～

▲
16
年
～

基
本
方
針
に
基
づ
き

施
設
の
点
検

（３
カ
年
で
集
中
点
検)

今後10年間で、築後50年を経過する施設
の延床面積は全体の約4割を占める

「ファシリティマネジメント基本方針」に基づく対応

≪     長 寿 命 化 ≫
★施設の長寿命化を推進し、維持・更新経費の軽減・平準化を図る
★点検・劣化度調査等を行い、予防保全型の施設維持管理体制を構築し、
府民の安全・安心の確保に努める

≪総量最適化・有効活用≫
★新規施設整備を抑制し、将来の利用需要に応じた施設の有効活用や、
総量の最適化を図る

【2016・2017年度 総量最適化に向けた施設点検結果】
維持（※当面予防保全するものを含む）：68施設 建替え(減築)：4施設
有効活用：1施設 撤去・廃止等：13施設

出典：「大阪府ファシリティマネジメント基本方針」(2015.11)
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Ａ １．（６）
⑥課税自主権の活用

■経緯

■超過課税の状況

府では高まる行政ニーズに応えるため徹底した行財政改革に取組んでいる中で、歳入確保に向
けたさまざまな取組みの一環として、課税自主権の活用について「受益と負担」や「税収の使途」
を踏まえ検討を行い、超過課税や法定外税を導入している。

▲
15
年
2
月

・「行
財
政
改
革
推
進

プ
ラ
ン
」(

案)

に
お
い
て

課
税
自
主
権
の
活
用
を

行
う
場
合
は
、
「受
益
と

負
担
」や
「税
収
の
使

途
」を
踏
ま
え
、
検
討
を

行
う
こ
と
と
し
た

▲
17
年
2
月
議
会

法
人
府
民
税
法
人
税

割
・法
人
事
業
税
の
超

過
課
税
の
延
長
決
定

2015年 2016年 2017年～

▲
16
年
4
月

森
林
環
境
税
を
導
入

▲
17
年
1
月

宿
泊
税
の
導
入

税目 課税目的 税率・額 2017年度決算

森林環境税
(2016年4月導入)

森林の有する公益的機能を維持する環境整備
のため

年額３００円（個人府民税均等割額に加算） 11.8億円

宿泊税
(2017年1月導入)

観光客の受け入れ環境整備をはじめとする大阪
の観光振興の取組みを推進するため

〈宿泊料金〉 〈税率〉
10,000円以上15,000円未満 100円
15,000円以上20,000円未満 200円
20,000円以上 300円

7.7億円

法人二税

【法人府民税法人税割・法人事業税】
道路網などの都市基盤整備や防災対策の充実
といった大都市圏特有の緊急かつ膨大な財政需
要に対処するため
（2017年2月議会延長）
【法人府民税均等割】
大阪経済の成長に向けた施策を推進するため
（2016年2月議会延長)

【法人府民税法人税割・法人事業税】※資本金1億円超の法人等
＜法人府民税法人税割＞標準税率に１％上乗
＜法人事業税＞地方法人特別税等の暫定措置法適用前の標準
税率の5％増の率を暫定措置法適用後の標準税率に上乗せ
【法人府民税均等割】※資本金1千万円超の法人
標準税率の2倍
ただし、資本金1千万円超１億円以下の法人は1.5倍

415億円

▲
16
年
2
月
議
会

法
人
府
民
税
均
等
割
の

超
過
課
税
の
延
長
決
定
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＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

府の慢性的な赤字決算
（1998年度～2007年度まで10

年連続赤字決算。累計
▲2,164億円。10年間の予算
約30兆円の0.72％に相当。）

①～③歳入改善

太田府政時代も、民間活力
の活用として、ネーミングライ
ツの活用等を実施していたが、
赤字体質の改善には至らな
かった。

債権管理の強化、
広告事業の拡充
等により、さらなる
歳入改善を実施。

① 専属の債権特別回収・整理グ
ループを設置し、債権の回収及び
整理を推進。

② 「府有財産自主点検調査」を実
施（2009～2010年度）し、新たな府
の未・低利用地を掘り起し。

③ 広告事業の拡充やネーミングラ
イツなどの取組みも進める。

①2011年から2013年までに
364億円の債権回収を達成。
2014年から2017年までに293
億円の債権回収を達成。
⇒8年間累計 775億円

② 不動産売却額累計
⇒1,179億円（2005-11年度）
⇒ 805億円（2012-16年度）

③収入額
2008～2012年度：3.1億円
2013～2017年度：5.2億円

※参考：2005～2007年度：2.1億円

④財務マネジメント

府のキャッシュフローやストッ
クは民間企業に比べ非常に大
きく、民間企業で行われている
財務マネジメントを導入するこ
とで大きな効果を得られるにも
かかわらず、これまで取り組み
が不十分。

資金の調達や運
用などを総合的に
管理することによ
り、「財務マネジメ
ント」機能の向上
に取り組み財務の
効率性を高める。

④ 財務マネジメント機能の向
上を図るための専属グループ
（公債企画グループ）を設置し、
府債発行時の金利（長期／短
期）の複合活用による、公債
費の抑制や、資金の効率的な
運用を開始。

④ 金利（長期／短期、変
動／固定）の複合活用及
び預金、債券の同時運用
を実施することで支払利
子の低減、運用益の増収
を実現。

Ａ ２．Ⅳ【財政】（２）財務マネジメント
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Ａ ２．（７）
①債権管理の強化

■経緯

■実施体制

※2017年からは機能を見直しの上
総務Ｇに集約

税政課 総務G

税務企画G

人事G

システムG

改革推進G

税政課 総務G

税務企画G

システムG

改革推進G

人事G

債権特別回収・整理G （※）

困難債権の回収（各部
局から引受け）、部局
への指導助言を実施

Before After （2011年4月～）

▲
10
年
11
月

・「債
権
の
回
収
及
び
整

理
に
関
す
る
条
例
」の

制
定
・施
行

・専
属
の
債
権
特
別
回

収
・整
理
チ
ー
ム
設
置

▲
17
年
4
月

債
権
特
別
回
収
・整
理

Ｇ
業
務
を
部
局
支
援

業
務
に
集
約

▲
11
年
4
月

債
権
特
別
回
収
・整
理

グ
ル
ー
プ
設
置

～2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年～

▲
14
年
3
月

債
権
放
棄
（整
理
）基

準
の
見
直
し
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2011年度から債権回収・整理の専属グループを設置。
2010年度期首に342億円に上っていた滞納債権について、着実に回収を進め、2010年度からの
８年間で累計775億円の処理を行った。

■滞納債権の回収・整理

Ａ ２．（７）

府税
79.9億
円
32%

道路事
業弁償
金
61.9億
円
24%

府営住
宅使用
料等
43.1億
円
17%

経営改善資金等
貸付金
28.6億円
11%

その他
41.5億円
16%

滞 納 債 権 の 内 訳
2017年決算額

合計
255億円

（億円）

700

600

500

400

300
～
～

200

175

150

125

100

75

50

25

267
274 280

573

645

482

709

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

243
233

342

252

308 364

274

2017 (年度）

775

93

127 125 112 118
91

72 64
91 105 84 101 109

解消額累計

年度期首残高

解消額

発生額
新規発生累計

184

66
57

289 373

474

583

640

滞 納 債 権 の 解 消 額 と 発 生 額 の 推 移

※債権回収・整理計画の対象外債権（市町村賦課徴収を行う個人府民税）を除く。
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Ａ ２．（８）②府有財産の活用・売却

■経緯

▲
09
年
6
～
8
月

府
有
施
設
の
１
割
程

度
の
１
４
７
件
を
抽

出
調
査

▲
10
年
6
月

府
有
財
産
自
主
点

検
調
査
の
実
施
・結

果
公
表

■府有財産の売却

2008年 2009年 2010年 2011年～

活用財産の掘り起しとして、2009年から2010年に「府有財産自主点検調査」を実施し、新たに
174件を活用（売却、貸付）可能と認定した。2005年以降累計で見ても、都市部を有する他府
県を大きく上回る売却を行ってきた。

（出典）都道府県決算状況調（総務省） 154



広告事業、ネーミングライツによる収入は、2010年度5,208万円に比べ2012年度に8,440万円、
2014年度に1億2,000万円超となり、その後も毎年１億円程度を維持。

特に、ネーミングライツは府立体育館や門真スポーツセンターのネーミングライツが決まったこと
等により大きく伸びた。（2010年度 53万円⇒2012年度 2,864万円⇒2017年度3,783万円）

Ａ ２．（９）

主な契約事例

2005年 パスポートセンター壁面広告の掲出、企
業チラシラックの設置

214万円
※全国初

府ホームページへのバナー広告掲載 895万円
※都道府県2例目

2008年 流入車規制適合車等標章交付請求書写
しに広告掲載

23万円

2010年 歩道橋命名権を締結 （※全国初）

※2011年1月以降は随時募集に切替えて
順次拡大。 2017年度では、18か所の
歩道橋で実施し、収入総額は435万円と
なっている

45万円

2012年 大阪府立体育会館の命名権締結 2625万円

千里中央駅連絡通路（府道大阪中央環状
線）に広告を掲出

55万円

2015年 門真スポーツセンターの命名権締結 540万円

③広告事業・ネーミングライツ等のさらなる推進

※金額は、当該年度の収入額
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Ａ ２．（１０）
④財務マネジメント

■経緯

■実施体制

▲
11
年
4
月

・財
務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に

関
す
る
調
査
分
析
報

告
書
と
り
ま
と
め

・財
政
課
に
専
属
グ

ル
ー
プ
（公
債
企
画

Ｇ
）を
設
置

▲
13
年
9
月

「今
後
の

長
期
運
用
に
つ
い
て

（案
）」策
定

⇒

長
期
運
用
を
検
討

▲
11
年
8
月

「大
阪
府
債
の
発
行
に
関

す
る
基
本
的
な
考
え

方
及
び
事
務
取
扱
い

指
針
」策
定

⇒

２
年
債
（短
期
債
）の

導
入

Before After （2011年4月～）

財政課 総務G

企画G

公債G

財務調査G

交付税G

財政課 総務G

財政企画G

公債管理G

財務調査G

交付税G

公債企画G

会計局 総務・資金G

国費・財務G

検査・指導G

新公会計制度G

会計局 総務G

国費・財務G

検査・指導G

新公会計制度G

府債発行時の金利（長
期／短期）の複合活用
による公債費の抑制、
資金の効率的な運用
を行う

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年～

▲
14
年
12
月

長
期
運
用
の
開
始
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Ａ ２．（１０）

■新発地方債におけるスプレッド（国債との利回り差）の推移

▲ 5.0

0.0
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2
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2
0

09
/1

2
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2
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2
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2
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2
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2
0
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2
0
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0

2
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2
0
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2
0
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2
0
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0

2
0
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2
0
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2
0
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/7

2
0
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0

2
0
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2
0
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2
0
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2
0
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0

2
0
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2
0

14
/4

2
0
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2
0
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/1

0

2
0
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/1

2
0
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/4

2
0
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/7

2
0
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/1

0

2
0
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/1

2
0
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/4

2
0

16
/7

2
0

16
/1

0

2
0

17
/1

2
0

17
/4

2
0

17
/7

2
0

17
/1

0

2
0

18
/1

大阪府債

愛知県債

大阪市債

兵庫県債

北海道債

（月/

年
）

（ｂｐ）

▲
夕
張
市
の
破
綻

▲
個
別
条
件
決
定
方
式
へ
移
行

▲
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
問
題
に
よ
る

信
用
リ
ス
ク
懸
念

▲
朝
日
新
聞
報
道

▲
リ
ー
マ
ン
ブ
ラ
ザ
ー
ズ
破
綻

▲
東
証
終
値
バ
ブ
ル
経
済
崩
壊

後
最
安
値

▲
（
府
）
財
務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

専
属
グ
ル
ー
プ
設
置

▲
日
銀
「
量
的
・
質
的
金
融
緩
和
」

を
導
入

▲
日
銀
「
量
的
・
質
的
金
融
緩
和
」

を
拡
大

▲
日
銀
「
マ
イ
ナ
ス
金
利
付
き
量

的
・
質
的
金
融
緩
和
」
を
導
入

▲
日
銀
「
長
短
金
利
操
作
付
き
量

的
・
質
的
金
融
緩
和
」
を
導
入

※ＱＵＩＣＫデータ等をもとに財政課作成
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Ⅳ 行財政改革

【人事】
（３）人事・給与制度
（４）公募制度
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Ａ ３．Ⅳ【人事】（３）人事・給与制度

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

・財政改革の一環
として、1997年度

より、昇給の停止
や給料水準の見
直し、手当のカット
を実施し、2007年
度までに約1,170
億円を削減。

・また、計画的に
職員数を削減し、
2008年度には、人
口10万人当たりの
職員数が106.5人
（全国平均201.6

人）、ラスパイレス
指数98.5（全国30
位）の水準となる。

・一方で、給与制
度については、年
功序列的な部分
があるなど、「頑
張った人が報われ
る」制度とは必ず
しもなっていない
状況。

・また、より一層、
府民の信頼を得る
必要が生じており、
人事給与システム
の構築が求めら
れている。

・透明性を高め、
頑張った人が報
われ、能力、資
質及び執務意欲
が向上する等、
人事給与面等で
魅力がある制度
の構築が求めら
れる。

①府独自の給与制度改革 ・より職務給原則を徹底した給与制度
の実現

・部長級・次長級の定額制は全国初
（2011年度）

②職員採用試験の抜本的見直し
・試験科目の見直し

-択一式と記述式専門を廃止
-ｴﾝﾄﾘｰｼｰﾄ導入（受験者の意欲・行動力などを問う）
-人物評価の重点化（都道府県で初の取組み）

・試験日程の見直し
-民間就職活動のスケジュール、社会人等の転職のタイミングを踏ま
えた日程を設定

⇒2015年に、より優秀な人材を確保できるよう、試験内容の一部見直
し等を実施した。
-小論文を廃止
-SPI3導入、論文試験を、見識分野と法律・経済分野からの選択制に

申込者数の増加（行政職 22-25）
2008～2010年 平均： 644名
2011～2018年 平均：2,019名

※制度実施８年目。人材の確保状況
については検証中

③相対評価の導入
・職員基本条例（2012年4月施行）において、予め分布割合を定め、相

対評価を実施
第一区分 5％ 第二区分 20％ 第三区分 60％
第四区分 10％ 第五区分 5％

・評価結果を給与、任用、研修などに反映

※本格実施６年目

条例の目的に合致したものとなって
いるか毎年度検証作業を実施

④再就職等に関する規制
・勤続20年以上の職員又は職員であった者の出資法人等への再就職
の原則禁止等を定める「職員基本条例」を制定（2012年7月施行）

・条例改正により、管理職の職員又は職員であった者を規制対象に追
加（2014年4月施行）

・退職後に再就職した職員の現職職員に対する働きかけの禁止を定
める「職員の退職管理に関する条例」を制定（2011年3月施行）

・地方公務員法の改正により、働きかけの禁止の根拠規定が条例か
ら法及び条例に変更（2016年4月施行）

・条例等による厳格な再就職規制等
により、一層の透明性を確保すると
ともに、公務の公正性、府民の信頼
を確保

⑤政治規制等３条例の制定
・政治的中立性を確保するための組織的活動の制限に関する条例
・労使関係における職員団体等との交渉に関する条例
・職員の政治的行為の制限に関する条例

2014年4月施行。条例に基づいて適

正に運用され、透明性がより一層向
上。
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■人事・給与制度改革の経過

2011年度 2012年 2013年 2014年～

①府独自の

給与制度
改革

給与制度改革の実施
・給料表を再編
-１つの役職に１つの職務の級を割り当て
-昇任しない限り昇格しない制度へ
・「職務給原則」の徹底
-部長級・次長級の定期昇給廃止、給料月額定額化
・役職間の給料月額の重複解消
-給料表「号」を見直し、「重なり」幅を縮減
・技能労務職員に技能労務職給料表を適用

・2015年 給与制度
の総合的見直し（即
時実施）

②職員採用
試験の抜
本的見直し

・試験科目・日程を変更
-択一式と記述式専門を廃止
-エントリーシート導入
-人物評価の重点化

・2015年 試験内容を
一部見直し
-ＳＰＩ３導入 など

③相対評価
の導入

・2002年度から職員の勤務実績や能力を

評価する制度（人事評価制度）を実施
＜相対評価の試行実施＞
・制度全体のシミュレーション実施
・結果検証の上、翌年度からの本
格実施に向けた制度設計

＜本格実施＞

④再就職等
に関する規
制

・職員の退職管理に関する条例（2011年3
月施行）を制定（運用は2012年度から）

-府の再就職支援の方針を明記
-退職後に再就職した職員の現職職員に対す
る働きかけの禁止

-再就職届出の義務化と管理職退職者等の再
就職情報の公表

-規制違反に関する人事委員会の関与等

・職員基本条例（2012年7月施行）
で再就職等に関して規定
-勤続20年以上の職員又は職員で
あった者等の出資法人等への再就
職を原則禁止

-職員による再就職のあっせんの禁止
-規制違反に関する人事監察委員会
(外部委員で構成)の関与等

・2014年改正条例によ
り規制対象を追加

・2016年 地方公務員
法改正に伴う罰則規
定整備

⑤政治規制
等３条例の
制定

以下の条例制定（2014年4月施行）
・政治的中立性を確保するための組織的活動
の制限に関する条例
・労使関係における職員団体等との交渉に関す
る条例
・職員の政治的行為の制限に関する条例

Ａ ３．
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（改正前）

職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 １０級

（改正後）

職務の級 ２級 ３級 ４級 ５級

所属長以外

課長級 次長 部長

所属長 【定額制】 【定額制】

役職等 主事・技師 副主査 主査級 課長補佐級

１級 ６級 7級 ８級

主任主事

主任技師

部長級

本庁部長

課長補佐級                  次長級

【行政職給料表】

８級 ９級

役職等 主事・技師

副主査
主査級 課長級

（注） 一定の年数が立てば、上位の役職の給料となる仕組み

大阪府独自の給与制度改革により、「職務給の原則」を徹底した。

・ 上位の役職につかない限り、上位の職務の級の給料は支給されない。
・ 部長級、次長級については、定期昇給を廃止し、「定額制」とした。

職務の級の再編

※「職務の級」は、役職等の職務の複雑、困難及び責任の度に応じて設定する給料表の区分。

Ａ ３．（１１）

①給与制度改革 ～「職務給の原則」の徹底
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■見直しの内容（行政職）
エントリーシートの導入や、択一・記述式試験の廃止等、府として求める人材をより確実に獲得できる試験制度へ

再構築した。
2015年に、より優秀な人材を確保できるよう、試験内容の一部見直し等を実施した。

Ａ ３．（１２）②職員採用試験の抜本的見直し

見直しの項目
内容

２０１０年実施試験まで ２０１１年実施試験～ ２０１５年実施試験～

試験区分
①高校卒程度（１８～２１歳）
②大学卒程度（２２～２９歳）
③社会人採用（３０～３４歳）

①１８～２１歳
②２２～２５歳
③２６～３４歳

試験科目

①１次 択一式、作文
②１次 択一式；２次 記述式（見識・専門）
③１次 択一式、記述式（見識）、経験論文

①１次 択一式、作文（変更なし）
②１次 小論文、ｴﾝﾄﾘｰｼｰﾄ；２次 論文
③１次 小論文、ｴﾝﾄﾘｰｼｰﾄ；２次 論文

①１次 択一式、作文
②１次 ＳＰＩ３、ｴﾝﾄﾘｰｼｰﾄ；２次 論文（見識

分野と法律・経済分野からの選択制）
③１次 ＳＰＩ３、ｴﾝﾄﾘｰｼｰﾄ；２次 論文

面接等の種類

①２次 個別面接
②２次 個別面接；３次 個別面接、集団討論
③２次 ﾌﾟﾚｾﾞﾝ面接；３次 個別面接、

集団討論

①２次 個別面接（変更なし）
②２次 個別面接；３次 個別面接、

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ、適性試験
③２次 ﾌﾟﾚｾﾞﾝ面接；３次 個別面接、

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ、適性試験

①２次 個別面接
②２次 個別面接；３次 個別面接、

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ
③２次 個別面接；３次 ﾌﾟﾚｾﾞﾝ面接、

個別面接、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ

試験実施時期
①９月下旬
②６月下旬
③６月下旬

①９月下旬（変更なし）
②５月上旬
③１０月中旬

①９月下旬
②５月下旬
③１０月中旬

■行政職大学卒程度 申込状況

2011年の見直し
後、申込者数の
平均は、約３倍
に増加した。

162



区分 第一区分 第二区分 第三区分 第四区分 第五区分

分布の割合 ５％ ２０％ ６０％ １０％ ５％

2017実績 479人 1,690人 4,979人 865人 439人

分布の割合と2017年度実績（分布の割合は条例に記載：第一区分が最上位）

モデルによる年収差 （第一区分【最上位】と第五区分【最下位】の支給額差）

職 階 部長 次長
課長

（55歳）
課長補佐
（45歳）

主査
（35歳）

主事
（25歳）

支給額差 １２４ 万円 １１１万円 ７５万円 ３８万円 ２５万円 １５万円

■相対評価の反映

分布の割合を定めて区分し、職員がどの区分に属するか評価する方法
➡ 前年度の評価結果に応じ、給与に差を設ける

（年収総額では、最大約124万円（2018年度）の差を設ける等、仕事の成果をきっちりと給
与に反映）

Ａ ３．（１３）
③相対評価の導入

（注）2018年度の参考モデル（2017年度の実施結果に基づくもの）

163



■絶対評価と相対評価の割合分布 （2017年度実施結果）

・ 相対評価の一部の区分において、絶対評価との乖離が発生

・ 特に絶対評価が良好「Ｂ」の職員のうち、相当数が下位の相対評価に分布

Ａ ３．（１３）

際立って優
れている

非常に優れ
ている

良好

やや劣る

劣る

絶対評価基準

相対
評価

絶対
評価

第一
区分

第二
区分

第三
区分

第四
区分

第五
区分

総計 割合

S
17 17 0.2%

A
462 1,413 425 2,300 27.2%

B
277 4,554 865 314 6,010 71.1%

C
91 91 1.1%

D
34 34 0.4%

総人数 479 1,690 4,979 865 439 8,452 100.0%

割合 5.7% 20.0% 58.9% 10.2% 5.2% 100.0%
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Ａ ４．（１６）Ⅳ【人事】（４）公募制度

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

知事・副知事に次ぐ府政
運営の重要な役割を担う
職である「部長」の登用に
際しては、行政・民間を問
わずﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力・ﾘｰﾀﾞｰｼｯ
ﾌﾟに長けた優秀な人材を
任用することが必要。

部の長の職等について
は、庁内外を問わず広く人
材を募集し、より優秀な人
材を確保。

職員基本条例（2012年3

月制定）に基づき、部の長
の職等については、原則、
公募（職員からの募集を含
む）により任用。

職員基本条例に基づき
部長ポストを公募
⇒10名のうち3名が公募を

経て任用された部長
（2018年４月現在）

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

部長ポスト 9人 10人 10人 10人 10人 10人 10人

うち
公募部長

1人
（11％）

2人
（20％）

3人
（30％）

3人
（30％）

3人
（30％）

4人
（40％）

3人
（30％）

うち
外部人材

1人
（11％）

1人
（10％）

1人
（10％）

1人
（10％）

1人
（10％）

1人
（10％）

1人
（10％）

■部長公募の実施状況・成果
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▲
12
年
2
月

商
工
労
働
部
長
を
公
募

（
庁
外
の
者
の
み
対
象
）

△
12
年
3
月

職
員
基
本
条
例
制
定

⇒

部
長
は
原
則
公
募
に

（
職
員
か
ら
の
任
用
含
む
）

▲
12
年
4
月

商
工
労
働
部
長
就
任

▲
12
年
11
月

福
祉
部
長
を
公
募

▲
13
年
4
月

福
祉
部
長
就
任

▲
13
年
11
月

健
康
医
療
部
長
、

住
宅
ま
ち
づ
く
り
部
長
を
公
募

△
13
年
12
月

商
工
労
働
部
長
に
よ
る

不
祥
事
発
生

懲
戒
処
分(

減
給
6
月)

→

自
主
退
職

▲
14
年
4
月

健
康
医
療
部
長
就
任

住
宅
ま
ち
づ
く
り
部
長
就
任

▲
16
年
11
月

商
工
労
働
部
長
、

環
境
農
林
水
産
部
長

住
宅
ま
ち
づ
く
り
部
長
を
公
募

▲
17
年
４
月

商
工
労
働
部
長

環
境
農
林
水
産
部
長

住
宅
ま
ち
づ
く
り
部
長

就
任

■部長公募の実施経過

■選考経過

Ａ ４．（１６）

～2011年 2012年 2013年 2014年 2016年 2017年

実施年度 募集ポスト 申込者数 一次合格者数 二次合格者数 最終合格者

2011 商工労働部長 １３名 ８名 ２名 外部人材

2012 福祉部長
３０名
（２名）

１０名
（２名）

４名
（２名）

府職員

2013

健康医療部長
２名

（１名）
２名

（１名）
２名

（１名）
外部人材

住宅まちづくり部長
１１名
（３名）

６名
（３名）

３名
（２名）

府職員

2016

商工労働部長
６名

（２名）
３名

（２名）
３名

（２名） 外部人材

環境農林水産部長
４名

（４名）
４名

（４名）
３名

（3名） 府職員

住宅まちづくり部長
２名

（１名）
１名

（１名）
１名

（1名） 府職員

※（ ）内は府職員
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Ⅳ 行財政改革

【業務執行の刷新】
（５）働き方改革
（６）ＩＣＴ活用
（７）サービス改善
（８）市町村との連携強化
（９）補助金等の見直し
（10）府民利用施設の廃止・改革
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Ａ ５．（１７）Ⅳ（５）【業務執行の刷新】働き方改革

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

少子高齢化による生産
年齢人口の減少、育児や
介護など制約のある働き
手の増加、女性の社会進
出など、社会的にワークラ
イフバランス実現の要請が
高まっている。

大阪府庁においても、長
時間労働や固定的な働き
方を前提とした労働環境
が続くなど、状況の改善が
必要。

仕事の質を高め、組織パ
フォーマンスの最大化を図
りつつ、職員の心身の健
康確保・ワークライフバラ
ンス・女性活躍の促進等を
加速させる。

○大阪府庁版働き方改革
（第１弾）

（2016年11月策定）
・上司の働き方をかえる
・柔軟な働き方を提案
・長時間労働を是正
をテーマに取組みを実施。

○大阪府庁版働き方改革
（第２弾）

（2017年9月策定）
・仕事の手間に潜むムダをス

リム化する
・制約をなくし、柔軟な働き方

を提案する
・長時間労働を抑制する
・知識や経験を補う
・庁内推進体制と部局の取組
サポート

をテーマに取組みを 実施。

－長時間労働の抑制
2017年度実績
・時間外勤務総時間数
前年度比 ▲24,411時間

（▲2.4％）
・月80時間超え職員数

前年度比 ▲140人
（▲35.4％）

－柔軟な働き方の実現
＜実施済又は試行中＞

・モバイルワーク
・サテライトオフィス
・勤務時間の柔軟化
・フリーアドレス など

－ＩＣＴを活用した業務改善
・音声認識技術（ＡＩ）を活用

した議事録等の作成支援
など

■策定経過

2016年度 2017年度 2018年度

2016年11月

第1弾策定
2017年9月

第2弾策定
▲

第１弾の取組み強化
＋

新たな取組み追加 168



Ａ ５．（１７）
■第１弾の取組状況

３つのキーワード メニュー 取組状況

上司の働き方をかえる １．イクボス運動 ◆『イクボス運動ポスター』を各部局に配布（2016.11）

柔軟な働き方を提案

２．タブレット端末機の本格導入
（2017年８月から実施）

◆調達台数 ５００台
◆利用業務 児童相談担当：担当者が面談時の報告書作成

土木担当：災害時での道路・河川等の画像報告 など
◆利用所属における満足度 72.3％

３．サテライトオフィス試行実施
（2017年４月24日に開設）

◆導入場所 泉北府民センター内（３階 企画厚生課分室）
◆利用対象 育児・介護等を行う職員、出張中の業務中継拠点

（最大６名程度が執務可能）
◆利用実績 延べ151名（2017.4～2018.8まで）

４．柔軟な勤務時間の設定
（2017年１月から実施）

◆利用業務 夜間の住民説明会や早朝の啓発事業など一時的に発生する
時間外業務にあわせ勤務時間を柔軟に変更(７時～22時)

◆実 績 延べ403名（2017.1～2018.8 企画厚生課への報告件数）

長時間労働を是正

５．時間外勤務の見える化 ◆『時間外管理シート』を各部局に配布（2016.11）

６．グループ内での定時退庁の取組み
◆『定時退庁の取組ちらし』を各部局に配布（2016.11）
◆ゆとり推進月間（11月）に合わせ重点的に取り組む

７．過重労働ゼロに向けた改善措置
（2017年１月実績から実施）

◆時間外勤務実績が月80時間を超えている職員に対し、部局の次長等による面談を

実施し、改善方策を検討・実施
◆過重労働者の状況（実績:人)

８．時間外勤務実績に着目した人員配置
（2017年度に実施）

◆削 減 ３部局から28人
◆配 置 ８部局へ28人

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2016年 67 64 95 41 32 36 15 15 19 44 53 28

2017年 31 28 53 16 16 14 14 11 5 36 30 22

2018年 32 17 42 19 9 7 11 5
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テーマ メニュー 取組状況

仕事の手間に潜むムダを

スリム化する

電子決裁のスリム化 ◆2017.9.15以降に起案する文書から適用

決裁権限の下位委譲 ◆事務決裁規程及び実施細目を改正（2017.12.1施行）

効果の上がるミーティング ◆働き方改革・ＩＴセミナーで民間企業の取組講演（2017.11.27）

ペーパレス・ミーティング
◆ＩＴ・業務改革課内で実践（タブレット端末機、モニターを活用）
◆庁内ニーズ把握（2017.10～） 26所属から回答

制約をなくし、柔軟な働き

方を提案する

テレワーク（在宅勤務）の試行実施

◆2017年7月～総務部内で試行実施（タブレット端末機10台）

2018年7月～全所属で実施
◆テレワークの効果や課題を検証
◆利用実績 2017.7～2018.6 延べ85回 2018.7～2018.8 延べ52回
◆働き方改革・ＩＴセミナーで民間企業の取組講演（2017.11.27）

サテライトオフィスの利用拡大
◆利用要件の緩和（ソロワーク等）
◆利用実績 延べ151名（2017.4～2018.8まで）

フリーアドレスの試行実施

◆ＩＴ・業務改革課業務改革Ｇ内で実践（8名）

セキュリティ・個人ロッカー購入、モバイル型内線の試行
◆庁内から視察（延べ14所属）、庁内ニーズ把握（2017.10～）13所属から回答

◆行政経営課公民戦略連携デスクで実践（2018.4～）

咲洲庁舎の昼休み（休憩時間）の柔軟化 ◆利用実績 6部局12所属 26名 ＊2018.8月の利用状況

長時間労働を抑制する

上司のマネジメント力の発揮 ◆全庁周知を実施（2017.9）

時間外勤務の適正な把握・管理

◆全庁周知を実施（2017.9）
◆ゆとり推進月間（11月）に合わせ重点的に取組む

◆年度内に把握方法を検討

年次休暇の取得促進
◆全庁周知を実施（2017.9）
◆ゆとり推進月間（11月）に合わせ重点的に取組む

前倒し採用の実施 ◆2017.11から実施

知識や経験を補う

庁内ウェブページの検索機能の向上

◆絞込み検索機能の上手な使い方の紹介、マニュアルの整備（2017.10）

◆ＩＴ・業務改革課の庁内ウェブページの再構築・シェアポイントへの移行（2018.8）
◆しごとポータルサイトの改善（2018.4）

次世代情報システム技術の導入

◆人工知能（ＡＩ）の事例研究、企業の先端技術の情報把握、自治体導入事例などの
情報の把握

◆音声認識技術（ＡＩ）の課内試行、◆庁内ニーズ把握（2017.10～）19所属から回答

◆音声認識技術（ＡＩ）を活用した議事録等の作成支援を開始（2018.5～）
◆RPA導入の実証実験の実施（2018.3～9）

庁内推進体制 庁内推進体制と部局の取組サポート
◆働き方改革推進責任者会議（第1回2017.7.20・第2回2017.11.17）

◆働き方改革・ITセミナー（2017.11.27）

■第２弾の取組状況
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Ａ ６．Ⅳ（６）【業務執行の刷新】 ＩＣＴ活用

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

情報通信技術（ＩＣＴ）は大
きく発展しており、生産性の
向上などの社会的課題の
解決にＩＣＴの利活用が有効。

① 次世代技術等のICTを
行政活動に導入すること
で職員の生産性の向上や
業務の効率化を図る。

①次世代技術等の導入
■ＩＣＴの利活用
・タブレット端末機を本格導入

（500台） （2017年8月～）
・大手前庁舎に無線LANを整備

（2016年12月）

■ＡＩの活用
・音声認識技術（ＡＩ）を活用した

議事録等の作成支援
（2018年5月～）

①次世代技術等の導入
■ＩＣＴの利活用
・主にモバイルワークへ活用し、

府職員の働き方改革を推進。
・職員端末機の利便性向上。

■ＡＩの活用
・議事録等の作成に係る負担

軽減

② 行政情報のオープン
データ化などによる府民
サービス向上に取り組む。

②オープンデータ等の活用
データ収集やリンケージ
等活用に必要な仕組み
や費用対効果、集約され
たデータの活用可能性な
ど府としての方向性を検
討し、取組みを進める。

②オープンデータ等の活用

オープンデータポータル
サイトの運用
-ポータルサイトを開設し、府保
有データの一部を二次利用可
能な形で公開(2015年1月)

171



Ａ １０．Ⅳ（７）【業務執行の刷新】 サービス改善

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

従来の各施設での業務
改善は、主にコスト削減を
重視したものであり、府
民・利用者へのサービス
向上という観点での業務
改善が十分ではなかった。

そこで、2008年に知事が、

府民に直接サービスを提
供する施設の管理運営の
あり方の検証・見直しを全
部局に指示。

府民のニーズ・満足度、
時代の要請、戦略的な施
設改修、コスト管理、増収
の工夫などの観点から、
管理運営を抜本的に改善。

施設の現場が主体的に
改善案を検討・企画。

利用者満足度調査手法
を活用したＰＤＣＡのマネジ
メントサイクルを導入・確
立。

「府庁ホスピタリティ向上
調査」を実施（2008年）
-調査対象：４施設
-利用者満足度調査（利用者へ
のアンケート調査）

-サービス観察調査（匿名の民
間調査員による接遇調査）

2009年度以降、府民サー
ビスを提供する施設（55施
設※）について3年に1度の

サイクルで利用者満足度
調査を実施。調査結果を
踏まえ、施設が改善案を
企画・検討・実施。
-ｻｰﾋﾞｽ改善に取り組んだ施
設：55施設（新設1施設含む。
別紙一覧参照）
（改善点）

・利用時間の延長
・施設改修
・ＩＣＴ改善
・サービス改善 など

※55施設・・・公の施設、府の機関、

その他の施設。ただし、府営公園
内のプール、箕面昆虫館、都市緑
化植物園については、府営公園と
は別にそれぞれ1施設として調査
を実施

利用者満足度調査等に
よる継続的なニーズ把握・
効果検証、ＰＤＣＡマネジメ
ントが一定定着。

府民ニーズや時代の要
請に合わせたサービス内
容の改善や、ＩＣＴを活用し
た積極的な情報発信が実
現。

また、抜本的な改善とま
では位置付けられないも
のでも、府民ニーズ等を意
識した日常業務の改善・工
夫も定着しつつある。

・施設利用者数（公の施
設）

27,326,387人（2008年）
➡27,973,895人（2012年）

（2008年比：102.4％）
➡32,428,100人（2015年）

（2008年比：118.7％）
➡32,250,931人（2017年）

（2008年比：118.0％）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

1 青少年海洋セン
ターファミリー棟

・Wi-Fiの設置
（2012年４月）
・ネット予約サイト
の利用開始（2016
年～）
・ネット予約サイト
の管理方法改善
（2017年～）

・大浴場脱衣場の床面マットの張替
（2012年８月）
・客室バルコニーの防水工事（2013年
9月）

・電話交換機設備改修工事（2015年4
月）

・ボイラー制御盤補修工事（2016年3
月）
・テニスコート人工芝補修（2017年3月）
・全館洗浄機付きトイレ化（2018年3
月）

・海洋セン
ターと受付シ
ステムを共有
することで問
い合わせに対
し即対応、紹
介が可能とな
る（2017年～）

・ターゲットを明確にし
た新しいプランの企
画・実施
（2012年度以降順次）
例）ﾄﾚｯｷﾝｸﾞﾌﾟﾗﾝ（中高
年）、ﾌｨｯﾄﾈｽｾｯﾄﾌﾟﾗ
ﾝ、ｱﾛﾏ教室とﾄﾚｯｷﾝ
ｸﾞﾞのｾｯﾄﾌﾟﾗﾝ（女性）
など

・海洋ｾﾝﾀｰのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
の積極的な活用
-ﾏﾘﾝﾊﾟｯｸ導入（ﾏﾘﾝｽ
ﾎﾟｰﾂ体験+宿泊）

・地元自治体と連携し
たプランの開発（合宿
パック等）

2 青少年海洋セン
ター

・Facebookの開始
（2011年～）
・Facebookによる
情報発信の強化
（2017年～）

・宿舎入口扉への指づめ防止器具の取
付（2012年５月）

・宿泊管理棟トイレの一部洋式化
（2013年１月）

・浴室タイルの張替補修（2013年１月）
・体育館床面補修 （2013年２月）
・宿泊管理棟の冷暖房設備の改修

（2013年３月）
・宿泊管理棟の冷暖房設備の一部改修

（2013年８月、12月）
・男女シャワールームへの手摺の設置

（2014年２月）
・外壁改修工事（2015年2月）
・機械棟中央監視設備改修工事

（2015年10月）
・高圧ケーブル補修工事（2016年12月）
・電気設備改修工事（2017年3月）
・宿泊管理棟ファンコイル補修工事

（2017年2月）
・屋上シート防水工事（2017年5月）

・ファミリー棟
と受付システ
ムを共有する
ことで問い合
わせに対し即
対応、紹介が
可能となる
（2017年～）

・ニーズを踏まえた新
たなｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企
画、実施（2012年度以
降順次実施）
例）食育を見据えたｱｳ
ﾄﾄﾞｱｸｯｷﾝｸﾞ、日帰り
ﾌﾟﾗﾝ（海洋センターで
採れた海藻類、釣っ
た魚を野外で料理等

・閑散期プログラムの
開発（おもち作り、流
木アート等）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

3 上方演芸資料館 常設、企画展示やﾜｰｸ
ｼｮｯﾌﾟ、演芸ｽﾃｰｼﾞなど
上方演芸の魅力を体験
できる施設に改修
（2019年4月ｵｰﾌﾟﾝ予定）

・収蔵・展示資料の充実
強化（2011年7月～
2015年３月）
・収蔵資料の新たな活

用に向けて、有識者で
構成した上方演芸資
料館資料活用検討委
員会を設置し、意見を
聞きながら資料整理を
実施。なお、登録資料
については、2018年2
月28日で整理完了。
（2015年4月～）

・府民に上方演芸に親
しんでもらう機会を提
供するため、収蔵資料
の展示事業を2016年
と2017年に各３回ずつ
開催。2018年には2会
場で開催が決定。

4 男女共同参画・
青少年センター
（ドーンセンター）

・２、４、５階に無料Wi-Fi
の設置（2016年度～）
・ＨＰトップページの改修

（2016年度）
・Facebook（2017年度
～）、Twitter（2018年度
～）により、会議室の空
き室状況やイベント情
報の発信

・大会議室の壁紙張替
え（2016年度）
・館内サイネージの更新

（2017年11月）
・階段の壁紙張替

（2018年度）
・自動火災報知機の更
新 （2018年度）

・祝日及び振替休日を
全日開館
（2016年10月 ～）

・早朝延長・区分延長・
夜間延長を導入
（2016年４月～）

・センターの開館日拡大
に併せて、情報ライブ
ラリーの開室日を拡大
（2016年10月～）

・駐車場の開館日時を
拡大（2016年10月～）

・貸し会議室の受付と情
報ライブラリーの受付を
一元化し、総合案内
サービスを開始

（2016年度～）
・空き会議室の直前割引、
中高生への自習室開放
を実施（2016年度～）

・NPO団体の活動支援
のために、NPO協働フ
ロアを設置
（2016年度～）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

5 国際会議場 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化

-ｱｸｾｽ情報の充実
（2010年3月～）

-ﾌﾞﾛｸﾞでのグルメ情報、
社会貢献活動、安全
安心の取組み等を発
信（2011年2月～）

-ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ版ｳｪﾌﾞﾍﾟｰｼﾞ
作成（2012年9月～）

-動画サイトを追加し具
体的な館内施設利用
の情報を発信（2013年
1月）

-SEO対策を実施
（2014年9月～）

-館内施設のﾊﾞｰﾁｬﾙ内
覧機能（360度ﾊﾟﾉﾗﾏ
ﾋﾞｭｰ）追加
（2017年9月～）

・無線ＬＡＮ設置（2010
年）、増設（2015年度）

・情報通信設備改修工
事、メインホール機構
制御装置改修工事、ＩＴ
Ｖ設備改修工事、同時
通訳・会議システム改
修工事（2014年度）
・メインホール音響設備
改修工事、照明制御設
備改修工事、駐車場管
制設備改修工事
（2015年度）
・中央監視設備改修工
事（2016年度）
・映像設備改修工事、
機械警備改修工事
（2017年度）

・年末年始における休
館日についてニーズ
に応じて開館

・ニーズを踏まえた新た
なサービス・柔軟な対
応
-利用頻度の高いﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾀｰの更新（2010
年）
-ﾋﾞｼﾞﾈｽｺｰﾅｰの設置

（2015年度～）
・オープンカフェ開設
（2016年9月～）
-高性能のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ
導入
（2016・2017年度）

-ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞの導
入（2017年度）
-地階スペースに自動

販売機や休憩ｺｰﾅｰ
を設置

（2017年9月～）
・広報ﾂｰﾙの刷新・充実

-広報誌の内容を刷新。
館内施設情報、催事、

イベント情報、周辺観
光情報を提供

（2013年8月～）
・ｱｸｾｽ情報の発信強化
-ＪＲ新福島駅及びＪＲ
福島駅に案内板地図
広告を掲出

（2011年12月～）

・障がい者、高齢者等
への対応を充実

－車いすの貸出台数
の拡大

（2014年3月～）
-ベビーカーの貸出

（2014年度～）
・授乳室、礼拝室を設置
（2014年度）

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・企画の実施
-「生きた建築ﾐｭｰ

ｼﾞｱﾑﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ大
阪」への参画
（2017年度～）

-小学生を対象にし
た「夏休み子供応
援企画（館内見学
会）」の実施
（2018年8月）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

6 江之子島文化芸
術創造センタ－

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ全面改定
（2013年8月、2015年
10月）

・無線ＬＡＮ設置
-地下カフェスペース
への無線ＬＡＮ導入
（2013年度～）
・Twitter、Facebookに
加え、Instagramを開設
（2016年８月～）

・地下に誰もが自由に
利用できる休憩スペー
スを配置
・入口付近に館内の案
内図を掲示

・ライブラリーを常時開
放（2014年10月～）

・府民サービスの向上と
施設の適切な管理運
営に資することを目的
に、多目的ルーム１か
ら４（展示室仕様）の利
用可能時間を延長。
（※規則改正）（2017年
４月～）

◎改正前
午前11時から午後７時
◎改正後
午前10時から午後８時

・ニーズを踏まえた新た
なｻｰﾋﾞｽ・柔軟な対応
-貸室の長期利用がで

きるよう規定を改正
（2013年度～）

・全国の文化施設等が
発信する文化・芸術に
関する情報を１階のｲﾝ
ﾌｫﾒｰｼｮﾝｺｰﾅｰと地下
１階のﾎﾟｽﾀｰｺｰﾅｰに
掲出（2013年度～）

・専門家によるマンツー
マン相談事業を実施
（2014年10月～）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-施設ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄをﾘﾆｭｰ
ｱﾙ （2013年4月）

-ﾆｭｰｽﾚﾀｰの発行
（2014年4月－3か月
に1回）
-ﾆｭｰｽﾚﾀｰ内に江之
子島の地域情報を掲
載（2017年6月～）

・創造的なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝ
の企画、実施
-毎回テーマを変えて
年に３回程度マルシェ
を開催し、これまで
アートに触れたことの
ない人に対して、アー
トに触れる機会を提供
（2015年度～）
-ミニFM局を開局し、
府民の交流・協働機会
を創出（2015年11月
～）
-「enocoコレクション
キャラバン」府内の小
中高等学校を対象に
美術コレクションを持
参して、展示だけでな
く対話型鑑賞イベント
を実施。（2016年度～）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

7 大型児童館ビッ
グバン

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-職員ブログ開始

（2011年度～）
-ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱで入館
券を購入できることを
周知（2013年１月～）

-大阪市キッズプラザ
との共同ＰＲ

（2013年１月～）
・ＬＩＮＥによるｸｰﾎﾟﾝ等

の配信を開始
（2013年9月～）

・多言語リーフレットを
配信（2014年度）

・フェイスブックでの情
報配信を開始

（2016年度～）

・駐車場の増設（2011年
度～）

・団体昼食場所として近
隣施設ビッグアイのエ
ントランス等の確保
（2012年～）

・入館券を1割引きで購
入できるｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ
の拡充（2013年4月～）

・65歳以上の半額割引
（2011年度～）

・イベントチラシへの割
引券の添付 （2013年
11月～）

・団体向け割引チケット
販売（2014年度～）

8 労働センター ・ホームページの情報
発信を強化
-空室情報をﾘｱﾙﾀｲﾑ
で案内

（2014年10月～）
・貸し会議室検索サイト
（会議室ドットコム）に
掲載し、会議室の利用
情報を広く発信

（2018年７月）

・エル・シアター、南館の
館内標示の増設（2012
年10月）
・多目的トイレ改修
（2014年11月）
・エル・シアターロビー等
の改修（2016年3月）

・５、６、７階EVﾎｰﾙ及び
廊下ﾌﾛｱｶｰﾍﾟｯﾄ貼り
替え、トイレ改修
（2016年5月・2017年5
月・2018年5月）

・前後の利用に影響の
ない範囲で、利用30分
前に鍵を渡すｱｰﾘｰﾁｪｯ
ｸｲﾝ、利用15分後まで
延長できるﾚｲﾄﾁｪｯｸｱｳ
ﾄの各ｻｰﾋﾞｽを実施

（2011年～）

・卓上カレンダー、団扇
の配布（2012年～）
・広報ツールの刷新

－ｴﾙ･ｼｱﾀｰ、ﾌﾟﾁ・ｴﾙ、
ｷﾞｬﾗﾘｰの専用チラシ
の作成（2015年～）

・館内の利便性を高め
るため、催し案内ディス
プレイの配置を変更
(2018年4月）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

9 花の文化園 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信を強化
-見頃の花情報、各種イベント情
報等を週1回以上の頻度で随時
発信（2016年4月）

-イベントホール、研修室等の空
き状況をホームページで公開
し、メールにて利用申込可能と
した(2016年4月)

・園内に植物検索を行うパソコン
閲覧場所を設置する予定

（2018年度内）

・芝生広場に遊具、
ツリーハウスを設
置（2010年3月）

・園内の身障者ﾄｲﾚ
が設置されている
施設を中心に洋式
ﾄｲﾚに改修
（2013年2月完了）

・園路の舗装改修
（2017年以降順次

実施）
・もみじ谷改修

（2016年）
・球根園改修

（2017年）
・ハーブ園の移設

(2017年)

・路線バス到着時刻
に合わせ、3月から9 
月の間は開園時間を
10時から9時半に前
倒し（2016年4月）

・ボランティアと連携し、
園内ガイドを実施

(2011年～)
・ﾆｰｽﾞを見据えた物販の
実施
-多肉植物やｸﾘｽﾏｽﾛｰ

ｽﾞなど(2010年から)

・駐車場の無料化（2014
年11月～）

・見頃マップの配布
（2014年から）

・植物を様々な角度から
楽しむサークル活動
「花の文化園倶楽部」
の開始（2017年から）

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新たな
ｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、実
施
-フラワーコンサート、
（2010年～毎年5月、11
月に実施）
-イベントホールの活用
（押し花、山野草、など
年間30イベント）

・寄せ植え講習会、自然
観察会、花摘み園を月
1回程度定期開催(2017
年から)

・コスプレイベントを実施
し、インターネットでPR

（2012年11月実施、2013
年5月以降は毎月 開催）

10

府
民
の
森

くろんど園地 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信を強化
-施設・イベント検索サイトに登

録しＰＲ（2011年4月～随時）
-ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞをﾘﾆｭｰｱﾙしｲﾍﾞﾝﾄ

情報の発信を強化
（2013年8月）

・Osaka Free Ｗｉ‐Ｆｉの設置
（2016年3月）

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞﾘﾆｭｰｱﾙ（2018年3月）

・簡易ﾊﾞｰﾍﾞｷｭｰﾛｽﾄ
ﾙを増設
（2015年3月）

・開園を通年午前９時
に繰上げ、閉園を午
後５時に延長
(2016年4月）

・多言語マップの配架
(2017年5月）

ほしだ園地 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信を強化
-ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞﾘﾆｭｰｱﾙにあわせ利
用料金をわかりやすく案内

（2013年9月）
・Osaka Free Wi‐Fiの設置

（2016年3月）
・ホームページリニューアル

（2018年3月）

・開園を通年午前９時
に繰上げ、閉園を午
後５時に延長
(2016年4月）

・ニーズﾞを見据えた物販
の実施
-ピトンの小屋に交野市
観光協会がｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟ
を設置し、物販を実施
（2012年度から春、秋に
実施）

･多言語マップの配架
(2017年5月）

11

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

12 むろいけ園地 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-施設・イベント検索サ
イトに登録しＰＲ
（2011年4月から随時）
-イベント情報、アクセ
ス情報発信の強化
（2013年9月）

・Osaka Free Wi‐Fiの設置
（2016年3月）

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞﾘﾆｭｰｱﾙ
（2018年3月）

・開園を通年午前９時に
繰上げ、閉園を午後５
時に延長(2016年4月）

･多言語マップの配架
（2017年5月）

13 なるかわ園地 ・開園を通年午前９時に
繰上げ、閉園を午後５
時に延長(2016年4月）

･多言語マップの配架
（2017年5月）

14 ちはや園地 ・多言語マップの配架
（2017年5月）

・村営施設などとの連携
-春祭り、夏祭りを実施
（2012年度から4月、8月
に実施）

15 ほりご園地 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-予約状況確認ページ

（2011年6月～）
-Facebookを開始

（2013年5月～）
-ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる宿泊
予約開始（2013年8月）

-地元泉南市観光協会
ホームページとのリンク

（2016年）
・Osaka Free Wi‐Fiの設
置（2016年3月）

・チェックインやチェックア
ウトの時間選択を、利用
者の希望に応じて柔軟
に対応（2014年4月～）

・ﾆｰｽﾞを見据えた物販の
実施
-販売する飲料の種類
を増加（2013年4月）
-収穫体験の野菜を夕
食の食材として提供
（2013年12月）

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
-人気ｲﾍﾞﾝﾄ（もちつき大
会）の日数を増加

（2013年12月）
-さとやま祭りの実施
（2016年12月）
-ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ宿泊予約で
割引特典つきﾌﾟﾗﾝを提
供（2014年1月）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

16

府
営
公
園

住吉公園 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-イラスト、写真、マップ
を掲載(2012年4月～)
-Facebookを開始
（2013年4月～）

・遊技場改修
（2015年3月）
・体育館改修
（2016年3月）
・便所改修
(2018年3月）

・ボランティアとの連携
-高齢者や障がい者の
利用をサポートする
ﾋｰﾘﾝｸﾞｶﾞｰﾃﾞﾅｰの養
成講座を開講し、ﾎﾞﾗ
ﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟを育成
（2013年6月～）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-定期的に公園新聞に
イベント情報を掲載
（2017年6月～）

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
例）自然観察会など、
高齢者の興味等に配
慮した自然観察会、親
子参加型の工作プロ
グラム
住之江公園と連携した
フェスタ・マルシェ開催
花と水の広場で夜の
音楽ライブ

・利用者のﾏﾅｰｱｯﾌﾟに
向けた啓発
-犬の糞用トイレ設置、
犬のしつけ教室開催
（2006年11月～）

17
18

浜寺公園
（プール含）

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-イラスト、写真、マップ
を掲載
-ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ｱｰｶｲﾌﾞｽを開
設。公園の歴史を紹
介するなど、公園の
魅力をPR

（2012年4月～）

・プールサイド休憩ス
ペースの拡大（2014年7
月）
・アーチェリー場改修
（2015年3月）
・遊技場改修
（2016年3月）
・プール改修
（2017年７月～）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-定期的な公園新聞の
発行、イベント情報の
発信（2012年4月～）

・窓口対応の充実強化
-利用者アンケートに
よりニーズを把握。見
所や見頃の花などの
情報を職員で共有し、
問合せに対応

・公園パンフレットの多
言語化（2014年4月～）

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
例）メダリストによる水
泳教室、子供の走り方
教室、松林散策イベン
ト、子ども汽車フリーパ
スDay、浜寺ローズ
カーニバルなど

・利用者のﾏﾅｰｱｯﾌﾟに
向けた啓発
-遊具等の利用を巡視
やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで注意
喚起

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

19 箕面公園
（全般）

・ホームページの情報
発信を強化
-多言語化
（2016年4月～）

・落石対策
・便所改修
（2016年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-タウン情報誌に定期
的にｲﾍﾞﾝﾄ情報を掲載

（2013年4月～）

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄの企画、実施
－自然観察会（2017

年度8回開催）
－自然工作教室（12

月、2月のイベント等
に出展

－川床プラス（「ホタル
観賞の夕べ」2017年
6月、「落語会」2017
年10月）

－ﾊｲｷﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ（2017
年4月、2018年1月、2
月）

－野外音楽ﾗｲﾌﾞ（2017
年5月、7月、8月、11
月）

・健康促進ｲﾍﾞﾝﾄの実施
－「週末たきみちｳｫｰ

ｷﾝｸﾞ」（毎週土曜日・
箕面市と連携）
－「まちやまｳｫｰｷﾝ
ｸﾞ」（毎月第1日曜日）

－健康体験ﾌｪｱ「健康
ﾋﾟｸﾆｯｸ」の開催
（2017年5月）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

20

府
営
公
園

箕面公園
（昆虫館）

・ホームページの情報
発信を強化
-多言語化（2017年6
月～）

・昆虫館リニューア
ル（2017年4月）
－エントランス改修
－劣化備品補修
（ブラインド、床面
等）

－映像コーナーの
設置

－放蝶園ﾄﾞｰﾑｶﾞﾗｽ
損壊箇所取替工
事、内部面大規
模清掃

－ﾐｭｰｼﾞｱﾑｼｮｯﾌﾟの
設置

・サマーフェスタ期間
中（7月中旬～8月
末）、 開館時間1時間
延長。同期間中の火
曜日（定休日）の開
館。

・秋の紅葉シーズン
ピーク期の火曜日
（定休日）2回、開館。

・広報の充実
－ホームページの一新、充実

タウン情報誌での定期的掲
載（毎月各号にて）

－昆虫館だより（年間4回）発行
箕面市内小学校配布、全国
博物館等90施設に送付、府
を通じイオンモール等に配架

－昆虫館案内パンフレット（日
本語版、英語版）作成配布
（配布先：市内観光施設）

－昆虫館ツイッターでの発信
・館内展示の一新、強化
－生体展示の充実
－放蝶園の拡充
－映像コーナーでの放映（アニ

メーション2017年4月－10月、
昆虫クイズ2017年11月～）

－企画展開催
－館内利用案内放送の多言語

対応（2017年11月～）
・館内イベントの開催

－ふれあい体験：「ムシさん
デビュー」「昆虫ふれあい」
（土日祝）

－バックヤード見学「飼育室開
放」（日）

－ノベルティ等「昆虫カードスタ
ンプ作成」（土日祝）

－学芸員による展示解説「ウラ
オモ展 館長とはなそう」
（2018年2月、3月実施）

・他機関との連携
－中央図書館にて出張

展開催「すごいぞ昆
虫」（2017年4月‐5月）

－服部都市緑化植物
園にて出張展示「き
らめく昆虫展」

（2017年7月-9月）
－あべのハルカス「世

界の昆虫展」協力：展
示および館長による
トークショー（2017年8
月）

－箕面市観光協会、箕
面ＰＲイベント（阪急梅
田駅）ワークショップ出
展（2017年4月・10月）

－ＮＰＯ団体などからの
出前講座や研修、講
演依頼に対応（2017
年6月：ﾎﾀﾙの生態、
12月：生物多様性
フォーラム他）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

20

府
営
公
園

箕面公園
（昆虫館）

（つづき）

－近畿中国森林管理局
や箕面市教員向けの
環境講習を実施

（2017年7月）
－大阪成蹊大との連携
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟｲﾍﾞﾝﾄ（2017
年7月）

・昆虫博士による講演会
の企画
－「きらめく虫博士の昆
虫探検記」（講師：丸
山宗利博士2017年7月）

・箕面公園のｲﾍﾞﾝﾄと連
携

－自然観察会（2017年5
月、8月）

21
22

住之江公園
(プール含）

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発
信を強化
-イラスト、写真、マッ
プを掲載
(2012年4月～)

-Facebookを開始
（2016年7月～）

・劣化した幼児用ﾌﾟｰ
ﾙのﾌﾟｰﾙｻｲﾄﾞを塗
り直し（2012年6月）

・幼児用ﾌﾟｰﾙに魚の
絵を描画

（2012年 6月）
・ﾌﾟｰﾙｻｲﾄﾞのﾍﾞﾝﾁ上
のﾃﾝﾄを張り 替え、
葭簀(よしず)の日陰
３箇所程度を設置

(2012年6月)
・テニスコート改修

（2015年3月）
・受変電設備改修

（2018年3月）
・橋梁補修

（2018年3月）

・窓口対応の充実強化
-苦情・ｲﾍﾞﾝﾄの情報を職員間
で共有。問合せ等に対応

（2012年4月～）
・ﾆｰｽﾞを踏まえた新たなｻｰﾋﾞｽ・

柔軟な対応
-管理事務所で遊具等を貸出し

（2012年4月～）
・ボランティアとの連携

-高齢者や障がい者の利用を
ｻﾎﾟｰﾄするﾋｰﾘﾝｸﾞｶﾞｰﾃﾞﾅーの
養成講座を開講し、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞ
ﾙｰﾌﾟを育成（2013年6月～）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-定期的に公園新聞にｲﾍﾞﾝﾄ情
報を掲載（2012年4月～）

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
-犬の里親探しふれ合

いｲﾍﾞﾝﾄ（2013年8月）
手作り音楽イベントの
定期開催（2011年1月
～）、住之江公園野球
場で地域とのにぎわい

イベントの実施 など
・利用者のﾏﾅｰｱｯﾌﾟに
向けた啓発
-犬の糞用のﾄｲﾚの設置

（2012年4月～）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ １０．（２５）

施設

主なサービス向上の取組み

ＩＣＴ改善 施設改修 時間延長・時間帯改善 サービス改善 その他

23

府
営
公
園

枚岡公園 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-イラスト、写真、マップ
を掲載(2012年4月～)
-ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ｱｰｶｲﾌﾞｽを開
設。公園の歴史を紹
介するなど、公園の
魅力をPR

（2012年4月～）
-Facebook、Twitterを
開始。桜の開花状況
など最新情報を紹介

（2014年2月～）
-イベント情報の発信

（2015年4月～）

・遊技場改修
（2017年3月）
・法面対策工事
（2018年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
－園内おすすめ散策

ﾏｯﾌﾟなど、手軽に森
林浴を楽しむための
ﾂｰﾙを提供

（2013年4月～）
－地域情報誌「ひら」

を発行、ＨＰにも掲載
し、枚岡公園を軸に
地域の情報を発信
（2014年11月～）

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
例）各種自然体験イベ
ント、親子参加型のハ
イキングなど（2012年4
月～）、地域の商店街
等と連携した自然体験
イベントの実施

24
25

服部緑地
（プール含）

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへのﾌﾟｰﾙ関
連情報の掲載

-Facebook、Twitterを
開始（2014年～）

・プール改修
（2014年7月）
・トイレ改修

野外音楽堂改修
テニスコート改修
（2015年3月）

・テニスコート改修
（2016年3月）
・舗装改修

便所改修
陸上競技場改修
照明設備改修
（2017年3月）

・遊技場改修
陸上競技場改修
野外音楽堂改修
（2018年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-近隣の電鉄駅構内や
車内中吊りでのイベ
ント情報の配架・掲載
（2012年4月～）

-服部緑地ﾊﾟｰｸﾗｲﾌ手
帳発行
（2012年4月～）

・ﾆｰｽﾞを見据えた物販
の実施
-ﾌﾟｰﾙ内外の売店で飲
食物を販売
（2012年7・8月）
-利用者ｻｰﾋﾞｽの向上
と節電ｸｰﾎﾟﾝへの協
力を兼ねたﾌﾟｰﾙ回数
券を制作・販売
（2012年6～）

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
-周辺地域の関係企
業・団体・公園管理者
等が主体となった運営
協議会による旬のｲﾍﾞ
ﾝﾄ（5月祭・10月祭）を
実施（2013年～）

-地域・企業・各団体・ﾎﾞ
ﾗﾝﾃｨｱと連携し、各種ｲ
ﾍﾞﾝﾄを実施
（2013年4月～）
例：ＧＲＥＥＮＬＯＨＡＳ
×FESTA、ﾁｮｺﾗﾝ、ﾍﾙ
ｼｰｼﾞｮｲﾌｪｽ）、ﾌﾟｰﾙｻｲﾄﾞ
にてﾌﾗﾀﾞﾝｽ（2013年～
2015年の毎年7月）、ﾖ
ｶﾞ（2017年7月）実施

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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26

府
営
公
園

服部緑地
（都市緑化植
物園）

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発
信を強化
-ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへのﾌﾟｰ

ﾙ関連情報の掲載
-Facebook、Twitter

を開始（2014年～）

・案内板を設置
（2013年8月）

・温室改修
（2016年3月）

・施設改修
（2018年3月）

・イベント時に開館時間
を延長(2012年8月～)

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-チラシ・HPによる開花
情報の提供（2012年4
月～）

・ニーズを踏まえた新た
なサービス・柔軟な対応
-春・秋に無料開放ﾃﾞｰ

（2012年４月～）
-年間ﾌﾘｰﾊﾟｽの発行

（2013年7月～）
-入園料を270円から

200円に値下げ（2013
年4月～、消費前8％
変更により2014年4
月～210円）

・収蔵・展示資料の充実
強化
-温室内において珍し
い観葉植物や食虫植
物展示のさらなる充実。
(2017年2月～）

・ｲﾍﾞﾝﾄや開花情報など情
報誌への積極的な提供。

・ラジオ番組において毎
週、公園における旬の
情報提供や月一回の生
出演にて植物相談など
実施。 （2014年8月～）

・植物園建物内の倉庫等
を入園者における展示・
発表の場となる「みどり
のギャラリー」として開
放するとともにおむつ替
えや授乳室となるベビー
スタジオとして充実。
（2014年4月～）

27 二色の浜公
園

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発
信を強化
-ｲﾗｽﾄや美しい花や

風景の写真を掲載
（2012年4月～）

・照明設備改修
（2016年3月）

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新たな
ｻｰﾋﾞｽ・柔軟な対応
-宿根草や葉物を取り
混ぜてﾃﾞｻﾞｲﾝし、一年
草で季節感を選出
（2012年4月～）

・利用者のﾏﾅｰｱｯﾌﾟに向
けた啓発
-「犬の放し飼い」を巡視
やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで注意喚起
(2012年4月～)

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新たなｲ
ﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、実施
例）地域と連携したｲﾙﾐ
ﾈｰｼｮﾝ、野外炉を活用し
た食のｲﾍﾞﾝﾄ、親子ふれ
あいｽﾎﾟｰﾂ教室、自然
学習会、ｳｫｰｷﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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28

府
営
公
園

長野公園 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発
信を強化
（2010年4月～）
—ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ内公園図
鑑の新規拡張
（2013年4月～）
—Facebookを開始
（2012年4月～）

・案内板改修
（2017年3月）

・ニーズを踏まえた新た
なサービス・柔軟な対応
-貸出自転車を実施

（2009年4月～）
-繁忙期のトイレ等の

施設管理の充実

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
—長野公園新聞の発行
（2009年4月～）

・ニーズを踏まえた新たなｲ
ﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、実施
-花見イベントや夜桜ライ
トアップ（2013年4月～）

-駅前子供教室など
（2012年4月～）

—自然観察会の充実や公
園観察ガイドの設置

（2013年4月～）
—石川流域の自然環境保
全に関わる団体との連
携ｲﾍﾞﾝﾄ（観察会＆ﾜｰｸ
ｼｮｯﾌﾟ）開催（2013年9月
～以降毎年10月）

29
30

久宝寺緑地
（プール含）

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発
信を強化
-ツイッターを開始
（2013年5月～）

-Facebookを開始
（ﾌﾟｰﾙ）
（2012年7月～）

・プール日よけ施設の
増設（2012年6月～）

・放送設備
スポーツハウス設備
改修 （2015年3月）

・野球場スタンド改修
（2016年3月）
・野球場フェンス改修
（2017年3月）
・遊技場改修

プール防水改修
（2018年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-久宝寺緑地新聞を発行
しイベントを周知

(2012年4 月～)
・ﾆｰｽﾞを踏まえた新たな
ｻｰﾋﾞｽ・柔軟な対応
-ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾌﾟｰﾙにおける
遊泳用車椅子の無料貸
出及び監視員による遊泳
補助
（2013年7月・8月～）

・ﾆｰｽﾞを見据えた物販の実
施
-ﾌﾟｰﾙでの水鉄砲の販売

・ランニングステーションの
設置(2015年4月）

・ローソンオープン
（2018年3月～）

・有料ＢＢＱエリアの設置
(2018年4月）

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新たなｲ
ﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、実施
-各種の季節イベントや
定期的なｽﾎﾟｰﾂ教室の
開催、植物講習会など
（2013年5月～）

-プールでの大道芸人に
よるパフォーマンス
（2013年8月）

-ヨーヨー釣りの「アレン
ジゲーム」など夜店の
雰囲気を演出したイベ
ント開催（2014年8月）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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31

府
営
公
園

大泉緑地 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信を
強化
-ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ｱｰｶｲﾌﾞｽを開設。
公園の歴史を紹介するな
ど、公園の魅力をPR
（2013年4月～）
-ｱｸｾｽ情報の充実
（2013年4月～）

・遊技場改修
ストックヤード改修
（2015年3月）

・遊技場改修
（2016年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-定期的な大泉だよりの発行
や新聞への折込みなど、イ
ベント情報の発信
（2009年4月～）

・有料ＢＢＱエリアの設置
(2018年4月～）

・ニーズを踏まえた
新たなｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝ
の企画、実施
-「百年の森づく
り」をテーマにした
間伐体験や自然
観察会（2013年4
月～）、スポーツ
教室（2013年8月
～）
-健康ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ教
室を実施

（2014年8月～）
-ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとの協
働によるｲﾍﾞﾝﾄ開
催（2016年3月～）

32 山田池公園 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信を
強化
-ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝを取り

入れHPを刷新
（2014年9月～）

-Facebook開始
（2014年3月～）

・便所改修
（2015年3月）

花しょうぶ園において、
開花最盛期のライト
アップ実施期間中は、
夜間まで開園時間を
延長。（2012年6月～）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-あそびばマップ、見ごろの花
木やイベント、農業体験等の
園内情報をＨＰや掲示板など
で提供（通年）

・ﾆｰｽﾞを見据えた物販の実施
-土・日・祝日やイベント時に
売店の営業を実施（随時）

・有料ＢＢＱエリアの設置
(2018年9月～）

・ニーズを踏まえた
新たなｲﾍﾞﾝﾄの企
画、実施
-山田池公園フェ
スティバル
（2008年10月～）
-ｽﾛｰｼﾞｮｷﾞﾝｸﾞｲﾍﾞﾝ
ﾄの開催
（2013年11月～）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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33

府
営
公
園

寝屋川公園 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信を
強化
-ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ｱｰｶｲﾌﾞｽを開設。
公園の歴史を紹介する
など、公園の魅力をPR
（2012年4月～）

-Facebook、Twitter開始
（2014年8月～）

・テニスコート改修
（2015年3月）
・第１野球場スタンド
改修（2016年3月）

・出入口改修
便所改修
（2017年3月）

・受変電設備改修
（2018年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-寝屋川公園だよりを発行し、
ｲﾍﾞﾝﾄの周知

（2013年4月～）
・ニーズを踏まえた新たな
サービス・柔軟な対応
-初心者と経験者をｺｰｽ分
けしたﾃﾆｽｽｸｰﾙを開催
（2014年4月～）

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄの企画、実施
-星空観察会の開催
（2014年8月）
-共生教育研究事業を
共催（2016年9月）

34 錦織公園 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信を
強化
-HP、ツイッター、公園新
聞などによりイベント情報
を発信（2012年4月～）

・便所改修
（2015年3月）
・放送設備改修
（2016年3月）
・遊技場改修
（2018年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-イベント情報のミニコミ誌や
地上デジタル放送への掲
載（2013年4月～）

・休憩スポットづくり
-里山の中でリラックスしてく
つろいでいただけるベンチ
等のスペースの提供
（2017年4月～）

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄの企画、実施
-春秋の大規模イベン
トの開催（2012年～）
-里山づくり体験の開
催（2012年～）
-ｹｰﾀﾘﾝｸﾞｶｰｻｰﾋﾞｽの
実施（2018年10月～）

35 蜻蛉池公園 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信を
強化
-ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ｱｰｶｲﾌﾞｽを開設
して公園の歴史を紹介す
るなど、公園の魅力をPR
（2012年4月～）
-Facebook、ﾂｲｯﾀｰ開始
-花の見頃、ｲﾍﾞﾝﾄ情報掲
載

・遊技場改修
駐車場改修

（2015年3月）
・出入口改修
（2016年3月）
・照明放送設備改修
（2017年3月）
・出入口改修
（2018年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-ｲﾍﾞﾝﾄ情報を地元ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚ

ﾋﾞHPで提供
（2013年5月～）

・ｲﾍﾞﾝﾄﾎﾟｽﾀｰを100駅に配架
（2015年5月～）
・駐車料金季節割引及び早
朝割引実施（2014年4月～）

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新たな
ｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、実
施
-春と秋の「ﾛｰｽﾞﾌｪｱ」、
「あじさいﾌｪｱ」、自然
観察会、ﾉﾙﾃﾞｨｯｸｳｫｰ
ｷﾝｸﾞ
（2013年5月～）

・有料BBQエリアの運営
（2018年11月～）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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36

府
営
公
園

深北緑地 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-Twitter、ブログ開始
（2012年4月～）
-ｱｸｾｽ情報の充実
（2013年4月～）
-Facebook開始
（2015年3月～）

・遊技場改修
（2015年3月）

・スポーツハウス
改修
（2016年3月）

・園路改修
（2017年3月）

・遊技場改修
放送、空調設備
改修
（2018年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-「駅からマップ」の作成と最寄
JR２駅での設置(2014年3月～)
-3ケ月ごとのイベントガイドを
配布（2012年4月～）

・駐車場料金の割引(Car得キャ
ンペーン平日のみ2017年8月1
日～8月31日、12月1日～12月
28日)
-スポーツ施設利用時の割引
実施（ｻﾏｰｷｬﾝﾍﾟｰﾝ平日のみ
2017年8月1日～8月31日、ｳｨﾝ
ﾀｰｷｬﾝﾍﾟｰﾝ、2017年12月15日
～2018年1月12日） など

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
-音楽祭やスポーツ塾、
自然体験プログラム
（2013年8月～）

・新規来園者の創出
—ｽﾄﾗｲﾀﾞｰ大会
（2017年12月～）

—BBQセットのレンタル
（2018年8月～）

37 石川河川公
園

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-Twitter、Facebook開
始（2014年4月～）

・パークゴルフ場の休業
情報をメールアドレス
登録者へ送付するサー
ビスを実施
（2014年4月～）

・出入口改修
（2016年3月）

・７・８月のﾊﾟｰｸｺﾞﾙﾌ
場早朝営業
（平日8：30開始）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-石川河川公園新聞（石川ぐ
るっとかわらばん）による公園
及び石川流域施設のイベント
周知（2013年4月～）

・無料レンタサイクル
（2014年3月～）

・有料駐車場利用者へのパーク
ゴルフ場１ラウンド１名無料
サービス （2013年4月～）

・キッズルームの開設
（2015年1月～）

・お正月のおもちゃ無料貸出
（2017年及び2018年1月）

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
-自然観察や自然講習
会、ｳｫｰｷﾝｸﾞ （2013
年4月～）
-小さな子どもから高
齢者、障がい者など
の川に近づけない方
にも生きものを楽しん
でもらう水族館ｲﾍﾞﾝﾄ
（毎年7・8月）

-自然保全活動の開催
（2015年4月～）
-地域活性化ｲﾍﾞﾝﾄ開

催（2017年3月）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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38

府
営
公
園

りんくう公
園

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-ｲﾍﾞﾝﾄ情報の充実
-Facebook開始
（2014年5月～）
-ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝを取
り入れHPを刷新
（2014年12月～）

・便所改修
（2016年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-ｲﾍﾞﾝﾄ情報を掲載す
る掲示板を増設
（2012年4月）
-ﾁﾗｼを近隣のﾎﾃﾙや
観光案内所等に配布
（2013年4月～）

・特色を活かした新たな
ｲﾍﾞﾝﾄの企画、実施
-りんくうPARKﾌｪｽﾀ
（2015年3月）
‐ｹｰﾀﾘﾝｸﾞｶｰｻｰﾋﾞｽの
実施（2018年5月～）

39 せんなん
里海公園

・落石対策
（2016年3月）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-多目的ﾄｲﾚなどの位
置を案内するﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ
ﾏｯﾌﾟ作成（2012年7月
～）
-定期的に里海News
でｲﾍﾞﾝﾄ情報を発信
（2012年4月～）

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新たな
ｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、実
施
-ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとの協働に
よる自然観察会や夏・
冬の地域協働型ｲﾍﾞﾝﾄ
の開催（2013年4月～）
‐公園特性を活かした
ｽｹﾙﾄﾝｶﾔｯｸﾚﾝﾀﾙ
（2018年4月～）

40 堺泉北港の緑
地

・ベンチを設置（2013年
度）

・利用料の口座振替制
度を導入
（2017年10月）

・利用予約システムを口
座振替制度と連動する
よう改良（2017年10月）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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41 狭山池博物館 ・ESCO事業により館内
照明のLED化、空調熱
源の更新
（2018年4月サービス開
始）

・イベント時に開館時間
を延長
（2010年4月～）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-2,3月単位の催し物ｶ
ﾚﾝﾀﾞｰを製作、配布
（2010年度４月～）

・収蔵・展示資料の充実
強化
-博物館事業（企画・展
示等）の評価制度構築
に向け審議を開始
（2013年３月～）

・ﾆｰｽﾞを見据えた物販
の実施
-特別展図録の頒布
（2010年４月～）

42 門真スポーツ
センター

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-ｺｰﾁﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ情報追
加（2012年9月実施）
-施設・教室の空き情
報を掲載
（2013年4月～）

・休館日の開館や開館
時間の延長をニーズ
に応じて柔軟に実施

（2012年4月以降随時
実施）

・WEBを活用した利用予
約を導入（2013年3月
～）
・各種割引制度の導入
（2015年4月以降随時
実施）
・駐車場の当日最大料
金制の導入（2017年7
月～）

・施設特性やニーズを
踏まえた新たなｲﾍﾞﾝﾄ
の企画、実施
-アイススケート教室な
どの開催など

（2010年～）
-障がい児スポーツ教
室、親子で活動できる
スポーツ教室の開催

（2014年8月～）

43 体育会館 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-全面的にﾘﾆｭｰｱﾙ。

施設の空き室など情
報充実（2011年4月

～）
-意見お問合せﾍﾟｰｼﾞ
を追加（2012年4月～）
-Facebookを開始
（2013年4月～）

・照明のLED化を実施
（2015年3月～）

-事務室、柔剣道場、
ピロティ、外灯等

・休館日の開館や開館
時間の延長をﾆｰｽﾞに
応じて柔軟に実施
（2011年4月以降随時
実施）

・地元広報誌を活用した
情報発信（2017年～）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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44 臨海スポーツ
センター

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-全面的にﾘﾆｭｰｱﾙ。
空き室など情報を充
実（2011年4月～）
-意見お問合せページ
を追加（2012年4月～）
-ウェブ会員登録シス
テム追加
（2013年12月～）
-ウェブ会員にイベント
情報発信（2013年12月
～随時）

・受変電設備改修工事
の実施（2014年）
・耐震改修工事の実施
（2015年）
・スケートリンク改修工
事の実施（2018年）

・休館日の開館や開館
時間の延長をニーズ
に応じて柔軟に実施

（2011年4月以降随時
実施）

・各種割引制度の導入
（2011年4月以降随時
実施）

45
46

近つ飛鳥博物
館、
近つ飛鳥風土
記の丘

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-風土記の丘の梅・桜
開花情報を収集、発信

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-開花情報を収集し、
案内看板、ＪＲネット
季節情報センターに
掲載
-ロビーに百舌鳥・古
市古墳群の情報コー
ナーを設置
（2012年度～）

・ﾆｰｽﾞを見据えた物販
の実施
-近つ飛鳥博物館限定
ｷｭｰﾋﾟｰの開発・発売
（2009年度～）

-新たなミュージアム
グッズの作成・販売
（2013年3月～）

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
-出前授業（18校、
1,437人）、校外学習
の実施（45校、2,710
人）（2013年12月末時
点）
-りそな銀行本店にお
いて講演会を開催
(2012年度から毎年実
施)
-こども一日館長の実
施（2012年度～）
-土曜講座の開催
（2013年5月～）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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47 弥生文化博物
館

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発
信を強化
-博物館Facebook
配信開始（2016年
度～）
-博物館紹介の動
画配信を開始（2010
年度～）

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-展示解説シートの充実化を

実施（2009年度～）
-マンガ解説シート発行

（2013年度～）

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
-池上曽根弥生学習館
へ館蔵資料を貸し出し、
展示を実施（2009年度
～）
-小学校の生徒・保護
者向けに、春・夏・冬
の各休み期間中や
ゴールデンウィーク中
に、それぞれ約１週間
無料入館にし、日替わ
りのさまざまなワーク
ショップを実施（2011年
度～）

48 少年自然の家 ・ホールに無料Wi-Fi
の設置、研修室への
有線LANの敷設
（2015年度～）

・オリエンテーリング
用の表示や所内の
樹木表示を刷新
（2012年9月～）
・BBQガーデン（2018
年3月～）
・アスレチック場
（2018年～）

料金区分の「日帰り」の
取り扱いを、10-17時か
ら10-20時に変更（2018
年7月～）

・ニーズを踏まえた新たな
サービス・柔軟な対応
-企業向け宿泊研修プランを
作成し広報（2011年7月～）
-手洗い場に除菌アルコー
ル及び紙タオルを設置
（2011年4月～）
-食堂に食事内容の成分と
栄養価を表示

（2011年6月～）
・ボランティアとの連携

-大学生主体の専属ﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱﾘｰﾀﾞｰを新たに組織し、ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑ支援（2012年5月～）

・ニーズを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企画、
実施
-近隣施設と連携し、ｵｰ
ﾌﾟﾝﾃﾞｰにあわせて「奥
貝塚ゆったりｳｫｰｸ」を
実行委員会方式で実
施 （2008年より毎年１
１月に実施）
-コスプレの森（2014年
より毎年6回程度実施）
-森の中で読み聞かせ
（2016年より毎年11月
に実施）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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49 中央図書館 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-蔵書検索システムと
SNSとの連携、ﾂｲｯﾀｰ
開始（2014年1月～）
-児童文学館所蔵の街
頭紙芝居のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化、
HP公開（2014年5月～）
-子どもの読書活動推
進のページ、やさしい
にほんごのページを掲
載（2015年3月～）
-当館所蔵資料のデジ
タル画像・統計等を
CCBYライセンスにより
オープンデータ化
（2017年3月～）

・システム改善
-電子資料検索ｼｽﾃﾑ
「おおさかeｺﾚｸｼｮﾝ」公
開（2014年1月～）
-国立国会図書館「図
書館向けデジタル化
資料送信サービス」の
登録（2014年1月～）
-ｵﾝﾗｲﾝﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの拡
充（2014年4月～）

・読書カフェをオー
プン
（2015年4月～）

・ニーズを踏まえた新たなサー
ビス・柔軟な対応
-児童文学館資料の閲覧予約
サービス開始（2010年5月～）
-個人貸出点数を12点に変更
（2014年10月～）
-国際児童文学館「特別研究
者」「専門協力員」制度試行
開始（2015年4月～、本格実
施2016年4月～）
-カラー複写サービスの拡大
（2016年1月～）

・他機関との連携
-府内図書館への貸出対象資
料の拡充（2013年6月～）
-書庫出納案内システム導入
（2014年4月～）

・府内関連機関等と連携した
生涯学習事業の拡充

・館内会議室を学習スペース等
として開放（2017年7月～）

・ニーズを踏まえた新
たなｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企
画、実施
-利用者向け情報検
索講座

・施設管理業務等に
指定管理制度を導
入（2015年4月～）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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50 中之島図書館 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-蔵書検索システムと
SNSとの連携、ﾂｲｯﾀｰ
開始（2014年1月～）

・システム改善
-電子資料検索ｼｽﾃﾑ
「おおさかeｺﾚｸｼｮﾝ」公
開（2014年1月～）
-国立国会図書館「図
書館向けデジタル化
資料送信サービス」の
登録（2014年1月～）
-ｵﾝﾗｲﾝﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの拡
充（2014年4月～）

・本館（国指定重
要文化財）、左右
翼棟の耐震補強
工事（2014年12
月竣工）
・正面玄関からの
フリー入退館が
可能となるよう
BDSの導入
（2014年度）

・快適で心地よく
使用できるようト
イレを改修
（2015年度）

・館内カフェを開設
（2016年4月～）

・ニーズを踏まえた新たなサー
ビス・柔軟な対応
・他機関との連携
・ビジネス関係機関と連携をして
展示やセミナー等を実施（2013
年6月～）
・古典籍資料（芝居番付）のデジ
タル化、大学研究機関ポータ
ルサイトへの公開（2016年12月
～）

・ニーズを踏まえた新
たなｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企
画、実施
-利用者向け情報検
索講座
-定期的な書庫ﾂｱｰ
の実施

（2013年5月～）
・指定管理者制度の

導入（2016年4月～）

51 津波・高潮ス
テーション

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発信
を強化
-展示内容、利用案内、
来館予約の情報を充
実（2012年２月）
-関係行政機関と相互ﾘ
ﾝｸ実施（2012年１月）

・館内展示物を一
部リニューアル
（2014年3月）

・液状化実験模型
の設置
（2014年12月）

・ニーズを踏まえた新
たなｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企
画、実施
-東日本大震災追悼
イベント「ぼう祭の集
い」を年1回実施
（2012年3月～）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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52 大阪国際平和
センター

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発
信を強化
・ブログ設置、貸出資
料の画像掲載など
ホームページの充実
（2015年～）
・館内紹介ＤＶＤ作成・
ホームページ掲載
（「もずやんの大阪ひ
とっとび！」2016年
度）

・1991年3月の開館
以来初めての抜本
的な展示ﾘﾆｭｰｱﾙ
を実施（2015年4

月オープン）
－「大阪中心」に、
「子ども目線」で、
「平和を自分自身
の課題として考え
ることができる展
示」にリニューアル

・広報ﾂｰﾙの刷新・充実
-メールマガジンを活用した情

報発信
例）GLOBAL E-NET OSAKA
（府国際課）、大阪市、大阪国
際交流センター、まいど子でも
カード、こころの再生通信等）
（2010年～）

・ﾆｰｽﾞを見据えた物販の実施
-リニューアル後の展示を解説
した「展示の手引き」を作成・
販売（2017年３月～）

・ニーズを踏まえた新
たなｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企
画、実施
-地下鉄（5駅）構内
に専用掲示ブース
設置、府パスポート
センター内掲示ブー
スの活用（2010年
～）等
-各種ｲﾍﾞﾝﾄ出前展
示（2010年～）
-子どもや保護者に
よる参加・体験型の
イベントを開催
（2017年度～）

53 日本民家集落
博物館

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発
信を強化
-行事案内の充実
（2012年8月～）

・公園入口及び博物
館玄関に行事案内
版の設置（2012年
10月～）

・展示再開の要望が
多かった「堺の風
車」を修復。展示
（2013年3月～展示
再開）
・園路整備（2017年）

・｢観月会｣の夜間開館
(18-20時)（2009年～
2011年9月）
・｢朗読とチェロの夕べ｣
の夜間開館(17-19
時)(2013年～)

・ニーズを踏まえた新たなサー
ビス・柔軟な対応
-敬老の日：65歳以上半額
（2013年～）
-文楽ミニ公演：高校生以下無
料(2013年7月)
-わくわくワークまつり：一般半
額、高校生以下無料（2013
年）
－毎月15日は65歳以上半額
（2013年～）

・ニーズを踏まえた新
たなｲﾍﾞﾝﾄ・ﾌﾟﾗﾝの企
画、実施
-豊中市文化ｻｰｸﾙ
との共催による市
民展示（2013年～）
-文楽協会との共催
による「文楽ミニ公
演」(2013年7月～)
-地元保存会を招致
しての「椎葉神楽」
公演の開催
（2013年11月）
－日本民俗建築学
会シンポジウム
（2017年）
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54 万博記念公園 ・トイレの洋式化、ベ
ビーシートの設置等
を段階的に実施予
定

・年末年始における自然文化
園、日本庭園及び駐車場等
の臨時開園（場）（2016年
度～）
①自然文化園及び日本庭

園（総合案内所含む。）
【2016年度】
2016年12月29日から2017
年１月１日まで臨時開園

【2017年度】
2017年12月28日から2018
年１月１日、及び2018年１
月３日を臨時開園

②駐車場
・①の臨時開園に伴い、一
部駐車場を臨時開場
・休園日（水曜日）の中央
駐車場運営団体バス事前
予約制開始に伴い中央駐
車場を無休とした（2016年
10月～）

・大規模イベントの平日開
催日を設定
・万博記念公園主要ス
ポット（６か所）に公衆Ｗｉ
－Ｆｉ設備を整備
・太陽の塔内部公開
（2018年3月～）
・上記に加え、日本庭園
に公衆Ｗｉ－Ｆｉ設備を8か
所増設（2018年12月下旬
～）

・ﾆｰｽﾞを踏まえた新た
なｲﾍﾞﾝﾄの企画、実
施
-自然観察会・学習
会の実施
-季節ごとの花のイ
ベント開催 など
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55 泉佐野丘陵緑
地

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報発
信を強化
-ｲﾍﾞﾝﾄ情報の充実
（2014年8月～）
-Facebook開始
（2011年5月～）

・地域の団体との連携強
化
－観光ボランティアによ

るウォーキングコース
地点の一つとして指定
（2016年3月～）

－ちぬうみ創生神楽の
公演（2016年10月～）

－府民にイベントの企
画・実施を行ってもらう
「えんづくりプログラ
ム」、公園の景観づくり
を行ってもらう「郷の棚
田プログラム」の実施・
充実（2015年7月～）

・広報の充実
－周辺市町広報紙への

イベント掲載（2018年2
月～）

－英語版案内パンフ
レットの試作及び外国
人モニターツアーの実
施（2018年2月）

・園内ガイドの実施（2014
年9月～）、東地区ガイド
ツアーの実施（2017年
11月）

・パークセンターの掲示の
充実
－竹製楽器の展示

（2017年7月～）

・ニーズを踏まえた新
たなｲﾍﾞﾝﾄの企画、
実施
-パークレンジャー養
成講座の開催
（2015年9月～）など
－公園ボランティア
によるイベントの充
実（夏休みの自由
研究に利用できる
キアゲハの飼育
（2017年8月）等）

■公の施設等のサービス改善の取組（予定を含む）
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Ａ ９．Ⅳ（８）【業務執行の刷新】 市町村との連携強化

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

① 府内市町村間の広域
連携等への支援

市町村が身近な行サー
ビスを総合的に担うため、
基礎自治機能の充実・強
化を図る。

① 市町村が、地域の実
情に応じて自らの責任と
判断で、住民に身近な
サービスを提供すること
が、基礎自治機能の充
実・ 強化につながる。

① 事務処理特例制度を
活用し、2010年度から、
全市町村（政令市を除く）
に対する特例市の権限
及び国の一次勧告事務
を中心とした「特例市並
みの権限移譲」を推進

事務の共同処理制度
等を活用し、市町村間の
広域連携を推進。

① 基礎自治体の充実・
強化が図られた。

-権限移譲の実施状況
・ 781条項（2009年度）

【全国15位】
↓

2,390条項（2018年度）
【全国1位】 ※2012年度～現在

・府から提案した事務の
約９割が市町村に移譲された。

-中核市移行の実現
・2012年以降、新たに３市

（豊中市、枚方市、八尾市）
が中核市に移行
→府内の中核市数は計５市

と【全国トップ】に

-市町村における権限移譲の
受皿として【全国初】の機関等
（内部組織）の共同設置や
教職員人事協議会の設置が
実現
→機関等の共同設置

2011年10月～
現在府内4地域に設置

→教職員人事権を移譲
2012年4月～ 豊能地域
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Ａ ９．Ⅳ（８）【業務執行の刷新】 市町村との連携強化

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

② 府と府内市町村の
パートナーシップ強化

府と府内市町村が、共通
する課題の解決に向けた
取組を推進する必要があ
る

② 市町村とのパートナー
シップを強化し、府と市
町村の双方に効果があ
り、スケールメリットを活
かせる連携を進める

② 市町村との連携に向
けたコーディネートや、技
術的なサポートやスケー
ルメリットを活かした行政
運営面で支援

-その他

・市町村事務での広域連携の
拡大

・自治体クラウドの推進
2015年7月～ 府内市町村
と検討会を設置
2018年7月時点で、2グルー
プが府主導により実現

② スケールメリットを活か
し、次の分野で連携が進
展

―大阪府域地方税徴収機構の
設置【2015年4月～】
→発足時27市町が参加。そ

の後順次拡大し、2018年度
は34市町が参加

→2017年度までの3年間で、
累計93.5億円の滞納債権
を引受け

―「地域維持管理連携プラット
フォーム」の設置【2014年11
月～】

→延べ27市町村の橋梁点検
業務の一括発注など実施
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Ａ １１．Ⅳ（９）【業務執行の刷新】 補助金等の見直し

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

①～⑤
補助金等の見直し

・府補助金の使途が不明
であり、団体の運営（役員
の報酬等）に使われるな
ど、府民に還元されてい
ない可能性。
・相談事業等において、一
件あたりの補助単価が極
めて高い補助金が存在。
・従来から補助金を出して
いるという理由で、必要性
を十分検討せずに補助し
ている団体の存在。

補助金の予算額
2007年度 1,583億円

エンドユーザーである府
民の視点から有効性・妥
当性・特定の団体の既得
権になっていないかを検証。

そのうえで、補助対象、
費用対効果等観点から補
助手法を見直し。

①透明性の低い団体運営
費補助から施策対象に確
実に効果のある事業費補
助に転換。
②一件あたりのコスト（費
用対効果）に着目した補助
形態の見直し。
③これまで府の補助金に
より運営してきた団体等に
ついて、補助を打ち切るこ
とにより自立化など法人の
あり方の見直しを促す。
④広域自治体として必要
な補助の範囲を精査。
⑤府の厳しい財政事情に
鑑み、経費を精査。

【削減（効果）額】
2008～2010年度

対象額約706億円のうち
約93億円（13.2％）

2011～2013年度
対象額約66億円のうち
約23億円（34.9％）

⇒ 6年間（2008～2013年）
の削減（効果）額合計348
億円

※見直し対象：実績一覧のとおり
対象額は基準年度の予算額
実績は単年度平均

2014年度
補助金等の更なる見直し
約34億円

⑥ 分担金等の見直し

・ 地方の側から額や使途
がコントロールできず、一
方的に住民の税金を支出
するルールが出来上がっ
ており、それが国から「天
下り」した役員の報酬に充
当されているｹｰｽが存在。

分担金等の支出の必要
性を厳しく精査。

以下の点について確認の
うえ、支出の是非を判断。

・府として分担金を支出す
る必要があるか。

・国のOB職員が役員等に
就任していないか

・分担金の使途が明確か

2011年度当初予算におい
て51項目約2億1,000万円
の支出を取りやめ。
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Ａ １１．（２６）
■補助金等見直し（総括）

項目 改革の方向性 削減効果額 削減率 備考

①運営費補助から事業
費補助への転換

競争性の導入 18億円 19.4％

②一件当たりの補助コ
ストの見直し

廃止・再構築 5億円 100％

③補助金廃止による団
体の自立化促進

寄附や収益事業等による自律
的運営への転換

25億円 56.8％

④役割分担の整理 府の役割分担の再整理等 37億円 22.2％

⑤経費削減等 財政状況に鑑み規模の縮小等 266億円 13.1％

合 計 348億円 15.1％ 合計は端数処理により
①～⑤の合計と異なる

項目 改革の方向性 削減効果額 削減率 備考

⑥国関係法人 運営費的な分担金等の
廃止

2億円 100％ 2010年度

＜１＞ 補助金（2008～2013年度の見直し)

＜２＞ 分担金等

補助金（2014年度の見直し）

「2014年度行財政改革の取組み」による補助金等の見直し 34億円 8.9％
2014年度単年度の
取組み
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項 目（補助対象） 削減額 削減率 見直し時期 見直し内容等

大阪府人権協会補助金
（（財）府人権協会）

3 62.1％ 2008.8
運営補助を事業費補助に転換。人権協会を活用するメリットが明確
な事業に絞り込み（2012年度より実施主体を公募により選定）

小規模事業経営支援事業費
補助金（府内商工会議所等）

11 14.4％ 2008.8
人件費補助中心となっている状況等を踏まえ、小規模事業者等の
ニーズを踏まえた事業として再構築

運輸事業振興助成補助金
(府トラック協会、大阪バス協会)

4 35.6％ 2011.4
2010年度補助金廃止
2012.9補正から施策目的（交通安全・環境等）に沿った事業補助
に再構築

①運営費補助から事業費補助に変更したもの
（透明性の低い団体運営費補助から施策対象に確実に効果のある事業費補助に転換）

項 目（補助対象） 削減額 削減率 見直し時期 見直し内容等

地域見守り・コーディネーター
関係事業（府内市町村等）

23 69.2％ 2008～
地域における相談支援体制を強化する事業については、2008年
度末で府の役割は終了

観光振興事業（（財）大阪観光
コンベンション協会）

3 60.2% 2008～
各主体（府・市・民間）の役割分担を整理するとともに、より高
い効果が見込める事業に重点化

②一件あたりの補助コストが極めて高いため廃止・再構築したもの
（費用対効果の観点から、施策効果を高める）

項 目（補助対象） 削減額 削減率 見直し時期 見直し内容等

人権相談推進事業費補助金
（府内市町村）

2 100％
交付金化

2008.8
補助金を廃止し、他の市町村に対する相談事業補助金と併せて
交付金制度を創設

④府の役割分担の再整理によるもの

項 目（補助対象） 削減額 削減率 見直し時期 見直し内容等

文化関係事業
（大阪センチュリー交響楽団等）

13 42.0％
2008年度
から順次

大阪センチュリー交響楽団に対する補助金の段階的廃止等

大阪府青少年活動財団運営補助
金（（財）府青少年活動財団）

11 100％ 2011.3 2010年度末に法人自立化

③補助金廃止による団体の自立化を促進するもの
（これまで府の補助金により運営してきた団体等について、自立化・法人のあり方の見直しを促す）

※見直し前の相談件数に対する補助コスト約2.4万円／件

削減額：億円

Ａ １１．（２６）■改革の視点と主な事例
＜１＞補助金等
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項 目（補助対象） 削減額 削減率 見直し時期 見直し内容等

私学助成【幼稚園振興助成】
（私立幼稚園）

11 2.5％ 2008～
経常費助成（運営補助金）2.5％カット
2014当初から国標準額どおりに変更

私学助成【小中高及び専修学校
経常費】（私立学校）

106 12.1％ 2008～
経常費助成（運営補助金）小中：25％カット、高・専修：10％
カット。 2014当初から高：2％、小・中15％カットに変更

⑤府施策全体の経費削減・見直しによるもの

項 目（補助対象） 削減額 削減率 見直し時期 見直し内容等

中央労働災害防止協会会費
（中央労働災害防止協会）

38 100％ 2010 廃止

（社）日本観光協会負担金
（（社）日本観光協会）

170 100％ 2011 廃止

⑥国関係法人等への支出の見直しによるもの
（賛助会費等（団体への運営費的なもの）について、廃止） 削減額：万円

Ａ １１．（２６）

＜２＞分担金
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＜１＞ 補助金等

① 運営費補助から事業費補助に変更 （3項目）

事業名 補助対象 削減額 削減率 備考

（財）大阪府人権協会補助金 (財）大阪府人権協会 3 62.1％ 再・構

小規模事業経営支援事業費補助金 府内商工会議所・商工会・商工会連合会 11 14.4％ 再

運輸事業振興費補助金 （一社）府トラック協会、大阪バス協会 4 35.4％ 構

計 18

削減額：億円

Ａ １１．（２６）

② 一件あたりの補助コストが極めて高いため廃止・再構築 （2項目）

事業名 補助対象 削減額 削減率 備考

人権相談推進事業費補助金 府内市町村 2 100％（交付金化） 再

地域就労支援事業 府内市町村 3 100％（交付金化） 再

計 5

③ 補助金廃止による団体の自立化を促進 （3項目）

事業名 補助対象 削減額 削減率 備考

文化関係事業 大阪センチュリー交響楽団等 13 42.0% 再

（財）大阪人権博物館事業助成費 （財）大阪人権博物館 1 46.9% 構

（財）大阪府青少年活動財団運営
補助金

（財）大阪府青少年活動財団 11 100% 構

計 25

削減額：億円

削減額：億円

※備考欄 再：財政再建プログラム 構：財政構造改革プラン

【参考】補助金等見直しの実績一覧
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④ 府の役割分担を再整理 （9項目）

事業名 補助対象 削減額 削減率 備考

市町村振興補助金 府内市町村 0.2 0.6％ 再

観光振興事業 （財）大阪観光コンベンション協会 3 60.2% 再

地域見守り・コーディネーター関
係事業

府内市町村、市社会福祉協議会等 23 69.2％ 再

密集住宅市街地整備促進補助金 府内市町村 3 37.0％ 再

老人地域活動促進費 府老人クラブ連合会 0.1 4.5% 構

看護職員養成所運営費補助事業費 看護師等養成所等 0.2 0.9% 構

産休等代替職員費補助金 児童福祉施設等 2 78.7% 構

学校支援人材バンク活用事業 府内市町村 0.9 52.0% 構

市街地整備総合補助 府内市町村 0.3 8.3% 構

計 32.7

削減額：億円

Ａ １１．（２６）
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事業名 補助対象 削減額 削減率 備考

私学助成（授業料軽減助成） 私立学校 14 6.9% 再

私学助成（小中高及び専修学校経常費） 私立学校 106 12.1% 再

私学助成（幼稚園振興助成） 私立幼稚園 11 2.5% 再

私立学校教職員共済事業補助金 （独行）日本私立学校振興・共
済事業団

14 66.7% 再

私立学校退職財団補助金 (財)大阪府私立学校退職金財団 25 66.7% 再

子育て支援関係事業 府内市町村 24 67.7%(交付金化） 再

救命救急センター運営関係事業 救命救急センター等 4 7.4％ 再

高齢者の生きがい・地域生活支援事業 府内市町村 17 16.5％ 再

企業立地促進補助金 民間企業 4 2.6％ 再

空港周辺整備機構助成 （独法）空港周辺整備機構 0.1 16.6％ 構

老人福祉施設運営助成費 社会福祉法人等 7 9.1% 構

老人福祉施設等整備助成事業 社会福祉法人等 2 27.8% 構

障がい福祉施設機能強化推進事業費 障がい児・者施設等 0.5 6.7% 構

障がい者福祉作業所運営助成費 府内市町村 7 86.5% 構

重度障がい者等住宅改造助成事業 府内市町村 1 50.0% 構

技能尊重対策費 （財）職業能力開発協会 0.2 11.4% 構

精神障がい者社会復帰施設運営助成事業費 NPO等 7 74.9% 構

障がい福祉施設機能強化推進事業費（授産施設） 障がい児施設 4 100% 構

障がい者小規模通所授産施設運営等助成費 府内市町村 11 89.8% 構

小規模通所授産施設機能強化支援事業 小規模通所授産施設 1 100% 構

地域生活支援事業市町村推進補助金 府内市町村 0.9 100% 構

石畳と淡い街灯まちづくり支援事業 府内市町村 9 66.7% 構

計 269.7

削減額：億円Ａ １１．（２６）⑤ 府施策全体の経費削減・見直し （22項目）
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＜２＞ 分担金等（国関係法人等への支出）

⑥国関係法人等への支出の見直し（賛助会費等（団体への運営費的なもの）について、廃止 （５１項目）

事業名（補助対象） 補助対象 削減額 削減率 備考

全国航空消防防災協議会負担金 全国航空消防防災協議会 45 100% 注1

中央労働災害防止協会会費 中央労働災害防止協会 38 100%

（財）日本不動産研究所会費 （財）日本不動産研究所 15 100%

（財）行政管理研究センター負担金 （財）行政管理研究センター 3 100%

（社）日本観光協会分担金 （社）日本観光協会 20 100%

（社）日本観光協会負担金 （社）日本観光協会 170 100%

（財）アジア太平洋観光交流センター会費 （財）アジア太平洋観光交流センター 350 100%

（独）国際観光振興機構会費 （独）国際観光振興機構 100 100%

（財）アジア太平洋観光交流センター補助金 （財）アジア太平洋観光交流センター 2,848 100%

（財）長寿社会開発センター負担金 （財）長寿社会開発センター 30 100%

（医）りんどう会補助金 （医）りんどう会 46 100%

（社）全日本墓園協会負担金 （社）全日本墓園協会 3 100%

（財）全国生活衛生営業指導センター負担金 （財）全国生活衛生営業指導センター 2 100%

（財）全国中小企業取引振興協会負担金 （財）全国中小企業取引振興協会 131 100%

（財）全国中小企業情報化促進センター会費 （財）全国中小企業情報化促進センター 38 100%

（財）関西情報・産業活性化センター会費 （財）関西情報・産業活性化センター 10 100%

全国労働委員会連絡協議会負担金 全国労働委員会連絡協議会 3 100%

(財)関西環境管理技術センター委託料 (財)関西環境管理技術センター 90 100%

(社)全国都市清掃会議負担金 (社)全国都市清掃会議 1 100%

(財)関西電気保安協会大阪南支部委託料 (財)関西電気保安協会大阪南支部 16 100%

削減額：万円

Ａ １１．（２６）

※削減額は単年度（2011年度）の額
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事業名 補助対象 削減額 削減率 備考

神崎川水質汚濁対策連絡協議会負担金 神崎川水質汚濁対策連絡協議会 7 100%

(財)関西環境管理技術センター委託料 (財)関西環境管理技術センター 74 100%

（財）国立公園協会負担金 （財）国立公園協会 10 100%

（財）日本さくらの会負担金 （財）日本さくらの会 15 100%

(独)環境再生保全機構補助金 (独)環境再生保全機構 13,900 100%

(社)日本騒音制御工学会負担金 (社)日本騒音制御工学会 7 100%

(社)日本環境技術協会負担金 (社)日本環境技術協会 3 100%

(財)日本農林漁業振興会負担金 (財)日本農林漁業振興会 102 100%

(社)日本水産資源保護協会負担金 (社)日本水産資源保護協会 45 100%

(社)全国豊かな海づくり推進協会負担金 (社)全国豊かな海づくり推進協会 216 100%

（社)農林水産技術情報協会負担金 （社)農林水産技術情報協会 23 100%

（社)日本環境技術協会負担金 （社)日本環境技術協会 3 100%

（財）都市みらい推進機構負担金 （財）都市みらい推進機構 20 100%

全国治水期成同盟会連合会負担金 全国治水期成同盟会連合会 195 100%

全国収用委員会連絡協議会負担金 全国収用委員会連絡協議会 31 100%

西大阪高速鉄道㈱負担金 西大阪高速鉄道㈱ 135 100%

中之島高速鉄道㈱負担金 中之島高速鉄道㈱ 97 100%

全国道路利用者会議負担金 全国道路利用者会議 83 100%

道路整備促進期成同盟会全国協議会負担金 道路整備促進期成同盟会全国協議会 20 100%

全国高速道路建設協議会負担金 全国高速道路建設協議会 25 100%

削減額：万円

Ａ １１．（２６）

⑥つづき
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事業名 補助対象 削減額 削減率 備考

北大阪急行電鉄㈱補助金 北大阪急行電鉄㈱ 1,800 100%

（社）街づくり区画整理協会負担金 （社）街づくり区画整理協会 4 100%

（財）区画整理促進機構負担金 （財）区画整理促進機構 1 100%

（社）全国市街地再開発協会負担金 （社）全国市街地再開発協会 3 100%

（社）公共建築協会負担金 （社）公共建築協会 2 100%

（財）建築環境・省エネルギー機構負担金 （財）建築環境・省エネルギー機構 3 100%

（社）日本住宅協会負担金 （社）日本住宅協会 16 100%

（財）経済調査会関西支部負担金 （財）経済調査会関西支部 1 100%

（財）自治体国際化協会負担金 （財）自治体国際化協会 402 100% 注２

（財）経済調査会負担金 （財）経済調査会 1 100%

（社）公共建築協会負担金 （社）公共建築協会 1 100%

計 21,204

削減額：万円

Ａ １１．（２６）

⑥つづき

注1・・・2014年度より負担金支出 注2・・・2013年度より負担金支出
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Ａ １２Ⅳ（１０）【業務執行の刷新】 府民利用施設の廃止・改革

＜Why＞ ＜Vision＞ ＜What＞ ＜Outcome＞

公の施設については、
2007年度以前も、「公の施

設改革プログラム（案）」等
により、施設のあり方や運
営改善等にかかる改革を
実施してきたが、2008年度

の「財政再建プログラム
（案）」において、財政構造
改革を行うため、全ての公
の施設についてゼロベー
スで、さらなる抜本的な見
直しを行うこととなった。

「財政再建プログラム
（案）」や「大阪府財政構造
改革プラン（案）」等におい
て、

・今日的意義に照らして
必要な施設か

・府立施設であることが
最も有効か

・施設やサービスの廃止
も含めた徹底したコスト
縮減

という３つの基本的視点
により、ゼロベースで見直
しを実施。

３つの視点に基づき、施
設の廃止、市町村や民間
への移管、市町村・NPO等

との協働による新たな管
理形態への転換等を行う
とともに、存続する施設に
ついても、運営の抜本的
見直しや徹底したコスト縮
減、一定の収益が見込め
る施設では府への利益還
元を高めるといった取組み
を実施。

【公の施設数（府営住宅除く）】

81施設（2008年4月）
⇒ 71施設（2013年4月）
⇒ 71施設（2018年4月）

2008年度以降の見直し
‐2008～2013年度

・13施設廃止
・ 5施設民営化

‐2014～2017年度
・ 2施設民営化

※ 2008年度以降、新規に8つの公
の施設が開設したため、廃止・民営
化の数と施設数の推移は一致しな
い。

※ 府営住宅については、上記の施
設数にはカウントしていないが、
2015年度以降、61団地を大阪市へ
移管している。
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公の施設

2007年度以前 ○廃止 17施設
いずみ学園、老人総合ｾﾝﾀｰ 等

○民営化等 31施設
大手前整肢学園、身体障害者福祉センター 等

2008～2013年度 ○廃止 13施設
2008年度：青少年会館、文化情報センター、東淀川高等職業技術専門校
2009年度：国際児童文学館
2010年度：総合青少年野外活動ｾﾝﾀｰ、介護情報・研修ｾﾝﾀｰ、特許情報ｾﾝﾀｰ
2011年度：現代美術センター、府民牧場、箕面通勤寮、健康科学センター
2012年度：守口高等職業技術専門校
2013年度：女性自立支援センター（よしみ寮）

○民営化等 5施設
2008年度：明光ワークス
2010年度：泉北考古資料館
2011年度：羽衣青少年センター
2012年度：ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ
2013年度：泉州救命救急センター

2014～2017年度 ○民営化等 2施設
2015年度：整肢学院
2017年度：金剛コロニー（ただし府立障がい児施設としての機能は存続）

Ａ １２．（２７）

▲
1998年4月

119施設

▲
2008年4月

81施設

▲
2013年4月

71施設

■府が保有する公の施設の数 （府営住宅を除く）

■公の施設の廃止・民営化の状況

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

▲
2018年4月

71施設
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参考資料

府庁における改革の一覧、個票
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214

象
限

大
項
目
通
し
番
号

A 1. (1) Ⅳ 財政再建 ✔ ✔ ✔ 財務部

A 1. (2) Ⅳ 国直轄事業負担金の見直し ✔ ✔ ✔ 財務部

A 1. (3) Ⅳ 人件費の削減 ✔ ✔ ✔ 総務部

A 1. (4) Ⅳ 収入の範囲内で予算を組む原則の徹底（財政運営基本条例） ✔ ✔ ✔ 財務部

A 1. (5) Ⅳ ファシリティマネジメント ✔ ✔ ✔ 財務部

A 1. (6) Ⅳ 課税自主権の活用 ✔ ✔ ✔ 財務部

A 2. (7) Ⅳ 債権管理の強化 ✔ ✔ ✔ 財務部

A 2. (8) Ⅳ 府有財産の活用・売却 ✔ ✔ ✔ 財務部

A 2. (9) Ⅳ 広告事業・ネーミングライツ等のさらなる推進 ✔ ✔ ✔ 財務部

A 2. (10) Ⅳ 財務マネジメント ✔ ✔ ✔ 財務部

(2)財務マネジメント

(2)財務マネジメント

(1)財政再建

(1)財政再建

(1)財政再建

(1)財政再建

(2)財務マネジメント

(2)財務マネジメント

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

(1)財政再建

(1)財政再建

府庁における改革の一覧

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ 改革スタイル

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新
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象
限

大
項
目
通
し
番
号

A 3. (11) Ⅳ 府独自の職員の給与制度改革 ✔ ✔ ✔ 総務部

A 3. (12) Ⅳ 職員採用試験の抜本的見直し ✔ ✔ ✔ 総務部

A 3. (13) Ⅳ 職員の人事評価における「相対評価」の導入 ✔ ✔ ✔ 総務部

A 3. (14) Ⅳ 職員の再就職等に関する規制 ✔ ✔ ✔ 総務部

A 3. (15) Ⅳ 政治規制等３条例の制定 ✔ ✔ ✔ 総務部

A 4. (16) Ⅳ 公募による職員の登用 ✔ ✔ ✔ 総務部

A 5 (17) Ⅳ 大阪府庁版働き方改革 ✔ ✔ ✔ 総務部

A 6 (18) Ⅳ ＩＣＴ活用 ✔ ✔ 総務部

A 7 (19) Ⅱ ＰＦＩ・指定管理者制度の導入拡大 ✔ ✔ ✔ 財務部

A 7 (20) Ⅱ サウンディング型市場調査の実施 ✔ ✔ ✔ 財務部

改革スタイル

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ

(3)人事・給与制度

(4)公募制度

(5)働き方改革

(6)ＩＣＴ活用

(1)公民連携の推進

(1)公民連携の推進

(3)人事・給与制度

(3)人事・給与制度

(3)人事・給与制度

(3)人事・給与制度
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象
限

大
項
目
通
し
番
号

A 7 (21) Ⅱ 「公民戦略連携デスク」の設置 ✔ ✔ 財務部

A 8 (22) Ⅱ 独立行政法人化 ✔ ✔ ✔ 財務部

A 9 (23) Ⅳ 府内市町村間の広域連携等への支援 ✔ ✔ 総務部

A 9 (24) Ⅳ 市町村とのパートナーシップ強化（地方税徴収機構、地域維持管理連携プラットフォーム） ✔ ✔
財務部
都市整備部

A 10 (25) Ⅳ サービス改善 ✔ ✔ 財務部

A 11 (26) Ⅳ 補助金等の見直し ✔ ✔ ✔ 財務部

A 12 (27) Ⅳ 府民利用施設の廃止・改革 ✔ ✔ 財務部

A 13. (28) Ⅲ 大阪府市統合本部・副首都推進本部 ✔ ✔ 副首都推進局

A 14. (29) Ⅲ 大阪府中小企業信用保証協会／大阪市信用保証協会 ✔ ✔ 商工労働部

A 14. (30) Ⅲ 大阪府立公衆衛生研究所／大阪市立環境科学研究所 ✔ ✔ 健康医療部

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ 改革スタイル

(10)府民利用施設の見直し

(1) 大阪府市統合本部・副
首都推進本部

(7) 組織・事業の一元化

(7) 組織・事業の一元化

(1)公民連携の推進

(2)独立行政法人化

(8)市町村との連携強化

(8)市町村との連携強化

(7)サービス改善

(9)補助金等の見直し
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象
限

大
項
目
通
し
番
号

A 14. (31) Ⅲ 府立消防学校／市立消防学校 ✔ ✔ 危機管理室

A 15. (32) Ⅲ 府営住宅／市営住宅 ✔ ✔ 住宅まちづくり部

A - (33) 政策立案手法の刷新／データに基づく府民ニーズの分析 ✔ ✔ 政策企画部

A - (34) 全庁的な意思決定のあり方の見直し（戦略本部会議の設置・運営） ✔ ✔ 政策企画部

A - (35) 国と地方の関係再構築（関西広域連合の設立・運営等） ✔ ✔
政策企画部
都市整備部

A - (36) 条例・審査基準の見直し ✔ ✔
政策企画部
総務部
財務部

A - (37) 出資法人等の改革 ✔ ✔ ✔ 財務部

A - (38) 徹底したプロセスの見える化、仕事の内容にも踏み込んだ透明化（オープン府庁） ✔ ✔ 府民文化部

A - (39) 新公会計制度の導入 ✔ ✔ 会計局

A - (40) 監査事務局業務の民間への委託 ✔ ✔ 監査事務局

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ 改革スタイル

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）

(7) 組織・事業の一元化

(7) 組織・事業の一元化
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218

象
限

大
項
目
通
し
番
号

A - (41) 府営住宅の運営見直し ✔ ✔ 住宅まちづくり部

A - (42) 市町村国保の累積赤字の削減に向けた府の特別調整交付金の配分基準の見直し ✔ ✔ ✔ 福祉部

B 1. (43) Ⅰ 知事と教育委員会の関係再構築 ✔ ✔ ✔ ✔ 教育庁

B 1. (44) Ⅰ 小中学校の児童生徒の学力向上に向けた緊急対策、重点支援 ✔ ✔ 教育庁

B 1. (45) Ⅰ 府立高校の特色づくりなど ✔ ✔ ✔ 教育庁

B 1. (46) Ⅰ 支援学校の整備など、障がいのある子どもへの支援 ✔ ✔ ✔ 教育庁

B 1. (47) Ⅰ 校長マネジメントの推進 ✔ ✔ ✔ 教育庁

B 1. (48) Ⅰ 英語教育の推進 ✔ ✔ 教育庁

B 1. (49) Ⅰ 中学校給食導入促進事業 ✔ ✔ 教育庁

B 1. (50) Ⅰ 教育庁の創設 ✔ ✔ ✔ 教育庁

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ 改革スタイル

(6)教育

(6)教育

(6)教育

(6)教育

(6)教育

(6)教育

参考資料（個票）

参考資料（個票）

(6)教育

(6)教育



象
限

大
項
目
通
し
番
号

B 1. (51) Ⅰ 公私連携の取組み ✔ ✔ ✔ 教育庁

B 1. (52) Ⅰ 南河内地域における中高一貫校設置 ✔ ✔ ✔ 教育庁

B 1. (53) Ⅰ 小中学校生徒指導の推進 ✔ ✔ 教育庁

B 1. (54) Ⅰ 府立高校入学者選抜制度の改善 ✔ ✔ 教育庁

B 2. (55) Ⅰ 私立高校授業料無償化制度 ✔ ✔ 教育庁

B 3. (56) Ⅰ 健康寿命の延伸 ✔ ✔ 健康医療部

B 3. (57) Ⅰ 地域医療・救急医療体制等の充実 ✔ ✔ 健康医療部

B 3. (58) Ⅰ がん対策の推進 ✔ ✔ 健康医療部

B 4. (59) Ⅰ 介護・福祉人材の確保 ✔ ✔ 福祉部

B 5. (60) Ⅰ 子どもの貧困対策 ✔ ✔ 福祉部

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ 改革スタイル

(8)健康・医療

(8)健康・医療

(9)介護

(10)子どもの貧困

(6)教育

(6)教育

(6)教育

(6)教育

(7)私立高校授業料無償化

(8)健康・医療
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象
限

大
項
目
通
し
番
号

B 6. (61) Ⅰ 待機児童対策 ✔ ✔ ✔ 福祉部

B 7. (62) Ⅰ 女性の活躍促進に向けた意識改革等 ✔ ✔ 府民文化部

B 8. (63) Ⅲ 大阪急性期・総合医療センター／市立住吉市民病院 ✔ ✔ 健康医療部

B 9. (64) Ⅲ 府立特別支援学校／市立特別支援学校 ✔ ✔ 教育庁

B 9. (65) Ⅲ 府立高校／市立高校 ✔ ✔ 教育庁

B - (66) 総合治安対策の推進 ✔ ✔ ✔ ✔
青少年・地域
安全室

B - (67) 青少年の社会参加・自立に向けた支援 ✔ ✔
青少年・地域
安全室

B - (68) あいりん地域の環境整備 ✔ ✔ ✔
政策企画部
健康医療部

B - (69) 児童虐待防止に向けた相談受付体制見直し ✔ ✔ ✔ 福祉部

B - (70) 府立金剛コロニー・府立砂川厚生福祉センター再編整備 ✔ ✔ 福祉部

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ 改革スタイル

参考資料（個票）

参考資料（個票）

(7) 組織・事業の一元化

(7) 組織・事業の一元化

(7) 組織・事業の一元化

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）

(11)待機児童

(12)女性活躍
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象
限

大
項
目
通
し
番
号

B - (71) 発達障がい児者の早期発見とライフステージに応じた支援 ✔ ✔ ✔ 福祉部

B - (72) 福祉関連情報発信・コミュニケーション支援拠点（仮称）の整備 ✔ ✔ ✔ 福祉部

B - (73) 危険ドラッグ対策の強化 ✔ ✔ 健康医療部

B - (74) 「OSAKAしごとﾌｨｰﾙﾄﾞ」の設置による雇用促進 ✔ ✔ 商工労働部

B - (75) 「ハートフル条例」、「ハートフル税制」の実施 ✔ ✔ ✔ 商工労働部

B - (76) NPOの活動基盤づくり、自立運営のサポート ✔ ✔ ✔ 府民文化部

C 1. (77) Ⅱ 水道事業・下水道事業の見直し ✔ ✔ ✔ 健康医療部

C 2. (78) Ⅰ 関空・伊丹空港の経営統合 ✔ ✔ ✔ 政策企画部

C 3. (79) Ⅰ 近畿圏の高速道路を賢く使う料金体系の提唱（高速道路ネットワークの強化） ✔ ✔ ✔ 都市整備部

C 3. (80) Ⅰ 淀川左岸線延伸部の事業着手 ✔ ✔ ✔ 都市整備部

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ 改革スタイル

参考資料（個票）

参考資料（個票）

(3)水道事業、下水道事業
の見直し

(1)関空・伊丹の経営統合

(2)インフラ整備（道路網・
鉄道網）の具体化、ストック
組換え

(2)インフラ整備（道路網・
鉄道網）の具体化、ストック
組換え

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）
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象
限

大
項
目
通
し
番
号

C 3. (81) Ⅰ ストック組換えによるインフラ整備の加速（鉄道の戦略４路線位置づけ、具体化） ✔ ✔ ✔
都市整備部
政策企画部

C 3. (82) Ⅰ リニア、北陸新幹線 ✔ ✔ ✔ 政策企画部

C 4. (83) Ⅰ 津波対策・南海トラフ等巨大地震対策 ✔ ✔ ✔ ✔
危機管理室
都市整備部
住宅まちづくり部

C 4. (84) Ⅰ 密集市街地対策、住宅・建築物の耐震化 ✔ ✔ ✔ 住宅まちづくり部

C 5. (85) Ⅰ 治水対策の方針転換 ✔ ✔ ✔ 都市整備部

C 6. (86) Ⅲ 府営港湾／市営港湾 ✔ ✔ ✔ 都市整備部

C - (87) インフラ・アセットマネジメント（維持管理の重点化） ✔ ✔ ✔ 都市整備部

C - (88) 泉北ニュータウンのまちづくりの方向性を示すビジョン策定と体制の構築 ✔ ✔ 住宅まちづくり部

D 1. (89) Ⅰ バッテリー関連産業の振興 ✔ ✔ ✔ 商工労働部

D 1. (90) Ⅰ ライフサイエンス関連産業の振興 ✔ ✔ ✔ 商工労働部

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ 改革スタイル

参考資料（個票）

参考資料（個票）

(5)クラスター形成

(5)クラスター形成

(2)インフラ整備（道路網・
鉄道網）の具体化、ストック
組換え

(2)インフラ整備（道路網・
鉄道網）の具体化、ストック
組換え

（3）地震・津波対策

（3）地震・津波対策

(4）治水対策の方針転換

(7) 組織・事業の一元化
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象
限

大
項
目
通
し
番
号

D 2. (91) Ⅲ 特区制度の活用 ✔ ✔ ✔ 政策企画部

D 3. (92) Ⅲ 万博開催に向けた取組み ✔ ✔ 政策企画部

D 4. (93) Ⅲ IR実現に向けた検討 ✔ ✔ 府民文化部

D 5. (94) Ⅲ G20大阪サミット開催に向けた取組み ✔ ✔ 政策企画部

D 6. (95) Ⅲ 大阪府市都市魅力戦略推進会議 ✔ ✔ 府民文化部

D 6. (96) Ⅲ 大阪府市新大学構想会議 ✔ ✔ ✔ 府民文化部

D 6. (97) Ⅲ 大阪府市エネルギー戦略会議 ✔ ✔ 環境農林水産部

D 6. (98) Ⅲ 大阪府市医療戦略会議 ✔ ✔ 政策企画部

D 6. (99) Ⅲ 大阪府市規制改革会議 ✔ ✔ 財務部

D 7. (100) Ⅲ 大阪府立大学／大阪市立大学 ✔ ✔ 府民文化部

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ 改革スタイル

(2）有識者を交えた府市合
同の戦略会議

(7) 組織・事業の一元化

（4）IR実現に向けた検討

(5)G20大阪サミット開催に
向けた取組み

(2）有識者を交えた府市合
同の戦略会議

(2）有識者を交えた府市合
同の戦略会議

(2）有識者を交えた府市合
同の戦略会議

(2）有識者を交えた府市合
同の戦略会議

(6) 特区制度の活用

(3) 万博開催に向けた取組
み
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象
限

大
項
目
通
し
番
号

D 7. (101) Ⅲ 大阪観光局の設置 ✔ ✔ ✔ 府民文化部

D 7. (102) Ⅲ 大阪府立産業技術総合研究所／大阪市立工業研究所 ✔ ✔ 商工労働部

D 7. (103) Ⅲ 大阪産業振興／大阪市都市型産業振興センター ✔ ✔ 商工労働部

D 8. (104) Ⅲ 大阪府立中之島図書館・大阪市中央公会堂の連携 ✔ ✔ 教育庁

D 8. (105) Ⅲ 府市文化振興会議・アーツカウンシル部会の設置 ✔ ✔ 府民文化部

D 8. (106) Ⅲ 都市魅力に関するイベントの開催 ✔ ✔ 府民文化部

D - (107) 金融機関提案型の融資制度の創設 ✔ ✔ 商工労働部

D - (108) 新たなエネルギー社会の構築 ✔ ✔ ✔
環境農林水産部
政策企画部

D - (109) みどりの風を感じる大都市・大阪の実現 ✔ ✔
環境農林水産部
都市整備部

D - (110) 「大阪産（もん）」ブランドの発信 ✔ ✔ 環境農林水産部

部局

政
策
の
刷
新

執
行
の
刷
新

投
資
・
予
算

条
例
・
規
則
・

運
用
ル
ー

ル

組
織
・
経
営
形
態

権
限
移
譲

4象限

通
し
番
号

章立て 改革項目

タイプ 改革スタイル

（8）その他事務事業連携
等

（8）その他事務事業連携
等

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）

参考資料（個票）

(7) 組織・事業の一元化

(7) 組織・事業の一元化

(7) 組織・事業の一元化

（8）その他事務事業連携
等
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政策立案手法の刷新／データに基づく府民ニーズの分析

①分野：府政運営

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 政策企画部

⑤時期
2008年3月
政策ﾏｰｹﾃｨﾝｸ･ﾞﾘｻｰﾁﾁｰﾑ

発足

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・施策立案やサービス
提供が、一部住民や関
係団体等の声、府職員
の経験則に頼りがち。

・既存施策の進捗管理
や撤退ﾙｰﾙなどの
チェック機能が不十分。

・施策目標の進捗管理
などは各部局が案件ご
とに独自調査を実施す
るなど非効率。

・府民目線での施策構
築を目的にＰＤＣＡサイ
クルに「民意」の視点を
導入する。

・府民のニーズを迅速
かつ的確に把握できる
ようなマーケティング・
リサーチ手法を企業
マーケティングを参考
にしながら開発し導入
する。

・これにより、府民目線
の施策構築と施策の
チェック機能の強化及
び業務の効率化を図る。

・大阪府独自の「政策
マーケティング・リサー
チ」手法を開発するとと
もに、インターネットに
よるスピーディーなアン
ケート調査の仕組みを
構築し導入。

・MR手法による調査実
績（Qネット分）

2012年度３２件
2013年度２９件
2014年度３２件
2015年度３３件
2016年度３７件
2017年度３７件

・専属のＭＲＴ（ﾏｰｹﾃｨ
ﾝｸﾞ・ﾘｻｰﾁ・ﾁｰﾑ）を設
置し、リサーチプランや
調査票作り、結果分析
までを一貫して実施し、
事業部局へフィード
バック。

・府民ニーズをきめ細
かくスピーディーに把
握し、確度の高い分析、
に基づき、施策の立案
や事業の効果検証が
可能になった。

・各部局の施策目標の
達成状況等をまとめて
ＭＲＴがリサーチするこ
とで業務の効率化が図
れた。

【調査事例】

・「自転車の安全利用」、
「防災意識」、「食の安
全・安心」、「民生委員・
児童委員」、「省エネ・3

Ｒ」、「大阪産（もん）」、
「大阪マラソン」、「大阪
880万人訓練」、「動物
愛護管理」他。

・各事業の推進のため
の調査や各部局にお
ける行政計画等の策
定のための基礎データ
として活用。

Ａ（３３）
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全庁的な意思決定のあり方の見直し（戦略本部会議の設置・運営）

①分野：府政運営

②タイプ
□ 政策の刷新
☑ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 政策企画部

⑤時期
2008年8月

経営企画会議設置
2009年4月

戦略本部会議設置

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・2008年に過去のプロ

ジェクトの検証を行った
ところ、当初の需要見
通しや採算面、関係者
間のリスク負担などの
課題について、十分な
検討が行われずに意
思決定がされていたの
ではないかとの分析が
なされた。

・また、知事、副知事に
口頭で報告・判断を仰
ぎ決定した事項につい
て、その記録するルー
ルがないなど、意思決
定の過程等が不明瞭
であった（誰が、いつ、
どのような判断・決定を
したかの事後検証が困
難）。

・重要な施策・制度等
の方針決定に際しては、

①知事の意思決定を
サポートするための合
議機関を設立する。

②オープンな場で議論
し、当該事業の課題等
を府民等に明らかにす
る、といった観点から府
の意思決定のあり方を
見直す。

・大阪府経営企画会議
を設置（2008年8月）。
-知事の意思決定をサ
ポート
-特に重要な施策・制度

等に関することについ
て議論
-会議終了後、資料や

議事録をＨＰにアップす
るなど意思決定プロセ
スの見える化を推進。

・大阪府戦略本部会議
を設置（経営企画会議
を発展的に解消）。
（2009年4月）

-個別施策に加えて、

次年度の予算編成･
重点事業などの基本
となる「府政運営の基
本方針」をはじめ、府
政の戦略的推進を図
るための方針を議論
し策定

・合議制の議論により、
課題や確認すべき論
点の認識共有が徹底さ
れた。

（部長マニフェスト、槇
尾川ダム、ＯＴＫ民営化、
債権放棄案件、彩都ま
ちづくり 等）

・公開の議論により、施
策の方向性について住
民への情報発信が充
実した。

（槇尾川ダム、公共交
通戦略、府立大学の大
学改革、病院統合、大
阪健康安全基盤研究
所のあり方、森林環境
税・宿泊税の創設 等）

・訴訟リスク等に備えた
リーガルチェックの実
施が定着した。

Ａ（３４）
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国と地方の関係再構築（関西広域連合の設立・運営等）（１）

①分野： 府政運営

②タイプ
□ 政策の刷新
☑ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 政策企画部

都市整備部

⑤時期
・広域的な連携体制

2010年12月
関西広域連合設立

・ダム事業に係る国と地方
の検討の場
2008年11月
関係4知事による国への
意見申し入れ
2014年4月

「淀川水系水利用検討会」
発足

Ａ（３５）

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

【広域的な連携体制構
築】

・従来から、自治体間
の広域的な連携のあり
方について、議論・検
討が行われていたが、
具体的な体制構築まで
には到らなかった

・地方を取り巻く次のよ
うな課題に対応し、大
阪からの分権改革に取
り組んでいく必要
①霞が関・官僚主導の

中央集権型システム
の限界

②国と都道府県、市町
村が輻輳し、二重行
政、三重行政の無駄

③地域のことが住民の
意思から遠いところ
（国）で決定

【関西広域連合の設
立・運営】

・国の地方分権改革を
待つのではなく、広域
課題に地域が主体的
に対応できる現実的な
仕組みづくり

・既存の広域連携の取
組みとは異なる、執行
機関と議会を有する新
たな行政主体の設立と
一体的な運営管理

・国出先機関の事務・
権限の受け皿づくり（丸
ごと移管による国と地
方の二重行政の解消）

⇒関西州実現へのス
テップへ

・2007年から本格的に

関西広域連合の検討
を開始
・2010年12月、全国で

初めて７府県（滋賀県、
京都府、大阪府、兵庫
県、和歌山県、鳥取県、
徳島県）で構成される
関西広域連合を設立
・2012年度には４政令

市（大阪市、堺市、京
都市、神戸市）が参画
・2015年12月に奈良県
が加入
・7つの広域事務（防災、

観光・文化・スポーツ振
興、産業、医療、環境、
資格試験・免許等、職
員研修）等を実施

2014年度当初予算総
額 14.8億円（うち府負
担 1.5億円）

2018年度当初予算総
額23.3億円（うち府負
担1.7億円）

○７つの広域事務等の
取組を本格化させ、以
下のとおり成果を挙げ
てきた

・東日本大震災、熊本
地震、鳥取県中部地震
におけるｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ方

式による支援や台風災
害等への対 応(2011年3
月~)

・ドクターヘリ運航事業
による救急医療体制の
充実（2011年４月～、
順次開始）

・電力不足に対応した
関西地域の節電対策
の実施(2011年11 月~)

・官民連携による広域
連携DMOとして、一般

財団法人「関西観光本
部」設立（2017年4月）

・国への提案・意見申し
入れ
-原子力防災に関する
申入れ（2011年4月~）

-北陸新幹線(敦賀以
西)ルート提案(2013
年11月)整備促進等
要請(2016年1月12月)
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国と地方の関係再構築（関西広域連合の設立・運営等）（２）

①分野： 府政運営

②タイプ
□ 政策の刷新
☑ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 政策企画部

都市整備部

⑤時期
・広域的な連携体制

2010年12月
関西広域連合設立

・ダム事業に係る国と地方
の検討の場
2008年11月
関係4知事による国への
意見申し入れ
2014年4月

「淀川水系水利用検討会」
発足

Ａ（３５）

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

【ダム事業に係る国と
地方の検討の場】

・ダム事業は地方も事
業費の一部を負担する
が、国主導であり、「地
域のことは地域で決め
る」ための検討の場す
ら未設置

・広域的な課題につい
て、府県が連携して国
へ働きかけるなど取組
みを進める

・淀川水系河川整備に
関する検討、関係４知
事による国への意見申
し入れ(2008年11月)

・淀川水系５ダムに関
する要望を民主党、国
土交通大臣へ提出
（2011年１月）

・政府機関等の移転推
進

-文化庁（京都府・市）
-消費者庁（徳島県）
-総務省統計局（和歌
山県）

・ワールドマスターズ
ゲームズ2021関西の

開催にむけて、国際
マスターズゲームズ
協会と開催の基本同
意書を締結。（2013年
11月）

・2025年国際博覧会の

大阪・関西への誘致
を関西全体で推進

・水需要予測の下方修
正に伴う既存ダムの利
水容量活用について検
討を行う「淀川水系水
利用検討会」が発足
（2014年４月）
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改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・条例制定当初は妥当
であった規制が、年月
を経て見直しがなされ
ないまま、現在の社会
経済情勢にそぐわなく
なってしまうことがある。

・大阪が再び力強く成
長する都市となるため
には、民間の活動がし
やすい環境を整備して
いくことが求められる。

・府民・事業者の権利
を制限し、または義務
を課する条例（規制条
例）を全庁一斉に総点
検を実施する。

・府民への説明責任を
果たす観点から、国ガ
イドラインや他府県条
例の規制内容とも比較
する。

規制の必要性、有効性、
効率性、基本計画適合
性、適法性の5つの視
点で点検。
・2009年度
規制条例（61件）を対
象に点検。
・2010年度

規制条例のうち特定の
業種の業務等を規制
する業規制条例（26

件）を対象に、さらに見
直し検討。
・2013年度

定期的に実施している
規制条例（69件）の点

検の際に、府市統合本
部のもとに設置した「規
制・サービス改革部会」
において、規制改革の
観点も含めて取り組む。
審査基準（637件）につ
いても点検。
・2017年度
規制条例等（90件）の
点検

・2009年度

青少年健全育成条例
などを改正（6件）、廃
止（1件）。
・2010年度

理容師法施行条例な
どを改正（7件）。また、

認定こども園の認定の
基準に関する条例など
国に改正要望（3件）
・2013年度

自然環境保全条例な
ど条例・規則を改正（10
件）、廃止（1件）。審査
基準を見直し（6件）。
※予定含む。
・2017年度

ふぐ販売営業等の規
制に関する条例など条
例・規則を改正等（7
件）。
※予定含む。

条例・審査基準の見直し Ａ（３６）

①分野：府政運営

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 政策企画部

総務部
財務部

（規制・サービス改革部会）

⑤時期
2009年

規制条例の総点検実施
2010年

業規制条例の見直し
2013年

規制・サービス改革部会
の取組として規制条例・
審査基準を点検

2017年
規制条例等の点検 229



①分野：府政運営

②タイプ
□ 政策の刷新
☑ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 財務部

⑤時期
2008年

財政再建プログラム(案)策定

2010年度～
財政構造改革プラン(案)策定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・法人が実施している
事業について、必要性
や効果の検証が、未だ
不十分

・類似する事業を実施
する出資法人が複数
存在

・民間・NPO等の活動

領域が広がるなかで、
出資法人の役割・あり
方を見直す必要性あり

・出資法人のすべての
事業をゼロベースで見
直すとともに、府と出資
法人の関係（財政的・
人的関与など）を見直
し

・類似する法人の統廃
合、法人の自立化・民
営化を促進

・財政的援助の原則廃
止

・出資法人役員ポスト
に府関係者（OB職員、
派遣職員）が就任する
必要性を府指定出資
法人評価等審議会等
で点検（2009年,2013
年,2016年）

・府OB役員報酬制度に
ついて、同審議会等で
報酬基準を点検・見直
し（2010年,2013年,2016
年）

・指定出資法人数の削
減

４４法人（2008年）
↓

２３法人（2013年）
↓

２１法人（2018年）

・府関係者が就任する
必要がある役員ポスト
数の削減

５９（2009年）
↓

２５（2013年）
↓

２３（2018年）

・派遣職員引き上げ
（指定出資法人）
４１法人５７２人

（2008年）
１７法人８５人

（2013年）
１５法人９６人

（2018年）

出資法人等の改革 Ａ（３７）
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徹底したプロセスの見える化、仕事の内容にも踏み込んだ透明化（オープン府庁）

①分野：府政運営

②タイプ
□ 政策の刷新
☑ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 府民文化部

⑤時期
2008年
予算編成過程の公表開始
2010年
府民の声の見える化開始
2011年
施策プロセスの見える化
開始
公金支出情報公表開始

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・従来から、会議の公
開や知事に関する情
報をはじめ府政情報
の公開に努めてきた
が、一層府政の透明
性を高め、府民の求
める情報をわかりや
すく公開していくため、
「施策プロセスの見え
る化」などの「オープ
ン府庁」の取り組みを
推進していくことと
なった。

・府政の透明性をより
高め、ガバナンスの
向上を図る。

・府民の関心が高い事
項の意思形成プロセ
ス情報をホームページ
で公表。

・予算の編成から執行
に至るまで、予算編成
過程及び公金支出情
報としてホームページ
で公表

・府民からの声を業務
改善や施策に活かし
ていくことを目的に、府
民の声システムを運用
し、回答した府民の声
をホームページで公表

・全国初の取組みであ
る「施策プロセスの見
える化」などにより、
府民が知りたい情報
を分かりやすく迅速に
公表することで、全国
トップクラスの透明性
を実現

（公表実績）
‐『予算編成過程の公表』
～公表延べ事業数

・2014年度： 3,761事業
・2015年度： 3,515事業
・2016年度： 3,250事業
・2017年度： 2,828事業

‐『府民の声の見える化』
～頂いたご意見等に

回答・公表した件数
・2014年度: 257件
・2015年度: 169件
・2016年度: 152件
・2017年度 115件

-『施策ﾌﾟﾛｾｽの見える化』
～各年度末時点の公表

項目数
・2014年度: 209項目
・2015年度: 222項目
・2016年度: 212項目
・2017年度 208項目

‐『公金支出情報の公表』
～公表件数

・2014年度: 236,698件
・2015年度: 256,708件
・2016年度: 262,488件
・2017年度 259,112件

Ａ（３８）
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新公会計制度の導入

①分野：府政運営

②タイプ
□政策の刷新
☑ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 会計局

⑤時期
2011年度

新公会計制度導入

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・これまでの官庁会
計では、資産がど
れくらいあって、ひと
つの事業に人件費
などを含めて、トー
タルでどれくらいコ
ストがかかっている
のか、見えない状
況。

・資産の状況や各事
業のフルコストの情
報など、必要な財務
情報が分かるように
する。

・既存の財務会計シス
テムの改修、府が保
有する資産の調査・評
価、会計基準の策定
等を行った。（2010年
度）

・東京都に次いで全国
２番目に、企業会計に
近い新公会計制度を
導入し、財務諸表を作
成・公表。
（2011年度～）

・新公会計制度（複式）に
よる決算状況
[2017年度]
貸借対照表（ＢＳ）

資産８兆2,768億円
行政コスト計算書（ＰＬ）

減価償却費、退職手当
引当金繰入額等の非現
金収支含め

当期収支差額＋874億円
（主な要因：

地方税の増、給与関係費の
減、退職手当引当金繰入額
の減等）

〔参考〕
官庁会計による決算状況
実質収支＋81億円

・財務諸表を分かりやすく
解説した報道発表資料、
パンフレット〔2011年度～〕、
新公会計NEWS〔2014年度
～〕等の公表

・職員向け新公会計制度
研修の実施
〔2017年度〕

計28回（延2,517名参加〕

Ａ（３９）
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監査事務局業務の民間への委託

①分野： 府政運営

②タイプ
□ 政策の刷新
☑ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 監査委員事務局

⑤時期
2009年9月
業務の民間開放を決定
2009年12月～2010年1月
公募型プロポーザル形式
による事業者募集
2010年4月～2013年3月
第１期契約
2013年4月～2016年3月
第２期契約
2016年4月～2019年3月
第３期契約

改革前の課題
（Why）/

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

民間委託の拡大の
ための大阪版市場
化テストの実施

専門性・外部性の発揮
人員の削減

監査業務等の一部の
監査法人への委託

・大阪府の機関にお
ける新公会計に係
る監査

・大阪府の機関にお
ける庶務諸給与に
係る監査

・財政的援助団体等
に対する監査

・例月現金出納検査
・決算審査
・基金運用状況審査
・健全化判断比率の
審査及び資金不足
比率の審査

・監査手法等に関す
る助言、職員研修
等

監査法人の専門性を
活かした業務委託によ
る監査の充実

監査法人に監査業務
等を委託することによ
る府職員６名の削減
（第３期契約時点）

（民間委託契約）
・2010～12年度

（第１期契約）
・2013～15年度

（第２期契約）
・2016～18年度

（第３期契約）

Ａ（４０）
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府営住宅の運営見直し

①分野：くらし・住まい・まちづくり

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 住宅まちづくり部

⑤時期
2012年3月
府営住宅ストック総合活用計画
改定

2016年12月
府営住宅ストック総合活用計画
改定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・高度経済成長期の流
入人口への対応として
大量に整備し、一挙に
老朽化が進み、更新・
耐震性確保の需要が
高まっている

・住民の高齢化に対応
するバリアフリーなどの
改良のニーズも増加

・あわせて、効率的・効
果的な経営も求められ
てきた

・地域経営の主体であ
る基礎自治体が、魅
力ある地域づくりとま
ちの活力の創出に活
用する。

・将来的に量的な縮小
を図る。

‐良質なものは可能な

限り活用することを基
本

・地域の福祉ニーズ等
に対応した多様な住
宅等への転換など、
府営住宅の地域資源
化を推進。

-グループホームへの
活用

・公営住宅のまちづくり
への活用等の観点か
ら、市町への移管を
推進。

・耐震化の推進
‐耐震改修事業
‐建替事業

・高齢化への対応
-バリアフリー化の推進
-中層住宅へのエレ
ベーター設置

・良質なストック形成と
有効活用
‐ファシリティマネジメン
トの推進

-指定管理者制度の導
入（2012年度～本格
実施）

-特別会計の導入
（2012年度～）

・府営住宅の地域資源
化（空室活用）

‐子育て支援（一時預か
り等）（2013年度～）

‐高齢者支援（見守り拠
点等）（2012年度～）

‐就業支援（2017年度
～）

・グループホームへの
活用540戸（2017年度
末）

・府営住宅の所在する
市町（38市町）とまち
づくり協議の場を設置

【市町への移管状況】
・大阪市：2015年8月か
ら移管（約１.2万戸）

・大東市：2018年4月
（第1次移管144戸）か
ら順次移管

・指定管理者制度の導
入による縮減効果約
136億円（累計）

・売却・貸付等により約
520億円の歳入確保
（2008～2017年度）

Ａ（４１）
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市町村国保の累積赤字の削減に向けた府の特別調整交付金の配分基準の見直し

①分野：福祉・子育て

②タイプ
□ 政策の刷新
☑ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 福祉部

⑤時期
2011年 特別調整交付金

交付方法変更
2012年 「大阪府市町村国

民健康保険赤字解消計
画基準」策定

Ａ（４２）

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・府内市町村の国民健

康保険会計の累積赤

字額は、2008年度決

算において過去最高

額となる約８３０億円

の赤字を計上。

これは、全国市町村

国保の累積赤字の

約４５％を占める状況

・今後の国保の広域化

を見据え、累積赤字の

解消を急ぐ必要があ

る。

・累積赤字の主な要因

である

-収納率の低さ、

-保険財政運営の基

本的事項が適切に

行われていないこと

の２点の改善に取り組

む。

・市町村が積極的に収

納率の改善などに取

組み、計画的に累積

赤字の解消を図る仕組

みを導入する。

・府から市町村へ交付

する調整交付金などを

活用し、市町村の国保

財政運営の改善を促

す。

・2012年度に、

「大阪府市町村国民健

康保険赤字解消計画

基準」を定め、累積赤

字率の特に高い団体

に対して、赤字解消計

画の策定を求め、累積

赤字の計画的な解消

を促している。

・2011年度から、府特

別調整交付金の交付

方法を、「事業実績に

応じた交付」(アウト

プット評価）から、「基本

的プロセスと成果を重

視した交付」（アウトカ

ム評価）に変更した

（※）。（※）2018年度か

らは、国保制度改革に

伴い、府２号繰入金に

財源を変更。

・累積赤字について、

2016年度決算では約

194億円まで減少

※2008年度比

・削減額６３６億円

・削減率約７６．６％

・収納率の改善

2009年度

８５．７８％

↓

2016年度

９０．９４％

(＋５．１６ポイント)
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総合治安対策の推進（１）

①分野：防災・安全・危機管理

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 青少年・地域安全室

⑤時期
2009年度

「青少年・地域安全室」設置

2012年度
「大阪府子どもを性犯罪から
守る条例」施行

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・2008年末まで街頭犯
罪認知件数が9年連続
で全国ワースト1を記録

するなど、大阪の治安
情勢は極めて厳しい状
況にあった。

・子供に対する性犯罪
の認知件数も多発し近
年増加傾向にある。

・厳しい治安情勢を受
け、府民の体感治安の
改善が喫緊の課題と
なっていたが、警察、
府、市町村、地域が個
別で対策を進めており、
総合調整機能がなかっ
た。

・府警、市町村と連携し、
街頭犯罪ワースト1返

上に向けた総合的な治
安対策を推進するため
の司令塔機能を整備

・子供の性犯罪被害防
止のため、府警と連携
して加害者の再犯防止、
立ち直り支援の仕組み
を新たに構築

・知事部局に青少年・
地域安全室を設置。

府警から併任発令の
警察官6名を配置。
（2014年度当初時点で

土木事務所への配置
も含めて15名を配置）

・市町村が自治会等を
通じて行う防犯カメラ設
置に対して補助
2009～2013年度
17市町計14,415台設
置
2014年度～2016年度

２２市町村計４００台設
置

・小学校区単位で防犯
ボランティアの活動拠
点を整備。 【大阪発】
2013年度末

582小学校区に整備
（府内設置率 58％）
2017年度末

982小学校区に整備
（府内設置率 99.7%）

・刑法犯認知件
ピークのH13（2001）年
から約68％の減少
2001年 327,262件
2013年 151,413件
2014年 148,257件
2015年 132,471件
2016年 122,136件
2017年 107,023件

※ 東京
ピークのH14年（2002）
年から約59％の減少
2002年301,913件
2008年212,152件

→2013年162,557件
→2016年134,619件
→2017年125,251件

Ｂ（６６）
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①分野：防災・安全・危機管理

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 青少年・地域安全室

⑤時期
2009年度

「青少年・地域安全室」設置

2012年度
「大阪府子どもを性犯罪から
守る条例」施行

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・「子どもを性犯罪から
守る条例」を施行。

【全国初】

性犯罪の再犯防止に
向けて刑期満了者の
社会復帰支援に着手

参考：犯罪件数について
・2016年から「地域の犯罪情勢

に即した犯罪抑止総合対策」を
推進するため「大阪重点犯罪」
を提唱
※大阪重点犯罪

・子どもや女性を狙った性犯罪
（強姦、強制わいせつ、公然わ
いせつ、痴漢）
・ひったくり・路上強盗

・自動車関連犯罪（自動車盗、
車上ねらい、部品ねらい）

・署指定犯罪 （警察署管内の
犯罪情勢に応じて、大阪重点
犯罪以外の犯罪を指定）

※以降、大阪は街頭犯罪とい
う名称を使用しない
・2017年から「大阪重点犯罪」

に「特殊詐欺」を追加し対策を
推進

・大阪重点犯罪認知件数
2016年 23,484件
2017年 19,913件

・特殊詐欺被害認知件数
2016年 1,633件
2017年 1,597件

支援者数
2012年度：5人
（2012年10月～2013年
3月）
2013年度：12人
2014年度：5人
2015年度：13人
2016年度：10人
2017年度：4人

支援実施回数
2012年度：14回
（2012年10月～2013年
3月）
2013年度：84回
2014年度：94回
2015年度：137回
2016年度：175回
2017年度：174回

Ｂ（６６）総合治安対策の推進（２）
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青少年の社会参加・社会的自立に向けた支援の仕組みの整備（１）

①分野：教育・学校・青少年

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 青少年・地域安全室

⑤時期
2010年3月

こども・未来プラン後期計
画策定

2010年4月
子ども・若者育成支援推
進法施行

2010年7月
子ども・若者ビジョン策定

2015年3月
大阪府子ども総合計画策
定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・ひきこもり青少年は、
全国 69.6万人
府内 約5万人

と推計されるが、予防
としての不登校対応か
ら地域での発見、社会
的自立に向けた支援ま
での一貫した取り組み
体制がなかった。

・高校・大学を中退して
しまうと、支援を受ける
ための契機がなくなり
問題が潜在化。

加えて支援にあたる
NPO等の社会的資源

が不足している状況に
ある。

・結果として、将来の生
活保護受給者数の増
加がなど社会問題化
が予想されていたが、
総合的な取り組みが遅
れていた。

・ひきこもり青少年を地
域で期発見・支援する
システムの構築

【大阪発】
（取組み1）

福祉、保健・医療の関
係機関やNPO団体との

連携を通じて、ひきこも
り青少年に対する総合
的な支援体制を整備

（取組み2）

市町村を核として、学
校、民生委員、福祉事
務所等からなる「地域
支援ネットワーク」を構
築し、ひきこもり青少年
の早期発見・支援体制
を構築

・府内10か所にNPO等

が運営する「子ども・若
者自立支援センター」
を開設し、ひきこもり青
少年を支援する「子ど
も・若者自立サポート
事業」を実施。
（府は運営NPOに対し
て委託費を支払い）
(2012～2014）

・「子ども・若者自立支
援センター登録制度」
を実施し、市町村への
登録団体活用を促進。
（2015～2017）

・大阪府ひきこもり青少
年支援市町村連絡会
や支援センターの充実
など市町村と連携した
地域支援ネットワーク
を推進
・2012年度の支援実績
633人（延べ6,514人）
・2013年度の支援実績
837人（11,256人）
・2014年度の支援実績
966人（延べ12,973人）

・2015年の登録数
7団体10ヶ所
2016年の登録数
5団体7ヶ所
2017年の登録数
5団体7ヶ所

・４市（枚方市、東大阪
市、大東市、泉佐野
市）が登録団体へ事業
を委託。

・民生委員・児童委員
や高校などと連携した
ひきこもり青少年や中
退・不登校者等に対す
る支援の仕組みを構築。

Ｂ（６７）
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①分野：教育・学校・青少年

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 青少年・地域安全室

⑤時期
2010年3月

こども・未来プラン後期計
画策定

2010年4月
子ども・若者育成支援推
進法施行

2010年7月
子ども・若者ビジョン策定

2015年3月
大阪府子ども総合計画策
定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・府内8校と連携して、

「高校中退・不登校フォ
ローアップ事業」を実施。

（府は相談支援員の人
件費等を負担）
（2013～2014）

・府内高校と連携して、
「高校内における居場
所のプラットフォーム化
事業」を実施。
（2015～2016）

・「課題早期発見フォ
ローアップ事業」として、
教育庁において引き続
き実施（2017～）

・ひきこもりや高校中退、
不登校など、直ちに一
般就労に従事すること
が困難な若者が就労
経験を積むための「中
間的就労の場づくり支
援事業」を実施（府は
運営NPO等に対して委
託費を支払い）
（2014.3～2015.2）

・ひきこもり青少年の早
期発見のため、民生委
員・児童委員向け研修
会を実施。

・2013年度の支援実績
759人（延べ6,690人）
・2014年度の支援実績
529人（延べ10,649人）

・2015年度実績
連携高校数 21校
1,455人 延べ16,140人
・2016年度実績
連携高校数 9校
442人（延べ2,751人）

・2012～2013年度の支
援実績
延べ17,482人
・2014.3～2015.2 実績
支援人数 98人
就職決定者数 41人

Ｂ（６７）青少年の社会参加・社会的自立に向けた支援の仕組みの整備（２）
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①分野：教育・学校・青少年

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 青少年・地域安全室

⑤時期
2010年3月

こども・未来プラン後期計
画策定

2010年4月
子ども・若者育成支援推
進法施行

2010年7月
子ども・若者ビジョン策定

2015年3月
大阪府子ども総合計画策
定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・大阪府子ども・若者支
援地域協議会設置
（2015～）

・大阪府子ども・若者民
間支援団体連絡会設
置（2017～）
（29団体が参画）

・2015年～2017年
年1回開催

・2017年に1回開催

・その他、民間支援団
体と連携した会議等を
開催

■自治体と民間支援団
体の情報交換会

■全国子ども・若者支
援フォーラムin Osaka

Ｂ（６７）青少年の社会参加・社会的自立に向けた支援の仕組みの整備（３）
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あいりん地域の環境整備における警察・区役所との連携・協力

①分野：防災・安全・危機管理

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 政策企画部

健康医療部
市 政策企画室

西成区役所
府警本部

⑤時期
2013年12月知事方針表明
2014年4月 「あいりん地域を

中心とする環境整備５か
年計画」発表

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・大阪市で「西成特区
構想」を掲げ、2013年

度から本格展開してい
るが、府、府警として市
と一体となった取組み
には至っていない

・あいりん地域では、覚
せい剤等の薬物取引、
公園・道路におけるご
みの不法投棄、道路を
不正使用した露店営業
などが頻発。悪いイ
メージが定着する原因
であり、対策が急務

・今宮中学校区小中一
貫校開校（2015年4月）

に向けた環境改善が
不可欠

・府、市、府警本部の
協力体制の構築

・取組み姿勢のアピー
ル

・知事が、府・市・府警
本部一体となった取
組みを検討すること、
５年で５億円の予算
（府警予算含む）を確
保する方針を表明

・「あいりん地域を中心
とする環境整備 ５か
年計画」発表（2014年4
月）
-府・市・府警本部の三

者による継続的な進
捗管理体制を構築

-薬物対策（薬物乱用

防止啓発・薬物依存
症等ケア）、安全・安
心の取組みを二本柱
に、府・市・府警本部
の事業をとりまとめ、
一体的な取組みとし
てアピール

-既存の体制を計画に

位置付け、関係機関
の連携を強化（西成
地域薬物対策チー
ム）

・2014年4月に計画発

表。府・市・府警本部に
おいて、情報共有・意
見交換等を行いながら
事業実施中

＜参考＞
2014～2018年度
府予算5億円、市予算
11億円

・街頭犯罪防犯カメラ
45台一斉整備（府警）

・薬物乱用防止の啓発
の実施（府）

・薬物依存症等ケアの
実施（府・市）

・不法投棄ごみ処理・
巡回（市）

・通学路の道路照明
190灯LED化、防犯カメ
ラ52台設置（市）

など

Ｂ（６８）
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Ｂ（６９）

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・府内において死亡
に至る重篤な事件
が発生

2008年：２件
2010年：５件

（政令市含む）

・大阪府域の児童
虐待相談対応件数
は全国で２位
府域：2009年：
5,436件
東京都：3,339件、
神奈川県域：5,676
件

・早期発見・対応が
急務であるが、市
町村では件数増に
よる安全確認に追
われ、重症度の判
別や専門的な対応
については不十分
な状況であった。

・効果的な広報啓
発の検討・実施

・府組織体制の見
直し
-児童福祉司等専
門スタッフの増員

夜間・休日体制の
充実
-警察との連携強化
-

・現場を担う市町村
間のネットワーク強
化や活動支援

・これまでにない大規模・広範
囲でのテレビＣＭ、広報の実
現
-2010年過去最大の放送規模。
（8・11月で900本）

-近畿２府４県４政令指定都市

での共同実施（啓発用ステッ
カーの配布等）。

-民間企業・団体と連携した広

報啓発事業の実施（鉄道各
駅へのポスター掲示等）

・府組織体制の強化
-虐待対応のための児童福祉
司等の増員（2011年20名
2013年5名、2015年8名
2016年15名、2018年15名）

-警察官OBを子ども家庭セン
ターに配置（2011年:3名、
2012年:5名 2013年：5名、
2014年：7名、2015年：7名、
2016年：7名、2017年：13名）

-夜間・休日における警察官
OBを配置（2018年：4名）

-新たな一時保護所開設
（2013年、定員50名→86名）

-中央子ども家庭センターに
「こころケア」開設（2013年）

・啓発活動等による虐
待防止への府民の意識
の高まり
- 府域相談対応件数：

2013年：10,716件
2014年：13,738件
2015年：16,581件
2016年：17,743件
2017年：18,412件
（８年連続全国最多）

・子ども家庭センターの
体制強化（安全確認業
務の外部委託）
-軽度のケースのうち、

家族・親戚等からの通
告に係る安全確認業務
をノウハウを有する民間
等に業務委託

・対応の充実
-夜間・休日受電対応の
外部委託

-夜間・休日出動件数
2013年:206件 うち一
時保護72件（総受電数
1,631件）

2014年:232件 うち一
時保護62件（総受電数
1,966件）

児童虐待防止に向けた相談受付体制見直し（１）

①分野：福祉・子育て

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 福祉部

⑤時期
2010年～2012年

テレビCM等の実施
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Ｂ（６９）

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・市町村ｽｷﾙｱｯﾌﾟ支援
-府専門スタッフを派遣し、早

期発見・対応力強化に向け
助言（2011～2013年 34市
町：延べ178回）

-子ども家庭センターにおけ
る受入研修
（2015年：10市、2016年：11
市、2017年：8市）

2015年:345件 うち
一時保護63件（総受
電数2,013件）

2016年:397件 うち
一時保護90件（総受
電数 3,040件）

2017年:447件 うち
一時保護69件（総受
電数 5,381件）

・施設退所後の親子
への支援について
のガイドライン作成
によるノウハウの共
有、対応力向上

児童虐待防止に向けた相談受付体制見直し（２）

①分野：福祉・子育て

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 福祉部

⑤時期
2010年～2012年

テレビCM等の実施
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①分野：福祉・子育て

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 福祉部

⑤時期
2010年～ 『大阪府財政

構造改革プラン（案）』で民
営化を明確化

Ｂ（７０）府立金剛コロニー・府立砂川厚生福祉センター再編整備

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・これまで、府では、府
立社会福祉施設を設
置・運営し、福祉サービ
スの広域的な供給及び
府域の福祉サービス基
盤の確立に先導的な
役割を果たしてきた。

・民間による福祉サー
ビスの供給を誘導・促
進してきた結果、民間
社会福祉法人が担う福
祉サービスが拡大する
なかで、府の役割を明
確にする必要が出てき
た。

（出典）『府立社会福祉
施設等のあり方につい
て』（H10.12）

・府が果たすべき役割
を精査したうえで、民間
で対応可能な分野は、
順次、民間移行をすす
める。

・入所施設からの地域
移行を着実に進め、大
規模施設の縮小を図る。

①砂川厚生福祉ｾﾝﾀｰ

・施設種別や運営手法
の見直しなどを行う。

②金剛コロニー

・事業団の経営努力に
対する指導や運営手
法の見直し（民営化含
む）などを行う。

・『障害者自立支援法』
(2006年4月施行)を踏

まえ、府立施設の再編
整備方針（案）を策定
（2007年1月）

①砂川厚生福祉ｾﾝﾀｰ

・民間で対応が困難な
利用者を支援する施設
に特化。（強度行動障
がい者、社会関係障が
い者）

・民間事業所と連携し
た地域移行の推進。

②金剛コロニー

・『大阪府財政構造改
革プラン（案）』（2010年
10月）で民営化を明確
化。

・地域生活移行の計画
的な促進（拠点施設の
整備等）、利用者の状
態にあった施設への転
換により民営化を推進

①砂川厚生福祉ｾﾝﾀｰ

・施設廃止・民営化及
び施設機能の特化によ
り、2011年度末で再編

整備完了。今後は、民
間施設職員等への研
修機能を強化する。
＜実績＞
・入所定員：7施設500
名（2003年）⇒2施設70
名（2012年以降）

②金剛コロニー

・コロニー内の施設整
備及び地域生活支援
拠点施設を整備し、着
実に地域移行を推進。
-2017年度民営化
-障がい児施設（定員
100名）として一部存続

（府立こんごう福祉セン
ターに改称）
＜実績＞
・入所定員（成人）：750
名（2003年）⇒民営化

障がい児者施設（定員
児80名、者20名）（2017
年）として一部存続。

・運営委託料（超過負
担分）：約22億円（2003

年決算）⇒ 約３億円
（2018年予算） 244



①分野：福祉・子育て

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 福祉部

⑤時期
2013年～ 知事重点事業

として「発達障がい児者総
合支援事業」を開始

発達障がい児者の早期発見とライフステージに応じた支援 Ｂ（７１）

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・発達障がい児者
に対する支援につ
いて、障がい福祉
制度の谷間にお
かれ、その気づき
や対応が遅れが
ちであった。

・ライフステージに
応じた支援を行う
とともに、乳幼児
期、学齢期、成人
期と一貫した切れ
目のない総合的
支援を行う必要が
ある。

※発達障がいとは…

・広汎性発達障がい
（自閉症等）、学習
障がい、注意欠陥
／多動性障がいな
ど、脳の機能障が
い。

・全庁が一体となって（福祉
部、健康医療部、教育委員
会、商工労働部等が連携）
ライフステージに応じた一貫
した支援体制の整備を図る
（乳幼児期）早期発見及び支
援につなげるための健診の充
実

（学齢期）学校等における発達
障がい児への支援の充実

（成人期）発達障がい者の気
づき支援や、発達障がい者の
雇用を支援

・2014年度においては、早

期発見をはじめ、発達障が
い児者が身近な地域での支
援を受けることができるよう、
市町村（地域）での取組の
充実に向け、府として施策
を実施。
＊2014当初予算
１億3,197万円（一般財源9,013
万円）
2015年当初予算１億3,023万
円(一般財源8,383万円)
2016年当初予算１億1,153万
円(一般財源6,921万円)
2017年当初予算２億1,812万
円(一般財源１億8,671万円)
2018年当初予算２億1,855万
円(一般財源１億8651万円)

・発達障がい児者支援 体
制整備検討部会の運営
-発達障がい児者支援プラン

の策定に向けた検討や発達
障がい児者総合支援事業の
進捗管理等
・乳幼児健診体制整備
-発達障がいの早期発見に資

する問診項目等の検討や府
立の病院おいて、かおテレ
ビ（社会性発達の評価補助
装置）を活用

・障がい児通所支援事業所
に対する機関支援（2013年
度末時点府内延92箇所
→2017年度末時点府内延
316箇所）
-発達障がい児に対する地域

の支援力強化を図るため人
材育成等を実施

・家族支援
-「ﾍﾟｱﾚﾝﾄ・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ」（保護者
向け集団ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）の実施

・「発達障がい者支援セン
ター（アクトおおさか）」の運営
-府内の発達障がい児者に対

する支援を総合的に行う拠
点及び地域支援機能を強化

・これまで取組が
十分でなかった
発達障がい児
者支援につい
て、施策をパッ
ケージで企画・
展開できる体制
が整いつつある。

・「発達障がい児
者支援プラン」
（2014年3月策
定）

「新・発達障がい
児者支援プラ
ン」（2018年3月
策定）
関係機関がその
役割に応じて連
携しつつ、重層
的な支援体制を
構築することを目
指す。

・乳幼児健診に
おける発達障
がいの早期発
見に資する問
診項目を策定
するとともに、
市町村保健師
向けにその手
引書を作成
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福祉関連情報発信・コミュニケーション支援拠点(仮称)の整備 Ｂ（７２）

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・福祉３センター（大阪府盲人
福祉センター、社会参加促進
センター、谷町福祉センター）
は、2015年度末までに耐震改

修が必要であり、老朽化が顕
著で、バリアフリーも不十分で
ある。

・福祉３センターを一
元化し、視聴覚障害
者情報提供施設と、
母子・父子福祉セン
ターの２つの機能を
持つ府立社会福祉施
設として集約。

・福祉関連の情報発
信やコミュニケーショ
ン支援のための拠点
施設として森之宮地
区に整備する。

・2015年度、大阪府障

がい者社会参加促進セ
ンター等移転整備事業
基本構想を策定。
・2016年度、福祉関連

情報発信・コミュニケー
ション支援拠点(仮称)
整備基本計画を策定。

・2017～2018年

度、基本・実施
設計。

・2018年度より

工事に着手し、
2020年度早期

の供用開始を
目指す。

①分野：福祉・子育て

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 福祉部

⑤時期
2015年 大阪府障がい者

社会参加促進センター等移
転整備事業基本構想、策
定
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危険ドラッグ対策の強化 Ｂ（７３）

①分野：健康・医療

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 健康医療部

⑤時期
2012年6月 条例制定指示
2012年12月 条例制定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・2011年頃から合法

ハーブ等と称した危険
ドラッグの販売店が増
加している

・危険ドラッグによると
疑われる健康被害が
多数発生

・2012年5、6月に危険

ドラッグ使用後に車を
運転し、第３者を巻き
込む事故が発生した

・国が禁止する薬物の
指定には時間がかかり、
迅速な取締りに限界が
あった

・危険ドラッグ対策を強
化する府独自の条例を
制定

-2012年6月知事指示

・「大阪府薬物の濫用
の防止に関する条例」
制定（2012年12月全面
施行）
-全面施行は東京都に
続き、全国で2番目

-全国で初めて、知事指
定薬物の使用者(所
持、使用の行為)に罰
則導入

・知事指定薬物として
国の指定より早く指
定

・全国で唯一、警察職
員に立入権限を付与

・大阪薬物乱用「ダメ。
ゼッタイ。」第三次戦略
を改正、危険ドラッグ対
策を盛り込む。（2012
年12月）

・危険ドラッグの買上調
査実施（70製品のうち4

製品から違法薬物検
出。2013年度）

・販売店舗数がゼロ
(2015年3月)になって以

降も、通常監視、ネット
監視の継続。薬物指定
審査会を開催

・立ち入り調査等により
販売店舗数がゼロ

2011年度 73店
⇒2012年度 33店

2013年度 37店
2014年度末 0店

・健康被害(救急搬送)
の発生状況が減少

2011年 24人
⇒2012年 46人

2013年 10人

・府の取組みが国に影
響
-府条例の使用者まで

の規制が国に影響。薬
事法改正により規制強
化。国が府の規制に追
い付く形
-東京都と連携し国より

迅速に知事指定薬物
を指定（知事指定後、
国の指定薬物に指定）
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ＯＳＡＫＡしごとフィールドの設置による雇用促進

①分野：産業・労働

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 商工労働部

雇用推進室

⑤時期
2013年9月
「OSAKAしごとフィールド」
開設

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・大阪の雇用状況は
東京・神奈川・愛知に
比べて悪い
【2012年】
-完全失業率

大阪府 5.4％
東京都 4.5％
神奈川県 4.4％
愛知県 3.7％

-有効求人倍率
大阪府 0.77倍
東京都 1.08倍
神奈川県 0.57倍
愛知県 1.12倍

・ハローワーク（国直
営には求人情報が豊
富にあるが、それを
活かしきれていない
-マッチングノウハウ
-大阪の産業を支える

中小企業側の雇用
ニーズとのミスマッチ

・ハローワーク、民
間人材ビジネス、
大阪府の三位一体
の支援の仕組みを
創設
-ﾊﾛｰﾜｰｸ：求人情
報が豊富
-民間人材ﾋﾞｼﾞﾈｽ：

ﾏｯﾁﾝｸﾞ、人材育成
の専門的なノウハ
ウを有する
-府：中小企業との

ﾈｯﾄﾜｰｸ、支援策
がある

【参考】

ハローワークの一体
的実施の状況（地方
自治体の提案内容に
沿って事業が開始さ
れたもの）

都道府県：32
市区長：89
共同提案：1

（2014年7月現在）

・「ＯＳＡＫＡしごと
フィールド」を開設

（2013年9月）、求職者に加え、

ﾊﾛｰﾜｰｸ等では従来行ってい
なかった中小企業向けの支
援を実施
-求職者向け支援

若者、就職困難者等のカウ
ンセリング、面接の受け方
等のセミナーを開催

-企業向け支援

中小企業の人材ニーズを把
握し、企業相談や採用活動、
定着支援等のセミナーを開
催

-同ﾌﾛｱにハローワークを併設
・OSAKAしごとフィールドをリ
ニューアル(2017年5月)

-就職に困難性を有する求職

者等への支援プログラムの
開発・実施

-中小企業の人材確保支援の

ため、職場環境の改善や魅
力の向上・情報発信

-職種志向の拡大・転換カウ
ンセリングの実施

-求職支援機能(利用者に一
時保育を提供等)の強化や

「公園」をテーマに施設空間
を一新

・「ＯＳＡＫＡしごと
フィールド」の実績

-就職者数
5,108名(2013年度)
(2013.9～2014.3)
8,080名(2014年度)
8,038名(2015年度)
7,733名(2016年度)
8,023名(2017年度)

-登録企業数
3,289社(2013年度末)
4,606社(2014年度末)
5,320社(2015年度末)
5,616社(2016年度末)
6,228社(2017年度末)

Ｂ（７４）
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①分野：産業・労働

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 商工労働部

⑤時期
2009年10月

ハートフル条例制定
2010年4月

ハートフル税制創設

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・大阪の障がい者雇
用の状況は、全国の
下位レベル
-2009年実雇用率
１．６０％(全国32位)

-法定雇用率達成企
業割合
４２．９％(全国45位)

・障がい者の法定雇
用率が、１．８％から
２．０％に引き上げら
れ、一層の対策が不
可欠

・「障がい者雇用Ｎ
ｏ．１」に向けた制
度の創設と取組み
の推進

・府との契約・補助
金交付等の対象と
なる企業での障が
い者雇用を促す条
例を制定

・障がい者雇用促進ｾﾝﾀｰ
（2009年7月設置）
-府に提出された雇入れ計画

の達成に向けた指導・誘導、
特例子会社設立の働きかけ、
専門家派遣、人材のﾏｯﾁﾝｸﾞ

・「ハートフル条例」（2009年
10月制定、2010年4月施行）
-対象：府の契約先、補
助金交付先、府の施設
の指定管理者
→法定雇用率未達成企 業に
は、雇入れ計画策 定を義務
付け等

-条例に基づく取組み
①雇用状況報告事業数

2,063社(2014年3月末)
3,918社(2018年9月末)

②そのうち、未達成事業者へ
の指導 771社(2014年3月
末) 1,294社(2018年9月末)

・条例対象外企業への雇用
働きかけ
310社(2014年3月末)

1,066社(2018年7月末)
・ハートフル税制（2010年4月
創設）
-障がい者を多数雇用する中
小企業等の法人事業税を
軽減 延べ34社(2014年3月
末) 126社(2018年9月末)

・新たな中期目標の策定
-2017年度までに実雇用率
2%以上、雇用数45,600人

・障がい者の実雇用率
が上昇（全国平均レベ
ルに）
-大阪府（順位）
2009年 1.60%（32位）
2012年 1.69%（28位）
2013年 1.76%（28位）
2014年 1.81%（29位）
2015年 1.84%（35位）
2016年 1.88%（40位）
2017年 1.92%（43位）

（全国）
2009年 1.63%
2012年 1.69%
2013年 1.76%
2014年 1.82%
2015年 1.88%
2016年 1.92%
2017年 1.97%

・雇入れ計画に基づく
障がい者雇入れ実績

２，２３８人

ハートフル条例、ハートフル税制の実施 Ｂ（７５）
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①分野：くらし・住まい・まちづくり

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 府民文化部

⑤時期
2010年度～

地域力再生支援事業補助金

2011年度～
新しい公共支援事業

2013年度
大阪府府民協働促進指針

策定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革し
たか（What）

主な成果
（Outcome）

・地域を支えてき
た各種のコミュニ
ティが弱体化

・急速に進む都
市環境の変化の
なかで、大規模
災害への備えや
支援を要する家
庭への対応など、
地域の実情に応
じて多様化する
課題に対して、行
政単独で適切に
対応していくこと
が困難になって
いる。

①府独自で地域活動の立
ち上げ支援

・「地域力再生支援事業補
助金」を創設し、土木事務
所などと連携し、地域が取
り組む自主的な活動の立ち
上げを支援

②国事業を活用した地域課
題を解決するモデル事業の
支援

・国の「新しい公共支援事
業」の交付金を活用し、さま
ざまな団体が協働して地域
課題の解決に取り組むモデ
ル的な事業等を支援

③府のＮＰＯ等支援指針を
策定

・「大阪府府民協働促進指
針」を策定(H26年1月)。自
治会、公益法人やNPO法人

等の地域活動の担い手で
ある団体の自立性を高め、
自主的な活動を促進するこ
とにより、協働による取組
みを進め、共助社会の実現
をめざす。

①「地域力再生支
援事業補助金」
(2010～2011)

・小学校を活用
した活動拠点整備

・地域安全セン
ターの設置促進

など

②「新しい公共支
援事業」(2011～
2012)
モデル事業例

・元ホームレスや
生活保護受給者
の就労と自立の場
の提供

・地域コミュニティ
の活動を核とした
防災ネットワーク
づくり

③「大阪府府民協
働促進指針」策定
（2014年1月）

①2011年6～7月に実施した調

査で、５割を超える市町村が、
地域活動が活発化・コミュニ
ティの活性化が図られたと回
答（「地域力再生に向けた市町
村取組調査」）

②NPO等団体間における新た

な関係作りの契機となり新たな
ネットワークが生まれるなど、
ＮＰＯ等との協働の取組みが
促進

-構築されたﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ（事業実
施するための協議体）数：４１

③市民公益税制
・地方税法第37条の２第1項第
3号に掲げる寄附金に関する
条例制定（2015.1施行）
‐指定法人数170法人
（2018.3現在）
・同条同項第4号に掲げる寄附

金を受け入れる特定非営利活
動法人を定めるための手続等
に関する条例制定（2015.6施
行）

・同条同項第４号に掲げる寄附
金を定める条例（2017.11施
行）
‐指定法人数4法人
（2018.3現在）

NPOの活動基盤づくり、自立運営をサポートする「市民公益税制」の導入に向けた検討 Ｂ（７６）
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インフラ・アセットマネジメント（維持管理の重点化）

①分野：都市計画・都市整備

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 都市整備部

⑤時期
2010年度

アセットマネジメント手法の導入

2014年度
都市基盤施設長寿命化計画
策定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・高度経済成長期に整
備された大量のインフ
ラ施設が一気に老朽
化、更新時期到来
-建設後40年以上の
橋梁が48％

-防潮堤・護岸等でも
老朽化が顕著に

・交通量・人口集中に
より維持管理を行い
にくい
-交通量の集中は全
国3位

-低平地への人口集
中は全国1位

・建設投資余力の減少
建設費は 10 年前か

ら半減 → 半数の事業
が「休止・遅延」

・予防保全による長寿
命化が必要

・限られた財源・人材の
中で、建設事業と維
持管理をトータルでマ
ネジメント

・建設事業の更なる選
択と集中により、維持
管理への重点化を行
い、予防保全対策を
実施

・2010年度から維持管

理戦略について当面
3年間程度の対策予
定を提示

-「アセットマネジメント

手法」の導入により、
施設の長寿命化や更
新時期の平準化を図
り、ライフサイクルコス
トの縮減を図る。

-地方債の発行等によ

り、維持管理予算必
要水準への段階的増
額（2010年;170億円
→2013年;260億円
（1.5倍増））

・都市基盤施設長寿命
化計画策定（2015.3）

・2010年度からの建設

事業計画について、
当面10年間の事業予
定を提示

-原則、現行の予算水

準を基本、重点化方
針のもと、「さらなる選
択と集中」、即効性、
実現性の観点から
「事業や計画の見直
し」

・維持管理予算へのシ
フトにより、今後20年
で3300億円（年間165

億円）の財政縮減効
果を見込む

・建設事業の計画的推
進

Ｃ（８７）
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泉北ニュータウンのまちづくりの方向性を示すビジョン策定と体制の構築

①分野：くらし・住まい・まちづくり
②タイプ

☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 住宅まちづくり部

⑤時期
2010年4月
泉北ＮＴ再生府市等連携協議会
設立

2011年3月
泉ヶ丘駅前地域活性化ビジョン
策定（2014改訂）

2012年3月
泉北ＮＴ公的賃貸住宅再生計画
策定

2017年3月
泉北ＮＴ公的賃貸住宅再生計画
改定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・まちびらきから４０年
以上が経過し、社会環
境の変化等により、人
口減少・少子高齢化、
住宅や施設の老朽化
などの課題が山積

・市場原理の原則の下、
民間事業者が参入でき
る環境を整える等、民
間活力を活用したまち
づくりへと転換する

・公益的な役割が終了、
又は転換による活性化
が期待できる施設等を
民間へ譲渡

・堺市、公的賃貸住宅
事業者、民間事業者が
連携し、ニュータウンの
活性化に向けて公的
住宅ストック等の活用
の方向性を示した

・府・堺市・タウン財団、
府公社・URによる協議
会を設立

・「泉ヶ丘駅前地域活性
化ビジョン」（2011.3策
定、2015.1改訂）

・駅北、駅南エリア資産
の民間への譲渡

・ヤングタウン跡地の
東大谷高校開校

・府立勤労青少年会館
跡地を東大谷高校用
地として売却

・近畿大学医学部及び
附属病院の移転（2023
年度移転予定）

・「泉北NT公的賃貸住
宅再生計画」（2012.3
策定、2017.3改定）

・「泉北ニュータウンま
ちづくりプラットフォー
ム（公民連携のための
意見交換の場）」設立
（2018年）

Ｃ（８８）
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金融機関提案型の融資制度の創設 Ｄ（１０７）

①分野：産業・労働

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
☑ 投資・予算
□ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 商工労働部

⑤時期
2011年度
「金融機関提案型融資」
創設

253

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・制度融資について、こ
れまでの金融セーフ
ティ中心の役割に加え、
頑張る中小企業のチャ
レンジを応援する新た
な制度設計が必要。

・府による融資メニュー
の設計は、画一的な内
容になりがちで、金融
情勢や企業ニーズ等
が反映できる仕組みの
検討が必要。

・地域の金融機関が、
それぞれの特色や強
みを活かして、中小企
業への資金供給が可
能となるような、新たな
制度融資メニューを創
設。

・金融機関が自らの特
色や強みを活かした融
資メニューを提案し、そ
れを府が承認する「金
融機関提案型融資制
度」を全国で始めて創
設。（金融機関では、融
資後においてもフォ
ローアップを実施。）

・府から金融機関に対
して預託（無利子貸付）
を行うことで、低利での
融資を実施。

・2015年度以降、単年度
実績で3年連続1,000億

円を超えるなど、融資実
績額は着実に増加してい
る。

2011年度（創設）
・32ﾒﾆｭｰ 187億円

↓
2014年度

・53ﾒﾆｭｰ 973億円
2015年度
・58ﾒﾆｭｰ 1,263億円

2016年度
・56ﾒﾆｭｰ 1,273億円

2017年度
・43ﾒﾆｭｰ 1,332億円

＜具体的な内容＞

・成長支援に重点を置く
もの（成長分野・ものづく
り企業支援など）や、最
近の経済・金融情勢に対
応したものなど、多様な
資金需要の応える融資ﾒ
ﾆｭｰを展開。
（2014年度～）
・設備投資特別枠を設定
（2015年度～2016年度）
・円安電気料金対策資金
（2018年度～）

・第４次産業革命関連設
備枠を設定
・海外展開支援資金融資



新たなエネルギー社会の構築

①分野：環境

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
☑ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 環境農林水産部

エネルギー政策課
政策企画部
戦略事業室

市 環境局

⑤時期
2012年2月
府市ｴﾈﾙｷﾞｰ戦略会議設置

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・エネルギー政策
は、これまで国や
電力会社任せで
進めてきた。

・大阪・関西の電
力は、原発依存
度が高く、福島の
原発事故以降、
電力需給がひっ
迫し、経済活動
や住民生活への
影響が懸念。

・エネルギー需給
構造の転換など、
これまでのエネ
ルギーのあり方
を見直す。

・自治体が、地域
の特性を活かし
た、エネルギー
戦略を掲げ、エ
ネルギーの地産
地消を推進。

・大阪の持続可
能な成長を支え
る「安全」「安定」
「適正価格」での
電力供給体制の
構築

・新たなエネルギー社会の構築
に向けた検討体制を整備

①府市エネルギー戦略会議設置
（2012年2月）

-電力需給対策の検討
‐府市ｴﾈﾙｷﾞｰ戦略提言(2013年5月)

②府環境審議会に「新たなエネ
ルギー社会づくり検討部会」設置
（2012年2月⇒答申：同年11月）

・組織体制の充実と新制度化
①エネルギー政策課設置（2012
年4月）

②府市連携の組織新設（2013年
4月～）
-おおさかｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ（再ｴ

ﾈ普及や省ｴﾈ促進の取組拠点）
-おおさかスマートエネルギー協議

会（府民、民間事業者、電力事業
者等による検討）

‐大阪電力選べる環境づくり協議会
（新電力の情報提供等）

③温暖化防止条例改正
‐建築物新増築時の省エネ基準
適合義務化
‐高効率低環境負荷火力発電
所の設置の届出公表制度創設

（アセス条例対象から除外） 等

・「おおさかエネルギー地産地消推
進プラン」策定（2014年3月）

⇒2020年度までに150万KW以上創出

①再生可能エネルギーの
普及拡大
→2012年4月～2017年3
月で65万kW増加

（太陽光発電）
(例)ﾒｶﾞｿｰﾗｰ
・泉大津ソーラーパーク
・水みらいｾﾝﾀｰ（北部・

中部・南部）

②エネルギー消費の抑制

関西広域連合と連携し
た住民・事業者の省エ
ネ・節電の取組推進

→夏の電力最大需要
(2010年との比較）
2013年 9%削減
2014年 14%削減
2015年 17%削減
2016年 14%削減

③電力需要の平準化と電
力供給の安定化
→おおさか版BEMS事業
者登録制度創設（2014
年7月末時点：21事業
者登録。2017年3月末
時点：20事業者登録）

Ｄ（１０８）
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①分野：環境

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 環境農林水産部

都市整備部

⑤時期
2009年12月

みどりの大阪推進計画策定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・大阪の都市部は、み
どりが少なく、ヒートア
イランド現象も顕著。内
外から人や企業が集ま
る都市環境になってお
らず、実感できるみどり
の創出が求められてき
た

-みどりに対する府民意
識

市街地にみどりがあ
る程度あると感じる府
民の割合
20.2％（2009年7月）

-市街地の緑被率
14％（2002年）

・みどりの風を感じる大
都市・大阪（山～街～
海をつなぐ「みどりの
軸」）の実現
-都市部のみどりの創

出、ヒートアイランド現
象を緩和する緑化の
推進

-周辺山系における健
全な森林の再生

・みどりの大阪推進計
画策定（2009.12）
-計画期間

2009～2025年
-みどりの風促進区域
の区域指定（2011年
5月）

・みどりの風促進区域
指定による重点緑化

-2011～2013年度
-民有地緑化地区数

１１０箇所
-2014～2017年度
-民有地緑化地区数

５１地区
-2017年度末

寄付・樹木提供による
協力企業数 ２２４社

・ネーミングライツ方式
による都心部でのみ
どりの拠点整備

-2012年度～
-ｳｪﾙｶﾑｶﾞｰﾃﾞﾝ新大阪

（2012年7月）
-シンボルグリーン東梅
田(2015年度)

・みどりに対する府民
意識

市街地にみどりがあ
る程度あると感じる府
民の割合

20.2%(2009年7月)
⇒32.9%(2013年8月)
⇒35.3%(2014年8月)
⇒30.5%(2015年8月)
⇒42.2%(2016年8月)
⇒43.5%(2017年8月)

‐大阪の熱帯夜日数
（７月～９月）

大阪46日
豊中36日
枚方29日
3地点平均37日

（2000年：1998から2002

年の5年間の平均）

・大阪の熱帯夜日数
（７月～９月）

ヒートアイランド対策 の計
画の基準年（2000年）の
熱帯夜日数に対し、
2011年は5日（1.4割）減少。
2016年は10日(2. 7割)減少。

なお、地球温暖化による
影響と考えられる気温上
昇分は除外して比較。

大阪41日
豊中32日
枚方24日
3地点平均32日
（2011年：2009から2013

年の5年間の平均）
大阪37日
豊中27日
枚方18日
3地点平均27日
（2016年：2014から2018

年の5年間の平均）

みどりの風を感じる大都市・大阪の実現（１） Ｄ（１０９）
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①分野：環境

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 環境農林水産部

都市整備部

⑤時期
2009年12月

みどりの大阪推進計画策定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・大阪の都市部は、み
どりが少なく、ヒートア
イランド現象も顕著。内
外から人や企業が集ま
る都市環境になってお
らず、実感できるみどり
の創出が求められてき
た

-みどりに対する府民意
識

市街地にみどりがあ
る程度あると感じる府
民の割合
20.2％（2009年7月）

-市街地の緑被率
14％（2002年）

・みどりの風を感じる大
都市・大阪（山～街～
海をつなぐ「みどりの
軸」）の実現
-都市部のみどりの創

出、ヒートアイランド現
象を緩和する緑化の
推進

-周辺山系における健
全な森林の再生

・みどりの大阪推進計
画策定（2009.12）
-計画期間

2009～2025年
-みどりの風促進区域
の区域指定（2011年
5月）

・みどりの風促進区域
指定による重点緑化

-2011～2013年度
-民有地緑化地区数

１１０箇所
-2014～2017年度
-民有地緑化地区数

５１地区
-2017年度末

寄付・樹木提供による
協力企業数 ２２４社

・ネーミングライツ方式
による都心部でのみ
どりの拠点整備

-2012年度～
-ｳｪﾙｶﾑｶﾞｰﾃﾞﾝ新大阪

（2012年7月）
-シンボルグリーン東梅
田(2015年度)

・みどりに対する府民
意識

市街地にみどりがあ
る程度あると感じる府
民の割合

20.2%(2009年7月)
⇒32.9%(2013年8月)
⇒35.3%(2014年8月)
⇒30.5%(2015年8月)
⇒42.2%(2016年8月)
⇒43.5%(2017年8月)

‐大阪の熱帯夜日数
（７月～９月）

大阪46日
豊中36日
枚方29日
3地点平均37日

（2000年：1998から2002

年の5年間の平均）

・大阪の熱帯夜日数
（７月～９月）
ヒートアイランド対策
の計画の基準年（2000

年）の熱帯夜日数に対し、
2011年は5日（1.4割）減少。
2015年は9日(2.4割)減少。

なお、地球温暖化による
影響と考えられる気温上
昇分は除外して比較。

大阪41日
豊中32日
枚方24日
3地点平均32日
（2011年：2009から2013

年の5年間の平均）
大阪38日
豊中27日
枚方18日
3地点平均28日
（2015年：2013から2017

年の5年間の平均）

みどりの風を感じる大都市・大阪の実現（２） Ｄ（１０９）
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①分野：環境

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 環境農林水産部

都市整備部

⑤時期
2009年12月

みどりの大阪推進計画策定

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・生駒山系花屏風構想
-2009年度～
-32地区：6,606本植栽

(2013年度末)
-33地区：9,347本植栽

(2017年度末)

・公立小学校の運動場
の芝生化推進事業

-2009～2012年度
-１８２校（約20ha）

・実感できるみどりづく
り事業
-2016年度～
-6地区：緑化促進活動
面積（※） 約87ha
（2018年10月）

※認定事業者が中心と
なって緑化促進活動
（街区単位の緑化を広
める）を行なう区域面
積

みどりの風を感じる大都市・大阪の実現（３） Ｄ（１０９）
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「大阪産（もん）」ブランドの発信

①分野：農林・水産業

②タイプ
☑ 政策の刷新
□ 執行の刷新

③改革スタイル
□ 投資・予算
☑ 条例・規則・運用ﾙｰﾙ
□ 組織・経営形態
□ 権限移譲

④担当部局
府 環境農林水産部

農政室、流通対策室

⑤時期
2009年4月

「大阪産（もん）」商標登録ロ
ゴマーク提供開始

Ｄ（１１０）

改革前の課題
（Why）

改革の方向性
（Vision)

何をどう改革したか
（What）

主な成果
（Outcome）

・農地の減少、遊休農
地の増加、担い手の減
少など、農業を取りまく
課題がある。大阪農業
の現状に即した取り組
みが求められてきた

-農地は約９％減少
(2000年→2010年)

-農家数は約１２％減少
（2000年→2010年）

○大阪産（もん）の府民
認知度が低い
・２９．２％（2009.6）

・大消費地をかかえ
る優位性を活かし、
攻める農業振興策へ
シフト。新しい付加価
値・ブランドの創出、
６次産業化を推進。

・「大阪産（もん）」のブラ
ンド化、ロゴマークの民
間事業者への提供
(2009年～)

・大阪産（もん）チャレン
ジ支援・表彰事業

-ブランドイメージ向上の
貢献活動を表彰

大賞15件/132件
(2011～2013年)

-商品開発支援

環境農林水産研究所
が技術支援技術支援

ｴｰｽｺｯｸ（ﾗｰﾒﾝ）
ｻｰｸﾙKｻﾝｸｽ(弁当)

・大阪産（もん）のグルー
バルブランド化(2013年
～)

・第２の水なす発掘プロ
ジェクト

・都市農業参入サポート
事業(2011～2013年)

-窓口設置(2011.4)
・6次産業化の推進(2015
年～)
・大阪産(もん)の首都圏、
海外へ販路拡大(2016年
～)

・大阪産（もん）の府民
認知度
2009年6月：29.2%
2016年3月：46.2%
2017年3月：51.0%
2018年3月：53.7%

・農産物直売所の売上
高
2009年度：51億円
2011年度：71億円
2013年度：76億円
2015年度：83億円

・農業産出額
2009年：319億円
2012年：344億円
2013年：331億円
2014年：320億円
2015年：341億円
2016年：353億円
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